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【巻頭言】

特集「教育評価」について

国内では、中央教育審議会の｢地方教育行政｣に関する答申（1998）で、学校が地域に開かれ、信頼され
る組織となるように、自己評価の実施と結果の公表を提案したことを手始めに、2002年に学校設置基準が
改訂され、自己評価が努力規定とされ、全国的に学校評価システムの導入が進められてきた。2006年には
文部科学省により「学校評価ガイドライン」が定められ、各学校は自己評価、外部評価を実施しその結果
を公表することが提示された。大学に関しては、1991年の大学設置基準の改定により自己評価が努力規定
とされ、次いで義務化された。さらに、第三者評価の必要性が説かれ、2002年には義務化された。2004年
に国立大学が法人化された後は、中期目標、中期計画を作り、国立大学法人評価委員会が評価することと
なった。このように、学校・大学の自己評価が推奨され、次いで義務化され、第三者評価が推奨され、次
いで義務化されるといったトップダウンの経緯をたどっている。学校・大学が全国一斉に評価の網が法的
にかけられたところから、表面的な評価実施率は高いものの、現場の教職員の評価に関する知識はきわめ
て限られたものでしかなく、大きな混乱や反発があるのが実態であり、評価をどのようにして教育行政に
円滑になじませ、PDCAサイクルに真に生かしていくかが問題となっている。わが国の教育行政に即した、
学校評価理論の構築と評価実践のベストプラクティスの蓄積が必要とされている。

長尾論文は、学校評価の理論を学校評価の仕組みの理論と学校評価の実践の理論の二層構造の枠組みを
示している。石田（謙豪）他論文は、この理論に基づく公立小学校による学校評価の実践報告である。ま
た、齋藤・林論文は第三者評価機関である大学評価・学位授与機構が2000年度から2003年度まで国公立大
学等延べ550組織に及ぶ試行的評価を実施した評価結果を分析し、評価設計、評価結果の妥当性、その成
果について論じている。

一方、開発援助の世界では、教育分野、とりわけ、ベーシック・ヒューマン・ニーズを重視する関係も
あり、低所得国での基礎教育や学校外のノンフォーマル教育部門への援助が増加しているが、自律発展性
をどう担保するかが大きな問題となっている。学校建設、教員や地方教育行政官の研修など、効果的な学
校や教育行政の仕組みを作る段階での評価を行わなければならず、ある程度できあがっている教育の仕組
みをどう改善していくかというところにまで至っていない場合が多い。自律発展性を担保する解決策の一
つとして、様々な形の参加型援助やプログラム援助の効果が期待されている。また評価を事業改善、能力
開発の一環と位置づけ、参加型で評価する試みも行われている。

西村論文は、教育評価についての既存の国際学力調査、学校調査、世帯調査を比較・対比させ、開発途
上国においては各種調査の結果が大きく乖離し、総合の必要性が特に大きく、定量的なデータだけでは得
られない推論を定性的な調査から得ることの重要性を示している。石田（洋子）論文は、限られた資源で
教育改善を進めるために、教員配置や教科書配布、学校施設維持管理への技術指導など、住民の活動に対
する行政サービスを行う教育行政官の能力向上の必要性について述べている。源論文は、定型化が困難な
ノンフォーマル教育において、参加型評価は、利害関係者間の「対話」を通して、態度・行動変容といっ
た質的側面の指標化を可能とし、より適切な提言策定とその活用に繋がる可能性が高く、関係者の評価能
力向上を含めたマネジメント能力の向上、ひいては組織強化に繋がる可能性があることを示している。三
輪論文は、ホンジュラス及びベトナムの「万人のための教育―ファスト・トラック・イニシアチブ」を事
例に、開発成果実現の観点から、プログラム・ベースド・アプローチによる援助の形成評価を行っている。

牟田　博光
東京工業大学

日本評価学会『日本評価研究』第7巻第1号、2007年、p.1
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1．学校評価の普及と理論的課題

近年国内の公立学校で学校評価の取組が急速に
普及している。文部科学省（文科省）初等中等教
育局（2006）の調査によれば、2004年度には公立
学校の96.5%が教職員による自己評価を、78.4%
が保護者・地域などによる外部評価を実施してい
ることになっている。しかしこの高い普及率を額
面通りに受けとめて、学校評価が定着していると
考えるのは正しくないようである。例えば上記の
調査によると、自己評価の結果を公表している学
校の比率は42.8%に過ぎず、半数以上の学校につ

いて単なる学校の内部的な反省や振り返りを自己
評価と称しているのではないかとの疑義が生じ
る。また、最近増えてきた学校経営や学校評価に
関する著作の多くで、「新しい」学校評価の実践
の必要を説いているが（例えば、木岡 2004、西
村・天笠・堀井 2004、金子 2005）、それは取りも
直さず現在行われている学校評価の多くが単に見
かけを取り繕う評価であったり教育委員会にやら
されている評価であることの裏返しであるように
もとれる。

一方、学校評価に関する関心の高まりが評価手
法も含めてそれに関連する評価理論の理解の深化

【総説：依頼原稿】

学校評価の理論と実践の課題

要　約

1998年（平成10年）の中央教育審議会の｢地方教育行政｣に関する答申で、学校が地域に開かれ、信頼さ
れる組織となるように、自己評価の実施と結果の公表を提案して以来、全国的に公立学校による学校評価
システムの導入が進められてきた。現在では公立小中学校による自己評価の普及率は95%を超えるまでに
なったが、各学校で実践に当たっている教職員の評価に関する知識はきわめて限られたものでしかない。
また学校評価に関する文献は近年増加の一途を辿っているが、その多くは実践の後追い的な内容で、理論
的な整理の試みは余り例がない。本稿では、学校評価の理論を学校評価の仕組み（学校評価システム）の
理論と学校評価の実践（評価手法）の理論の二層構造から成るものと捉え、日本における実践を念頭にお
いてその枠組みを提示することを試みる。結びでは、この枠組みを実践に移していく上での課題の整理を
行っている。

キーワード

評価理論、学校評価システム、自己評価、外部評価、メタ評価

長尾　眞文
広島大学

nagaom@hiroshima-u.ac.jp

日本評価学会『日本評価研究』第7巻第1号、2007年、pp.3-19



4 長尾　眞文

を誘引しているかというとそうではない。この分
野の研究の第一人者とも言うべき木岡（2003）に
よれば、これまでの学校評価研究は「あるべき学
校評価」論に基づく実践試案やチェック・リスト
の作成に終始し、その普及や定着を阻んでいる要
因や有効な評価の取組に関する体系的な理解の創
出に役立っていないという。実際に学校評価の日
本語文献で学校評価の「理論」に言及しているも
のは極端に少ない1。しかし、実際に評価を実施
している教職員の中には、学校評価の理論的理解
の必要を感じている者が少なくない。筆者は、
2003年から広島県立教育センターが毎夏県内の公
立小・中・高等学校の教員20余名を対象として開
設する学校評価研修講座に講師として参加してい
るが、受講者の参加希望理由の第一は常に学校評
価の理論に関する理解を深めることである。

理論的な裏打ちのない評価の実践は、学校評価
に限ったことではない。政策評価や行政評価とい
った組織の評価も同様で、説明責任（答責性）を
突きつけられた公的機関が待ったなしで実践的取
組を迫られ、評価理論の構築を図る余裕もないの
が現状である。ここで評価理論とは、Shadish,
Cook & Leviton（1995）の言う評価方法の選択の
理論のことで、その基本は個別の事業の評価をい
かに行うかの方法論から成っている。事業の評価
は、組織の評価と異なり評価の対象が時間的・現
象的により限定されるため、事業計画の理論（事
業の想定している因果関係をどう捉えるか）、評
価結果の活用の理論（評価を誰のために行うか）、
判断に関わる価値の理論（判断基準を何に求める
か）といった構成要素を組み合わせることで系統
的に扱うことができる。組織の評価は、組織が行
う個別事業の評価の総和の視点に加えて組織自体
の存在価値や存続の必要性の視点も備える必要が
あり、系統的に扱うには複雑過ぎるきらいがある。
それでも、Scriven（1991）は、評価の理論を評
価手法の理論と評価の社会的役割の理論から成る
ものとすることにより、より幅広い事業、組織の
双方を包含する理論の概念を提示する。

学校評価の理論も、学校評価の仕組みに係わる
理論（評価システムの理論）と学校評価の実施・
作業に係わる理論（評価手法の理論）の二層構造
から成ると考えられる。学校評価システムの理論

は、主として学校が教育行政の仕組みの中でどの
ように位置づけられているかといった教育制度の
あり方に依存する。学校評価手法の理論は、より
実践的な内容を含み、評価の目的、範囲、資源、
活用方法等に依存する。しかし、評価の仕組みと
実施の理論的枠組みが定まっても、評価の実践は
また別である。それ故、評価は｢科学プラス技能

（science and art）｣あるいは「科学プラス技能プラ
ス技巧（science, art and craft）」と言われる

（Conner 2001 ; Compton, Baizerman & Stockdill
2002）。評価の実践的課題を検討することは、同
時に評価理論の限界を示すことでもある。

以上の評価理論に関する理解を踏まえて、本稿
では、まず国内で急速に普及しつつある学校評価
を理論的に把握するための枠組みを、学校評価の
仕組みと学校評価の実施方法の順に提示する。最
後に、その理論的な理解に基づく評価慣行が普
及・定着するための条件あるいは課題について検
討することにする。

2．学校評価の仕組み：評価システムの理論

（1）教育行政制度と評価の仕組み

学校をどう評価するかは、誰が何の目的で評価
を行うかによって決まるが、それは第一義的に学
校がどのような教育行政制度の中に置かれている
かに依拠している。国家が集権的に教育を管理し、
それを徹底するための教育行政の仕組みを作り上
げている場合には、学校評価はその仕組みを機能
させるツールとして活用されるであろう。その反
対に、教育が分権的に行われ、学校が教育の内容
や組織経営のあり方にかなりの裁量権を有するよ
うな教育行政下では、学校評価の仕組みはより自
律的なものとなるであろう。実際には、その両極
端の間にほとんどの国の教育行政制度があって、
学校評価の仕組みも多様な形で出来上がってい
る。学校評価の仕組みに焦点を絞って理論的な枠
組みを考えるには、誰が評価するか、何の目的で
評価するかを分けて考える必要がある。

まず誰が評価するかであるが、概念的に内部評
価と外部評価に分けて考えられる（Scriven 1991）。



5学校評価の理論と実践の課題

内部評価は組織が内部的に行う評価、外部評価は
組織外の評価者が行う評価である。内部評価にも
組織構成員が全員参加する形で行う自己評価と組
織内部に評価部局を設けて行う内部専任評価があ
る。外部評価にも組織が組織外の評価者を選んで
行う外部（委託）評価と組織の意思とは無関係に
外部の個人・団体が組織を評価する第三者評価が
ある。これらは概念的な区分であって、実際には
境界はあいまいで、多様に組み合わせて評価が行
われる場合が多い。評価慣行の普及している欧米
諸国では、伝統的に外部評価が主体であるが、
1980 年代後半から組織改善に対する関心の高ま
りを反映して内部評価が重要視されるようになっ
た（Love 1991）。学校評価についても同様で、欧
米諸国では長い間外部評価が中心的役割を担って
きたが、近年内部評価、特に学校自己評価が注目
を集めている（Nevo 2002）。

次に何の目的で評価するかであるが、Patton
（1997）によると、評価には結果の使い道によっ
て｢判断をくだすため｣、「改善を促進するため」、

「知識を創出するため」の3つの目的が考えられる。
｢判断をくだすため｣の評価は、総括的、監査的に
行うもので、説明責任（答責性）を問う評価がそ
の典型である。｢改善を促進するため｣の評価は、
形成的に行うもので、継続的な組織改善のツール
として使われる。｢知識を創出するため｣の評価は、
実践的と言うより学術的で、ある事象や活動に関
する一般的理解が目的である。学校評価について
は、通常｢説明責任（答責性）｣と｢改善｣が目的と
して挙げられる。しかし、国が教育の現状や課題
について政策資料を得るためにランダムに選んだ
学校で学力テストを行ったり、診断的評価を行っ
たりして知識創出目的の評価を活用することもあ
る2。

学校評価の仕組みは、内部評価・外部評価の評
価主体軸と説明責任・改善の評価目的軸の組み合
わせによって決まる。国家管理による教育を行っ
ている国では、説明責任目的で外部評価を中心と
する監査的な学校評価システムを構築するであろ
うし、各学校が自らの管理運営組織を持つような
教育体制下では、改善目的で内部評価と外部委託
評価を組み合わせたシステムが主体となろう。教
育行政制度のあり方によって、学校評価システム

の機能の仕方も異なり、国レベル、地域（地方教
育委員会）レベル、各学校レベルで多様なシステ
ムへの関与の形が考えられる。

学校評価システムの機能の仕方をどう評価する
かは、それ自体難しい問題である。当然評価シス
テムの目的を達成できているかどうかの有効性の
視点、それが無理や無駄がなく実現できているか
どうかの効率性・実行可能性の視点は欠かせない
であろう。また順法性、合規性、道徳性を含む正
当性の視点も重要である。さらには、それらの視
点を総合してシステムに対する信頼性が備わらな
ければ仕組みができたことにならない。そして信
頼性を左右する重要な要因として、評価システム
が欠陥を認めた学校を対象とする支援システムに
連動しているかどうかが挙げられる。もちろん評
価の結果、統廃合の形で淘汰される学校も出てく
ることは予想されるが、ほとんどの学校が抱える
何らかの弱み、欠陥、課題に対して、改善の取組
みを後押しする機能が備わっていなければ、シス
テムの有効性は期待できず、正当性も怪しいこと
となろう。多様な評価の視点がどう作用するかは、
実際に評価システムが置かれている状況により異
なる。

（2）学校内部評価と外部評価：欧米諸国の場合

欧米諸国の学校評価システムには多様な形が見
られる。学校評価の慣行の普及している米国を例
にとると、分権・分散的な教育行政制度の下で、
教育の質の保証・改善のための機関による認証評
価、州政府の法令により実施する監査的評価、学
区単位で行う内部専任的評価、教育分野の民間団
体が調査目的で行う第三者評価、学校自身の改善
目的評価が様々に、並行的に行われている

（Sanders et. al. 1995）。教育行政的には全体が統一
的な体系を持っている訳ではないが、学校評価の
取り組みがそれぞれに機能を発揮している。これ
を学校の立場から見た内部・外部評価の別、評価
の目的の別の2軸で捉えると図1のように表現でき
るであろう。ここで各評価の濃淡は、その相対的
影響力を表す。学校評価システムの中心は、一方
で教育予算を握る州政府及び関連組織が行う第三
者評価と他方で学校が認証組織との契約に基づい
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て行う外部評価である。前者は学校が望ましい水
準の教育を提供しているか否かを共通学力テスト
によって検証すること等により監査的評価を行う3。
後者については前提として各学校が自己評価を行
うことになっているが、認証の目的は学校が継続
的な改善を心がけるように仕向けることにあり、
かなりの専門性を備えたスタッフが具体的な改善
策等について指導・助言する4。但し、その対象
は認証申請をする学校に限られる。米国において
学校評価システムが実際に学校教育の変革、学校
経営の改善にもたらす効果は地域によって異な
り、その格差が問題になっている（中留 1999）。

欧米諸国の学校評価システムの特徴は、各学校
が自律的に改善を志向するように仕向ける組み立
てにあり、それを機能させているのが教育行政組
織による第三者評価、認証機関等による外部評価
ということになる5。教育行政組織による第三者
評価は、結果が予算配分に直結している場合が多
く、成果ベース管理の風潮に乗って一般的支持は
受けているが、学校は必ずしも歓迎していない。
学校の改善には継続的な努力が必要で、それには
そのような努力の総括評価を行うだけでなく、学
校自身による形成的評価を支援すべきとの考えで
ある。

最近では、自己評価の役割をさらに強調して、
評価を行うこと自体が学校改善であるという継続

的なモニタリングに基づく実践論も主張されてい
る。この考え方は、MacBeath & McGlynn（2002）
が｢開発型｣と呼ぶ視点で、教育活動の成果が圧倒
的に教員の資質、姿勢、努力に影響されることを
踏まえて、評価が教員の教育実践を支援すべきと
する。Hopkins & West（2002）の英国における研究
によると、｢学校改善としての評価｣の考え方は、
次のような条件下で特に有効なようである：（i）
学校が改善に主体性を持つこと、（ii）説明責任の
圧迫がないこと、（iii）系統的・意図的な方法の採
用、（iv）選択的課題への集中、（v）改善プロセス
と関係者の役割の明確化、（vi）評価の改善計画に
おける明確な位置づけ、（vii）外部支援の適宜の活
用。個々の学校で、評価の習熟度が上がるにつれ
てこのような取組が一般化することも十分考えら
れる。しかし、学校評価システムを個別の学校単
位でなく、公教育全体のレベルに戻して考えると、
日本におけると同様に欧米諸国においても「外部
評価は嫌われ、内部評価は信用されない」という
状況は変わらず、結局両者の適当な組み合わせの
実現が最善ということになる（Nevo 2002）。

（3）学校自己評価と外部評価：日本の場合

日本では一部の地域や学校による学校評価の取
組の試みは戦後間もない頃からあったが、学校評
価が全国的規模で取り上げられるようになったの
は最近のことである6。その背景には、1998年9月
の文科省中央教育審議会（中教審）の｢地方教育
行政｣に関する答申に端を発する、国からの学校
自己評価推進の動きがあった。公立学校が地域に
開かれ、信頼される教育の場となるように、学校
は毎年自己評価を行い、結果を公表すべきとの方
針は、2002年に文部科学省令による学校設置基準
の改定で努力義務が課せられた。2005年10月の中
教審答申｢新しい時代の義務教育を創造する｣で
は、義務教育の構造改革の方向として、①国が教
育目標の設定とその実現のための基盤整備につい
て責任を持ち、②実施過程を担う市区町村や学校
の権限と責任を拡大して、その自主性・自律性を
強化し、③「義務教育の成果を検証する仕組みを
国の責任で整備し、教育の質が保証される教育シ
ステムへの転換を図ること」が提示され、学校評

長尾　眞文

内部的�

外部的�

説明責任目的� 改善目的�

自己評価�

外部評価�

第三者評価�

図1 学校評価システムの構造：米国の場合

（出所）筆者作成
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価が検証のための主要な手段であることが明示さ
れた。そして、2006年3月には、文科省が学校評
価ガイドラインを作成し、各学校が自己評価と外
部評価を実施し、その結果を説明・公表すること、
学校設置者等が評価結果に応じて学校に対する支
援や条件整備等の措置を講じることを目指すべき
ことを、具体的な評価方法と評価項目の例示も含
めて提示した7。

以上に明らかなように、日本における学校評価
の動きは中央からのトップ・ダウンの圧力によっ
て展開している。図2に示すように、その中核は
各学校が内部的に改善目的で行う自己評価であ
り、自己評価の信頼性、透明性を高めるために外
部評価をあわせて行うことが想定されている。冒
頭で述べたように自己評価を実際に行っているほ
とんどの教職員は、学校の組織評価に関する理解
や経験を持っているわけではなく、多くの学校で
は未だ先行事例に模してとにかく評価作業実施の
事実を重ねているに過ぎない。最近各地の教育委
員会で頻繁に開かれている学校評価のセミナーや
ワークショップでも、専らどう評価するかの経験
の交換が主で、評価の実施がいかに役立ったかに
踏み込んだ議論は余り聞かれない。外部評価は、
前述の文科省のガイドラインが示唆するように、
多くの場合学校あるいは教育委員会が地域や保護
者の代表に委嘱して、学校訪問・授業や行事の観
察、学校管理者・教職員からの聞き取り等に基づ

く自己評価結果の二次評価を行っている。そこで
の問題は、外部評価者としての専門性を備えた人
材が地域に少ないこと、居たとしても時間の確保
が困難なこと、予算不足で報酬を支払うことが出
来ないことで、結局は町内会会長、民生委員、退
職校長といった学校に｢近い｣人物になり、外部評
価に期待される客観性や信頼性醸成効果が期待で
きないことである8。

学校による自己評価と外部評価の組み合わせが
期待した効果を創出していない状況で、文科省は
前述した国の責任で教育の成果の検証を行う仕組
みを作る方針から、省内に外部専門家による学校
評価調査研究協力者会議（筆者も委員として参加
している）を設けて第三者評価のあり方を検討し
ている。2006年度には、学校評価の現状と課題の
確認や外国の第三者評価制度についての検討に加
えて、各都道府県および政令指定都市で小中学校
をそれぞれ1校ずつ計124校選んで第三者評価の試
行も行っている（文部科学省 2006）。2007年度に
はさらに試行の規模を拡大して実施するととも
に、第三者評価制度の最終的な形についての提言
をする予定である。そこでの主要な課題は、国が
行う第三者評価の目的をどう設定するかである。
試行のモデルとも考えられる英国の制度では、教
育の質を保証するために設けられている教育水準
局（OFSTED）が、全国の公立学校を対象に数年
に1度学校視察団を派遣して監査的な評価を行い、
各学校の教育・経営改善を促すとともに、問題の
ある学校については教育指導部局による直接的関
与でフォローする仕組みが出来ている9。日本の
場合、国が行う第三者評価にそのような制度的機
能を付与するには、新たな仕組みづくりのために
現在の教育行政制度の大幅な変革（例えば、教育
委員会が学校設置者として有する学校管理機能を
どうするか）やかなりの財政的・人材的措置が必
要となり、その実現には高度の政治的判断が必要
となろう。より現実的な対応として、フランスで
行っているように、毎年100校程度の公立学校を
ランダムに選んで健康診断的な第三者評価を行
い、その結果を政策形成に資料として活用するこ
とが考えられる。

現在の日本の教育行政制度を前提とすると、全
国的な学校評価システムの構築に県市町村レベル

学校評価の理論と実践の課題

内部的�

外部的�

説明責任目的� 改善目的�

自己評価�

外部評価�

第三者評価�

図2 学校評価システムの構造：日本の場合

（出所）筆者作成
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の教育委員会が果たす役割を外すことはできな
い。特にシステム全体の目的が地域に開かれ、信
頼される学校づくりであるからなおさらである。
実際に各学校による自己評価・外部評価の仕組み
の構築には教育委員会が重要な役割を果たしてい
る。例えば、広島県教育委員会を例にとると、①
学校評価システム検討会議の設置による『広島県
における学校評価システムの在り方』ガイドライ
ンの作成と公表（2002年度）、②モデル校による
実践研究に基づく『学校評価資料－協力校の実践
事例』の刊行（2002年度）、③学校設置基準の改
正による自己評価の義務規定化（2003年度）、④
県立教育センターによる小中高の教員を対象とす
る学校評価（4日間）研修講座の開催（2003年度
以降毎年）といった具合に、各学校による評価シ
ステムの確立を継続的に支援してきている10。教
育委員会には、学校設置者の立場から学校経営の
改善を指導する責任があり、学校に対して管理主
事・指導主事による指導・助言を経常的に行うこ
とになっている。学校の自主的・自律的な学校改
善努力を支援するため、地域の大学や研究機関等
の支援も巻き込みながらの教育委員会による模索
が全国各地で進められている（長尾・和佐）。さ
らに、広島市教育委員会では、市独自の第三者評
価制度を設けて、課題を抱えている学校の支援の
方法を模索しているが11、全国的に形成される第
三者評価の仕組みも、何らかの形で教育委員会が
関与するものと思われる。

3．学校評価の実施：評価手法の理論12

（1）学校経営と学校評価

学校評価システムが決まると、次に各学校で実
際に評価をどのように行うかの方法が問題とな
る。文科省の指導により、学校は教育活動を含む
学校運営に｢計画（Plan）－実行（Do）－評価

（Check）－改善（Action）｣の経営サイクルの考
え方を導入してきた。このサイクルの中に学校評
価を位置づけることが、評価実施の第1歩である。
学校は、表1にあるように、教育目標の確認から
出発して、学校の内部的状況と外部条件の検討に

よるニーズ分析を行い、それに基づきミッショ
ン・ビジョンを策定、ビジョンを具体化して学校
経営の中期目標（3年）と短期目標（1年）を特定
した後、目標達成のための手段・活動を明確化す
ることで、学校経営計画が出来上がる。学校評価
計画は、経営目標とその達成のための手段・取組
の間の因果関係を確認することから出発し、計画
の進捗状況の把握も含めて評価の方法を確定し、
外部評価の実施予定も含む年間評価活動スケジュ
ールを作成することで出来上がる。評価の枠組み
に当てはめて計画を検討することで、計画の実行
可能性のチェックができる。

（2）学校経営目標と評価方法

学校経営目標には、大別して学校組織の全般に
係わる全方位型とより的を絞った特定課題指向型
の二つのタイプがある。評価の視点から見ると、
全方位型は組織評価、特定課題指向型は事業評価
の性格を有する。表2に示すように、経営目標の

長尾　眞文

①　教育目標の確認�

②　ニーズ分析 （学校の｢強み」、｢弱み」、「有利化/不利化�

　　　　　　　　要因」）学校状況の把握･分析/学校を取りま�

　　　　　　　　く外部要因の把握�

③　ニーズ分析からミッション（使命）の決定へ�

  　　　　　　　　教育の使命は？学校教育の役割は？�

  　　　　　　　　自校では、何を目指して教育活動を進める�

　　　　　　　　  か？�

④　ミッションからビジョン（未来像）へ�

  　　　　　　　　使命の先にある自校の将来像は？�

  　　　　　　　　社会・地域･学校関係者との関係は？�

⑤　ビジョンを具体化して経営目標に絞り込む�

  　　　　　　　　中期経営目標（3年程度の達成目標）�

  　　　　　　　　短期経営目標（1年単位の達成目標）�

⑥　目標達成手段・活動の明確化による実施計画の作成�

---------------------------------------------------------------------------------�

⑦　学校評価計画の作成�

　　　　・評価の枠組み（評価すべき目標と手段/取組及び評�

                    価方法の明確化）�

　　　　・計画実施の進行管理（モニタリングの方法）�

　　　　・外部評価実施計画�

　　　　・年間評価実施スケジュール�

�

表１　学校経営計画から学校評価計画へ

（出所）筆者作成
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タイプによって評価の目的や方法は異なる。全方
位型の評価では、説明責任の徹底や学校の全体的
パフォーマンスの改善が目的となり、それぞれ全
分掌における実績の把握や長所・短所の発見が方
法としてとられる。一方、特定課題志向型の評価
では、学校の特色づくりのような的を絞った改善
や学校が抱える緊急課題の問題解決が目的とな
り、それぞれ具体的な対応策が機能するかどうか
を検証する方法が選ばれる。

（3）学校評価の枠組みづくり

成果目標と努力目標の区別の必要
学校評価の枠組みを作る時に重要なことは、学

校経営計画を作成する段階で、学校が目指す成果
目標（例えば、生徒の学力向上）とその達成のた
めの努力・取組目標（例えば、繰り返し学習、教
員研修）が明確に区別されていることを確認する
ことである。両者の間には因果関係が想定されて
いる筈で、目標の連鎖体系が成立していなければ
ならない。現在行われている学校評価では、学
校・教職員の努力や取組の達成度（研究授業を何
回実施した、休憩時間中の屋外活動参加者が増え
た等）のチェックに終始していて、それがどのよ
うな成果をもたらしたのか（例えば、生徒の理解
は増したのか、生徒の体力は向上したのか）とい
う肝腎な設問が忘れられている場合が多い。それ

では、説明責任の遂行にも改善努力にもつながら
ない。簡潔に表現すると、成果目標は生徒に起き
る教育効果の特定化であり、努力・取組目標はそ
の効果を実現するための学校・教職員の措置・施
策の設定である。但し、教員の研修の取組が生徒
に効果を及ぼすにはある程度の期間を要するの
で、年度計画では中間的な成果である教員の指導
力の向上を挙げることが適当であろう。

学校が掲げる教育・経営目標には、｢生きる力｣、
｢豊かな心｣、｢地域に開かれた学校｣のように、数
量化・指標化が難しく、具体的な成果目標を設定
しにくい場合も多い。その場合は、学校および関
係者が合議の上、例えば今年は｢生きる力｣を体
力・持久力で表現するとか、｢豊かな心｣はあいさ
つ習慣の習得で捉えるというように、便宜的に成
果目標を設定すれば良い。評価する段階では、単
にあいさつの回数を数えて量的に表現するのでな
く、態度・意識がどう変わったかに関する教師の
観察や生徒の作文中の表現で質的側面もあわせて
考えることにより、より正確に達成成果を表現す
ることができる。参考までに、｢確かな学力｣の定
着について成果・努力目標の立て方、評価項目、
評価指標を例示すると表3の通りである。

ロジック・モデルの活用
成果目標と努力目標の区別ができたところで、

評価の枠組みづくりにロジック・モデルを活用す

学校評価の理論と実践の課題

経営目標タイプ    評価目的                           評価方法　　　　　　　　　�
全方位型　　　　　　　　　説明責任（答責性）の　　　　　　学校経営実績の全体的（全分掌における）�
⇒組織評価　　　　　　　　徹底・共通理解形成　　　　　　　把握･提示　�
�
　　　　　　　　　　　　　パフォーマンスの改善　　　　　　長所・短所の発見、対応の検討と次年度�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画への反映�
�
特定課題志向型　　　　　　学校の改善（学校の特　　　　　　課題に対応するための施策の実施プロセ�
⇒事業評価　　　　　　　　色づくり）　　　　　　　　　　　スと達成状況の把握、改善策の提示�
　�
　　　　　　　　　　　　　問題解決（学校の緊急　　　　　　学校が緊急課題への対応のために講じた�
　　　　　　　　　　　　　課題の解決）　　　　　　　　　　施策･措置の有効性、 妥当性、 効率性の　 �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検討と場合によっては対応の継続のため�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の施策の提示�

表2 学校経営目標と評価方法

（出所）筆者作成
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ることができる。ロジック・モデルは、特定の課
題に対する取組が理論上どう組み立てられ、最終
成果がどのように実現するかを簡潔に示すための
枠組みで、フローチャート、表、図等で表される13。
学校経営計画でミッション・ビジョンから導かれ
た中期・短期目標から評価すべき主要課題を選択
し、それぞれについて①取組・活動、②必要な投
入、③活動結果、④成果・インパクトを体系的に

表現してみるのである。表4は、分かりやすい授業
の実現のための取組について例示したものである。

評価データの収集方法
評価結果が信頼を獲得するには確かな根拠に支

えられなければならない。しかし、不必要に大量
のデータを集めることは避けなければならない。
それは非効率であるだけでなく、本務の教育で多

長尾　眞文

               経営目標　　　　　　　　         評価項目 　　　　　　     評価指標　　　　　　　　　�
成果　　生徒の学力の向上　　　　表現力、読解力、総合学力　　　　テスト、プロジェクト、作文、�
　　　　　　　　　　　　　　　　の変化　　　　　　　　　　　　　発表�
　　　　授業の改善　　　　　　　教員の指導力の変化　　　　　　　生徒の授業理解度・満足度�
  �
努力　　生徒の学習習慣・　　　　読書習慣の定着　　　　　　　　　頻度、読書量、参加者�
　　　　態度の改善　　　　　　　家庭学習の定着　　　　　　　　　宿題、保護者観察�
  �
　　　　教員の研修　　　　　　　校外研修への参加　　　　　　　　頻度、結果活用度�
　　　　　　　　　　　　　　　　校内授業研究の実施　　　　　　　頻度、内容�
　　　　全学体制の強化　　　　　シラバス作成の徹底　　　　　　　達成度、内容 　　�
　　　　　　　　　　　　　　　　Team Teaching 授業の活用　　　　  実施頻度、内容�

表3  「確かな学力」の定着

目標�
体系�

課題�
�
�
活動�
�
�
投入�
�
�
結果�
�
�
成果�
�
外部�
条件�
�

学校のミッション、ビジョン�
中期・短期目標　　　　　　　　　　　　

確かな学力を身につけさせる�

評価対象課題　　　　　　　　　　　　　分かりやすい授業の実施�
課題に関わる目的　　　　　　　　　　　生徒の理解力の向上�

具体的取り組み・活動
　　　　　　　　　分かりやすい授業ガイドラインの作成�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校内研修の実施�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公開授業研究の開催�

人的、物的、資金的投入
　　　　　　　　教員の研究・研修時間�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育委員会の指導主事の来校�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修費�

活動の結果･産出物
　　　　　　　　　　  分かりやすい授業ガイドライン�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校内研修回数・参加教員数・時間�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公開授業研究報告�

想定成果・インパクト
　　　　　　　　　教員の授業改善（指導主事による観察）�

（年度当初と年度末の比較）
　　　　　　生徒の授業評価�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生徒の学力の変化�

取り組みの前提となる外部条件　　　　　教育委員会の研究支援事業指定�

表4 ロジックモデルの構成要素と具体例

（出所）筆者作成

（出所）筆者作成
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忙を極めている教員の支援を得られないからであ
る。要は適切なデータ収集にある。それには、複
数のデータ収集方法を使って、多様な情報源から
データを集め、それらを適当に組み合わせること
により、過不足ないデータ収集を実現することで
ある。データには、多くの管理データ（出欠数、
テスト結果）のように定量的なものと数量で表現
できない質を表す定性的なもの（例えば、豊かな
心、態度の変化、指導方法等に関する言葉による
表現）とがある。それらを組み合わせれば、評価
の根拠データはより確かなものとなる。

多面的なデータ源からのデータの収集は成果の
判断にとって特に重要である。例えば、習熟度別
授業の成果を問うのであれば、①アンケートによ
る生徒の意識の変化の把握、②教育委員会指導主
事による観察、③生徒の（習熟度別）学力の変化
等のデータを組み合わせることが考えられる。い
ずれの場合にも時間軸を適切にとってデータを収
集することが大切である。

学校評価の実施事例では、教員、生徒、保護者
を対象とするアンケートがデータ収集方法として
多用されている。確かにそれは多くの対象から容
易にデータを取る手段ではあるが、集計等の時間
を考えると、その実施にはかなりの手間を必要と
する。実施する場合には、評価に不可欠な項目に
質問を絞る必要がある。例えば、生徒の学習規律
について評価する際に、家庭学習の様子について
のデータを収集するには、保護者アンケート

（｢毎日何時間くらい家で勉強するか｣等）が有用
である。また、教員、保護者、生徒に同様の質問
をすることにより、結果の比較が可能となる。ア
ンケート以外にも、生徒・保護者・地域の代表に
対するグループ・インタビューや外部専門家によ
る観察も有効なデータ収集手段となり得る。

（4）評価の実施：評価データの分析

年初の学校評価計画の作成時にしっかりとした
枠組みを作っておけば、評価の実施は経営計画の
進捗状況を管理することになる。ロジック・モデ
ルを活用すれば、実施プロセスのモニタリングや
中間・最終成果の評価も同一の枠組みで行うこと
ができる。

通常の学校評価では、評価表で全てを表現しよ
うとする傾向が見られる。しかし、余りに多くの
評価情報が表に盛られると、分析結果が分かりに
くくなる可能性がある。学校評価における評価表
はあくまで総括のための表で、それは全校的・集
約的表現である。重点項目について太字や枠囲い
で表記するとか、備考欄を使って追加データ（例
えば、特記すべき学年別データ、数値化できない
要素・要因の説明）を示すとかすべきであろう。

評価表を補完する形で文章表現による評価を加
えることも大事である。特に低評価や目標不（未）
達成項目の説明は、学校に課された説明責任の遂
行に相当するので、丁寧な対応が不可欠である。
また、評価には何らかの比較の視点が必須要件で
あり、評価データの分析には、年度初めと年度末
の比較や、国・県平均値との比較、近隣他校との
比較等も欠かせない。

（5）費用対効果の視点

日本の教育行政制度の下では学校が予算の裁量
権を持たないため、学校は予算の管理はしても運
用はしない。会計は事務職員の担当で、通常、教
員は教育活動を費用タームで考えることもない。
そのせいもあって費用対効果の視点が欠如しがち
である。それでは学校の教育活動をロジック・モ
デルで表す時、投入として何を入れるかであるが、
それは教員の時間である。教員の多くがいつも時
間に追われているとの意識を持っていることに明
らかなように、学校で最も希少な資源は教員の時
間である。ロジック・モデル的に考えると、教員
の時間の投入・配分が最大の成果を生むような計
画になってなければならない。そして、評価デー
タの分析には、教員の時間の投入を費用と考え、
それに見合った教育的成果が生じたかの費用対効
果の視点が不可欠である。

（6）評価結果の公表から活用へ

評価結果の公表は説明責任の遂行のために行う
が、公表することでおしまいではない。前述した
ように、学校評価システムの導入は、学校が地域
に開かれ、信頼される組織にとなるためである。

学校評価の理論と実践の課題
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従って、何よりもまず評価結果が信頼性を獲得す
る必要がある。それには、生徒、保護者、地域に学
校評価の結果を理解してもらわねばならない。実
用重視の立場に立つ評価では、評価結果に関心を
持つ層の情報ニーズにいかに応えるかが評価の有
用性を決める基準となる（長尾 2004）。従って、結
果の提示方法は、当然分かりやすく、しかも関心を
喚起するものでなければならない。学校の現状と
将来展望に関する学校内外の共通理解の形成から
学校改善への関係者の協力の獲得に資するものと
なればさらに良い。その意味で、学校は評価結果の
公表から活用へと意識の転換を図る必要がある。

（7）外部評価の実施方法

文部科学省の学校評価ガイドラインによると、
「外部評価は教職員と地域住民・保護者が学校運
営の現状と課題について共通理解をもち協力する
ことにより、教育活動その他の学校運営の改善が
適切に行われるようにすることを目的として実施
する」ことになっている。

前述したように、この外部評価から専門的な支
援を期待することはできないが、学校の評価活動
への参加を通して、学校の運営について信頼性を
醸成する効果は期待できる。外部評価の方法も、
ほとんどの場合学校の自己評価に対する外部評価
委員としての判断（2次評価）の提供という形を
とっている。外部評価委員の具体的な仕事は、例
えば表5のように表現できる。

外部評価の活用には、学校、外部評価委員の双

方の側に問題がある。学校側の事情としては、①
客観性・専門性を備えた人材確保の困難、②外部
評価者の時間確保の困難、③対価支払いに関する
予算制約、④評価結果への対応における苦労（無
理な提案でも無視できない）がある。一方、外部
評価委員の側の事情としては、①未経験の作業、
②学校に関する知識の不足、③時間制約、④動機
の欠如、⑤不明瞭な責任範囲等がある。一部には
外部評価の役割を積極的に評価する意見もあるが

（西村・天笠・堀井 2004；小島 2004）、これらの
阻害要因の克服は容易ではない。教育委員会の中
には、外部評価委員に対して研修を行うことによ
り、学校評価システム確立に向けての責任を意識
してもらうように図っているところもあるが、未
だ欧米諸国のある程度専門性を備えた外部評価委
員が期待されている「友好的直言居士 （critical
friend）」（Doherty et. al. 2001）の域に達するには
かなりの年限を必要とするように思われる。

（8）メタ評価によるチェック

メタ評価とは評価の評価のことで、実施した評
価が｢良い評価｣であるかどうかを評価することで
ある。自己評価にとってメタ評価を行うことは、
一種の自浄的な意味がある。Scriven（1991）は、
メタ評価は評価を専門とする者にとっては不可避
の義務だとし、そのためのチェックリストを提示
している。米国ではかなり以前からいくつかの教
育機関が合同で策定した評価基準がある（Joint
Committee on Standards for Educational Evaluation
1994）。評価基準は、有用性、実施可能性、正当
性、正確さの4つで、それに基づく学校評価モデ
ルも開発されている（Sanders et. al. 1995;
Stufflebeam 2000）。日本では未だ評価の基準は策
定されていない。ここでは、筆者が作成した学校
評価のメタ評価チェックシートを文末に参考資料
として提示しておく。

4．結びに代えて：学校評価の実践の課題

学校評価システムの導入が全国的規模で始まっ
てから未だ日が浅い。公教育の改革・改善の必要

長尾　眞文

①年度当初に学校側と評価作業内容について合意�

②年2～3回の外部評価委員会に出席�

③観察目的で若干の学校行事（公開授業、運動会）に参加�

④学校が行った自己評価結果について個別判断�

　　・各経営目標について：結果は適正/不適正/情報不足/�

　　　　　　　　　　　　　｢判断回避」�

　　・全体的取組み･資料･説明が適正（当）かどうか�

⑤評価委員会意見の集約に貢献�

⑥外部評価結果の公表･報告に参加�

�

表5 外部評価委員の仕事

（出所）筆者作成
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が叫ばれる中で、学校も評価の実施を受け入れざ
るを得ず、全国各地で実践の積み重ねが始まって
いる。しかし、その多くは他県、他校の先行事例
を模したものであり、評価の理論の理解に基づく
ものではない。評価の理論はその実践的性格のゆ
えに、現実世界での評価経験の中から形成される
べきものである。本稿では、筆者の広島県におけ
る学校評価システム構築への関与を下敷きとし
て、内外の学校評価文献を参考に理論的理解の枠
組みの構築を試みた。その深化のためには、実践
的課題のさらなる検討が不可欠である。以下では、
本稿の結びに代えて、既に顕在化しているいくつ
かの課題に触れておくことにする。

学校評価の実践にとっての第1の課題は、研修
の促進による学校自己評価と外部評価の強化であ
る。欧米諸国の経験でも学校自己評価の定着に研
修活動が重要な役割を果たしたことが報告されて
いるが（Simons 2002）、国内でも広島県では研修
重視の学校評価を進めてきており、それなりの成
果を挙げている（石田 2006）。学校行事が多く組
まれ、教職員が時間に終われる中で、多数の教員
の時間を同時に研修に割くことはかならずしも容
易ではないか、中間評価や最終評価のためのデー
タの分析を校内研修で行う等のユニークな試みも
始まっている。日本の学校評価システムでは自己
評価が中核であり、その質の向上なしに学校評価
システムの定着はあり得ないであろう。一方、外
部評価の研修についても、評価委員による評価の
経験と学校に関する知識の双方の深化を図る必要
があることから、委員就任の条件を3年くらいの
期間とし、その貢献に対して教育委員会レベルで
認知すること等が考えられて良いのではないだろ
うか。

第2の課題は、教育委員会の学校に対する支援
である。この支援には、学校自己評価や外部評価
の実施に対する指導・助言と学校による評価の結
果に基づく改善の支援とが考えられる。前者は、
各学校に欠けている評価の技術的な理解を補うた
めであり、後者は実施した評価が確実にPDCAサ
イクルのアクションの段階につながるためであ
る。この支援に関する現時点での問題は、教育委
員会の指導主事がそこで必要とされる役割を果た
していないことにある。各学校の評価委員会に所

属する教員は評価の経験を積んでおり、そのよう
な経験をもたない教科担当の指導主事では指導も
助言もできなくなりつつある。また、そのような
関係の下では、指導主事が担当校の必要とする支
援内容を教育委員会に伝えることもできない。そ
こで、今緊急に必要とされるのは、教育委員会の
指導主事に集中的に学校評価の研修機会を提供す
ることである。パワーアップした指導主事が学校
に対して友好的直言居士の役割を果たすようにな
る時、学校評価が学校と教育委員会の対話のツー
ルとして活かされるようになるであろう。

第3の課題は、学校評価活動への地域の参加で
ある。繰り返し述べたように学校評価システム構
築の目的は、学校が地域に開かれ、信頼されるよ
うにすることである。ほとんどの学校でこの点は
学校評価の中に重要評価項目として取り入れられ
ている。しかし、その中身は「評価結果をホーム
ページや学校便りで伝える」、「地域の人材を教育
活動に登用する」、｢地域住民が児童生徒の安全の
ためのボランティア活動を行う｣、「教職員が地域
の活動に参加する」等で、評価がツールとして活
かされていない。学校評価は学校と学校関係者が
｢データに基づく対話｣を深めるためのツールであ
るとするなら、地域関連の項目については、地域
が学校自己評価計画作成に関与し、評価項目・評
価指標の選択や評価基準の決定に直接参加しては
どうだろうか。保護者・地域による学校行事への
参加率が低下しているなら、その改善策の模索は、
学校評価の枠組み作りの一環として学校と保護
者・地域画共同で行えばよいであろう。

第4の課題は、学校評価に関する専門的人材の
不足である。全国的規模で第三者評価の実施が考
えられているにも拘わらず、日本には大学院レベ
ルで評価教育を行っている教育機関がないのが現
状である。全国の学校で多数の教員が学校評価の
実践を通して組織評価、事業評価の知見を蓄積し
ていく時、必ずその中から専門的な知識と技能に
対する要請が出てくるであろうことは容易に想像
できる。また、高等教育機関で、専門的な研究教
育を行わなければ、そのような要請に応えること
はできないであろう。大学院レベルでの評価教
育・研究の開始は学校評価だけでなく大学評価さ
らには他の分野の評価にとっても緊急の課題とな

学校評価の理論と実践の課題
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っている。
最後に、日本評価学会は、学校評価研修プログ

ラムを対象とする認証制度を発足したことによ
り、前述した学校評価の研修機会の拡充を支援す
る体制を確立した。既に認証第1号を受けた広島
県立教育センターに続いて、他の教育委員会や教
育センターもその制度の活用に関心を示してい
る。学会がそのような関心の拡大に応えるには、
単に認証機能を発揮するだけでなく、認証取得の
過程を技術的に支援することも必要である。例え
ば、専門的な学校評価研修講座を立ち上げる際の
講師の紹介や教材の提供である。学会会員の活躍
の舞台を広げることは、学会自体の活性化にも資
するものであろう。

注記

1   数少ない例外のひとつに長尾・和佐・大脇（2003）

があるが、それも学校評価の理論的基盤について概

説しているに過ぎない。

2   例えばフランスの国民教育省では、年次的に全国レ

ベルでの視学報告的評価調査を行う。窪田・木岡

（2004）の第V章参照。

3   例えば、オハイオ州教育省（2006）の説明責任シス

テムでは、小学3年生以上高校2年生までの教科学力

テストの結果と卒業比率・出席率の計30指標のデー

タを、ホームページで各学区・各学校ごとに公開し

ている。

4   米国の認証制度は、全国を6地域に分けてそれぞれ

独自に組織運営する学校認証委員会とそれらが共同

で設立した全国組織（National Study of School

Evaluation/NSSE）から成り立っている。その仕組み

と活動については、NSSE（2006）のホームページ

を参照されたい。

5   欧米諸国の学校評価制度については、窪田・木岡

（2004）、Nevo（2002）に詳しい。

6   日本における学校評価の歴史的展開については、木

岡（2003）の第2章を参照されたい。

7   以上の文科省の動きを中心とする展開については、

文部科学省（2006）を参照されたい。

8   学校による自己評価や外部評価の実施事例について

は、広島市教育委員会（2005）、窪田等編（2005）

を参照されたい。

9   英国の学校評価システムについては、窪田・木岡

（2004）の第II章参照に詳しい。

10 広島県における学校評価の現状と課題については長

尾（近刊）を参照されたい。

11 広島市教育委員会のホームページで検討内容を公開

している。（http://www.city.hiroshima.jp/icity/browser?

ActionCode=genlist&GenreID=1000000001941）

12 以下の評価手法の理論は、長尾・久慈・広島県立教

育センター（2007）に依拠している。

13 ロジック・モデルについては、Rogers et.al.（2000）

を参照されたい。
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参考資料�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校評価：メタ評価チェックシート�
�
学校名：         �
日時：      �
メタ評価者名：         �
�
＜メタ評価の方法＞�
①下記の各チェック項目について4段階評価（優・良・可・不可）する。�
②各評価カテゴリーごとに、下記の方法で評点を計算する。�
　　　　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�
　　　　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�
　　　　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�
　　　　　　　評点合計             　　　 =  �
③各カテゴリーごとに、必要に応じて評価コメントを添える。�
④最後にカテゴリー別評点の合計点を加えて、総合点（75点満点）を求め、総括評価コメントを添える。�
�
�
1　評価の前提条件について�
　1.1　学校長が学校評価の実施について明確な意思表示をしていたか？ ［    　］  �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              �
　1.2　学校内で学校評価実施体制が確立されていたか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �
　1.3　学校ニーズが十分に把握されていたか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                          �
　1.4　学校経営目標が現実的に設定されていたか?  ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　                                                                                                          �
　1.5　学校経営目標と達成手段・活動・投入が合理的に関連づけられていたか？ ［    　］�
�
　「第1カテゴリー」評点：�
　　　　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�
　　　　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�
　　　　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�
　　　　　　　評点合計            　　　  =                 /15点�
　　　　コメント：�
�
�
          �
2　評価枠組について�
　2.1　学校経営目標が適当な成果目標と努力目標として表現されていたか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �
　2.2　具体的、客観的で、検証可能な評価指標が設定されていたか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �
　2.3　判断基準が適切に設定されていたか？  ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �
　2.4　生徒、保護者の意見を参考にする等多面的な評価を心がけていたか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �
　2.5　評価システムの信頼性を高める工夫（外部評価の活用等）が組み込まれたか？ ［    　］�
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　「第2カテゴリー」評点：�
　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�
　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�
　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�
　　　　評点合計            　　　  =  　　　　/15点�
　コメント：�
�
          �
�
3　評価実施プロセスについて�
　3.1　評価のタイミング、期間、スケジュールは適切であったか？ ［    　］�
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�
　3.2　期中に学校経営計画の進捗状況の適切な把握（必要な修正）を行ったか？ ［    　］�
�
　3.3　量的、質的に十分なデータを収集したか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　�
　3.4　学内研修等を通して、評価の実施に関する意識統一や評価方法に関する ［    　］�
  　　   共通理解の徹底が図られたか？�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �
　3.5　学校評価の実施方法の改善のための具体的な施策を実施したか？ ［    　］�
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�
       �
　「第3カテゴリー」評点：�
　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�
　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�
　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�
　　　　評点合計　　　　　　  =                  /15点�
　コメント：�
�
          �
�
4　分析と結論・提言について�
　4.1　分析方法や結論の導き方、制約等について明確な説明をしているか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �
　4.2　成果目標・努力目標の達成度について明確に表現しているか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �
　4.3　目標の達成度に関する十分な説明（貢献・阻害要因等）がされているか？ ［    　］�
�
　4.4　評価結果の分析に基づいた結論・提言が導かれているか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �
　4.5　将来的な学校経営の改善につながる提言が提示されているか？ ［    　］�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　�
�
　「第4カテゴリー」評点：�
　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�
　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�
　　　　可の数　＿＿ 　×　1　=　＿＿＿�
　　　　評点合計             　　　 =  　　　　/15点�
　コメント：�
�



18 長尾　眞文

5　結果の報告・公表と活用について�

　5.1　わかりやすい報告が作成されたか？ ［    　］�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �

　5.2　報告は学校評価の結果を過不足なく伝えているか？ ［    　］     �

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �

　5.3　学校全体で評価結果を共有する努力がなされたか？  ［    　］     �

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �

　5.4　評価結果の公表について十分な努力がなされたか？  ［    　］     �

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �

　5.5　評価結果の積極的な活用のための具体的措置がとられたか？ ［    　］   �

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 �

�

　「第5カテゴリー」評点：�

　　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�

　　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�

　　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�

　　　　　評点合計           　　　   = 　　　　/15点�

　コメント：�

�

          �

�

総合評点：�

　　　　　優の数　＿＿　×　3　=　＿＿＿�

　　　　　良の数　＿＿　×　2　=　＿＿＿�

　　　　　可の数　＿＿　×　1　=　＿＿＿�

　　　　　不可の数＿＿�

　　　　　評点合計             　　　 =  　　　　/75点�

�

総括評価コメント（学校側の現在の学校評価の取り組みの姿勢と将来的な展開の可能性に関する総括的な�

観察・判断、より良い学校評価とするための改善提案等）：�

�

�

�

�

�

          �

�

メモ：メタ評価実施方法（使用資料/聞き取り調査/実施上の制約等）�

�

（出所）筆者作成
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Theoretical and Practical Issues in School Evalution 

Masafumi Nagao

Hiroshima University
nagaom@hiroshima-u.ac.jp

Abstract

Since the Central Education Council of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology
made a suggestion, in its report on local educational administration in 1998,  that schools should carry out a self-
evaluation annually and make public its results so as to make them more open and accountable to their respective
communities, public schools all over Japan have been establishing a school evaluation system. Today self-
evaluation by teachers is practiced by more than 95% of public primary and lower secondary schools in Japan.
However, the knowledge base of those dealing with evaluation tasks in schools is quite limited. The literature on
school evaluation is on the increase in recent years, but much of it is no more than tracing of the practice and
attempts at theoretical sorting of the practices are rarely made. In the present paper, the theory of school evaluation
is depicted as consisting of a two-layered structure with a theory of school evaluation mechanism (school
evaluation system) and a theory of school evaluation practice (evaluation methods). A framework is presented for
analysing them with a focus on practice. The concluding section of the paper sorts out the issues in moving from
the mechanism to practice.

Keywords

evaluation theory, school evaluation system, 
self evaluation, external evaluation, meta-evaluation
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1．はじめに

文部科学省（2006）が平成18年3月に発表した
学校評価ガイドラインによると、学校にとって学
校評価を行う目的は、一方で「自らの教育活動そ
の他の学校運営について、目指すべき成果やそれ
に向けた取組について目標を設定し、その達成状
況を把握・整理し、取組の適切を検証することに
より、組織的・継続的に改善すること」、また他
方「自己評価及び外部評価の実施とその結果の説
明・公表により、保護者、地域住民から自らの教
育活動その他の学校運営に対する理解と参画を得
て、信頼される開かれた学校づくりを進めること」
にある。広島県では、他県に先んじて平成14年度
より学校自己評価とその成果の公表を義務化して

おり、各学校がそれぞれに上記の目的の実現に向
けて努力している。本稿は、同県尾道市にある中
規模公立小学校における学校評価の実践報告であ
る。この学校の実践する学校評価の特徴は、（i）
校長が学校評価システムの構築を主導しているこ
と、（ii）校内的な学校改善の努力に関する地
域・保護者の理解を得ることをシステム構築の主
眼としていること、（iii）自己評価の実施にロジ
ック・モデルを活用していること、（iv）全校的
な研修重視の取組を実現していることの4点で、
平成18年10月に文部科学省初等中等教育局が試行
した第三者評価に志願して対象校となり、調査団
から校長を中心として学校評価を生かした円滑な
学校経営を実現しているとの高い評価を獲得して
いる。以下の報告では、学校評価の取組の特徴的

【実践・調査報告：依頼原稿】

自己評価の活用による学校改善の実践報告

要　約

本稿は、広島県尾道市の中規模の公立小学校による学校評価の実践事例報告である。過去3年間にわた
るこの事例の特徴は、校長が強いリーダーシップを発揮し、教職員を対象とする学校評価研修の充実を図
りつつ、試行錯誤を重ねて、教育の質の改善と保護者・地域に対する説明責任の遂行の両面で一定の成果
を挙げたことである。外部評価の充実も含めて評価結果の信頼性を担保する方法や学校の自律性を促進す
るためにも必要な経営面・組織面での評価の充実等の課題は残しているものの、自己評価の活用による学
校改善の試みとして価値ある示唆を含む事例となっている。

キーワード

学校改善、学校評価、ロジック・モデル、説明責任、信頼される学校
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な点について概説するとともに、可能な範囲でこ
の取組で得られた成果について言及する。共同で
報告の執筆に当たったのは、この学校の校長と教
務部主任、研究主任を務める教員及び校長の依頼
で評価システム構築に助言している大学教官の4
名である。

1．学校の状況と自己評価の取組の展開

（1）学校の状況

尾道市立栗原北小学校は、広島県尾道市のほぼ
中央、JR新尾道駅の北側に位置している。平成
18年5月1日現在で、学級数14、児童数365名、職
員数23名の中規模校である。この地域は元々農業
を主産業とするのどかな田園地帯を形成していた
が、南北に走る国道が東西に掛かる福山市へのバ
イパスや山陽自動車道と接続したことから急速に
住宅地としての開発が進んだ。栗原北小学校は、
宅地化に伴う児童数増により、昭和55年に近隣の
小学校から分離独立し開校した。住民の多くは全
国各地からの転入者であり、地域の住民同士つな
がりは比較的弱い。住居は一戸建てもあるが家賃
の安価な民間アパートが多数あり、家庭数269の2
割の家庭の児童が市から就学援助を受けている。
また、親の離婚率が高く20代の親が多いという特
徴がある。校区には養護施設があり、毎年30人前
後の児童が施設から通学している。

学校教育に対する親の期待は基本的なしつけや
保護者の個人的な都合によるものが多い。児童の
課題は基本的な生活習慣が出来ていないことと学
力が低いことである。生活指導上の課題が多く、
学校規模に比して男性職員の割合が多い。職員の
平均年齢は37歳である。本稿の共同執筆者でもあ
る校長は、平成16年4月に県内の他郡市から転任
してきたが、着任時に前任校長及び教頭から課題
として引き継いだのは、「本校は地域・保護者か
らの苦情が非常に多く、その対応に苦慮する」

「学校の運営に保護者の協力を得ることが難しい」
「児童の問題行動が多い」の3点であった。

（2）自己評価の取組の展開

平成16年に赴任した現校長は、学校経営会議
（校長、教頭、教務主任・研究主任・生徒指導主
事・保健主事の6名で構成）1で検討した内容と教
育活動が連鎖していないこと、また教職員が個人
としての動きに比して一体化した取組に消極的な
ことを問題視し、その改善のため、①分掌単位の
責任体制の必要、②教職員の経営参画意識の必要、
③計画性導入の必要の3つを学校経営の主要課題
として提起。自己評価を活用して学校教育・経営
の改善を図る方針を打ち出した2。

前任校長の下での平成15年度までの学校評価
は、校長が作成した学校評価表（以下、評価表と
略す）に基づき、年度末に教職員が評価した結果
を地域や保護者等に公表するというものであった
が、経営の改善に用いられることは少なかった。
教職員の学校評価に関する認識から改めるため、
校長は主任をはじめ教職員に対して、学校評価の
目的は、学校の現状を見直して教育活動の改善を
図ることにあり、評価の結果がどうであるかより
も、結果を受けて教職員が「何を」、「いつまでに」、

「どうするのか」を明確にし、進捗状況等を保護
者や地域に伝える必要があること、それが説明責
任を果たすことに相当すること、そしてそのプロ
セスに学校を挙げて取り組む必要があることを繰
り返し説いた。

そこで平成16年度からは、教育活動の実践計画
を評価表と連鎖させるとともに、学期ごとに実施
プロセスの評価を行い、進捗を保護者や地域に発
信するようにした。これまでも各学期末には各分
掌・学年・学級の作成した資料に基づく教育活動
の反省を行っていたが、それを学校評価集計表の
みに絞って行うように変更した。その理由は、目
標を意識したまとめをすることにより、見直しの
内容を明確にするためである。集計表の基礎デー
タを得るために、評価表を基に作成し学期末に実
施した児童アンケートと教職員アンケートの結果
を用いた。

平成17年度の学校評価については、計画作成の
段階で校長が全体案を提示し、それに基づいて各
評価項目について担当教員が修正を加える形で自
己評価計画を作成するとともに、評価の実施につ
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いては、学期ごとに各教員が評価の根拠となるデ
ータを収集するようにした。全校的評価の原案を
作るのは教務主任の仕事で、各教員から提出され
た結果を集計して全体的な達成度を明らかにし、
次の学期に向けた改善案をまとめた。尾道市の公
立小中学校の場合、評価項目の大枠は、同市教育
委員会から与えられており、評価計画の詳細は学
校がどれだけ丁寧な対応を図るかに依る。栗原北
小は、学校評価を意識的に活用した学校経営を心
がけた極めてユニークな事例と言えるであろう。

学校評価結果の公表については、取組を従前と
変更したのは、説明の時期と内容である。時期は
地域・保護者から求められる前に発信すること、
内容は既に発信している事柄についての進捗を説
明すること、また校長の説明と学年の発信内容に
一貫性を持たせることである。変更した理由は学
校が真摯に活動し、その状況を地域・保護者に定
期的に発信する姿勢を示すためである。説明時の
留意点は2つある。一つは、学校が「やろうとし
ていること」「現在、行っていること」の意義・
目的を伝えるとともに、それがどのような状況に
あるのかという進捗についての説明をすること
で、進捗についての説明はそれまでほとんどなさ
れていなかった。もう一つは、保護者から求めら
れる内容を実行することができない場合に、根拠
を示してその理由を説明しきることである。例を
挙げると、校長が就任した年に保護者から出され
た「運動会に国旗を掲揚することに反対する」意
見に対して、「学校では、オリンピックや国際会
議等、国と国とが対等の立場で交流する際の国際
マナーの一つである国旗の取り扱い（自分の国や
他の国の国旗を敬い、尊重する態度を身につけさ
せるために掲揚するとともに、そのマナー）につ
いての指導をしています。これは学習指導要領に
基づくものです。運動会はそのための指導の機会
の一つと考えております」3 と、正面から向き合
って対応することである。

広島県教育委員会（2002）の学校評価ガイドラ
インでは、学校は自己評価の信頼性と透明性を確
保するため外部評価を実施することとしている。
栗原北小では、平成16年度から3名の学校評議員
に自己評価結果を提示して、意見・助言の依頼を
行ってきたが、平成18年度からは文部科学省の学

校評価ガイドラインに基づく尾道市教育委員会の
指導により、3名の外部評価委員が年間計画に基
づく外部評価を行うように成っている。

栗原北小の学校経営は、校長がリーダーシップ
を発揮して、学校評価を意識的に活用することに
より大きく変化し、当初校長の下に毎月20件程寄
せられていた｢教育活動のねらいについて｣、｢教
育活動から生じた児童間のトラブル｣、｢教職員の
言動｣等に関する保護者・地域からの苦情が、校
長の就任2年目には殆どなくなった。その間、学
校評価の実施方法も進化を遂げたが、その基本的
特徴は、ロジック・モデルを活用した自己評価に
ある。

3．ロジック・モデルに基づく自己評価シ
ステム

（1）ロジック・モデルの導入

後述するように、栗原北小の校長は、就任1年
目の夏に広島県立教育センターが主催する学校評
価（4日間）研修講座を受講し、ロジック・モデ
ルに基づく学校評価について研修した。帰校後の
校内研修でロジック・モデルの活用について教職
員による理解の共有を図るとともに、平成17年度、
18年度にもそれぞれ1名の教員を同研修講座に派
遣し、それを実践に生かす条件を整えた。

ロジック・モデルは、学校が教育活動を通して
達成しようとする目標とその実現のための取組の
間に想定する因果関係を明示化し、適当な指標を
用いてその達成度を評価するためのツールである

（長尾 2007）。校長は、教職員が学校評価が何の
ために必要なのかを十分に理解できない理由を評
価の理論的理解の欠如にあると考えていた。ロジ
ック・モデルの概念構成を使うことにより、学校
経営計画に対する自己評価の枠組みを作成し、プ
ロセス評価や成果評価を客観的かつ厳密に行うこ
とができる。校長は、自らロジックモデルによる
学校評価の枠組みを作成して、学校経営会議に提
示し、自己評価表との関係を説明した。多くの教
員は、自らの経験から教育活動について｢こうす
れば、こうなる｣という想定のもとに取り組んで
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いるが、それだけでは目標と活動の連鎖が弱く、
評価のためのデータが精確でなくなることが多
い。校長は、ロジック・モデルの活用により、そ
のあいまいさを克服できることを説明し、教職員
の理解を得た。

ロジックモデルの活用は、目標と活動との連鎖
の明示化を促すとともに、経営の問題点を明らか
にすることも可能にした。それにより学校が進む
べき方向について、教職員間の意見の一致を図る
ことができるようになった。また、管理職が進め
ようとしている学校評価の枠組みを教職員が理解
するとともに、全員の意識を同方向に向けるため
にも有効であった。そして、経営の質の改善や課
題に対して意図的・計画的に取り組むことも可能
になった。導入の過程では、中途で定期的かつ多
面的な評価を心がけ、それを支える客観的なデー
タの収集に特別留意する必要があった。後述する
ようにかなり校内研修や外部からの技術的支援に
頼ったのも事実である。しかし、教職員全員でロ
ジック・モデルを使った自己評価について習熟す
る努力を重ねた結果、現在ではかなり明確な理論
的検討に裏打ちされた自己評価を実施できるにい
たった。

表1は栗原北小の平成18年度の学校経営計画、
表2はそれに基づく学校評価総括表（11月現在）
を示したものである。年間目標に相当する短期経
営目標は「確かな学力の向上」が4項目、｢豊かな
心の育成｣が2項目、「健やかな体の育成」が2項目、
｢秩序づくり｣が3項目と計11項目に絞られている。
ロジック・モデルによる検討を経て、それぞれの
目標についてその達成のための方策が特定されて
いる。さらに、各目標について、成果の達成度を
評価するための指標が指定され、7月、11月、1月
の成果目標値が設定される。例えば、確かな学力
の向上を図るための基礎学力の習得については、
全校的に週5日ドリルに取り組ませることを目標
として掲げ、取組としては、計画的実施、繰り返
し学習、ミニテストの実施、生徒ごとの目標設定
が想定されている。これらの取組の成果の判定は、
各チェック時期にミニテストで80点以上の児童の
割合が80%に達することを目安に設定する。表に
よると、平成18年度の11月チェックでは全校的な
平均点が78点で、7月チェックより上昇している

が、まだ目標を僅かに下回っている。年度末には、
年間達成度を計算し、目標値に達したならA評価
として、次期には新たな目標を設定し、それに満
たない場合には、達成度に応じて取組の実施を継
続するなり、目標自体の再考をする。

（2）学校経営の進行管理と評価データの分析

栗原北小では、学校経営の進行管理を自己評価
の重点目標の達成度を継続的に追跡することで行
っている。この目標には、テストの点が80点以上
の児童の割合や呼び捨てにされていない児童の割
合といった成果目標もドリルを週5日したかや授
業で「さん」、「くん」と呼んでいるかといった取
組目標も含まれ、年初に決められた重点目標の達
成シートが作られる。追跡の主要な手段は、教員
と生徒による毎月末の「振り返り」で、教員と生
徒がそれぞれ過去1ヶ月それぞれの目標をどれく
らい達成できたかをパーセントで表現する。教員
の場合は、担任教師の自らの担当学級に関する振
り返りであり、児童については担任教員が挙手等
の方法で学級の達成度のデータを出す。教務主任
は、全データをまとめ、特に教員と生徒の振り返
りデータを付け合せることにより、計画が予定通
りに進行しているかを判断することができる。こ
の簡便なデータ創出方法は、アンケートのように
手間が掛からず、しかも継続的にデータが得られ
るので、極めて有効である。

表3は、そのような振り返りデータの分析例で
ある。上段は、｢週5日ドリルに真剣に取り組ませ
る｣目標について、11月時点での進行管理を行っ
たものである。そこでは、前述したように、成果
目標がテストで80点以上取らせることに関する教
員の振り返りデータで表現（78%）されているが、
取組目標についても教師のドリル学習を週5日実
施するに関する判断と児童による朝のドリルを一
生懸命しましたかに関する判断とが並べて提示さ
れており、6月時点でのデータと比較して結果を
考察し、3学期における対応を述べている。成果
目標と取組目標の組み合わせと教員と生徒・児童
の評価の連動は、自己評価の信頼性を高める上で
極めて重要である。参考までに、下段に友達を呼
び捨てにさせないと言う目標に関する振り返りデ
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ータと考察を示しておく。
教育活動の進行管理にロジック・モデルを活用

する試みは実際に多様な形で展開しており、それ
自体ロジック・モデルのツールとしての定着を示
唆している。例えば、表5は、研究主任が研究活
動推進の運営のために作成したロジック・モデル
で、これを用いて進行管理を行っている。

（3）評価結果の公表

栗原北小の自己評価システムの導入は、学校経
営の取組について保護者・地域のより良い理解を
取り付けたいという校長の強い意向を出発点とし
ている。前にも述べたように、そのための学校側
の方策は、学校に関する情報提供を出来るだけ前
倒しで行うことである。学校自己評価の結果につ
いても、年度末を待つことなく、一年を通して随
時実施する。学校は、下記の通り複数の情報伝達
手段を持っている。

①校長室便り：
校長の経営方針、「何のために」「何を」「いつ
までに」「どうしようとしているのか」その

「進捗」状況を月に一度、校長から発信するも
の。配布先は保護者・地域の公的施設・学校評
議員・民生児童委員・町内会役員・隣接学校で
ある。

②栗北通信：
校長室便りを受け教頭が毎月、中旬までに発行
するものである。内容は校長室便りの内容の進
捗の具体化であり、学校としてのとらえが主。
配布先は校長室便りと同様。

③学年便り：
校長室便りを受け、学年が月初めと半ばに発行
するもの。内容は、学年としての月ごとの取組
と、その結果が主なもの。配布先は学年の各家
庭。

このような複数の情報伝達手段を使って継続的
に学校の取組について説明してきた結果、学校側
としてはある程度の効果が得られたと考えてい
る。そう考える理由は、学校の発信する説明に対
して肯定的な見方が出てきたことである。これは、

校長の発信と学年の発信内容に一貫性を持たせた
ことで学校が組織として活動していることを伝え
ることが出来つつあるからであろうし、また、既
に発信している内容についての進捗を説明してき
たことで学校は確かに活動しているということが
伝わっているからであろう。

厳密な根拠データではないが、保護者・地域の
委員、来校業者等に学期に1回、行事（運動会・
公開研究会・安全マップ作り）を行った時に実施
しているアンケートがそのことを示唆している。
アンケートの対象者は校長室便りの配布先と同じ
である。その内容は多肢選択と記述を併用したも
ので、来校業者等にはその場で記述してもらい、
保護者と地域の委員等の回収は後日、児童を通じ
て行っている。回収率は通常地域の委員は100%、
保護者はおよそ70%である。それによると、下記
のような反応が得られている。

①経営のビジョンが明確である。（10名）
②学校がやろうとしていること、していることが

良く分かるようになった。（10名）
③学校が何に取り組み、その課題をどのようにと

らえているか、家庭では何が必要なのかが分か
り、学校との連携の大切さを痛感している。（5
名）

④家で子どもと学校のことをよく話すようになっ
た。（3名）

⑤当初のアンケートでは、学校に対する非難の記
述がほとんどであったが、18年度にはほとんど
なくなった。

4．研修重視の取組

栗原北小の学校評価の取組に最も特徴的な点
は、校長が率先して自ら学校評価について学習す
るなど、研修を重視していることである。主要な
研修及び関連活動を挙げるだけでも、下記が挙げ
られる。

①平成16年度：
校長が広島県立教育センター主催の「学校評価

（4日間）研修講座」受講

自己評価の活用による学校改善の実践報告
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大学教官による全教職員対象の学校評価講義
②平成17年度：

研究主任が広島県立教育センター主催の「学校
評価（4日間）研修講座」受講
日本評価学会派遣の｢評価インターン（院生）｣
受け入れ・研修実施

③平成18年度：
中堅教員が広島県立教育センター主催の「学校
評価（4日間）研修講座」受講
評価インターンとの継続的連携文部科学省第三
者評価制度試行調査の受け入れ

ここで挙げているのは全て、外部の研修プログ
ラムに参加するか外部の専門家人材を活用して研
修を行うものであるが、それ以外に自校でも校内
研修を多数回開催している。校長によると、その
ような研修からは、（i）学校経営の問題点を明ら
かにする、（ii）教職員間の思考ベクトルの一致
を助長する、（iii）経営参画意識を向上させる、

（iv）学校評価手法の理解を深めさせる、といっ
た効果が期待される。（iv）を除くといずれも一
般的な観点から見た効果の発現で、必ずしも研修
の効果とは言えない。
（iv）の評価手法の理解について、例えばロジッ

ク・モデルについて教職員はどれくらい理解して
いるのだろうか。この点については、平成17年12
月に栗原北小で全教職員を対象としてロジック・
モデルに関する研修を実施した日本評価学会派遣
の評価インターンが興味深いデータを残してい
る。研修終了後の研修に関する評価アンケート

（串本・渡辺 2006）で、「ロジック・モデルはある
行為に関する原因と結果の関係を簡略的に明示化
したものです。ロジック・モデルの資源（投
入）－活動－産出－成果の流れを理解できました
か」と問うたところ、｢強くそう思う4点－全くそ
う思わない1点｣のスケール回答で、2.79と相対的
に低い理解度を示した4。しかし、その研修を通じ
て、一人を除いて全教員がロジック・モデルを理
解できたとし、さらにロジック・モデルを自らの
教育現場で活かすことが出来ると回答しているこ
とから、研修は組み方によって確実に学校評価の
実践にプラスの効果を持ち得るものと思われる。

5．結びに代えて

栗原北小は、校長の強いリーダーシップと全教
職員が研修活動に参加する懐の深い取組により、
比較的短期間に学校自己評価システムを定着させ
た。その方法的な特徴は、ロジック・モデルを活
用して学校が行う教育・経営活動の目標と取組の
連鎖を因果関係軸で明示的に捉えようとしている
ところにある。方法の理解に未だ不十分なところ
があるにせよ、それを軸として学校経営計画の学
校評価表への落とし込みや一年を通しての学校経
営・教育活動の進行管理を行う慣行は十分確立さ
れているように思える。

学校評価の活用を通して学校経営の改善を図っ
ていく上で、栗原北小の経験が示唆する教訓の第
一は、教職員の経営参画意識の向上であろう。学
校経営の目標を受けて各分掌の主任が分掌運営計
画のロジック・モデルを作成し（表4は研究主任
の作業結果の例示）、その進行管理を行うことに
より全ての教育活動と経営目標が整合的に組ま
れ、教職員の一体感が醸成される。それに関連し
て、校長が教職員の経営参画意識の向上の鍵を握
ると思われる主任クラスを対象に、5月と12月に
アンケートをして、学校評価の目的とロジック・
モデル導入の目的に関する理解度を訊いたとこ
ろ、5月には50%強であったものが、12月にはい
ずれも80%を超えた。同様に組織的な学校経営の
取組の必要性（例えば、学校の重点的な取組の進
捗状況の発信や学校経営会議の役割）の理解につ
いても、明らかに主任クラスの意識の変容が認め
られた。さらに、学校経営会議における主任クラ
スの発言でも、下記の点が確かめられた。

①各分掌の主任が年間の経営計画を作成しそれに
基づいた進行管理を行うので検証が容易であ
り、計画的な仕事が出来る。（7／7名）

②月ごとの重点を決めて取り組むので指導が徹底
する。（7／7名）

③検証データが客観的なので説得力がある。
（5／7名）

栗原北小が学校評価の取組を本格的に開始した
平成16年度の経営的な問題が、保護者・地域との
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関係構築であったことを考えると、同校の学校評
価経験は極めて示唆に富むと言える。校長を先頭
に、学校は自らの取組を保護者・地域に積極的に
説明することで経営に対する理解を得、あわせて
経営の改善を図る試みについて協力を求めた。学
校の取組に対する理解を得るために重要なことは
学校としての一貫した説明を行うことである。栗
原北小の経験は、厳しい条件下に置かれている学
校でも、児童をこのようにしたいというビジョン
を示した後に適切に教育活動の進捗状況の説明を
重ねれば、保護者・地域からの積極的な反応が得
られることの一例である。校長は、児童に対する
日常的な問いかけの中で、「学校からのお便りを
必ず持って帰って家の人に見せる」、「家で学校の
ことをよく話すようになった」と答える児童が増
えていることからも、このような学校状況の好転
を確信している。

以上、栗原北小の自己評価を中心とする学校評
価の実践事例について報告したが、最後に同校が
抱えている課題を挙げておきたい。一つは、学校
評価システムの定着がもたらす経営と教育の質の
改善効果の客観的な説明及び検証である。それは
学校教育の継続的改善の証左ともなるが、同時に
学校が果たすべき説明責任の遂行の中核を成すべ
きものである。また、学校評価が学校と地域・保
護者・教育委員会等の学校関係者とのデータに基
づく対話を促進するツールとして機能することが
期待されるなら、この関係のあり方に関するデー
タを創出する手段として地域・保護者・教職員を
対象に実施しているアンケートの内容・回収方法
等の充実を図る必要があろう。

もう一つの課題は、現在の学校評価の取組が教
育活動に偏していることで、教育の地方分権化の
促進で学校の裁量権が拡大していくことが想定さ

れているなら、学校経営の組織的観点により大き
な比重を置く評価のあり方も検討すべきであろ
う。経営という視点では、人・金・物も含まれる。
予算の執行状況、とりわけ旅費の使途については
校長のビジョン・目標に対してどのような経営が
行われているかを測るバロメータとなる。この点
については、栗原北小の現実の課題である外部評
価体制の充実とあわせて県・市教育委員会あるい
は国が検討している第三者評価制度のあり方とそ
れに拘わる学校支援体制の構築にも大きな期待が
かかる。

注記

1   現在は特別支援コーディネーターが加わり7名で構成。

2   ここでの議論の詳細については石田（2006）を参照

されたい。

3 平成16年6月9日付「校長室便り」から引用。

4   評価目的の多様性や測定と評価の違いに対する理解

等は、同じスケールで3.32、3.26である。
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　　　③参観率の増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③組織的な協働行動の促進�

　　　④服務規律の厳正確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ④報告・連絡・相談の徹底�

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⑤一目標の実践�

�

めざす教師像�

児童のことを心配する先生・児童の長所を見つけ褒める先生・児童の不正を厳しく戒める先生・児童の自立を支援する先生�

�
（出所）平成18年度栗原北小学校経営構想から引用�

表1 平成18年度　尾道市立栗原北小学校学校経営方針
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30 石田　謙豪　　平　恵津子　　住元　しのぶ　　長尾　眞文

20% 40% 60% 80% 100%0%

教師：ドリル学習を週5日実施する 　6月�

教師：テストで80点以上とらせる 　6月�

児童：朝のドリルを一生懸命しましたか 　6月�

9月�

11月�

11月�

20%0% 40% 60% 80% 100%

教師：思いやりのある言動を評価し意味に気づかせる　 6月�

教師：良いところを見つけて発表させる　 6月�

児童：友達の思いやりのある行動を発表できましたか　 6月�

教師：学級で決めた回数は報告機会を設ける　11月�

教師：思いやりのある行動をお互い発表できるようにする　11月�

児童：友達に思いやりのある行動を発表してもらえましたか　11月�

はい、95％�

はい、98％�

はい、75％�

いいえ、いいえ、5％�

いいえ、いいえ、2％�

いいえ、いいえ、25％�

いいえ、いいえ、22％�

いいえ、いいえ、8％�

いいえ、いいえ、10％�

はい、78%

はい、92%

はい、90%

中期経営目標　基礎学力を身につけることができる�

（短期実践目標）   週5日ドリルに真剣に取り組ませる  �
（評価指標）   80点以上の児童の割合  

結果 �
　　　①ドリル学習を週に5日行うというリズムが、9月に98%となり定着した。        �
　　　②テストで80点以上とれる児童の割合が、3%増加して78%になった。�
　　　　しかし、まだ目標の80%には満たない。        �
　　　③「一生懸命しましたか」という問いに、6月より2%減少したものの、90%の児童が、「はい」と�
　　　　答え、真剣に取り組んでいた。        �
考察         �
　　　①継続して指導することにより、少しずつではあるが着実に成果が上がっている。        �
　　　②一生懸命にしない10%の児童にどう取り組むか…（要検討）        �
3学期に向けて         �
　　　①引き続き週に1回はテストを行い、学力がついているかを確かめる。        �
　　　②テスト結果を継続して記録させることで伸びを実感させたり、評価したりする取組が必要である。        �
　　　③間違い直しを確実にさせたり、間違いの多かった問題に繰り返し取り組ませることで、定着を図る。        

いいえ、5％�

いいえ、2％�

いいえ、25％�

いいえ、22％�

いいえ、8％�

いいえ、10％�

はい、81％�

はい、90％�

はい、70％�

いいえ、いいえ、19％�

いいえ、いいえ、10％�

いいえ、いいえ、30％�

いいえ、いいえ、29％�

いいえ、いいえ、27％�

いいえ、いいえ、23％�

はい、71％�

はい、73％�

はい、77％�

中期経営目標　　思いやりのある言動ができる�

（短期実践目標）   思いやりのある行動を発表させる      �
（評価指標）   学級で決めた回数以上に報告機会を設けた学級の割合      

結果 �
　　　①実施に無理がないよう見直しを図った結果、学級で決めた回数以上報告機会を設けた学級が90%になった。        �
　　　②教師が思いやりのある行動を発表できるようにした（71%）結果、発表できた児童が73%、発表してもらえた児童が�
　　　　77%になった。目標の80%まで、あと3%である。             �
考察�
　　　　報告機会が定着することにより、さまざまな思いやりのある行動が紹介されるようになった。     �
３学期に向けて�
　　　①児童の肯定的な評価に努め、思いやりのある行動を教師自身が認める。        �
　　　②思いやりのある行動を全校集会などで紹介することにより、児童の意識の高揚を図る。�
　　　③エンカウンターを取り入れながら、集団づくりをする。�

いいえ、19％�

いいえ、10％�

いいえ、30％�

いいえ、29％�

いいえ、27％�

いいえ、23％�

表3 平成18年度学校評価　振り返りデータ分析例（11月）

（出所）平成18年度11月時点栗原北小学校学校評価結果の分析から引用



31自己評価の活用による学校改善の実践報告

〈
経

営
理

念
〉

出
来

る
か

出
来

な
い

か
で

は
な

く
、

子
ど

も
た

ち
の

た
め

に
す

る
か

し
な

い
か

�
〈

ビ
ジ

ョ
ン

〉
PD

C
A
サ

イ
ク

ル
に

そ
っ

た
学

校
運

営
�

（
事

業
目

標
）

理
論

に
裏

打
ち

さ
れ

た
実

践
力

と
組

織
で

動
く

教
職

員
集

団
�

�

目 　 標� 課 題� 活 　 動� 投 　 入� 想 定 結 果 � 短 期 成 果 � 中 期 成 果 � 外 部 条 件 �

研
究

体
制

の
確

立
�

校
内

環
境

の
充

実
�

�

授
業

力
を

あ
げ

る
�

（
構

成
力

、
展

開
力

、
改

善
力

）
�

研
究

理
論

の
共

通
認

識
�

�
学

級
経

営
の

充
実

�
�

①
　

言
語

技
術

年
間

計
画

、
系

統
表

　
　

　
 の

見
直

し
�

②
　

英
語

活
動

学
年

別
年

間
計

画
の

　
　

　
見

直
し

�
③

　
言

語
コ

ー
ナ

ー
の

活
用

�
④

　
英

語
コ

ー
ナ

ー
の

活
用

�

①
　

研
究

理
論

の
構

築
�

②
　

理
論

研
修

12
回

（
英

5回
、

言
5回

、
道

2回
）

�
③

　
研

修
の

ま
と

め
の

作
成

（
全

員
レ

ポ
ー

ト
提

出
）

�
④

　
毎

週
月

曜
日

の
研

修
�

⑤
　

職
員

暮
会

等
で

の
言

語
技

術
演

習
�

⑥
　

問
答

ゲ
ー

ム
事

例
集

作
成

（
夏

、
冬

）
�

⑦
　

研
究

の
ま

と
め

作
成

�

①
　

指
導

案
作

成
形

式
、

手
順

の
提

案
�

②
　

校
内

授
業

研
究

（
一

人
2回

）
�

③
　

校
内

全
体

研
に

関
わ

る
事

前
研

（
1人

1回
）

�
④

　
ブ

ロ
ッ

ク
研

の
検

証
（

分
析

と
考

察
）

�
⑤

　
公

開
研

究
会

で
の

検
証

�
⑥

　
公

開
研

究
会

の
事

前
研

修
�

⑦
　

公
開

研
の

検
証

（
分

析
と

考
察

）
�

①
　

学
級

経
営

研
修

（
3回

）
�

②
　

望
ま

し
い

人
間

関
係

づ
く

り
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
作

成
�

③
　

「
栗

北
小

学
校

学
習

規
律

」
の

定
着

�
④

　
言

語
環

境
を

整
え

る
�

⑤
　

す
べ

て
の

授
業

に
お

い
て

、「
目

標
の

提
示

と
ま

と
め

」
　

　
 を

行
う

�
� ①

　
研

修
時

間
、

講
師

�
②

　
外

部
専

門
家

に
よ

る
指

導
�

③
　

指
導

時
間

、
各

月
の

振
り

返
り

、
集

計
�

④
　

配
布

物
、

掲
示

物
、

教
材

等
の

検
討

時
間

�
⑤

　
教

材
研

究
に

要
す

る
時

間
�

①
　

研
修

時
間

2時
間

×
3回

�
②

　
児

童
が

集
団

の
中

で
安

心
し

て
話

が
で

き
る

よ
う

な
　

　
教

師
と

児
童

、
児

童
相

互
の

好
ま

し
い

人
間

関
係

づ
　

　
く

り
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

完
成

�
③

　
各

月
の

振
り

返
り

、
集

計
実

施
�

④
　

適
切

な
言

語
環

境
の

整
備

�
⑤

　
指

導
と

評
価

の
一

体
化

し
た

授
業

�

①
　

作
成

時
間

�
②

　
授

業
研

究
に

係
る

時
間

�
③

　
事

前
研

修
に

要
す

る
時

間
�

④
　

検
証

の
時

間
�

⑤
　

公
開

研
究

会
開

催
�

⑥
　

指
導

案
作

成
、

事
前

研
修

に
要

す
る

時
間

�
⑦

　
検

証
の

時
間

�

①
作

成
形

式
、

手
順

に
そ

っ
た

指
導

案
の

作
成

�
②

授
業

研
実

施
（

全
体

14
回

、
ブ

ロ
ッ

ク
14

回
）

�
③

事
前

研
修

の
実

施
（

一
人

1本
）

�
④

公
開

研
究

会
冊

子
へ

の
掲

載
�

⑤
公

開
研

実
施

の
成

果
と

課
題

�
⑥

公
開

研
指

導
案

集
完

成
�

⑦
研

究
の

ま
と

め
へ

の
掲

載
�

①
　

ま
と

め
る

た
め

に
要

す
る

時
間

�
②

　
講

師
招

聘
手

続
き

、
予

算
配

分
、

研
修

時
間

�
③

　
ま

と
め

に
要

す
る

時
間

(1
5分

×
12

回
×

人
数

）
�

④
　

研
修

時
間

の
確

保
、

集
ま

る
時

間
�

⑤
　

各
人

の
演

習
準

備
に

要
す

る
時

間
�

⑥
　

ま
と

め
る

た
め

に
要

す
る

時
間

�
⑦

　
作

成
す

る
た

め
に

要
す

る
時

間
�

①
　

研
究

理
論

の
構

築
（

英
語

、
言

語
）

（
5月

）
�

②
　

1回
1時

間
の

理
論

研
修

×
12

回
�

③
　

15
分

×
6回

、
「

研
修

の
ま

と
め

」
の

配
布

6回
�

④
　

英
語

10
分

×
16

回
、

言
語

10
分

×
16

回
�

⑤
　

一
人

4回
ず

つ
の

演
習

�
⑥

　
問

答
ゲ

ー
ム

事
例

集
の

完
成

�
⑦

　
研

究
の

ま
と

め
完

成
（

2月
）

�

①
　

見
直

し
の

時
間

�
②

　
見

直
し

の
時

間
�

③
　

掲
示

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
、

掲
示

物
　

　
作

成
時

間
�

④
　

掲
示

物
作

成
時

間
�

⑤
　

掲
示

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
、

掲
示

物
　

　
作

成
時

間
�

①
　

19
年

度
言

語
技

術
年

間
計

画
、

系
　

　
統

表
の

完
成

�
②

　
19

年
度

英
語

活
動

学
年

別
年

間
計

　
　

画
の

完
成

�
③

　
言

語
コ

ー
ナ

ー
貼

替
3回

�
④

　
英

語
コ

ー
ナ

ー
貼

替
1回

�
� （

1）
児

童
の

実
態

を
踏

ま
え

て
、

年
間

　
　

 計
画

や
指

導
案

を
作

成
し

、
指

導
　

　
  
の

ね
ら

い
を

達
成

す
る

�
（

2）
校

内
環

境
の

美
化

に
向

け
一

人
一

　
　

  人
が

創
意

工
夫

す
る

�

（
1）

計
画

遂
行

能
力

の
向

上
（

①
、

②
）

�
（

2）
適

切
で

効
果

的
な

掲
示

物
作

成
能

　
　

   力
の

向
上

（
③

、
④

）
�

（
1）

理
論

に
基

づ
い

た
教

育
実

践
力

の
向

上
（

①
、

②
、

③
、

　
　

　
④

、
⑤

）
�

（
2）

問
答

ゲ
ー

ム
問

題
集

が
活

用
さ

れ
て

い
る

（
⑥

）
�

（
3）

研
究

理
論

の
共

通
認

識
（

⑦
）

�

（
1）

理
論

に
基

づ
い

た
教

育
実

践
力

の
向

上
・

定
着

�
（

2）
研

究
理

論
が

共
通

認
識

さ
れ

、
テ

ー
マ

に
沿

っ
た

議
論

　
　

　が
行

わ
れ

る
研

修
会

が
行

わ
れ

る
�

�

（
1）

指
導

案
作

成
形

式
、

手
順

の
確

立
（

①
）

�
（

2）
授

業
構

成
力

、
展

開
力

、
改

善
力

の
向

上
（

②
、

　
　

  ③
、

④
、

⑤
、

⑥
、

⑦
）

�
�

（
1）

学
級

経
営

能
力

の
向

上
（

①
、

②
）

�
（

2）
学

習
規

律
の

定
着

（
③

）
�

（
3）

教
師

の
言

語
技

術
力

の
向

上
（

④
）

�
（

4）
授

業
力

の
向

上
（

⑤
）

�

（
1）

学
校

経
営

目
標

や
児

童
の

実
態

を
踏

ま
え

た
、

学
　

　
   級

経
営

が
で

き
る

。
�

（
2）

相
手

や
場

面
に

応
じ

た
正

し
い

こ
と

ば
遣

い
で

、
　

　
  
指

示
や

説
明

が
で

き
る

。
�

（
3）

新
た

な
課

題
や

困
難

な
課

題
に

意
欲

的
に

取
り

組
　

　
   
み

、
解

決
を

図
ろ

う
と

す
る

。
�

（
1）

確
か

な
授

業
力

を
身

に
つ

け
て

い
る

�
（

2）
研

修
の

機
会

等
を

積
極

的
に

活
用

し
、

新
た

に
必

　
　

  要
と

さ
れ

る
知

識
や

技
能

の
習

得
に

取
り

組
む

�
（

3）
自

ら
の

実
践

や
研

修
成

果
を

積
極

的
に

提
案

し
、

 
　

　
   
改

善
に

努
め

る
�

表
4
尾
道
市
立
栗
原
北
小
学
校
　
平
成
18
年
度
研
究
主
任
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

（
出

所
）

平
成

18
年

度
栗

原
北

小
学

校
学

校
研

究
推

進
の

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
の

分
析

か
ら

引
用



32 石田　謙豪　　平　恵津子　　住元　しのぶ　　長尾　眞文
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Abstract

It is important that information that the principal gives and information that other teachers give relate, and
they act as an organization, To attempt management improvement of the school by fostering the accountability.

There are two important things for accomplishing accountability.
One is to explain the situation of the progress management.
Another, when outside people request execution to the school, it is important that we finish explaining

showing them grounds that cannot be done in case of difficulty.
Accomplishing accountability becomes one of the means for the school to attempt reexamination of its own

management.
Moreover, for people and guardians in the region, it becomes one of the measures that they understand school

management by sharing information and problems among them and the school personnel.
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1. はじめに

ここ数年というごく短い期間で、初等、中等、
高等教育の別を問わず、教育への第三者評価の導
入が急速に進んでいる。教育は誰もが体験し、ま
た身近な存在であるがために、教育の評価は容易
であると思われがちである。しかし、実際にはこ
れほど評価が困難な事業はない。例えば、教育の
成果は多様であり、目に見えず、個人に依存し、
広く波及し、長期的な展望を必要とし、そして極
めて広範な利害関係者が相反する利害を有しつつ
強く主張もしている。さらに、大学を評価すると

なれば、学術・研究という高度な専門性とその特
殊性を考慮に入れる必要がある。このような特殊
な事業評価を、どうすれば誰もが納得するような
形で遂行できるのかという命題は、最適解がある
のかどうかすらわからない。

教育に限らず、これまでに評価関係者は評価を
通じてどのように政策や事業をより良くしていく
かということに努力してきた。しかし、評価とい
う事業自体もまた、人的資源や資金を必要とし、
事業や組織、さらには社会を良くしていくための
一つの事業に他ならない。事業である以上は、改
善や説明責任の遂行を目的とする評価という活

【研究論文：依頼原稿】

大学評価・学位授与機構による試行的大学評価事業の評価

要　約

大学評価・学位授与機構（以下「機構」と記す。）は、大学評価を行う第三者評価機関であり、2000年
度から2003年度まで国公立大学及び大学共同利用機関を対象に、延べ550組織に及ぶ試行的評価を実施し
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動、それ自体にも、改善の必要や説明責任が生じ
ている。実際に、大学の第三者評価を目的に創設
された大学評価・学位授与機構（以下「機構」と
記す。）による試行的大学評価では、評価が大学
に大きな負担と影響とを与えることから、評価対
象である大学側から常に「メタ評価（評価の評価）」
の実施を求められてきた（例えば国立大学協会
2002, 2003a, 2003b）。
「評価の評価」を意味するメタ評価は決して新

しい概念ではない。例えば、大川（2002）は
ODAプロジェクトの評価をメタ評価し、妥当性、
論理性、費用効果の視点の欠如などを指摘してい
る。また国際協力機構外部有識者事業評価委員
会／2次評価作業部会（2006）は、3回目の2次評
価結果として公表されており、多くの事業評価報
告書を客観的かつ定量的に評価し、共通する傾向
や特徴的な傾向を導き出すことによって国際協力
機構の評価の質の改善に寄与している。しかし、
これらの研究は主として「評価が適切に行われた
か」という評価にとどまる。つまり、事業評価と
して見た場合には、活動、あるいはプロセスの評
価であって、アウトプット、アウトカムの評価で
はない。評価事業を他の事業と同様に評価するた
めには、評価の目的である「改善を通じた質の向
上」や「説明責任を果たす」という、アウトカム
を評価しなければならないのは当然である。

本研究は、機構が過去に行った試行的大学評価
を1つの事業としてとらえ、そのアウトプットや
アウトカムの評価を行うことにより、優れた点と
問題点とを明らかにするとともに、試行的評価で
得られた経験と教訓とを新たな評価システムに活
かすことを目的とする。

2．大学評価・学位授与機構による試行的
大学評価の概要

（1）試行的大学評価の背景

大学の評価は、1991年の大学設置基準の大綱化
に伴い、自己点検・評価が努力義務化されたこと
で大きく展開した。つまり、大学に対する法的規
制を弾力化して大学の自主的かつ自律的な改革を

図る一方、評価を通じて自らの努力で質の向上を
行うよう促したのである。多くの大学が自己点
検・評価を実施したものの、実際には形式的評価
に陥り、改善に十分結び付かない例も多くあった。
そのため、大学審議会（1998）は、自己点検・評
価の充実を図るとともに、第三者評価システムの
導入などを通じて多元的な評価を行い、大学の個
性を伸ばし、教育研究の内容・方法の改善につな
げるシステムを確立する必要を示した。これに基
づき、1999年には自己点検・評価が努力義務から
義務とされ、さらに外部評価が努力義務とされた。
そして2000年には、大学の第三者評価を行う機関
として大学評価・学位授与機構が改組によって設
立された。

機構は、本格的な第三者評価の実施を2004年度
に設定し、当面は大学評価に関する経験を蓄積す
るため、学問分野・機関数を絞って段階的に大学
評価を実施することとした。この試行的評価は、
2000年度から2003年度まで、設置者から要請のあ
った国立大学及び大学共同利用機関（以下「大学」
と記す。）を対象とし、全学テーマ別評価、分野
別教育評価、分野別研究評価の3つのテーマに分
けて、3回のサイクルで実施された。全学テーマ
別評価では評価対象は大学全体であり、主として
すべての対象機関の協力のもと、「教育サービス
面における社会貢献」、「教養教育」、「研究活動面
における社会との連携及び協力」、「国際的な連携
及び交流活動」の4つの評価が実施された。分野
別教育評価、同研究評価では学部または該当組織
を対象に、理学、医学、法学、教育学、工学、人
文学、経済学、農学、総合科学の9分野を対象と
する評価が実施された。4年間の実施期間で評価
を実施した機関は122機関、延べ550組織に上った。

2004年度から予定されていた第三者評価の本格
実施は、学校教育法の改正及び国立大学法人法の
制定等により実際には行われなかった。しかし、
機構は、大学、短期大学、法科大学院、高等専門
学校を対象とした認証評価機関の一つとして2005
年度から認証評価を実施しており、また国立大学
法人評価に際しても国立大学法人評価委員会の要
請を受けて教育・研究活動に関する評価を実施す
る予定である。試行的大学評価で得られた教訓は、
これらの評価の基礎として活かされる。
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（2）試行的大学評価の方法

機構による試行的大学評価は、「大学の教育研
究水準の向上に資するため、大学の教育研究活動
等の状況について評価を行い、その結果について、
当該大学及びその設置者に提供し、並びに公表す
ること」を目的とし、実施された。

図1は機構の行った試行的評価のプロセスを示
したものである。評価は評価対象機関による自己
評価と、訪問調査あるいはヒアリングが基礎とな
る。最初に、機構において大学評価委員会、各専
門委員会が評価の内容・方法を決定し、評価対象
機関に提示、説明を行う。評価対象機関はそれに
基づいて自己評価を行う。専門委員会は提出され
た自己評価書に関して書面調査を行い、不明な点
等についてヒアリングまたは訪問調査で確認し、
そして評価結果が作成される。なお、評価に際し
ては、機関別に編成された評価チームや、学問分
野別に編成された部会が実際の評価にあたる。評
価結果は公表の前に各評価対象機関に通知され、
意見申し立てを経て評価結果が確定される。最終

的に、評価報告書は対象機関・設置者にフィード
バックされることにより、対象機関における質的
向上を促進することが期待され、また社会に対す
る公表によって、アカウンタビリティの促進が期
待されている。

3. 分析方法

本研究で分析対象としたデータは、試行的評価
の中であらゆる機会で収集してきた（1）意見調
査の結果に加え、今回の検証作業で改めて（2）
質問紙調査、（3）インタビュー調査を実施し、収
集したものである。

（1）意見調査：機構が評価実施の際に、各実施
段階において評価対象機関、評価者、関係団体
に行った意見照会の結果である。調査方法は、
主として自由記述形式の質問紙を用いての郵送
調査であり、文章単位で5,000以上の意見が収
集された。それらの意見を取りまとめた結果、
およそ500の意見に集約された。なお、詳細な
結果は紙面の都合で省略しているが、研究評価
については林ら（2003）、全学テーマ別評価に
ついては齋藤（2004, 2005）、ならびに試行的評
価に関する検証委員会（2004）を参照されたい。

（2）質問紙調査：質問紙は（1）の集約された
意見を参考に作成され、調査は平成16年7月に
すべての評価対象機関に対して郵送法で行われ
た。この調査では、（1）の調査でカバーされて
いない、大学内の評価の過程や評価の成果等に
ついての情報収集を行った。質問紙への回答は、
各機関内での自己評価を実際に担当した方にお
願いし、回収数は539（回収率98%）であった。

（3）インタビュー調査：地域や規模等を考慮し、
9大学及び1大学共同利用機関に協力をお願い
し、平成16年9月から10月にかけてインタビュ
ー調査を実施した。調査協力者は、評価担当者
及び大学の運営に携わる方々であり、（1）（2）
で十分に把握できなかった大学内の事柄につい
て調査を行った。

評価対象機関� 機構（大学評価委�
   員会・専門委員会）�

評価の内容・方法を決定�
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図1 大学評価のプロセス
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（2）（3）の調査及び検証作業は、機構の試行的
評価の当初の実施計画に基づき設計されたロジッ
クモデルに基づいて行われた。ロジックモデルと
は、プログラムの要素（資源）、活動、アウトプ
ット、アウトカムについて、またそれらの因果関
係について明確なモデルとして示し、プログラム
の問題解決に役立てる手法である（Bickman
1987, Wholey 1983, 1987）。実用に際しては、左か
ら右へ、因果関係を同定した図を用いることが多
い（例えばW.K. Kellogg Foundation 1998, 2004）。
ロジックモデルは、問題解決にどの点を重視する
かによって、セオリー・モデル、アウトカム・モ
デル、アクティビティ・モデル（あるいはそれら
の複合モデル）と分類されたり（W.K. Kellogg
Foundation  2004）、モデルの使用方法に関しても、
プログラムのライフスパンの中で、フィージビリ
ティ評価のため、改善のため、モニタリングシス
テムの開発のため、そして教訓の蓄積のためと、
様々な目的で使用されたりする（Savaya and
Waysman 2005）。また、ロジックモデルという名
称や形式以外にも、プログラム・セオリーを使用
するという点を中心に、多くのバリエーションが
存在している（McLaughlin and Jordan 1999）。ど
の方法においても、プログラムを因果関係で捉え、
問題点を抽出し、プログラムをより良いものにす
るという点は変わりない。そして、ロジックモデ
ルの形式は変更不可能な決まり事ではなく、評価
対象となる事業を明確に表す上での適切なモデル
の選択は評価者に委ねられる。

本研究では、科学技術政策評価で定評のある英
国マンチェスター大学のPREST（Policy Research
in Engineering, Science and Technology: 工学科学技
術政策研究所）の提唱するロジックダイアグラム
を基礎として、プログラムのモデル構築を行った。
このロジックダイアグラムでは、上下の階層構造
で上位レベルの目的、下位レベルの目的、活動、
期待されるアウトプット、アウトカム、インパク
トの順に要素を並べ、それらの因果関係をリンク
させる。目的と期待されるアウトカムを別の階層
とすることにより、目的には明示されにくい効果、
負の効果、スピルオーバー的な効果についても明
確に示されることを特徴とする（林 2002）。本研
究でロジックダイアグラムを用いる目的は、試行

的大学評価を一つの事業として捉え、今後の大学
評価のための論点整理とともに教訓を導くことに
ある。その点、PRESTのモデルは主たるプログラ
ムの目的のみならず、さまざまな成果を考慮する
ことができる点でふさわしいと考えられる。なお、
ロジックダイアグラムの構築に関しては、試行的
評価が当初の評価設計通りに遂行されたか、また
その遂行に際して当初の想定と異なる点がないか
どうか等を検討することが重要であるとの考えの
もと、当初の評価の設計（基本的枠組み）をその
ままモデルに組み込んで分析を行った。

以下に示すような45の要因を設定し、因果関係
に基づき構築されたロジックダイアグラムは後の
図6に示すとおりである。

目的（2）：大学の質の向上とアカウンタビリティ
目標（5）：目的を達成するための具体的な課題

（必須とする要素）
基本的枠組み（9）：評価手法として容れなけれ

ばならない要因
投入（評価の体制）（機構3、対象機関1）：評価、

改善、公表の各体制
活動（評価の実施）（機構4、対象機関1）：評価

に伴う各種の活動（評価方法を含む）
結果（5）：評価結果、評価経験の蓄積と改善、

作業負担、マスメディアによる報道
成果（対象機関8、社会5）：評価経験の蓄積、

活動の改善、社会からの理解等の各種成果
目的の達成（2）：大学の質の向上とアカウンタ

ビリティ

4．分析結果

分析は、試行的評価のインプット、プロセス、
アウトプット、アウトカムのすべてについて、網
羅的に実施した。その結果、「目的」、「目標」の
構成、一連の「評価の基本的な枠組み」に関して
はおおむね良好な結果であり、一部の要素を除い
て設計通り実施されたという結論を得た。評価を
行う機構側の「活動」の問題点として、評価の目
的や方法の理解に関する問題等が挙げられたが、
試行的評価の進行とともに改善された。一方、評
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価の対象機関側の「投入」と「活動」（図6：中央
右側）、一連の「結果」及び「成果」（図6：下段）
は、その一部または全体的に、問題が生じていた
ことが明らかとなった。

そのため、ここでは対象機関側の「投入」と
「活動」、つまり自己評価のプロセスと、試行的評
価全体としての「結果」と「成果」の分析結果に
ついて論ずる。

（1）自己評価のプロセス（対象機関側の「投入」
と「活動」）

質問紙調査の結果、多くの機関では自己評価を
担当する組織として委員会形式の組織が挙げられ
た。これら組織は約9割が常設の組織であり、既
存の自己点検・評価の体制で試行的評価に対応し
ていたことが明らかとなった。そして、実際の作
業のために、評価担当組織の下にワーキンググル
ープや部会などを設けている機関が多くを占め
た。インタビュー調査では、当初は委員会組織
で対応していたものの、実際には対象テーマに
関する専門性が必要となることからワーキング
グループ等を設置した機関もあり、過年度の評
価経験を踏まえて適切な自己評価体制を模索し
た過程がうかがえる。また、中には評価に特化
した常設の専門組織を設置している機関も見ら
れた。インタビューでは、評価専門部署を設け
ることで、より全学的な組織的連携の下で評価
を実行、統括できるため、問題点の把握等も認
識しやすくなったとのことであり、この試行的
評価の経験が昨今の国立大学内での評価関係組
織の充実に繋がっている。

自己評価等の作業量については、意見調査では
評価担当者に過大な負担が強いられているという
意見がきわめて多くあった。図2は自己評価担当
者の作業負担に関する質問紙調査の結果である
が、「1.自己評価書作成のための作業量」につい
て、「負担が大きい（5段階評価のうち4と5）」と
する回答が9割を超えており、評価負担の軽減は
必要不可欠と言える。しかし、「3. 評価作業の負
担が少数の人員に集中していた」という質問に対
する肯定的意見も同じく9割を超えていることか
ら、負担が大きい理由として、評価作業が日常の

業務に位置づけられていないこと、そして評価作
業が一部の部署・人員に集中しているという評価
対象組織内の要因が挙げられる。

（2）評価結果の適切さと公表方法（「結果」）

試行的評価の評価結果は、大学の目的に即して、
評価項目ごとに判断結果を定型句で表現するとと
もに、優れた点と改善を要する点を評価報告書の
中で指摘した。評価結果は試行的評価事業の評価
の中で最も配慮すべき事柄の一つであるが、この
評価結果（評価報告書の内容）の適切性について、
評価対象機関の回答を表したものが図3である。

大学評価・学位授与機構による試行的大学評価事業の評価
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この結果から、評価結果は評価対象機関からお
おむね肯定的に受け入れられている。判定結果、
報告書の記述とも大学からの評価は悪くはない。
しかし、「6.研究の社会的効果」、「7.自大学の規模
や制約（資源・制度など）の考慮」については肯
定的回答の割合が相対的に低く、比較的困難な社
会的効果の慎重な扱い、そして各大学の特性をよ
り考慮した評価が求められている。

これらの評価結果が「成果」を生むためには、
それが関係者に伝わらなければならない。対象機
関に対しては直接通知するために問題はないが、
社会に対しては評価機関が結果を公開するだけで
は周知に限界があるため、ロジックダイアグラム
上、評価の「活動」と社会における「成果」とを
結ぶ「マスメディアにおける報道」の役割が重要
となる。

しかし、意見調査において、評価結果の公表方
法に対する非常に多くの批判が寄せられた。特に
マスメディア等による評価結果の取扱いについて
の批判である。評価結果は目的に即したものであ
るため、結果の比較は意味を持たないという認識
を評価者側と評価対象機関で共有し、評価を実施
し、記者発表の際にも十分に説明をしたにもかか
わらず、評価結果がランキングの形で報道された
り、大学間の比較をされたり、あるいは良い結果
を得た項目は報じられず悪い結果のみがクローズ
アップされるなど、大学評価の意図とその報道の
され方には大きな隔たりがあった。つまり、その
ような評価結果の表し方は、現状の報道には適さ
ないということであり、さらには社会の捉え方と
も乖離しているということである。わかりやすい
評価という意味では、その要求に答えられていな
かった点を見過ごすことはできないし、逆に社会
にランキングではない大学評価手法の説明をする
必要もある。メディアが大学評価に果たす役割は、
機構の評価が最終的に判断を社会に委ねる以上、
機構と大学の利害関係者とを結ぶ意味で極めて重
要であり、この関係は新たな評価制度でも変わり
ない。評価の趣旨・ねらいやその評価結果のとら
え方等、さらには大学の実際の状況の理解につい
て、社会からより的確な理解が得られるよう、社
会に対する、機構、大学双方の一層の努力が求め
られる。

（3）大学の質の向上（対象機関で発現する「成果」）

大学の質の向上を実現するために、試行的評価
の基本的枠組みでは「大学の主体的な改善を促す
評価」、「大学の個性を伸ばす評価」が目標とされ
た。これらの目標の達成について質問紙調査で確
認したところ、その結果は図4のようになった。

「2.当該活動の改善を促進した」、「5. 組織的に運
営する重要性が自大学内に浸透した」等、6割以
上が肯定的な回答であり、自己点検・評価との比
較を求めた項目も肯定的回答である。当初の設計
通り、評価が改善を通じての質の向上に繋がって
いることが見て取れる。

これは、自己評価よりも第三者評価が優れてい
るということを意味するものではない。インタビ
ュー調査では、自己評価によって自大学の課題を
把握することができたというような意見が多くあ
り、評価の一環として、自組織に都合の良い自己
点検・評価ではなく、外部の者によって決められ
た項目で実施した自己評価作業自体が、大学の改
善に向けて有効に機能したものと考えられる。ま
た、大学評価が、その後の中期計画の策定、マネ
ジメントの改善や、評価の重要性の認識等にも繋
がっていることは、その効果が多様であることを
意味している。

さらに、評価後の具体的な改善実例についての
記述を求め、それらの各改善実例について機構の
評価がどの程度参考となったかを質問したとこ
ろ、全対象機関122機関中の109機関（89%）から、
のべ1,024件の回答が得られた。その結果をまと
めたものが表1である。

回答のあった改善実例のうち、全評価区分を通
じて多かった実例としては、学内組織の連携強
化／整備に関するものや、自大学内での評価体制
の整備や改善システムの強化（体制整備、根拠資
料等の収集の経常化、アンケート等による問題点
の把握など）、周知公表の体制（活動）の強化・
充実など、教育研究活動等を実施する上での基盤
的な部分の更なる改善に関する事項が挙げられ
る。これらについて、評価の参考度が4（ある程
度参考となった）以上であるものは825件（81%）
となった。このことからも、改善の促進に関して
試行的評価の一定程度の貢献が認められる。
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しかし、これら改善の促進は、評価結果を受け
ての改善のみならず、試行的評価への組織として
の対応、また自己評価の過程が直接的に改善を促
したとする意見がインタビュー調査では多くあっ
た。例えば、既に自己点検・評価や日常の活動の
中で認識されていた課題に関して、試行的評価を
契機に積年の課題への取り組みが一挙に進んだと
いうコメントもあり、機構の評価が改善の促進装
置として働いたことが指摘できる。これは当初の
想定とは異なる因果関係となっている。さらに、

「評価対象の活動を組織的に運営することの重要

性が自大学内に浸透した」などのマネジメント上
の意識改革の効果についても半数以上の肯定的回
答が得られており、大学の改善への間接的な効果
も少なからず存在したと言える。

一方、個性の伸長については肯定的な回答が4
割程度にとどまった。このことは、大学の多様性
を尊重するために採られた「目的に即した評価」
という評価の枠組みが、個性を犠牲にしないため
には機能しても、個性の促進のためには十分では
ないことを示している。また、試行的評価を実行
可能なものとするために、項目、要素、観点等の

大学評価・学位授与機構による試行的大学評価事業の評価
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　  要性が、自大学／部局内に浸透した�
�
6.　自大学等の内部で、大学評価についての
　　理解が増した�
�
7．この評価が自大学等の全体レベルでのマ
　　ネジメントの改善を促進した�
�
8．組織の目的や目標を設定することの重要
　  性が、自大学／部局内に浸透した�
�
9．自己点検・評価と比べて、改善に役立つ
　  評価を得ることができた�
�
10．各教員の教育や研究に取り組む意識が
　　 向上した�
�
11．この評価が自大学／部局等の個性的な
　　取組を促進した�
�
12．自大学／部局内で評価結果の内容が浸
　　透した�
�
13．他大学／部局等の評価報告書から優れ
　　た取組を参考にすることができた�
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図4 大学の質の向上

（出所）筆者作成
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設定をしたことなどもこの結果に影響を与えてい
ると考えられる。

問題点としては、自己評価に携わった担当者間
では、評価の目的や評価に基づく改善等の枠組み
を十分に理解しているが、それが少数の人員に限
られており、評価に携わった者が有する情報や経
験が他の教職員には十分伝わっていないという状
況にあることが各調査から明らかとなった。組織
としてのさらなる質の向上のためには、情報や経
験が組織の中で広く伝わるような体制の確立が不
可欠であると考えられる。

（4）大学の諸活動の社会への説明（アカウンタ
ビリティ）に関する成果（社会で発現する
「成果」）

試行的評価の2つ目の目的である「大学の諸活
動の社会への説明」の実現のためには、評価自体
が「社会が大学の状況を把握できる評価」である
ことが求められた。機構の評価結果によって社会
の理解が増進されたかについて質問した結果が図
5である。

回答の平均値は2.5～2.8と他の質問項目に比し
て著しく低く、全体の3～4割が否定的な回答であ
った。機構では評価結果を対象機関及び設置者に

提供するとともに、マスメディアへの記者発表、
印刷物の刊行、ウェブサイトの掲載等により広く
社会に公表してきたが、評価委員からは、マスメ
ディアによる報道を受けて、逆に大学の活動につ
いて誤解を生じる可能性があるというコメントす
ら寄せられている。

特に着目すべきは、入学希望者の活用の程度で
ある。その他の利害関係者と比較しても低い値と
なっており、最も活用してもらいたい者に活用さ
れていない状況は改善の余地がある。評価報告書
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図5 関係者による大学の理解の促進
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を高校生やその保護者、産業界、国民一般が読む
には、その内容が難しく、また分量が多すぎて、
これらの人々が大学について知りたい情報が十分
含まれていると言える状態にはなっていないとい
う指摘もあった。評価担当者からも「社会に広く
読まれるような分かりやすい内容と形式にすべ
き」との意見も多く、評価報告書の内容、あるい
は評価報告書以外の公表の方法について、改善の
余地が残されている。

（5）総合的分析結果

分析結果を総合的に判断し、それをロジックダ
イアグラム上に表現したものが図6である。これ
まで分析してきた、ダイアグラムの中の「投入」
から下の階層に関して、問題がなく実施されたと
評価される要素は実線で囲んだままであるが、や
や問題が生じたと評価される要素は点線で囲んで
△印を、そして問題があると評価される要素は線
で囲まれずに×印を付した。

一番下の層で示されているように、目的の一つ
である「大学の教育研究活動等の改善」について
は、大学における改善にある程度の貢献が認めら
れること、大学のマネジメントや教職員の意識改
革への影響、及び大学の質の向上に関する間接的
な効果も存在することなどから、まだ十分な成果
の発現には時間を必要とするものの、おおむね達
成できていると考えられる。その成果の発現を阻
害する要因としては、ロジックダイアグラムに沿
った分析からは、大学の中での評価経験の蓄積、
評価の趣旨・制度等の浸透が挙げられる。前述の
ように、評価に携わる人間が一部にとどまり、ま
たそこからの情報共有が進まないという状況は設
計時には想定されていなかった。また、大学から
は、各大学の個性の促進についてより一層考慮す
ることが望まれており、評価側にも改善すべき点
が多く残されている。

一方、もう一つの目的である「広く国民の理解
と支持が得られるよう支援・促進」については、
利害関係者が評価結果を活用したという事例が十
分には確認できず、大学評価の仕組みや評価結果
に関する社会全般の理解度や活用のされ方という
点での課題が多く、達成されていない。この問題

は、ロジックダイアグラム上では、評価結果の公
表方法や、マスメディアによる報道がネックとし
て考えられる。これについては、そもそも「社会
は大学に関する情報を欲している」という前提が
形成されていたことも1つの原因と考えられる。
つまり、社会は大学のどんな情報でも良いという
のではなく、わかりやすい情報、必要とする情報
を求めていると言えるが、現在のニーズからそれ
をランキングという形に求めるのはあまりに安易
である。第三者評価機関でなくては提供し得ない、
しかも利害関係者が真に必要とする情報につい
て、高い質を保ち、必要な形で提供することが求
められている。

5. 作業負担の検討

本研究では当該評価の検証を行うためのロジッ
クダイアグラムを設定する際に、あえて投入とし
ての資源を考慮せず、作業負担という形でアウト
プットに配置して分析を行った。これは、機構に
よる試行的大学評価が今後の大学評価の基盤を作
るものであるために、投入資源は所与のものとし
てほとんど無視できたためである。しかし、実際
には資源は無限ではなく、評価側のみならず、評
価を受ける側の資源に関しても検討を行わなけれ
ばならない。作業負担が大きいという結果は、つ
まりは当初の投入資源の見積もり、あるいは評価
設計自体に無理があったということである。

評価に携わる者は、評価を受ける側も行う側も、
社会的に見ても能力が高く、評価に費やした時間
を他の業務に振り向ければどの程度の高い生産性
があるのかについても本来は検討すべきであろ
う。大学評価は、その生産性以上に効果がある事
業であることが求められるし、また評価の規模が
大きくなればなるほど、評価に費やされる資源も
増大する。そこで、ここでは今後の大学評価設計
の参考として、評価担当者が評価に要した時間を
算出し、検討を行う。

評価担当者は、2年間の評価期間中に、書面調
査等の評価作業に携わるだけでなく、各種の会議
に出席し、またヒアリングまたは訪問調査に参加
する。これらの評価活動に要した時間には、2001
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年度から2002年度にかけての2サイクル目に行っ
た評価の中で、全学テーマの「研究活動面におけ
る社会との連携及び協力」、分野別教育評価の

「工学系」、分野別研究評価の「教育系」および
「法学系」のデータが利用可能であることから、
それらを使用した。評価担当者による質問紙への
回答であることから、あくまでも推測値である。

表2の結果を見ると、評価担当者がどの評価種
別においても平均しておよそ150時間以上を評価
に費やしていることがわかる。日数に換算すると
およそ1ヶ月であり、評価の主査、副主査を担当
している場合にはもっと多くの時間を費やしてい
ることを考えると、負担は極めて大きいと言わざ
るをえない。その主な原因は、研究成果の査読に
要した時間である。試行的評価に関しては各研究
者の研究成果を一定数出してもらい、それらをす
べてピア（当該分野を専門とする他の研究者）が
評価したことから、このような結果となっている。

対象機関あたりに要した時間に換算すると、全
学テーマ別評価では対象機関の数が多いために91

時間と一番少なく、そして分野別研究評価（教育
系）がおよそ3,122時間という結果になった。評価
担当者が評価に費やした時間だけでこれだけの大
きな負担であることから、評価対象機関の負担も
加えればより多くの資源が用いられたこととなる。

これらの値からは、例えば分野別研究評価を受
けた法学部では、少なくとも1,865時間の労力に
相当する効果をこの評価から得られなければ、社
会的に見て効果が生じていないこととなる。しか
し、たとえば評価の効果が長期間持続すれば、そ
の値は割り引かれるはずである。大学が定期的に
受けることが義務づけられている認証評価は、そ
の期間が7年間であり、そして国立大学法人が受
ける国立大学法人評価の中期目標期間は6年間で
ある。ここで単純に、対象機関あたり平均総作業
時間を6年間で割れば、表2の全学テーマ（研究連
携）、分野別教育（工学系）、分野別研究（教育系）、
同（法学系）の順に、それぞれ15.1時間、168時
間、520時間、311時間となり、それだけの費やさ
れた時間を1年間で取りかえさなければならない

大学評価・学位授与機構による試行的大学評価事業の評価

（注）費目分類は次のように対応する。なお、（固定）（変動）とは、評価規模による増減の有無を表す。�
　　　　　（固定）会議・打合せ：専門委員会、主査打合せ等�
　　　　　（変動）会議・打合せ：チーム・部会会議、説明会・研修会等�
　　　　　（変動）評価作業：書面調査、査読作業、判定等�
   　　 機関別チームとは評価対象機関別に構成されたグループを、研究分野別部会とは分野（教育学、法学等）の中のさらに細かい研究�
   　　 分野別に構成されたグループを示す。�
   　　 会議・打合せに関しては、本務からの移動時間を含めていることから、実質的な作業時間は表中の値の1/3程度である。�
   　　 評価作業は質問紙調査を元にした平均値で算出しており、中央値で算出すると3/4程度である。�
（出所）筆者作成 �
 

全学テーマ�
（研究連携）�

�

分野別教育�
（工学系）�

�

分野別研究�
（教育系）�

�

分野別研究�
（法学系）�

�

合計�

評価者あたり平均作業時間�

対象機関あたり平均総作業時間�

�

評価種別�

費目分類�

（固定）会議・打合せ�

（変動）会議・打合せ�

（変動）評価作業�

（変動）会議・打合せ�

（変動）評価作業（査読）�

�（変動）ヒアリング・訪問調査�

機関別�
チーム�
�

研究分野�
別部会�

�

1,462�

1,915�

4,246�

�

�

2,644�

10,266�

168時間�

91時間�

�

2,177�

792�

1,488�

�

�

1,608�

6,065�

202時間�

1,011時間�

�

1,714�

525�

1,728�

2,248�

12,008�

510�

18,732�

226時間�

3,122時間�

�

1,605�

503�

1,632�

1,720�

5,348�

381�

11,189�

145時間�

1,865時間�

�（（断りがない限り）単位：人・時間）�

表2 評価担当者の総機会費用
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ことになる。
ある程度予測可能な範囲内とも考えられるが、

研究評価は大きな負担を評価者に強いてしまった
こととなる。教育評価と比較しても、研究評価の特
に査読に相当する作業は軽減される必要がある。

6. まとめと提言

機構の試行的大学評価について詳細に評価を行
った結果、目的の一つである大学の教育研究活動
等の改善については、おおむね達成できていると
評価された。一方、もう一つの目的であるアカウ
ンタビリティの促進については、課題が未だ多く、
改善の余地があると評価された。

大学の質の向上については、大学内で一部の評
価担当者に作業が集中する弊害と、評価担当者の
経験と情報の蓄積を組織全体に浸透させる段階が
機能していないことが示された。機構としてはこ
のような評価に関する知識、経験の波及について、
大学により積極的に働きかけていく必要がある。

また、社会からの理解については、機構や大学
と、社会とを結ぶ重要な役割を担うマスメディア
に重要な役割を担ってもらわなければならないこ
とが、ロジックダイアグラム上からも明らかであ
り、マスメディアに対して評価の趣旨を十分に理
解してもらうよう努力することが必要である。ま
た、一方で、社会に対してそれとは別のロジック

（因果関係）を用意すること、つまり別のチャン
ネルを用意することも重要であろう。インタビュ
ー調査では、大学自らが情報を積極的に発信して
いる大学は、新聞等の報道をさほど問題視してい
なかった。このことから、大学自らの努力で社会
の理解と指示を得られるようにすることもまた必
要であると考えられる。

機構の新しい大学評価制度においても、社会へ
の因果関係をいかに成立させるかという点が懸案
事項であることに変わりはなく、広報活動の充実
等によって大学や社会に積極的な働きかけを行
い、また評価システムを改善していくことで対応
する必要がある。

機構の評価は大学の質の改善とアカウンタビリ
ティを目的としつつも、機構の役割はそれらの支

援でしかなく、機構は評価結果を公表することは
できても、そこから先の大学の質の改善とアカウ
ンタビリティの促進は大学の手に委ねられ、さら
に最終的な評価結果の活用は利害関係者に委ねら
れる。すなわち、ロジックダイアグラムの因果関
係の先の方、プログラムの実施者の手が届くか届
かないかという先に、成果の成就を決めるほとん
どの因果関係が存在するという状況にある。

認証評価の制度の中で、多くの認証評価機関は
大学の連合体という背景を有する一方で、機構は
独立行政法人という設置形態である。このことが、
大学の自律性との関係で、余計に協力関係を構築
しづらい、手を出そうにも出せない枷となってい
る。

機構は、大学評価に関してはあくまでも第三者
として、評価対象機関と利害関係者にどのような
情報を提供していくべきか、またどのような支援
を行っていくべきか、誰に対しても直接的関与は
しないにせよ、評価を通じて間接的に質的向上を
適切に支援していくという、難しい立ち振る舞い
が要求されている。作業負担や費用効果等の評価
の実施可能性とともに、大学評価の成果の発現ま
でを見越した評価システムの設計と、因果関係が
確実に成立し、成果が発現するような、すべての
評価の利害関係者等への間接的支援が必要である。
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Abstract

From academic years 2000 to 2003, the National Institution for Academic Degrees and University Evaluation
(NIAD-UE) implemented evaluations of selected universities on a trial basis. Evaluation can be regarded as an
intervention and subsequently the target of a program evaluation. After the NIAD-UE trial evaluation was
compleated, a meta-evaluation was conducted to clarify its outputs and outcomes, including successful aspects and
problems, through questionnaire surveys and interviews with the evaluators and the evaluated. As a result, it was
made clear that the process and the result of the evaluation had led to the improvement of universities, educational
and research activities. However, many of the persons engaged in the evaluation pointed out their considerable
burden. Apathy of both other university staff and the public about the evaluation also remained a problem for
making an effective evaluation system. Moreover, the concept of cost effectiveness should be introduced to the
new settings of university evaluations, because the evaluation cost was worse especially for research assessment.

Keywords

university evaluation, meta-evaluation, logic diagram (logic model),
cost effectiveness, self-evaluation



47

1．はじめに

近年、開発途上国における教育計画は画一的に
なっている、との批判がある（Samoff 1999;
Foster 2000; Brown, et al. 2001）。これは、各国の
教育計画が援助国と被援助国の一部の政策エリー
トによって作られているという点と、実際には被
援助国政府には実質的な影響力がなく、援助国側
の計画立案体制の押し付けになっているとの指摘
によるものである。また、これらの指摘は、教育
計画と並んで教育評価が画一的となっていること

をも示唆している。確かに、ミレニアム開発目標
（MDGs）などの教育関連の国際目標には、就学
率、修了率、識字率、男女間格差の是正など、一
般的かつ定量的な指標が並んでいる。また、万人
のための教育（EFA）・ダカール行動枠組みには、
教育の質の向上についても言及があるが、EFAモ
ニタリングレポートに掲載されているEFA開発指
標（EDI）の中で質を示す指標としては、多国間
の比較可能性の制約から初等教育5学年までの達
成率が用いられている（UNESCO 2006）。

【研究論文：依頼原稿】

開発途上国における教育評価に関する理論的比較研究
－国際学力調査、学校調査、世帯調査の視点－

要　約

本稿は、既存の教育評価手法が、開発途上国において有効な教育政策や教育計画の策定に繋がるために
いかなる課題を有しているかを、手法の理論的比較分析という視点から考察し、認識枠組みとしての総合
的教育評価モデルを提案するものである。具体的には、教育評価についての既存の国際学力調査、学校調
査、世帯調査を比較・対比させ、課題の抽出を行った。考察結果として、教育評価に使用されるデータの
入手方法において、従来の国際学力調査がその対象や実施方法において低所得国への示唆を得ることが困
難であること、学校調査や世帯調査も、それぞれ教育を供給する側と需要する側の片方に視点を当てるこ
とにより、教育開発に関する包括的な方策を提示するに至っていないことが確認できる。これらの課題は
先進国にも共通するものであるが、開発途上国においては各種調査の結果が大きく乖離することがあり、
総合の必要性は特に大きい。また、定量的なデータだけでは得られない推論（inference）を定性的な調査
から得ることも、非就学や退学などの問題に対するきめ細かい対応には不可欠となる。

キーワード

教育評価、開発途上国、定量データ、学校調査、世帯調査

西村　幹子
神戸大学大学院国際協力研究科

mnishimu@kobe-u.ac.jp

日本評価学会『日本評価研究』第7巻第1号、2007年、pp.47-59
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ニューパブリック・マネージメントなどの成果
主義を重視する流れの中で、開発途上国で作成さ
れている貧困削減戦略ペーパー（PRSP）も一般
的な教育の現状には触れているが、それらがなぜ
起こっているのか、という個別の教育政策を導く
ような分析は殆ど行われていないことが報告され
ている（World Bank 2005; UNESCO 2006）。指標
の取られ方についての理論的考察が不十分である
点についてはいくつかの先行文献があるが、いか
なる調査方法が必要であるかについての具体的な
提案はなされていない（e.g. Filmer, et al. 2006;
UNESCO 2006）。

単に指標を収集し、その推移を追うだけでは教
育計画や政策に結びつくような手がかりを見いだ
すことはできない。例えば、どのような子どもた
ちが学校に行っていないのか、その理由は何か、
を明確にしない限り、就学状況のみのデータを収
集しても有効な政策にはつながらない。初等教育
の学齢児童の約3～4割が就学しておらず、就学し
ている生徒の約6～7割しか最終学年に到達しない
ような南アジアやサブサハラアフリカ地域などの
状況を考慮すれば、学校データがいかに限定され
た層を対象としているかが分かる1。MDGsが既に
サブサハラアフリカ等の低所得国において達成不
可能とされている状況下において（Un i t e d
Nations 2004）、就学率や修了率などを上げるとい
う国際目標を達成するためには、教育評価は、学
校関連の指標を収集するだけでなく、教育と社会
との関連に関する包括的なデータに基づいて行わ
れなければならないだろう。

このような認識に基づき、本稿は、教育評価に
使用される定量データの意味と、既存の学校調査
と世帯調査の相違点に関する分析を通して、定量
データの観点から、主に開発途上国における既存
の教育評価指標の収集方法の問題点を明らかにす
ることを目的とする。それにより、教育評価の改
善に資する検討を行うと共に、近年画一的になっ
ているとされる開発途上国における教育計画と評
価についての関係改善の糸口を見出すことを意図
するものである。次節では、開発途上国における
教育評価指標の意味について整理し、既存の教育
評価に使用される定量データについて問題提起を
行う。第3節では、学校調査と世帯調査を比較す

ることにより、教育評価に用いられる既存のデー
タ収集方法の有用性と限界を指摘する。第4節で
は、それらをふまえ、教育計画や政策に有効に還
元する教育評価のための定性データを含むデータ
収集のあり方について考察し、暫定的な結論を述
べる。

2．開発途上国における教育評価指標の意味

教育評価に関する研究者や教育活動に携わる実
務者の多くは、教育の結果（outcome）として定
量的なパフォーマンス指標を使用する。例えば、
教育における費用効果分析は、ほぼ全ての場合に
おいて、教育の費用に対する教育の結果を測るた
めに生徒のテストの成績を用いる（Levin 1995;
Levin and McEwan 2001）。国際教育プロジェクト
を計画するに際しても、経済協力開発機構

（Organisation for Economic Cooperation and
Development、以下、OECD）や国際教育達成度
評価委員会（The International Association for the
Evaluation of Educational Achievement 以下、IEA）
による定量的なパフォーマンス指標が使用されて
きた。テストの成績を費用効果分析や教育評価、
計画に使用する理由は単純である。比較的入手す
るのが容易であり、図示しやすく、社会で求めら
れる能力（competency）を代表するものと信じら
れているからである。つまり、教育の結果を測る
ために入手可能なツールとして成績を利用してい
るのである。

特に、国際比較を行うことの多い比較国際教育
学の分野では、使用される成績の点数は読解（主
にヨーロッパ言語）、数学、理科などの各国の歴
史的、文化的な影響が少なく、「比較可能」と考
えられている科目に限定している場合が多い。例
えば、IEAにより行われている国際数学・理科教
育動向調査（Trends in International Mathematics
and Science Study: TIMSS）は数学と理科に、読解
力調査（Progress in International Reading Literacy
Study: PIRLS）は読解力に限定して調査を行って
いる。また、東南部アフリカ諸国を対象に行われ
ているSACMEQ（Southern and Eastern African
Consortium for Monitoring Educational Quality）、仏
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－国際学力調査、学校調査、世帯調査の視点－

語圏アフリカで行われている教育システム分析プ
ログラム（Programme de, analyse des syst`emes
éducatifs de la CONFEMEN: PASEC）、およびラテ
ンアメリカ諸国で実施されているラテンアメリカ
教育質研究（Laboratorio Latinoamericano de
Evaluación de la Calidad de la Educación: LLECE）
は、読解（英語、仏語、西語、ポルトガル語）と
数学を対象としている。OECD加盟国による生徒
の学習達成度調査（Performance for International
Student Assessment: PISA）は、問題解決領域を含
むが、読解力、数学、科学での生徒の知識と技能
を比較することに着眼点を置いている。

これらの国際的な定量データは、通常、教員の
資格や経験、学校施設などの学校関連の指標や生
徒の社会経済的な家庭環境に関する指標と共に収
集される。このため、どのような生徒がどの程度
の成績を取ったか、或いは家庭と学校のどのよう
な要因が成績に有意に影響しているかを統計的な
分析により知ることができる。このような方法で、
開発途上国においては家庭の要因とともに学校の
要因も数学や科学の成績に影響している、という
結 果 を 導 き 出 し た ハ イ ネ マ ン ら の 業 績

（Heynemann and Loxley 1983）に類似した研究を
行うことができるようになった。

しかし、これらの入手可能なデータは、開発途
上国における教育政策への反映という意味におい
て、限られた科目に関するものであるという点以
外に、2つの主要な限界を有している。一つは、
調査の対象、もう一つはデータの入手方法である。

まず、調査の対象に関しては、参加国の制約が
ある。これらの既存の定量データは、PASECを
除き低所得国の参加が非常に限定されている。国
際的な研究で使用されるPISAやTIMSSにも、サ
ブサハラアフリカ諸国などは殆ど参加しておら
ず、低所得国の参加は限定されている（表1参照）。
実際、PISA およびLLECEには低所得国は1カ国も
参加しておらず、TIMSSは46カ国中2カ国（約4%）、
PIRLSは47カ国中1カ国（約2%）、SACMEQでも
14カ国中8カ国（約57%）である。2006年版の世
界銀行の『世界開発報告書』に掲載されている
209カ国中、59カ国（約28%）は低所得国である
ことから、既存の学力調査がいかに低所得国の学
力について知る手段として限定的であるかが分か

る。低所得国の参加が限定されている状態で、こ
れらのデータを用い、国家横断的な分析をしたと
しても、その結果を以って開発途上国全般への示
唆を得ることは難しいという状況である。

また、調査の対象としては、初等教育レベルの
高学年が採用される場合が殆どである点にも注目
する必要がある。無論、学校教育による教育達成
度を測るためには、ある程度の学習の蓄積が必要
であり、数年の初等レベルの教育を以っておよそ
の学力を測るという配慮は重要である。しかし、
開発途上国においては、多くの子どもたちが学校
に行っておらず、また入学したとしても退学する
ことも珍しくないという状況がある。つまり、学
校に行っていない、或いは学校に行ったとしても
継続的な学習が困難であり、退学や留年を繰り返
す子どもたちの学習環境や学習達成度について
は、学校を単位とし高学年を対象とした学力調査
は限界を有しているといえる。

表2は、現在の開発途上国の教育指標を示した
ものである。全世界には初等教育の学齢に達して
いるにも拘わらず学校に行っていない児童が約1
億人おり、そのうち開発途上国の児童が95%以上
を占める。中でも、サブサハラアフリカおよび南
西アジアが全体の7割を占めている。学齢児童の
うち就学している児童は世界全体の約8割強であ
るが、南西アジアでは6割である。留年、退学な
どの教育の内部効率性も、全世界と開発途上国平
均には大きな差があり、特にサブサハラアフリカ
や南西アジアの低所得国では3～4割が初等教育を
修了せずに退学している。

こうした国々においては、例えば小学校6年生
を標本として成績を測った場合、その結果が全体
の小学生、あるいは学齢児童を代表しているとは
考えにくい。仮に、これらの限定された学年の標
本の成績に基づいて、社会経済的な家庭環境が生
徒の成績に影響を及ぼす度合いが比較的小さい、
という分析結果が得られたとしても、それは、あ
くまでもある学年まで到達した生徒の間での差に
基づいて統計的に得られた示唆である。例えば、
サブサハラアフリカであれば、全学齢児童のうち
8割しか就学しておらず、そのうち修了する率は6
割であるから、最終学年で学力を測った場合、全
体として学齢児童の約半数の学力を以って教育の
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アイスランド、アイルランド、アメリカ、イギリス、イタリア、インドネ
シア、ウルグアイ、オーストラリア、オーストリア、オランダ、カナダ、
韓国、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキア、セルビ
ア・モンテネグロ、タイ、チェコ、チュニジア、デンマーク、トルコ、ド
イツ、日本、ニュージーランド、ノルウェー、フィンランド、ブラジル、
フランス、ハンガリー、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、香港、マカ
オ、メキシコ、ラトビア、リヒテンシュタイン、ルクセンブルグ、ロシア�

（低所得国／参加国：0／41）�

アメリカ、アルメニア、イギリス（イングランド）、イスラエル、イタリ
ア、イラン、インドネシア、エジプト、エストニア、オーストラリア、オ
ランダ、ガーナ、韓国、キプロス、サウジアラビア、シンガポール、スウ
ェーデン、スコットランド、スロバキア、スロベニア、セルビア・モンテ
ネグロ、台湾、チュニジア、チリ、ニュージーランド、日本、ノルウェー、
パレスチナ、バーレーン、ハンガリー、フィリピン、ブルガリア、ベルギ
ー（フラマン語圏）、ボツワナ、香港、マケドニア、マレーシア、南アフ
リカ、モルドバ、モロッコ、ヨルダン、ラトビア、リトアニア、ルーマニ
ア、レバノン、ロシア　　　　�

　（低所得国・地域／参加国・地域：2／46）�

調査名（実施年）� 参加国／地域� 科目・対象学年／年齢�

PISA（2000年および
2003年）�

読解力、数学、科学、
問題解決領域�
15歳�

TIMSS（1995年、
1999年、2003年）�

数学、科学�
第4学年（小学校4年生
相当）および第8学年�
（中学校2年生に相当）�

�

アイスランド、アメリカ、アルゼンチン、イギリス、イスラエル、イタリ
ア、イラン、インドネシア、オランダ、オーストラリア、カタール、カナ
ダ、キプロス、ギリシャ、クウェート、グルジア、コロンビア、シンガポ
ール、スウェーデン、スペイン、スコットランド、スロバキア、スロベニ
ア、ノルウェー、台湾、チェコ、デンマーク、ドイツ、トリニダッド・ト
バコ、トルコ、ニュージーランド、ハンガリー、フランス、ブルガリア、
ベリーズ、ベルギー、ポーランド、香港、マケドニア、南アフリカ、モル
ドバ、モロッコ、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルグ、ルーマニア、
ロシア　　　　　　　　　　　　　　　　     （低所得国／参加国：1／47）�

PIRLS（2001年、
2006年）�

読解（国語）�
第4学年�

ウガンダ、ケニア、ザンジバル－タンザニア、ザンビア、ジンバブエ、ス
ワジーランド、セイシェル、タンザニア、ナミビア、ボツワナ、マラウィ、
南アフリカ、モウリシャス、モザンビーク、レソト�
　　　　　　　　　　　　　　（低所得国・地域／参加国・地域：8／15）�

SACMEQ（1998年、
2000年）�

読解（英語）、数学�
第6学年�

カメルーン、ギニア、コート・ジボアール、ジプチ、セネガル、中央アフ
リカ、トーゴ、ブルキナ・ファソ、マダガスカル�

（低所得国／参加国：8／9）�

PASEC（1995～
2001年）�

読解（仏語）、数学�
第2学年、第5学年�

アルゼンチン、キューバ、コスタリカ、コロンビア、チリ、ドミニカ共和
国、パラグアイ、ブラジル、ベネズエラ、ペルー、ボリビア、ホンデュラ
ス、メキシコ　　　　　　　　　　　　　　（低所得国／参加国：0／13）�

LLECE（1997年、
1999年）�

言語（国語）、数学�
第3学年、第4学年�

（注）太字は低所得国。世界銀行『世界開発報告書』2006年版による定義で、購買力平価で一人当たり総国民収入（GNI）が2004年時
点で825ドル以下を示す。

（出所）文部科学省ウェブサイト（ht tp : / /www.mex t .go . jp /b_menu /houdou /16 /12 /04121301 /001 .h tmおよびht tp : / /www.
mext.go.jp/b_menu/toukei/001/04120101.htm）、SACMEQウェブサイト（http://www.sacmeq.org/）、World Bank（2006）、IEAウェブサイト

（http://www.iea.nl/）、World Bank（2006）、CONFEM（2003）、Michaelowa（2003）より筆者作成

表2 開発途上国の初等教育指標の現状

99.9�
（45.0／54.8）�

84.6�
（86.5／82.6）�

95.5�
（42.7／52.8）�

�83.2�
（85.3／80.9）�

�6.2�
（6.5／6.0）�

�25.5�
（27.6／23.3）�

30.1�
（12.7／17.4）�

�82.5�
（85.7／79.1）�

�
�

4.9�
（5.0／4.8）�

�35.1�
(36.7／33.1)

40.4�
（18.4／22.0）�

�63.5�
（66.9／59.9）�

�15.5�
（16.7／15.5）�

�40.5�
（42.5／37.6）�

3.0�
（3.4／2.5）�

15.1�
（－／－）�

地域�
教育指標� 全世界� 開発途上国� サブサハラ�

アフリカ� 南西アジア�

非就学児童数（百万人、2002/3年）�
（男子／女子）�

純就学率（加重平均、2002/3年）�
（男子／女子）�

�留年率（全学年、%、2002/3年）�
（男子／女子）�

�退学率（全学年、%、2001/2年）�
（男子／女子）�

（注）加重平均は、各国の学齢人口の規模に比例して各国のデータに重み付けをすることにより、地域別平均を算出したものである。
人口が多い国ほど、地域平均への影響力は強くなる。

（出所）UNESCO（2006）のデータを基に筆者作成

表1 国際的な学力調査の参加国および対象学年
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質に関する政策的示唆を得ようとすることにな
る。南西アジアでは、その率は更に低く、全体の
学齢児童のおよそ4分の1を母集団とした学力デー
タに基づくことになる。そして、彼らの多くは社
会の中でも比較的恵まれた子どもたちである。つ
まり、こうした定量データは中途退学した生徒や
非就学児童を含む学齢児童全体の状況を反映した
ものではないため、一部の既に選ばれた子どもた
ちの状況を政策決定の基盤として用いることにな
る。

調査の入手方法としては、これら全ての調査は
学校調査という方法を取っている。つまり、ある
国の既存の学校がランダムに選ばれ、テストを実
施した結果を用いている。ここには、退学してい
る生徒や欠席しがちな生徒は含まれていない。

このように、国際的に行われる学力調査におい
ては、低所得国の現状を鑑みた場合には、入手可
能な教育評価の指標は限定されており、それらの
政策的示唆にも一定のバイアスが発生することと
なる。問題は、これらの定量的なデータが求めら
れる政策にどこまで反映可能であるか、という点
である。無論、現行の生徒に対する学校教育の現
状を改善するという視点に立てば、学校に通って
いる生徒が、基礎科目において国が目指している
基準をどの程度上回っているか、またはどのよう
な学校あるいは生徒がどの程度の成績を取ってい
るのか、を調べることには一定の政策的示唆を得
る意義がある。しかし、学校に行っていない、あ
るいは中途退学した子どもたちにとっての学校教
育の意味、あるいは彼らを救うための手立ての内
容、に関する示唆を得るには十分ではない。この
ように、開発途上国における各国の教育政策を形
作っていく上で、既存の国際的な調査があくまで
も限られた方法による調査であることを認識して
おくことが重要である。

3．既存のデータ収集方法の有用性と限
界：学校調査と世帯調査

前節では、既存の国際的な学力調査が、開発途
上国に関して多くの情報を取りえていないこと、
またその情報が多くの場合、一部の学齢児童のも

のに偏っていることを指摘した。これらは、学校
調査という調査手法を取っていることも先に見た
とおりである。本節では、教育評価において、学
校調査と同程度使用される世帯調査の場合との比
較において、現行の教育評価のための定量データ
の入手方法にいかなる課題が存在しているのかを
考察する。

（1）学校調査と世帯調査の目的と対象

学校調査と世帯調査の目的は大きく異なってい
る。まず、学校調査は、国の全学校あるいはラン
ダムに選ばれた学校から、生徒の就学状況、教員
数、学校施設設備の状況、学校財政などに関する
情報収集を通して、主に教育省などの政府が学校
の置かれている状況を把握することを目的として
いる。国により、生徒の就学状況には、出席率、
留年率、退学率などが含まれ、教員数も資格や学
歴、性別ごとに情報が入手される場合もある。ま
た、学校財政については、保有財産や授業料、生
徒一人当たりが学校に対して支払っている授業料
以外の学校経費などについて知ることが出来る。

他方、世帯調査は、世帯の支出収入を通した富
の度合いやそれらの使途や源泉、世帯主や世帯構
成員が就いている職業、教育レベル、健康状態、
家財や土地、家屋等の財産、貯蓄などの包括的な
情報を基に、国全体の生活水準を把握するために、
通常、政府が実施するものである。開発途上国、
特に最貧国における世帯調査の殆どは、主に援助
機関の支援を得て行われており、クラスター抽出
法などを用いて確率標本により収集するため、全
国民を代表するデータとされる場合が多い。

これら2つの調査の目的は、前者が学校教育に
関するデータの入手を目的としているのに対し、
後者は世帯構成員に基づく教育に対する態度や利
用状況に関する情報入手を目的としているという
意味で、教育に対する見方が異なっている。つま
り、学校調査は教育の供給状態に焦点を当ててい
るのに対し、世帯調査は教育の需要状態に焦点を
当てている。

図1は学校調査と世帯調査の調査対象と目的を
表したものである。世帯調査は世帯を単位として
いるため、世帯に含まれる子ども一人ひとりにつ

開発途上国における教育評価に関する理論的比較研究
－国際学力調査、学校調査、世帯調査の視点－
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いての教育状況や世帯の環境を知ることができ
る。したがって、学齢児童であっても通学してい
ない非就学児童についてもデータを入手すること
ができる。また、パネルデータにすることにより、
どのような子どもが留年しているか、あるいは退
学しているかを経年的に観測することも可能であ
る。但し、どのような学校に行っている子どもが
退学や留年をしやすいのか、あるいはどのような
出席状況や成績状況の子どもが退学や留年に至る
のか、といった学校の情報については極めて限ら
れた情報しか得られない。したがって、本人の属
性や家庭の要因の影響が把握されたとしても、学
校の状況を十分にコントロールしてないため、政
策的示唆を得るには限界が生じる。つまり、ある
子どもが学校へ行っていない場合、それは近隣の
学校の質が悪いためか、家庭の事情によるものか、
あるいはその複合的な理由によるものか、がはっ
きりしない。また、教育費などのデータも世帯を
単位としているため、子ども別の教育費用を厳密
に分けてデータ収集している世帯調査はまれであ
る。このため、教育費用分析をする際に、世帯内
のあるレベルの学校に通学する子どもの教育費を
均一としたプロキシー（代替）指標の使用を余儀
なくされる場合がある。

学校調査は、学校の成績や出席率などを一人ず
つ観察することができる。また、一人当たり教育

費についても、生徒ごとに入手することが可能で
あり、世帯調査よりも厳密に算出することができ
る。したがって、学習の状況については、より細
かいデータを有している。他方、生徒が退学した
場合、退学率として取られるデータは、その特定
の退学した子どもに関する情報ではなく、全体の
生徒数に占める退学した子どもたちの割合（＝退
学率）である。留年についても、当該年度のある
学年の生徒の中で前年度も同学年にいた生徒の割
合を以って留年率とすることが多い。したがって、
収集される情報は、学校内の無数の生徒を母集団
とした場合の留年や退学の傾向を知るものであ
る。この場合、一人が何回留年しているか等、一
人ひとりの行動の細部を追うことができず、家庭
環境についても通常、殆ど情報は収集されない。
さらに、ある生徒が退学したとしても、転校して
いる場合や、別の学校に復学している場合などに
ついての情報は厳密には追求できないこと、また
母集団が新たに中途転入した子どもを含む場合も
あるため、退学率や留年率についてのデータも厳
密性を欠くことが多い。

上記の理由から、2つの調査方法から得られる
政策的示唆は異なり、教育評価としての使用のさ
れ方にも大きな違いがある。一般に教育評価に最
も使用されるのは学校調査である。学校内で入手
されたデータを以って教育セクター計画への示唆

西村　幹子

図1 学校調査と世帯調査の対象

（出所）筆者作成

全国�

地域社会�

世帯：世帯調査の対象�

個人�
個人�
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個人�

個人�
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通学�

退学�
中退�



53

を得るというものである。つまり、得られるべき
「教育計画」はあくまで供給側から見た、学校整
備、学校の質の改善である。そして先述したとお
り、それらのデータは通学している生徒の環境や
パフォーマンスを基に収集されたものを基準にし
ており、学校外の子どもたちは含まれていない。

他方、世帯調査は、教育セクター計画の参考と
されることはあっても、その基盤になることはで
きない。なぜなら、その主要な目的は国民の生活
水準を調査し、貧困の状況などを把握することで
あるからである。教育を享受すべき主要な公共サ
ービスと捉えてはいるものの、学校に関する情報
は殆ど取られていないため、教育セクターへの示
唆を得ることは難しい。限られた活用法としては、
世帯一人当たりの収入あるいは消費を算出し、各
所得（支出）階層別の学齢児童の就学状況を比較
することにより、奨学金やインセンティブの供与
対象や提供方法の参考にすることがある。重要な
点は、これらの調査のどちらも、教育へのアクセ
ス、質、公平性を測るためには十分ではない、と
いうことである。

（2）得られる結果の相違

学校調査と世帯調査によるデータ収集方法の違
いは、具体的に教育評価を実施するに当たり、そ
の結果と教育政策や教育計画への反映という意味
で、いかなる差を生むのであろうか。ここでは、
ウガンダの教育スポーツ省が行っている学校調査

（Uganda, MOES 2003: Uganda, MOES 2006）と筆
者らが行ったウガンダ農村部の世帯調査に基づい
た研究結果2を事例に考えてみたい。

①具体例

まず、最も基礎的な学校へのアクセスのデータ
については、2つの調査から得られたデータの間
には若干の違いが見られた。学校調査で入手され
たデータによれば、世帯調査により得られた就学
率の方が、学校調査で得られた結果よりも若干低
くなっている3。また、学校調査結果をよく見て
みると、45県中女子で14県、男子で20県において
純就学率が100%を上回っていた4。

また、学校調査結果によれば、2004年に全体の
退学率は4.5%、留年率は13%となっている。教育
スポーツ省は学年ごとの就学者数の構成から、1
学年から2学年の間、および6学年から7学年が最
も退学しやすい学年であるとしている（Uganda,
MOES 2006）5。ところが、2003年および2005年
に行った世帯調査のパネルデータによれば、これ
らの指標は学校調査により得られた結果よりも深
刻な状況を示している6。また、退学と留年の傾
向には男女間で大きな差が見られる7。

②解釈

学校調査においては、就学率を算出する際に学
齢人口を独自に調査するのではなく、人口推定値
を使用している。このため、特に県ごとのデータ
ともなると、人口移動や越境就学などの現状を細
かく捉えることができないため、正確さを欠いた
結果が得られるのだろう。世帯調査では、標本世
帯における全人口を調査しているため、学齢児童
については就学の有無にかかわらず、全員を調査
の対象としている。ただし、世帯調査で仮に世帯
主が子どもが学校に行っていると答えたとして
も、厳密には学校での記録を確認する必要がある
が、通常は行われていない。

また、留年率や退学率の差については、学校調
査は学校を単位として集計しているのに対し、世
帯調査は子どもを単位として集計していることに
拠るものと考えられる。つまり、学校調査でいう
留年率とは、前年度も同じ学年にいた生徒として、
当該学年における留年者の割合を算出しており、
前学年にいた生徒のうちの留年者の割合を算出し
ているのではない。また、留年者の定義として、
前学年の途中で学校を退学し、次年度の途中から
同学年に復学した生徒も対象としていることか
ら、全体の母集団が一貫していない。これに対し、
世帯調査においては生徒一人ひとりの動きを追っ
ているため、母集団は一貫して、ある学年に就学
していた生徒であり、彼らが2年間を経てどのよ
うに進学、留年、退学したのか、に注目している。
この意味では、世帯調査の方がより厳密に生徒の
進学状況を捉えることが出来るといえる。

次に、政策的示唆についても、世帯調査におい

開発途上国における教育評価に関する理論的比較研究
－国際学力調査、学校調査、世帯調査の視点－



54

ては、ある生徒の社会経済的な家庭環境を知りえ
ているため、留年あるいは退学しやすい生徒の特
徴を推定することが可能である。また、それを基
に、どのような生徒を学校としてケアする必要が
あるのか、インセンティブや奨学金などの対象や
その額の設定についても世帯の情報を基に推計す
ることができる。ただし、学校の詳しいデータが
不足するため、学校の学習環境に対する具体的な
示唆を得ることは困難である。学校調査結果につ
いては、全国平均と比較した各学校の位置付けと
そこからの対処指示は可能であるが、具体的に各
学校でどのように対処したらよいのか、といった
方策についての示唆を十分に得ることはできな
い。

このように、学校調査、世帯調査のどちらも異
なる守備領域があるが、政策的示唆の観点からは
どちらも教育政策や計画に反映できるほどの提言
を出しえていないのが現状である。現状把握とい
う点においては、どちらも国際目標に対する自国
の位置を知り、課題を抽出することは可能である。
しかし、状況改善という視点に立てば、国や地域
に特有の改善策を生むだけの方向を提示している
とは言いがたい。

（3）問題の所在

それでは、具体的に何が現状の教育開発の評価
のデータ収集方法に欠けているのであろうか。表
3は、先の議論を基に、教育へのアクセス、質、
公平性という観点から教育評価における学校調査
と世帯調査の有用性を比較し、それらに欠如して
いる政策との関連に関する総合的教育評価モデル
を提案するための基礎となるものである。まず、
アクセスについては、学校調査と世帯調査ともに、
就学率など大まかな状況を把握することは可能で
ある。しかし、学校調査は子どもの社会経済的背
景に関する情報、世帯調査は学校での学習環境に
関する情報を欠いているため、就学状況にまつわ
る問題に関する家庭要因と学校要因を厳密に判断
することができない。このため、非就学者が多い
ことが分かっても、具体的に取られるべき教育セ
クター内外における政策について明確な示唆が得
られにくい。

教育の質については、世帯調査よりも学校調査
の方がより詳細な情報を得ていると考えられる
が、通常の学校調査は、教員数、教室数、などの
教育の投入（input）に関するデータ収集に偏っ
ており、結果（outcome）についての指標は殆ど
収集されない。開発途上国の教育システムにおい
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登録者数、出席率などから確実に
就学している生徒数を得ることが
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表3 教育評価における学校調査と世帯調査の有用性の比較と問題の所在
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ては、初等教育修了試験を有する場合もあるが、
それらの成績は最終学年の生徒についてのもので
あるだけでなく、生徒一人ひとりの学習状況や環
境を把握するだけの、生徒を基準にした学習環境
に関するデータは収集されない。このため、教育
の質が投入の指標を以って測られやすいという欠
点がある。先に見たとおり、成績といった教育の
質の結果とされる指標はMDGsの対象とされてい
ないことから、その評価方法への注目が比較的弱
いこともある。Filmerらの研究によれば、修了率
だけでは、初等教育で身に着けた能力を測ること
ができないだけでなく、実際の開発途上国の初等
教育は社会に求められる能力を提供するに至って
いないという（Filmer, Hasan and Pritchett 2006）。
また、学校内だけでなく、退学者を含む学齢児童
全体の能力を測定しなければ、実態に沿った教育
の質を知ることができないことも指摘されてい
る。したがって、この教育の質の測定方法につい
ては、学校調査、世帯調査の双方に改善の余地が
ある分野である。

公平性の観点からは、学校調査、世帯調査とも
に男女、孤児、地域などのグループごとに教育の
アクセスや質に関する情報を得ることはできる。
しかし、学校調査と世帯調査が個別に実施される
ことが多いため、学校、家庭、教育の結果に関す
る要因について、グループごとにどのように連関
しているか、を分析できるだけの体系的、包括的
な情報は得られていない。

4．結論―総合性の探求

前節で述べたとおり、教育評価に当たっては、
教育指標に関するデータを収集するだけでなく、
その要因となるような背景のデータを収集しなけ
れば有効な政策や計画につながる評価を実施する
ことは難しい。現行の国際的な学力調査や途上国
国内で実施されている学校調査や世帯調査は、対
象や入手手法において各々限定されており、それ
自体では具体的な施策に導くのは困難な評価調査
である。重要な点は、先に述べた各調査が補えな
い部分をどのように結びつけて、全体像を推察す
るかである。その鍵となる視点は、図2に示すと
おり、主に次の2点に要約される。第一に、教育
評価に必要な視点に関する先進国と開発途上国の
違いを認識することである。特に、学校外の子ど
もたちの多い低所得国においては、学校調査と世
帯調査の結果に大きな乖離が生じやすいため、そ
の双方を取り込んだ総合の必要性が大きい。また、
教育セクター外の要因が大きく教育へのアクセス
や公平性に影響している。このため、学力調査の
場合、低所得層の状況を加味して学年をより低め
るか、調査対象をすでに退学している、あるいは
学校に行ったことのない学校外の子どもたちを可
能な限り取り込む必要がある。また、世帯調査を
実施する際に、各世帯の子どもが通う、或いは退
学した学校名を聴き取り、学校の情報を結合させ
るのも一案である。

開発途上国における教育評価に関する理論的比較研究
－国際学力調査、学校調査、世帯調査の視点－

図2 総合的教育評価モデル

（出所）筆者作成

対象�

方法�

解釈�

総合的教育評価モデル�従来の調査／学校調査・世帯調査�

退学した児童や学校外の児童に�
関する教育の質についてのデー�
タが不足している。�

社会経済的背景と学校教育の質を�
総合的に分析できない。�

定点的な観測、或いは限られたパ�
ネルの追跡であり、動態的／複雑�
な事情についての解釈が困難であ�
る。�

補完的な定性調査を行う。�

世帯調査に学校のデータを可�
能な限り結合させる。�
相互に追跡調査を行う。�

対象学年をより低める。�
学力調査の対象に退学した子�
どもを含める。�

教
育
政
策
・
計
画
に
お
け
る
社
会
的
排
除
の
是
正�



56

第二に、開発途上国においては、様々な要因が
教育へのアクセスや質に影響していること、留年
や退学が一時点ではなく動態的に起こることか
ら、定性的な調査を含む限定的なサンプルを併用
して、現状をより詳細に調査する必要がある。例
えば、従来の定量調査の質問票に選択肢として掲
載されている退学した理由などは、無関心、妊娠、
結婚、授業料、仕事、病気、家事など、単純な理
由ばかりである。このような選択肢は各国共通し
ており、集計結果は各国同じように見えてしまう
が、より重要なことは、彼らが退学に至った過程
や心境、学校に対する固有の考え方を知ることで
ある。

一言に無関心、といっても、それが教育全般に
関するものか、近所の学校に関するものか、ある
いは十分に情報を持った状態で答えているのか、
など明らかにされなければならない点は多い。ま
た、仕事や家事といっても、地域的な特徴などの
事情を把握しなければ、どのような教育が可能で
あるか、についての具体的な示唆を得ることがで
きない。これらを聴き取るには、構造化インタビ
ュー8を用いた定量調査だけでなく、半構造化イ
ンタビュー9などにより、定性調査を補うことが
必要である。定性調査を並行的に行うことにより、
地域的な特徴、個別の事情、貧困者の視点、学校
教育に関する問題点などが洗い出され、より具体
的かつ包括的な教育政策や計画に結びつく手がか
りを掴むことができる。

定性的な手法を加えることの意味は他にもあ
る。例えば、非就学者や退学者の脆弱性、不安定
性や無力感といった心理的側面について知ること
ができる。また、世帯内の男女や年齢による資源
の配分など家庭内の要素や、インフラや他の共有
資源の欠乏などのコミュニティ全体で抱える要素
をつかむことができる。さらに、就学の動態をよ
り詳しく把握することができる。世帯調査は、学
校調査とは異なりパネルデータ化できるが、それ
は毎年あるいは数年に一度の定点的な調査であ
り、食糧・雨量、健康状態、収入の季節的変化や
長期的な傾向の影響や様々なショックに対する脆
弱性をそれらと就学との関連の過程として観察す
ることはできない。定性調査では、こうした変化
に対して子どもたちが抱える問題をある程度補っ

て調査することができる10。
こうした認識枠組みとしての総合的教育評価を

考案する目的は、画一的な教育計画の原因を探る
だけでなく、社会的排除（social exclusion）を行
う教育政策や計画の策定を回避するためでもあ
る。社会的排除とは、「市民的、政治的、社会的
権利や機会へのアクセスの不足」（Buchanan 2006,
p.1136）を指し、開発途上国においては、所得貧
困や収奪（deprivation）11と同等ないしそれ以上
に深刻な差別を意味している。中でも、教育が社
会的排除に果たす役割は大きい（Meerman 2005）。
教育計画の策定に当たって、学校に行っている子
どもを対象とした学校調査のみを基盤とすること
は、社会的排除の観点からも問題であり、包括的
に社会構成員を対象とした世帯調査との総合性の
視点が求められている。

暫定的な結論として、各国に合った教育計画を
策定するためには、教育評価に当たっては、調査
手法から得られる結果の総合性を重視し、開発途
上国の事情を十分に加味した体制を整えなければ
ならないと言う事が出来る。また、定量的なデー
タだけでは得られない推論（inference）を定性的な
調査から得ることも、非就学や退学などの問題に
対するきめ細かい対応には必須である。Samoff

（1999）やKlees（2001）がかつて教育セクタープロ
グラムを批判していたように、国際的に画一的な
教育政策・計画が作成されやすかった背景には、
MDGsやEFAのような国際目標の共有によりもたら
された要素など幾つかの要因があるが、従来の各
国政府における評価が非整合的に行われてきたと
いう要素も存在しているのではないだろうか。

注記

1   UNESCO（2006）．Education for All Global Monitoring

Report 2006. Paris: UNESCOを参照。具体的な数値は

表3を参照のこと。

2   筆者らは、2003年と2005年のウガンダの世帯調査に

より入手されたパネルデータを基に、初等教育への

アクセスと内部効率性に関する研究を行った

（Nishimura, Yamano, and Sasaoka 2006; Nishimura,

Yamano, and Sasaoka forthcoming）。

3   ウガンダの人口の約9割以上が農村部に居住してい
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るが、この世帯調査は治安上問題のある北部地域お

よび都市部を含んでいないため、完全な比較は困難

である。

4   純就学率は学齢児童のうちで就学している生徒であ

るから、正確には100%を上回ることはない。

5   1学年が25%、2学年、3学年が其々16%、4学年が

14%、5学年が13%、6学年が10%、7学年が6%とな

っている。

6   それぞれ退学率は13.4%、19.9%となっている。留

年については、2年間で、34.8%の男子が一度留年し、

30.5%が2度留年しており、女子では、それぞれ

31.2%、31.4%となっている。

7   最も退学しやすい学年は、男子は初等最終学年の7

年、女子は6年であり、最も留年しやすい学年は男

女ともに2年生であるが、全学年を通じて留年率は

高い。また、男女別の特徴としては、男子は6年生

で留年した後、初等教育の卒業試験年次に当たる7

学年で再度留年する率が高いのに対し、女子は一度

6年生で留年した後には、留年するよりも退学する

率が高い。すなわち、男子は留年しながらも卒業し

ようとする傾向があるのに対し、女子は留年を繰り

返して一定の年齢に至ると退学のプレッシャーにさ

らされることが示唆されている。

8   得られた回答の間で比較ができ、作業が管理しやす

く低労働ですむという利点を活かし、世帯調査など

の定量的手法を用いた社会調査に広く使われるイン

タビュー法。高度に標準化された質問票を使い行わ

れるもので、調査者の即興や自由度は殆どない。

9   構造化インタビューよりもインタビューする側の自

由度を上げたインタビューの方法で、主に定性的な

調査に使用される。

10 一般に、1990年代から定性調査の必要性が指摘され

るようになり、貧困者の声（Voices of the Poor）な

ど参加型貧困アセスメントが実施されるようになっ

たが、開発途上国の国家計画枠組みとしての貧困削

減戦略ペーパー（PRSP）においては、未だにこう

した定性調査の結果が十分に活かされていない。

11 収奪とは、各個人、家族、或いは集団が所属するコ

ミュニティに比較して明らかに観察、説明しうる不

利益のこと（Townsend 1993, p.79）。資源や一般的

な環境ではなく、物理的、環境的、社会的な状態や

状況としての特定の諸条件に当てはまることから、

貧困とは区別される。これに対し、社会的排除とは

そもそも対象となる母集団にも入れない差別のこと

を指す傾向がある。

参考文献

西村幹子（2006）「ウガンダにおける初等教育政策の

効果と課題：教育の公平性に注目して」『国際協力

論集』、14（2）：93-117

Brown, A., Foster, M., Norton, A. and Naschold, F.

（2001）．The Status of Sector Wide Approaches.

Working Paper no. 142. London: Overseas Development

Institute.

Buchanan, A.（2006）．Children Aged 0-13 at Risk of

Social Exclusion: Impact of Government Policy in

England and Wales. Children and Youth Services

Review, 28: 1135-1151.

CONFEMEN（2003）．Eléments d, appréiation de la
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Perspectives of International Student Assessment, School Survey, 
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Abstract

The article attempted a theoretical comparative analysis on educational evaluation methodologies to examine
the ways in which educational evaluation can lead to effective education policies and planning in developing
countries. Three major surveys, namely, international student assessment, school survey, and household survey
were compared and contrasted and the missing links were identified. It was found that the existing international
student assessments have defects in its target groups and data collection method, while school survey and
household survey also overlook a comprehensive focus on both supply and demand sides of education. The results
of these surveys occasionally confront discrepancies, especially in developing countries where a number of out-of-
school children and dropouts exist. Thus, a comprehensive assessment of these surveys is essential. Furthermore,
qualitative research would be required for a complementary analysis for inferences from the quantitative data,
particularly for critical issues such as non-enrollment and dropout.
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educational evaluation, developing countries,
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1．はじめに

2015年までにミレニアム開発目標（MDGs）を
達成するという国際社会の合意に基づいて、教育
分野では、「普遍的初等教育」を目指して、途上
国およびドナー（国際機関および二国間援助機関）
による努力が展開されている。しかし、2005年の
中間報告によると、教育分野は、他分野に比べて
MDGs達成の進捗が遅く、2015年までに初等教育
の就学率100%が達成される見込みは低いとされ
る。特に、サハラ以南のアフリカおよび南西アジ
アにおいて、その達成が危ぶまれている（国際協

力機構 2005b）。
こうした背景のもと、多くの途上国において、

限られた資源を最大限に利用して、初等教育への
アクセスを拡充するために、住民参加による学校
建設などの初等教育改善プロジェクトが展開され
ている。

日本の政府開発援助（ODA）でも、住民参加
を導入し、強化することによって、初等教育の量
と質の改善を目指す技術協力プロジェクトが実施
されている（国際協力事業団 2002a）。これらの
プロジェクトは、二国間援助の特性から、現地の
教育行政機関および行政官を直接の技術移転の対

【研究ノート：依頼原稿】

教育分野における参加型開発支援プロジェクトの
評価に関する基礎的考察
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象グループとし、現地行政のデータ管理や計画策
定における人材育成や組織強化をプロジェクト目
標とし、教育開発が進むこと、教育指標が改善す
ることを上位目標とする（国際協力事業団 2002b、
2002c、JICA 2002）。したがって、プロジェクト
評価の際には、教育開発の視点から評価が行われ
る。

しかし、これらのプロジェクトの多くは、
JICA専門家やコンサルタントが、現地行政官と
協働して、住民に直接に働きかけるパイロット・
プロジェクトを実証調査として実施し、現地行政
官が参加型開発の指導や支援を実践する機会を提
供しており、参加型開発の上でも重要な役割を果
たしていると考えられる。パイロット・プロジェ
クトでは、住民は、計画作成や学校建設サイトを
決める意思決定の段階、実際の活動を行う実施段
階、ならびにモニタリング・評価段階に参加する

（国際協力機構 2004）。住民参加による持続的な
開発の体制づくりを支援しながら、教育の質を確
保するには、教育行政が、住民による教育改善活
動の計画段階、実施段階、そしてモニタリング・
評価段階において、それぞれ情報提供や技術指導
を行うことが必要である。また、学校建設などの
プロジェクト終了後も、教員配置、教科書配布、
学校運営指導など、教育行政の関与は不可欠と考
えられる。

住民による主体的な参加による教育開発と、教
育行政をどのように結びつけるか、教育行政の関
与や支援は、どのタイミングで、どのような形態
で行われるべきか。実証調査を含む教育分野の技
術協力プロジェクトは、現地行政が参加型開発支
援のあり方を経験し、問題点やポテンシャルなど
を具体的に検討する貴重な機会を、途上国行政機
関にも、日本側にも提供しているといえよう。こ
うした機会を活用するためには、教育開発の視点
からだけでなく、参加型開発の視点からも、当初
から、目標や指標を設定し、モニタリングと評価
が行われることが必要と考える。

住民の主体的な参加型開発が推進されるために
は、住民による意思決定が尊重される民主的な政
治体制が中央や地方行政レベルで保障されている
ことや、住民が地域の情報や資源に自由にアクセ
スでき活用できるよう、行政組織や制度面での環

境整備も必要となる（斉藤 2003、佐藤 1997）。技
術協力プロジェクトの評価を通して、改善のポイ
ントや阻害要因を明らかにすれば、現地行政のグ
ッド・ガバナンスにつなげることも可能となろ
う。また、具体的なフィードバックによる行政の
改善は、教育分野でドナー協調により進められて
いる直接財政支援の途上国側の実施体制を拡充す
る上でも有益であると考える。

本稿では、住民参加による教育プロジェクトの
現状を概観し、参加型開発支援のパイロット・プ
ロジェクトを含む、教育分野の技術協力プロジェ
クトの実施状況を示した上で、これらの参加型開
発支援プロジェクトに対する評価のあり方を検討
し、マラウイにおいて実施された技術協力プロジ
ェクト（開発調査）の事例研究を通して、提言を
取りまとめた。

2．住民参加による教育プロジェクトの現状

多くの途上国では、学校数、教室数が圧倒的に
不足しているにもかかわらず、教育予算は、その
大部分が、行政官や教員の給与を中心とするリカ
レント予算に費やされる（国際協力事業団 2001、
2002c、国際協力機構 2005c、JICA 2002、2005、
2006）。このため、開発予算がごくわずかであり、
学校建設をカバーできない。一方、ドナー支援は、
必ずしも支援ニーズが高いところに配分されると
は限らず、現地行政の政治的な思惑や、支援側に
とってアクセスの比較的良いところなどに、資源
が集中して配分される傾向がいまだに強いと思わ
れる（外務省 2005）。

こうした状況においてアクセス改善を進めるた
め、途上国政府の中には、ほとんど現地行政が関
与しないで、住民参加によってコミュニティ・ス
クール建設や教室建設を進める政策をとっている
ケースがある（国際協力機構 2005a）。例えば、
エチオピアでは、就学人口に対して小学校数が極
端に少なかったことから、このギャップを埋める
ため、計画作りから、資金や資機材調達、建設作
業、教員の配置まで、全て住民参加によって初等
学校の建設・維持管理を行う、代替基礎教育セン
ター（Alternative Basic Education Center）の設置
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を推進する政策が実施されている（国際協力事業
団 2003a、JICA 2006）。シエラレオネでは、紛争
で破壊された教育施設を建て直すために、住民参
加によって、フォーマル校を代替するコミュニテ
ィ・スクール建設を進めることが政策として掲げ
られている（国際協力機構ホームページ）。

これらの学校の多くは、建設基準とは関係なく、
政府による工程監理や技術指導も行われないまま
に、地域の労務者を雇って建設されることから、
施設の耐久性や安全性に問題が多いとされてい
る。さらに、コミュニティ・スクールには、正規
の教員が政府から配属されないケースが多く、地
域の比較的教育レベルの高い者が指導者に選ば
れ、授業を受け持っている。給与は、コミュニテ
ィからのわずかな寄付金か農作物が当てられる。
多くの場合、教科書や教材の配布も十分ではない

（JICA 2005、2006）。
地域の未就学児童の状況を踏まえて、学校建設

の計画を作成したり、計画段階で、教員配置や教
科書配布をどうするか検討したり、建設作業や維
持管理の段階においても、教育行政からの関与は
非常に限られていると考えられる。住民参加によ
る学校建設というと住民の結束があるようで響き
が良いが、行政サービスを住民に肩代わりさせる
だけの住民参加ともいえよう。住民任せの学校建
設では、一時的に就学者数を増やすことには役立
つかもしれない。しかし、そこで提供される教育
の質は低く、やがて、中退者の増加や修了率の低
下が顕在化し、長期的改善にはつながらないと考
えられる（JICA 2005、2006）。

ドナー支援や政府資金が一部提供されて学校建
設が行われる場合にも、労働か資金など何らかの
形で住民負担が3割以上あることなど、住民参加
が資金援助の必要条件とされることもある。例え
ば、マラウイでは、住民グループが、学校建設の
プロポーザルを提出すれば、建設資金援助が得ら
れるが、住民負担が一定以上あることが必要とさ
れる基金が政府によって運営されている（世銀援
助）。資金援助はあるものの、計画作成や、建設、
維持管理や学校運営の段階での、現地行政の関与
や支援は、ここでも非常に限られており、住民任
せの状態にあると考えられる（国際協力機構
2005c、JICA 2005）。

NGOによる住民参加の学校建設プロジェクト
の場合は、上記のような現地行政があまり関与し
ない住民参加の学校建設プロジェクトに比べると
好対照で、計画作成段階から、技術支援が行われ
ることが多い。このような場合は、教育開発にお
ける住民参加によって、学校が建設され、アクセ
スが改善されるだけでなく、住民のエンパワーメ
ントにつながり、コミュニティ開発への波及効果
も生みだすことが報告されている（CanDo 2004、
JNNE 2004、TCSF 2006）。

途上国におけるドナーやNGO支援による学校
建設プロジェクトでの経験に加え、日本における
明治以降の教育開発の経験に基づいて、教育開発
を、住民参加で行うことの主な効果として、以下
が挙げられる（国際協力事業団 2003b、TCSF 2006）。

（1）住民が学校建設や資機材調達に参加することに
よって、教室建設の費用が節約でき、限られた
資金で、より多くの学校・教室が建設できる。

（2）住民が教室建設や維持管理に加わることによ
って、学校へのオーナーシップや、教育の重
要性への理解が高まり、子供達を学校へ送る
ようになる。

（3）住民が学校運営に加わることによって、学校
で行われる授業や活動内容やレベルに関心が
高まり、教育の質の向上につながる。

（4）住民による主体的な参加により、教育分野で
の開発協力を実施することによって、地域住
民のエンパワーメントにつながる。

途上国の政府側からは、住民参加を進めるメリ
ットとして、（1）が強調されるケースが多い。し
かし、本来の住民参加の目的は、コスト削減だけ
ではなく、住民のオーナーシップや教育への理解
を高めるためであり、住民のみで（2）、（3）、（4）
につなげることは、NGOによる支援が入ったケ
ースを除くと、現状では難しい状況にある。

参加型開発の対象を初等教育改善とすること
は、農業開発や生計向上プロジェクトに比べて、
以下のような利点があり、参加型開発を手段とし
て、住民のエンパワーメントを進めるエントリー
ポイントとして、コミュニティで受け入れられや
すいと考える（TCSF 2006）。
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（1）経済活動を目的としないことから、特定の個
人やグループの利益につながりにくい。

（2）地域の子供の教育環境を良くするという共通
の、合意しやすい目的を持つ。

（3）新しい技術や機材を必要とせず、住民の体力
にあったプロジェクトが考えられる。

（4）プロジェクトで子供の教育環境がよくなり、
分かりやすい成果が上げられる。

（5）地方教育事務所、学校、住民のスクール・コ
ミッティなど既存の組織が存在する。

3．ODAによる参加型開発支援の意義

NGOの支援活動には限りがあり、途上国の全
てをカバーできるわけではない。そこで、住民の
主体的な参加型開発活動に支援を行う役割は、地
方レベルの現地行政が担うことが期待される。こ
うした背景を踏まえて、住民の声を反映した教育
計画づくりや、住民参加による学校建設への行政
による技術支援、学校運営のための行政指導や住
民参加の効果的モデル作りを目的とした技術協力

プロジェクトが、JICAによって実施されている
（国際協力事業団 2004）。本稿では、このような
教育分野における技術協力プロジェクトを、｢教
育参加型開発支援プロジェクト｣と総称する。

教育参加型開発支援プロジェクトには、インド
ネシアにおける「インドネシア地域教育開発支援
調査（REDIP）」、マラウイ「全国地方教育支援計
画策定調査（NIPDEP）」、エチオピア「住民参加
型基礎養育改善プロジェクト（ManaBU）」、ニジ
ェール「住民参画型学校運営改善計画（みんなの
学校プロジェクト、Ecole pour Tours）」などの技
術協力プロジェクトが含まれると考える（国際協
力事業団 2003a、国際協力機構 2006、JICA 2001a、
2005）。

NGO支援によって、参加型開発プロジェクト
を進めることによって、教育改善だけでなくコミ
ュニティ・エンパワーメントの成果が上がってい
ることが報告されている。では、ODAによる技
術協力プロジェクトによって、参加型開発支援を
行う意義は何であるのか。

表1に、ODA支援による参加型開発支援プロジ
ェクトの目的、対象グループ、投入規模などの傾

石田　洋子

ODAによる�
参加型開発支援プロジェクト�

NGOによる�
参加型開発支援プロジェクト�

プロジェクト�
目標�

協力提供者�

主要な活動�

カウンターパート�
（担い手）�

対象グループ�

投入�

・教育の量と質の改善�
・教育行政機関の組織強化と、教育行政官の能力�
　向上�

・JICA 専門家またはJICAから委託を受けたコン�
　サルタント・チーム�

・JICA 専門家やコンサルタント・チームの人件�
　費�
・研修やプロジェクト運営費用�
・パイロット・プロジェクト費用�

・中央または地方教育行政�

・地方教育行政官�
・パイロット地域の学校関係者、スクール・コ�
　ミッティのメンバー、住民�

・中央・地方政府組織や行政官に対するキャパシ�
　ティ・ディベロップメント（研修と実践）�
・パイロット・プロジェクトの実施（学校建設、�
　現職教員研修、教科書配布、学校運営改善な�
　ど）�

・教育の量と質の改善�
・コミュニティのエンパワーメント�

・国際または現地NGOスタッフ�

・対象グループとの学校建設や学校運営改善�
　　　　　　　　　　　　　　　    プロジェクトの計画作成と実施�

・住民グループ�

・対象コミュニティの学校関係者、スクール・�
　コミッティのメンバー、住民�

・NGOスタッフの人件費�
・学校建設などにかかる活動経費�

表1 ODAとNGO支援による教育参加型開発支援プロジェクトの傾向比較

（出所）筆者作成
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向を、NGOの参加型開発支援プロジェクトのそ
れらと比較した。

両者とも、住民参加を取り入れて、教育の量と
質の改善を目指すとともに、コミュニティのエン
パワーメントも視野に入れた活動を行う点では同
じであるが、ODAプロジェクトでは、プロジェ
クト目標には、教育行政官の能力向上や、教育の
質や量の改善など、教育開発に重点がおかれるこ
とが多く、NGO支援プロジェクトでは、住民の
エンパワーメントもプロジェクト目標に含まれる
と考えられる。

ODAプロジェクトを実施するJICA専門家やコ
ンサルタントと、NGO支援プロジェクトを実施
するNGOスタッフは、いずれも、対象コミュニ
ティに対して外部者の立場をとることは同じであ
るが、受益者である住民に対する位置づけは異な
る（図1）。

NGO支援プロジェクトでは、プロジェクトの
カウンターパート（担い手）は、住民グループで
あり、外部者であるNGOスタッフが、住民グル
ープーに働きかけて、参加型開発の活動を支援す
る。

一方、ODAによる教育参加型開発支援プロジ
ェクトでは、住民に対する参加型開発の技術支援
を、地方教育行政官による教育行政サービスの一
環と位置づける。外部者である専門家やコンサル

タント・チームは、より住民に近い立場の外部者
である地方教育行政官に技術支援を行い、地方教
育行政官が、住民グループに対して働きかけを行
う（JICA 2001、2005）。

NGO支援プロジェクトも、ODA支援による教
育参加型開発支援プロジェクトも、特定のコミュ
ニティに働きかけて、住民参加による教育開発プ
ロジェクトを支援するという点は同じである。
ODA支援プロジェクトでは、JICA専門家やコン
サルタントは、カウンターパートである中央また
は地方行政機関と協働する。そして、地方行政官
を通して、住民に働きかける。このため、中央及
び地方行政官の参加型開発に対する理解を深める
とともに、自信を強め、住民主体の参加型開発を
支援する行政サービスを拡充する機会を持つとい
えよう（国際協力機構 2005、JICA 2005）。

ODAによる教育参加型開発支援プロジェクト
には、パイロット･プロジェクトのプロジェク
ト・サイクルと、行政官のキャパシティ・ディベ
ロップメントを行う本体プロジェクトのプロジェ
クト・サイクルの2つが含まれ（図2）、前者は、
後者の「実施とモニタリング」の段階に組み込ま
れると考えられる。パイロット・プロジェクトか
らは、参加型開発に対する行政支援のあり方を明
らかにする上で、貴重なフィードバックを得るこ
とが可能である。

教育分野における参加型開発支援プロジェクトの評価に関する基礎的考察

【ODA支援のケース】�

【NGO支援のケース】�

技術指導� 教育行政サービスの一環�

住民グループ�

住民グループ�

直接の支援の�
働きかけ�

参加型開発�
プロジェクトの実施�

参加型開発�
プロジェクトの実施�

外部者：�
NGOスタッフ�

外部者1：�
日本人専門家／�
コンサルタント�

外部者2：�
地方教育�
行政官�

図1 ODA支援とNGO支援による外部者の住民グループへの位置づけ

（出所）筆者作成
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こうした教育参加型開発支援プロジェクトの意
義、プロジェクトの構成などを踏まえて、プロジ
ェクト目標を設定し、参加型開発の視点からもモ
ニタリング・評価が行われるように評価デザイン
を設定して、適切なフィードバックを得なければ、
教育分野において、ODAの技術協力で参加型開
発支援プロジェクトを展開する意義が損なわれる
といえよう。

4．参加型開発への支援強化に対する評価
の重要性

教育参加型開発支援プロジェクトの多くは、教
育行政官の能力を向上させる機能に加えて、参加
型開発の環境整備を行う機能を有し、既に成果も
上げていると考えられる。しかし、ODAの「教
育分野の技術協力」の枠組みの中で実施されてい
ることから、教育行政官の能力向上という前者の
機能は重視されるが、参加型開発支援という後者
の機能に関連する目的や活動は、プロジェクト・

デザインに記載されず、専門家やコンサルタント
からも意識されないケースが多いと思われる。

これらのプロジェクトの評価では、教育行政官
に対する能力向上や、教育行政機関の組織強化の
達成度が、プロジェクト目標の指標として設定さ
れ、評価される。上位目標には、教育プロジェク
トの実施状況や教育の量や質の改善状況が設定さ
れ、就学率や中退率などの教育指標改善に対する
貢献度について評価されるケースが大部分である
と考えられる。

しかし、参加型開発のアプローチをとり、パイ
ロット・プロジェクトによる実証を活動に含める
のであれば、参加型開発に対する行政の役割や行
政の支援機能に関する指標を取り入れて、モニタ
リング・評価し、参加型開発に対する行政支援の
あり方や、参加型開発を進める上の阻害要因など
をフィードバックとして得ることによって環境整
備につなげることが重要であろう。
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案件形成�
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現地行政の組織�
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シティ・ディベロッ�
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プロジェクトの�
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・サイクル�
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方に関するフ�
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計画�
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図2 教育参加型開発支援プロジェクトの2つのプロジェクト・サイクル
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5．事例研究：マラウイ地方教育支援計画
策定調査に対する評価

本セクションでは、2003年1月から2005年10月
まで、JICAの技術協力プロジェクトとして実施され
た「マラウイ全国地方教育支援計画策定調査（開発
調査）」を事例として取り上げ、同プロジェクトの
最終報告書に基づいて、参加型開発および参加型
開発への行政支援の視点からの評価を試みる。

（1）対象プロジェクト「マラウイ全国地方教育
支援計画策定調査」の概要

マラウイでは、初等教育への量的拡大を目指し
て、1994年に初等教育無償化政策が導入された。
総就学率は急速に増大したものの、教室や教員、
教材の不足などから、中退率の増加や修了率の低
下など、教育の質の低下が深刻となった。マラウ
イ教育省は、限られたリソースを生かして、貧困
削減やMDGs達成につなげるためには、地方分権
化政策に沿って、地方教育行政官のデータ管理、
計画作成、実施、モニタリング・評価の能力を向
上すると共に、地方教育行政官の監督の下、住民
参加によって、教室建設や学校運営改善を推進す

ることが不可欠と考え、JICAに技術協力を要請
した（国際協力事業団 2002、国際協力機構 2005c、
JICA 2002、2005）。

こうした背景から、2003年2月より2005年9月ま
で「マラウイ全国地方教育支援計画策定調査（開
発調査）」が実施された1。同プロジェクトの要約
は表2の通り。

（2）参加型開発支援機能に関する評価

対象プロジェクトでは、中央及び地方教育行政
官に対する計画作成、実施、モニタリング、評価
などの研修やOJTが行われると共に、地方教育行
政官のモニタリング、技術指導のもとに、パイロ
ット県においてパイロット・プロジェクトが実証
調査として実施された。

パイロット・プロジェクトでは、住民参加が奨
励された。地方教育行政官が技術指導を行い、パ
イロット・プロジェクトごとに結成されたタスク
フォース（学校関係者や住民グループ）が、パイ
ロットの運営管理、財務管理を行った（国際協力
機構 2005c、JICA 2005）。

これらの成果を踏まえて、地方教育開発活動を
支援するための制度整備の一環として、「全国地

教育分野における参加型開発支援プロジェクトの評価に関する基礎的考察

�
�
�
�
�

① 地方教育行政官に対するDEP作成やデータ管理能力向上のための研修ワー 
　  クショップの実施�
② DEP実証調査として、パイロット県における、パイロット・プロジェクト
　  の実施�
③ DEPを活用し、中央政府が、地方教育開発活動を支援するための「全国地 
　  方教育支援計画」の策定�

プロジェクトの要約�

長期上位目標�

中期上位目標�

プロジェクト目標�

主な活動�

マラウイの初等・中等教育の質・量両面での改善が進む�

地域のニーズを反映して作成・更新された県別教育開発計画（DEP）に基づい�
て初等・中等教育の改善が進められる�
�

地方教育行政官のデータ管理、DEP作成、実施、モニタリング・評価能力が�
向上する�
�

表2 マラウイ全国地方教育支援計画策定調査の概要

（出所）国際協力機構 2005、JICA 2005
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方教育支援計画」が策定され、マラウイ教育省に
提出された。その目標や活動内容から、対象プロ
ジェクトは、教育参加型開発支援プロジェクトで
あるとともに、制度整備の重要性を意識したプロ
ジェクトであったといえよう。

対象プロジェクトでは、①地方教育行政官によ
るパイロット・プロジェクトのインパクト調査、
②パイロット・プロジェクト終了時評価、③キャ
パシティ・ディベロップメントに関する終了時評
価と、3つの内部評価が実際に行われた（国際協
力機構 2005c、JICA 2005）。

地方教育行政官による①のインパクト評価結果
には、参加型開発を行うことの有効性や制約など
が記載されている。しかし、日本人コンサルタン
ト・チームが、現地コンサルタントに委託して行
った②と③の評価には、パイロット県の教育デー
タの変化や、行政官の計画作成や実施能力の自己
評価などが中心であり、参加型開発アプローチを
導入したことによる変化や、そこから得られた教
訓などは記されていない。これは、対象プロジェ
クトの目標が、PDMにも示されている通り、教
育行政官の能力向上であり、上位目標が教育の質
と量の改善であったためと考えられる。

対象プロジェクトでは、2年次に亘り、教室建
設、トイレ建設、教員宿舎建設、井戸建設などの
学校施設整備、現職教員再研修、住民啓発キャン
ペーン、教科書配布など、80件近くのパイロッ
ト・プロジェクトが、パイロット県6県で実施さ
れた（国際協力機構 2005c、JICA 2005）。

パイロット・プロジェクトは、地方分権化の中
で、地方教育行政官の能力向上の場とすることが
優先されたため、参加型開発を導入することがど
のように検討され、合意されたかは、報告書には
特に示されていない。また、どの段階での住民参
加が、教育改善に対してより効果的かについても
明らかではない。これらの点が明らかになるよう
な形で実証調査が計画されれば、フィードバック
はより役立つものとなると考えられる。

住民参加は、トップダウンでプロジェクトを進
めるよりも時間がかかること、一般的に、途上国
では、人件費や現地調達が可能な建設材料費など
は高額でないことから、住民参加が必ずしもコス
ト削減につながらないことなどが、報告書には示

されている。同時に、住民参加により、住民の自
信が高まり、住民が、独力で新たな学校施設建設
や井戸建設を行ったり、自主的にマッチング・フ
ァンドを集めてより多くの教科書を購入できるよ
うに工夫したりと、自主性やオーナーシップの高
まりが見られた（国際協力機構 2005c、JICA
2005）。長期的にみて、こうした成果を生み出し、
育てることは、参加型開発導入時の短期的な効率
性の悪さを、十分にカバーするものと考えられる。

マラウイ全国33教育県のうち、パイロット県6
県でパイロット・プロジェクトが実施された。33
教育県は6つのディビジョンに分けられており、1
つのディビジョンから1つのパイロット県が選定
された。地方教育行政官のOJTとしてみた場合、
今後、パイロット県以外で、マラウイ政府によっ
て同様のOJTが行われることは難しく、より多く
の県がカバーされることが期待される。

地方教育行政官によって実施されたインパクト
評価の結果には、参加型開発をとることによって、
住民の意欲が高まったこと、教育改善に効果があ
ったことが盛り込まれており、参加型開発に対す
る理解は高まったと考えられる。しかし、地方教
育行政官自らが、どのような役割を果たす必要が
あるのかについては、まだ明確に認識されていな
いといえよう。

対象プロジェクトでは、「全国地方教育支援計
画」を作成し、住民ニーズや教育データを反映さ
せて地域レベルの教育開発計画を作成・更新し、
実施する恒常的しくみをマラウイ教育省に示し
た。こうした計画に基づいて、地方レベルの参加
型開発に対する支援体制をより強化し、参加型開
発の阻害要因を排除していくことは、住民の主体
的参加による持続的開発の体制を築くには不可欠
と考えるが、さまざまなレベルでの意識改革や権
限委譲などが必要になると考えられ、外部からの
長期的な支援が望まれよう。

6．参加型開発の視点を評価にもりこむた
めの提言

マラウイにおける教育参加型開発支援プロジェ
クトにみられるように、教育分野の技術協力プロ
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ジェクトには、参加型開発を支援し、コミュニテ
ィのエンパワーメントを推進するには、途上国政
府側に、組織強化、制度整備など何が必要なのか
を、現場での経験や実証を通して明らかにできる
有益な機能が含まれている。

マラウイの事例研究に基づいて、教育参加型開
発支援プロジェクトを、参加型開発の観点から評
価する際には、表3に示す評価の視点を用いて分
析し、貢献要因や阻害要因を抽出し、教訓を取り

まとめることで、効果的なフィードバックが得ら
れると考えられる。

上記のような視点を、教育開発の視点に加えて
評価する必要性を念頭において、プロジェクト目
標や指標を設定し、事前評価、中間評価、終了時
評価、そして事後評価が行われることが望まれる。
教育参加型開発支援プロジェクトから得られたフ
ィードバックを通して、参加型開発が進められ、
市民社会が強化されれば、グッドガバナンスや民

教育分野における参加型開発支援プロジェクトの評価に関する基礎的考察

キャパシティ・ディベロップメント�
に対する評価�
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有効性�

効率性�

インパクト�

自立発展性�

パイロット･プロジェクト�
に対する評価�

�
・教育開発に、政府の政策として、参加  
　型開発を導入し、推進する妥当性はあっ
　たか�
・参加型開発を導入することに、相手国政
　府との合意はあったか�
・本体プロジェクトに対し、実証調査の目
　的、規模、内容、スケジュールは妥当で
　あったか�

・住民参加で教育開発プロジェクトを実施
　することは、住民のニーズや価値観から
　みて妥当性はあるか�
・参加型開発の導入は、既存の組織体制な
　どからみて、妥当性はあるか�

・意思決定の段階から、住民参加が組み込
　まれたか�
・案件形成、計画、実施、評価のどの段階
　で、どのようなタイミングで、どのよう
　な形で住民参加を入れることが有効であ
　ったか�
・住民の参加は、自由意志によるものだっ
　たか、強制参加であったか�

・住民参加を入れることで、時間的効率性
　が変わったか�
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・住民の学校改善や教育開発プロジェクト
　に対するオーナーシップは強化されたか�
・コミュニティ開発に対する住民の意識や
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・住民と現地行政の関係は強化されたか�
�
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・コミュニティ開発のために住民グループ
　など組織体制が生まれたか�
・教育プロジェクトを契機に、新たなプロ
　ジェクトが計画、実施されたか�
�

・パイロットを通して、地方教育行政官の
　参加型開発への理解と、参加型開発を支
　援する自分の役割の認識は向上したか�
・地方教育行政官による参加型開発への支
　援能力（ファシリテーション、技術指導
　など）は向上したか�
�

・JICA専門家やコンサルタント･ チームの
　投入量やタイミング、専門性や能力は、
　参加型開発の支援強化を進める上で効率
　的であったか�

・地方教育行政官の参加型開発に対する意
　識や行動様式は変わったか�
・地方教育行政官は、自主的に、参加型開
　発への支援活動やフォローアップ活動を
　行うようになったか�
・地方教育行政の行政能力や透明性は改善
　されたか�

・中央行政、地方行政の両方のレベルにお
　いて、参加型開発に対する理解と支援が
　進んでいるか�
・参加型開発を阻害する制度や体制につい
　て改善が検討されているか�
・参加型開発を支援・拡大する制度や体制、
　または基金などのしくみが計画または構
　築されているか�

表3 参加型開発に関する評価の視点

（出所）筆者作成
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主化の実現にもつながるであろう。そうなれば、
教育分野のみならず、セクターを越えた参加型開
発支援プロジェクトに対して、参加型開発の視点
からの評価を徹底し、フィードバックを得ること
の重要性が、ますます高まるものと考えられる。

注記

１ 同開発調査に先立ち、2000年11月～2002年7月に、

「マラウイ全国スクールマッピング・マイクロプラ

ンニング（開発調査）」が実施され、地方教育行政

官のデータ管理・計画作成能力を向上し、県ごと

の教育開発計画を作成する技術協力プロジェクト

が実施された。
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Summary

Various activities with community participation to improve the primary education, such as school
construction, have been conducted in the developing countries, which have limited resources for education
development. Administrative and technical supports by local governments are essential to make these community
efforts effective, including deployment of teachers and delivery of textbooks; however, there are many cases
reported that local governments do not provide proper supports. Some of the technical cooperation projects in the
education sector, which are implemented through the official development assistance (ODA) of Japan, include (or
included) a component to develop local governments and officers, capacity in supporting community participation.
These projects are expected to lead to the good governance through community empowerment Currently, these
projects are evaluated from the viewpoints of education development; it might be important to evaluate how they
contribute to the enhancement of participatory development at the community and at the government levels.

Keywords

primary education improvement through community participation,
local governments, support to the community participation activities,
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1．はじめに

近年の開発途上国の教育の協力は、1990年にタ
イのジョムティエンで開催された「万人のための
教育会議」において、全世界の子供、青年、成人
に対する質の高い基礎教育を提供すること

（Education for All: EFA）に対するグローバル・コ
ミットメントを中心に展開されてきた。10年後の
2000年にはセネガルのダカールで「世界教育フォ
ーラム」が開催され、2015年までにEFAの達成を
めざすべく、「ダカール行動枠組み」が示された1。

同枠組みでは学校教育機会の拡大がめざされる一
方で、EFAの達成のためには学校教育だけではな
く、生活技能習得のために青年・成人に対するノ
ンフォーマル教育を充実する必要性も強調され
た。特にミレニアム開発目標（Mi l l e n n i um
Development Goals）の採択により、「貧困削減と
成果重視」の戦略が明確に示される中で、貧困削
減にノンフォーマル教育の果たす役割に注目が集
まっている。

他方、ノンフォーマル教育は「投資の見返りが
明確ではない」、「モニタリング・評価体制が確立

【研究論文：依頼原稿】

ノンフォーマル教育援助における参加型評価手法の活用
－「利害関係者が評価過程に評価主体として関わること」の意義－

要　約

近年、貧困削減にノンフォーマル教育の果たす役割が注目される中、ノンフォーマル教育援助ではその
活動の多様性や柔軟性から評価が困難であることが課題となっている。本稿は、参加型評価がノンフォー
マル教育援助を評価する際に有効に機能するという仮説のもと、その適応可能性を二つの事例を通して考
察したものである。参加型評価は、「利害関係者が評価活動に関わる評価」であり評価過程に関わること
により及ぼす影響が多々ある。考察の結果、①利害関係者間の「対話」を通して、態度・行動変容といっ
た質的側面の指標化が可能になること、②参加型評価の形成的な機能はより適切な提言策定とその活用に
繋がる可能性が高いこと、③関係者が評価の一連の過程に関わることにより評価能力向上を含めたマネジ
メント能力の向上、ひいては組織強化に繋がる可能性があること、が示唆された。他方、参加することへ
のインセンティブ、中立性の確保、実施体制、評価専門家の資質などに関連する課題もある。本研究の示
唆を踏まえ、更なる実践の積み上げを通して手法の検証を行う必要がある。

キーワード

参加型評価、ノンフォーマル教育、質的データ、組織学習
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されていない」などの理由により、先進国からの
援助をひきつけるのが難しいとされてきた分野で
ある（JICA 2005）。ノンフォーマル教育援助の評
価に関しては、対象社会・経済の個々のニーズを
反映したアプローチの多様性や質的側面の測定困
難さなどの特徴から、その難しさが指摘されてい
る。

ノンフォーマル教育に限らず、社会開発セク
ターでエンパワメントを目指すプロジェクト
においては、その成果を計る指標の設定が難
しく、また効果発現までに時間がかかること
からモニタリング・評価の実施とそのための
適切な体制構築は常に大きな問題となってい
る。（中略）特に、活動の多様性と柔軟性、
また関係者の多様性が大きな特徴でもあるノ
ンフォーマル教育は、そもそも制度化されて
いないことが利点であるため、モニタリング
や評価は非常に困難である。（JICA 2005：
136～137）

ノンフォーマル教育のプロジェクト評価を考え
るとき、近年、開発発援助分野において主流とな
りつつある「結果重視のマネジメント（Results-
Based Management: RBM）」によるドナー主導の
評価だけでは不十分ではないか、という問いが本
研究の出発点である。RBMでは指標化した成果
を以って援助予算の資源配分に反映することと、
それにより外部アカウンタビリティーを確保する
ことをめざしており、ドナー組織のアカウンタビ
リティーを高める上で重要なマネジメント戦略に
なっている。RBMでは介入による結果を評価の
焦点としている。結果（results）は広くアウトプ
ット（output）、アウトカム（outcome）、長期的効
果（impact）を包括する概念であるが、個別プロ
ジェクトの評価からプログラム・レベルの評価へ
とその関心が移りつつある中で、アウトカムやイ
ン パ ク ト を 重 視 す る 傾 向 へ 移 り つ つ あ る

（Binnendijk 2001）。その評価手法は、あらかじめ
設定された数値目標に基づきその達成度合いを測
定するという「業績測定」の流れを汲み、援助実
施の妥当性や短期間の成果として設定された目標
の達成度（指標目標値との比較）を測定すること

が中心で、科学的で客観的とされる定量指標を用
いている。

ここで気をつけなければならないのは、先進国
ドナーによるこのような評価は、援助する側と援
助される側、評価する側と評価される側といった
非対称性を伴う「援助する側の論理構成に基づい
た評価」になりがちであって、被援助側の関心と
は必ずしも一致しないことがあるという点であ
る。被援助側の関心は社会経済全体の長期的な開
発とそのための介入の極大化であり、期間を限定
して実施した援助事業の短期的な成果の評価に対
する関心は低い（長尾 2001）。ドナーとして投資
効果と外部アカウンタビリティーを確保するため
の評価は不可欠であるが、その一方で、援助評価
の結果は開発プロセスの促進や開発効果の持続性
に貢献しなければ意味がない。

特に近年増えつつある社会開発セクターの援助
では、被援助側の社会・文化的文脈における開発
の意味に着目した評価が重要となる。社会開発セ
クターでは個々の多様化した社会的ニーズに柔軟
に対応することが求められる上に、エンパワメン
トといった人々や社会の変革を支援する要素が強
いからである。外からの介入者である援助側は、
社会を構成する人々の価値を基準として評価を行
う必要があるのではないか。そのためには、援助
の非対称性の垣根を取り払い、援助される側の
人々を巻き込み評価プロセスを共有することが、
事業改善や開発プロセス促進のための有用な評価
につながるのではないかと考えられるのである。
本稿で対象とするノンフォーマル教育も、「学校
教育制度以外の教育」という意味で、個人やコミ
ュニティが置かれた社会の多様なニーズにその都
度適応し、識字教育のみならず人々のエンパワメ
ントや社会関係資本の構築・強化までを含むもの
である。そのようなプロジェクトの評価方法とし
て、実施の過程に評価過程（evaluation process）
を組み込み、彼らの開発プロセスを促進する一助
となるような評価アプローチ、すなわち「参加型
評 価 」 が 有 効 で は な い か と 考 え ら れ る

（Minamoto & Nagao 2005）。
プログラム評価の研究では、近年、利害関係者

を巻き込んだ参加型評価の理論構築と実践が進み
つつある（Patton 1997;Cousins & Whitmore 1998;
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－「利害関係者が評価過程に評価主体として関わること」の意義－

Weiss 1998; Fetterman 2001; O’Sullivan 2004 他）。
参加型評価が登場した背景には、多額な費用をか
けた専門家による大規模な評価結果が必ずしも有
用な活用に繋がっていないことへの懸念、評価基
準が評価対象の固有の状況や背景にある社会・経
済・政治的文脈の多様性を反映していないかもし
れないことへの疑念がある。参加型評価と一言で
いっても、利害関係者評価（Stakeholder-based
Evaluation）、協働型評価（Collaborative Evaluation）、
実用重視評価（Utilization-focused Evaluation）、エ
ンパワメント評価（Empowerment Evaluation）な
ど様々な評価理論と方法論があるが、共通する点
は評価活動に評価専門家以外の関係者（＝利害関
係者）が「参加」し、評価過程を共有することに
より付加価値を高める評価である点だ。「利害関
係者」はサービスを受益する側だけではなく評価
対象となんらかの利害を有する人々を意味し、た
とえば①評価対象プログラムの実施スタッフ、②
サービスの受益者、③資金提供者、④政策決定
者・意思決定者、⑤評価の資金提供者、⑥当該プ
ログラムと競合する者、⑦当該分野の専門家など
がいる。どの利害関係者が評価に参加するのが適
切なのかは評価の目的や使われる方法論によって
異なり、プログラムの受益者（たとえば住民）の
参加が前提になるものでは必ずしもない2。従来
型評価が評価専門家の出した評価結果による影響
を重視しているとしたら、参加型評価は評価過程

（evaluation process）自体が評価に参加した利害関
係者へ与える影響を重視した評価方法であり、評
価過程を活用して改善・変革を促す評価であると
いえる3。

本稿では、このような参加型評価の、ノンフォ
ーマル教育援助における適応可能性について検討
することを目的とする。いかなる評価もその目的
によって適応可能な評価手法は異なる。したがっ
て参加型評価の検討は従来型評価の代替として行
うものではないということを最初に述べておく。
以下、次節では、まず、ノンフォーマル教育援助
の特性について整理し、第3節ではノンフォーマ
ル教育に参加型評価を適応した事例を考察し、第
4節で結語として今後の実践に向けての示唆を提
示する。

2．ノンフォーマル教育援助の特性と評価

（1）ノンフォーマル教育の定義　

「ノンフォーマル教育」という言葉が教育政策
上に登場したのは1960年代後半から1970年代にか
けてとされている（Smith 2005）。その背景には、
開発途上国だけでなく先進諸国においても、従来
の公的な教育システムが適切に機能していないと
いう危機感があった。1960年代の開発途上国にお
いては、教育は独立以降の近代化のための手段と
して位置づけられており教育システムの構築は最
重要課題の一つであった（黒田・横関 2005）。
1960年代後半になると、経済成長の手段としての
教育が十分に機能していないという現状を受け、
教育が社会・経済の変化に迅速に対応するために
は学校教育だけではなくより広い社会的な関わり
が必要であるとして、「フォーマル教育（Formal
Education）」、「インフォーマル教育（Informal
Education）」、「ノンフォーマル教育（Non-formal
Education」の三つの分類が提示された。世界銀
行のノンフォーマル教育研究において中心的な役
割を果たしたCoombsは、三つの定義を以下のよ
うに説明している（Coombs & Ahmed 1974: 8）。

Formal Education：
初等教育から高等教育まで高度に制度化され
た教育システム。年代順の学年構成や階層的
組織を伴うもの。

Non-formal Education：
フォーマル教育システムの外側で行われる組
織化された、体系的な教育活動。子どもから
成人までの特定のサブ・グループに対する特
定の学習内容の提供。たとえば、農業普及・
技術訓練、成人識字、フォーマル教育以外の
職業訓練、保健・栄養・家族計画・共同組合
などの諸分野の様々なコミュニティプログラ
ムを含む。

Informal Education：
家庭、職場、遊びなどの日常の経験や生活の
中において知識や技術、態度、考え方などを
習得するプロセス。インフォーマル教育は組
織的なものではないが、高度に教育された人
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たちを含めて、すべての人々の生涯学習に影
響を与えている。

Informal Educationは非組織化された一生涯にわ
たる学習プロセスのことであり、近年、日本語で
は「インフォーマル学習」と訳されている（たと
えばJICA、2005）。したがって、社会における教
育は大きく分けて、①制度化された正規の教育制
度の枠内（＝学校教育）で組織的に行われるフォ
ーマル教育と、②正規の学校教育制度の枠外で組
織的に行われるノンフォーマル教育の二つ分類さ
れ、そのすべてのプロセスにおいてインフォーマ
ルな学習が体験されていると考えることができる

（Rogers 2004a）。

（2）ノンフォーマル教育援助の分類

「学校教育制度の枠外の組織的な教育活動」で
あるノンフォーマル教育が開発援助においてカバ
ーする範囲は広く、その形態や種類は多岐にわた
っている。たとえば、国際協力機構（Japan
International Cooperation Agency: 以下、JICA）に
よるノンフォーマル教育援助のアプローチを例に
取って見てみると、①基礎教育の拡充と質の向上

（成人・青年の識字率の向上、子どもの識字率・
就学率の向上含む）、②生計の向上、③保健・衛
生環境の改善、④自然環境保全、⑤平和構築の5
つのアプローチに分類され、ノンフォーマル教育
を行うことにより期待されるアウトカムが異なる
だけでなく、その活動戦略・アプローチは多様で
あることがわかる。一見、フォーマル教育以外の

「教育の要素」を含む開発援助のアプローチをす
べて網羅しているようにも見えるが、JICAによ
ると「基礎的な学習ニーズの充足に資する協力を
行うこと」がノンフォーマル教育援助の出発点で
あるという（JICA 2005：15）。したがって、いず
れのアプローチも社会・経済的に排除された弱者

（the vulnerable）を対象としていることが特徴的
である。

しかしながら、教育の内容に照らし合わせると
いくつかの相違があることがわかる。すなわち、

「基礎教育の拡充と質の向上」アプローチは不就
学児の学校教育への復学や上級学校への進学、成

人の公的職業訓練校などへのアクセスといったフ
ォーマル教育を補完する位置づけが強いが、それ
以外のアプローチは、教育を通じて開発途上国が
抱える社会的課題の解決や社会変革を図ろうとす
るものである点が異なる。後者のアプローチでは、
対象となる社会・地域の文脈の中で、特定の裨益
者のニーズを反映した目標達成の手段として教育
が位置づけられているということができる。たと
えば、貧困層の女性に対するマイクロクレジッ
ト・プロジェクトにおける教育、HIV／AIDSの
予防教育、住民参加型による公園管理方法の研修、
紛争後の帰還・再定住者に対する職業・技能訓練
などである。教育と社会との関係で言えば、「基
礎教育の拡充と質の向上」が標準化されたカリキ
ュラムにそった既存の社会を維持する人材育成に
貢献するものであるとすると、生計向上、環境保
全、平和構築などのノンフォーマル教育は、学習
を通して個々人の主体性に基づくコミュニティの
社会関係資本や価値の形成を促し開発課題の解決
をめざすもので、「変革的な志向」が強い。後者
はフォーマル教育の補完というよりも、コミュニ
ティや学習者のニーズを反映したもうひとつの教
育として切り取ることも可能である（Coombs &
Ahmed 1974; Hoppers 2005）。ノンフォーマル教育
のモニタリング・評価の難しさは、ノンフォーマ
ル教育の実施体制の柔軟さに起因するものや人々
の行動変容にかかる質的側面の評価に関連するも
のが多いことから、本稿では主に後者のケースを
念頭に考察を進めることとしたい4。

（3）ノンフォーマル教育の特性と評価の困難性

図1に示すように、教育セクター以外の開発課
題の解決を目指すノンフォーマル教育は、ある特
定の地域・コミュニティをベースにしたボトム・
アップ型の教育である（Smith 2004; Norland
2006）。学校教育と異なり、コミュニティのニー
ズに基づき、カリキュラムの開発や授業方法につ
いて学習者の意向が反映されることが多く、生徒
と教師の間の関係性は上下というよりも水平であ
る。また、教育の実施体制は柔軟である。学習者
のニーズや関心を吸い上げるノウハウ（たとえば、
仲介者やファシリテーターとしての介在、参加型

源　由理子
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アプローチなどによるプログラムの開発）の組み
込みと柔軟な仕組みが必要になる。実施期間は比
較的短期間で完結するものが多い。教育の内容も
標準的なものがあるわけではなく、コミュニティ
の要望や置かれた状況によって異なり、ライフス
キルに直接結びつく実践的なものが多い。たとえ
ば、農業普及技術、生計向上のための手工芸、栄
養状態を改善するノウハウなどである。それと同
時に、学習者がノンフォーマル教育に参加するプ
ロセスを通して、それら知識・技術のみならず課
題解決に向けて主体的に取り組む姿勢を習得する
ことも大きな目的となっており、教師と学習者の
インターアクションを生み出す民主的なプロセス
そのものが学習の対象となっている（Smi th
2005）。またノンフォーマル教育が教育セクター
以外のプロジェクトのひとつのコンポーネントに
なっている場合が多い。たとえば、「貧困支援対
策村落開発計画」、「リプロダクティブ・ヘルス・
プロジェクト」、「生物多様性保全計画」、「除隊兵
士の社会復帰基礎技術訓練プロジェクト」などで
ある。開発援助プロジェクトのモダリティから捉
えると、特定のセクターやサブセクター、もしく

は複数のセクターにまたがる目標を達成するため
のひとつの活動として位置付けられているのが特
徴的である（Rogers 2004b; JICA 2005）。

表1に示すノンフォーマル教育を評価する場合
の困難性を二つの視点から指摘したい。第一に、
全体のプロジェクト（あるいはプログラム）、も
しくはノンフォーマル教育を実施することにより
期待される最終アウトカム（あるいはインパクト）
にいたる中間的なアウトカム（人々の行動変容な
ど）を測定することの困難さがある。たとえば、
健康状態が改善されることを最終的に目指すプロ
ジェクトでは、罹患率の低下などのアウトカム指
標のほかに、それに至るプロセスで健康教育を受
けた母親の健康に関する認識の変化や、食事、出
産、日常生活における行動変容を把握する必要が
あるが、これらの指標をどう取るのかがポイント
となる。

第二に、「ボトム・アップ」、「学習者のニーズ」、
「柔軟な実施体制」、「主体性の確保」、「問題解決
能力の習得」といったキーワードを伴う開発援助
事業は、多くの場合、この中間的なアウトカムの
指標や目標値を事前に設定する（青写真を描く）

ノンフォーマル教育援助における参加型評価手法の活用
－「利害関係者が評価過程に評価主体として関わること」の意義－
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図1 ノンフォーマル教育援助の分類と本研究の範囲

（出所）JICA（2005：17）をもとに筆者作成
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というマネジメント手法の限界に直面する
（Marsden & Oakley 1990）。しかも、態度変容の指
標は「客観的」な定量指標で測定することが難し
いとされる（Veenhoven 2002）。しかしながら、
ノンフォーマル教育を導入することによる中間的
なアウトカムがコミュニティによる持続的な開発
を支援する戦略として重要であるとしたら、ブラ
ック・ボックスとするのではなく、その戦略をき
ちんと評価し事業の改善に生かすこと、すなわち
人々、組織、コミュニティの変容と最終アウトカ
ムとの帰属性を評価することが重要であろう。そ
のためには、コミュニティによる「主観的」な指
標を客観的に定量化できる測定方法で収集するな
どの検討が必要となる。

他方、参加型評価は、「利害関係者が評価活動
に関わる評価」であり、評価の枠組みは関係者自
身の興味、関心に反応したものになるため、関係
者自身の評価対象プロジェクトに対する認識の変

化や実施のプロセスで起きていることを彼等の文
脈の中で解釈することができるとされている。当
事者意識の変化など質的な情報が多いことが想定
されるが、代替指標（proxy indicator）や評価基
準を関係者で合意するという過程を踏むことによ
り、「納得性の高い」評価結果を導き出すことが
期待できる（Patton 1997）。次節では、このよう
な特性を有する参加型評価の活用事例をとおし
て、ノンフォーマル教育援助における参加型評価
適応の可能性を考察する。

3．事例

参加型評価を活用したノンフォーマル教育援助
の事例として、まず筆者が評価専門家として従事
した「ケニア国貧困層エンパワメント・プロジェ
クト」を取り上げる。二つ目の事例として、アメ

源　由理子
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表1 フォーマル教育とノンフォーマル教育との比較

（注）ここでいうノンフォーマル教育とはフォーマル教育の補完としてのノンフォーマル教育（例：JICAで分類する「基礎教育の拡充
と質の向上」に含まれるもの）を除いたもの。

（出所）Coombs & Ahmed (1974), Smith (2005), 村田（2005）を参考に筆者作成
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リカ国内のノンフォーマル教育（環境教育）にお
ける参加型評価の活用報告を引用する。アメリカ
の環境教育の事例を取り上げた理由は、第一にノ
ンフォーマル教育援助における参加型評価の事例
が極めて限られていること、第二にケニアの事例
が限られた利害関係者を参加主体としているのに
対し、同事例は利害関係者の多数を評価に巻き込
んでいる点で異なった視点による考察が可能にな
るのではと考えたからである。

（1）事例1：ケニア国貧困層エンパワメント・プロジェ
クトの終了時評価における参加型評価5

①事例概要
当該プロジェクトは、ケニアのNGOである

Save the Children Center（以下、SCC）が従来から
進めてきたストリート・チルドレンやスラム住民
に対する生活改善事業をさらに推進することを目
的とし、JICAの開発パートナーシップ事業とし
て2001年6月から2004年5月まで、また引き続き技
術協力事業として2005年6月まで実施されたもの
である。対象地域はナイロビ市にある4ヶ所のス
ラム地域－マザレ（Mathare：人口約30万人）、ミ
トゥンバ（Mitumba：人口約7,000人）、キベラ

（Kibera：人口約50万人）、シティ・カートン
（Buru Buru Carton City：人口約2,000人）－である。
プロジェクトの目標は、「住民たちの態度や行動
変容を通して、自らの力で問題を解決することを
通して生活状況が改善すること」であり、そのた
めの主な活動には以下のようなものがある。

主な活動
■ ストリート・チルドレンや住民に対するエント

リーポイントの活動。具体的には、サッカー、
音楽教室、カウンセリング、ワークショップの
実施など

■ 継続的なカウンセリング、リハビリテーション
の支援

■ 生活改善ワークショップ、保健衛生ワークショ
ップ、健康ワークショップなどの実施

■ 技能訓練、職業訓練、識字教室などの機会供与
■ 技能、職業、保健、病院等、住民の生活改善に

関わる情報の供与

■ 他の関連NGO等の情報提供と住民自らが他の
機関と連携していくための支援

このプロジェクトの戦略の大きな特徴は、モノ
を与える援助は依存症（dependency syndrome）を
生み出し自立発展にはつながらないという信念に
支えられている点である。したがって、物質的な
援助を最小限にし、スポーツ活動、カウンセリン
グ、ワークショップ、基礎的な教育・訓練、機
会・情報の提供などを中心として支援を行ってき
た。そのプロセスで、住民自らの意思で新しく行
動を起こし、問題解決を行う能力を身につけてい
くことこそ持続的な生活改善への道、と位置づけ
ている。また訓練やワークショップの機会を提供
する際にも、住民側からの申し入れや主体性を第
一に考え、NGOスタッフがファシリテーターに
徹しているということも特徴的である。この背景
には住民の貧困は、機会や情報を与えられていな
いこと、彼らの能力を引き出す環境が与えられて
いないことに起因するものが大きい、という基本
的理解がそこにはある。

このような戦略性を持つ本プロジェクトは前述
したノンフォーマル教育の特性を持ち合わせてお
り、特に「生計向上」の事例として取り上げるこ
とができる。「生計向上」の定義は、「家族の収入
が向上・安定化すること、かつ得た収入が個人の
能力あるいは家族の属する地域社会における社会
関係資本の構築・強化によって適正に管理・保護
されることによって、持続的に生活が改善されて
いる状態」6である（JICA 2005：39）。また、
JICAによると、生計向上プロジェクトにおいて
ノンフォーマル教育を取り上げる意義は、1）す
べての人々に学びの機会を提供すること、2）
様々な生計向上の多様な課題（例：収入向上、情
報へのアクセス、ライフ・スキルの習得、機能的
識字、会計能力、交渉能力など）に対応できる柔
軟性があること、3）人々が自ら課題を認識し、
解決方法を見出していく自信やイニシアティブの
醸成といった長期的な取り組みを可能にできるこ
と、並びに4）持続的な仕組みづくりに貢献する
社会関係資本醸成の機会を提供できること、の四
つにあるとされている（JICA 2005：39-40）。本
事例はこれらの側面を持ち合わせており、評価を

ノンフォーマル教育援助における参加型評価手法の活用
－「利害関係者が評価過程に評価主体として関わること」の意義－
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行う際にはとりわけ、「人々が自ら課題を認識し
態度・行動変容が起こる」という側面をどのよう
に指標化するのかが大きな課題となった。

②評価手法の概要
住民自身による持続的な取り組みが可能になっ

ているかどうかを見るためには、ある一点を捉え
て生活状況が改善したことを把握するだけでは不
十分である。したがって、生活改善状況を見ると
いったアウトカム評価だけではなく、プロジェク
トの介入を受けた住民の認識の変化や態度・行動
変容の変化が起きているかどうかといったプロセ
スを捉えることが重要であると考えた。その指標
を設定するためには、当該住民にとって態度・行
動変容とは具体的にどのようなことを意味するの
かをまず明らかにしなければならない。それらの
意味づけは当然のことながら当該対象社会の文脈
によって異なってくる。また、自己決定能力の内
容や変化の速度・レベルは受益者（ここではコミ
ュニティ住民、母親、ストリート・チルドレンと
多岐にわたる）によって違う。そこで、住民との
信頼関係が厚いSCCのプロジェクト・スタッフが

「住民の視点」を持つ（実際に対象コミュニティ
に住んでいるスタッフもいた）と仮定し、彼等の
参加を得て指標及び代替指標の検討や評価調査を
協働で実施する参加型評価のアプローチを採用し
た。評価専門家とプロジェクトの利害関係者が一
緒になって評価設計から評価結果の解釈までの一
連の評価活動を行うものである。本事例の参加者
は主にSCCスタッフであり、評価目的は事業の改
善である。

まず、NGOスタッフの評価に対する理解を深
めてもらうために評価トレーニングを実施し、続
いて参加型ワークショップにおけるロジック・モ
デルを活用したプロジェクトの現状把握と指標検
討、並びに評価の設計を参加者全員で行った。態
度・行動変容のプロセスはプロジェクト・デザイ
ン・マトリックス（PDM）やロジカル・フレー
ムワーク（ログフレーム）の直線的な因果関係で
表すことには必ずしも馴染まないため、想定され
る因果関係あるいは相関関係を自由に書き込むフ
ロー図を作成した。この方法はプロジェクトの介
入を受けて人々が態度・行動変容を遂げていくプ

ロセスとその期待される結果を明らかにし、態
度・行動変容の指標を考える上で役に立った。こ
れら一連の作業とともに並行して実施したのは、
住民グループに対するフォーカス・グループであ
る。そこでは、住民自身のプロジェクトへの印象、
プロジェクトと関わることによる変化、あるいは
最近の変化の「きっかけ」などの質的データを収
集した。

NGOスタッフとの協働作業と住民のフォーカ
ス・グループにより集められた質的データは、プ
ロジェクトの介入によって起こりうる、あるいは
起こったであろうプログラム・セオリーを構築す
ることに活用した。つまり、プロジェクトの質的
データを基に帰納的に仮説生成を行うという質的
研究の方法を活用したのである。この作業を通し
て現場で起きている物語（program’s story）が明
らかになり、数値化された現象の背後にいる人間
に光を当て、現象の理解を深めることが期待でき
る（Patton 2002）。セオリーの構築においては、
住民の態度・行動変容の代替指標、最終アウトカ
ムである生活改善の代替指標が特定され、それら
を住民に対する質問票調査の選択肢に反映させ、
定量化を図った。たとえば態度・行動変容の代替
指標としては、「活動に参加するのが楽しくなっ
た」、「友達が増えた」、「自分たちで医療機関にい
けるようになった」、「親との関係が良好になっ
た」、「住民グループを自分たちで作った」、「住民
グループによる収入活動が始まった」、「コミュニ
ティへの帰属意識が生まれた」、「コミュニティで
相互に助け合うようになった」などがある。また、
ノンフォーマル教育としてのプロジェクトの活動

（スキルズトレーニング、識字教室、生活改善ワ
ークショップ、保健衛生ワークショップ、健康ワ
ークショップなど）が影響を及ぼしているのかど
うかも評価する必要があるが、「教育」、「訓練」、

「ワークショップ」という言葉を使う代わりに、
住民自身が「きっかけ」として感じている事柄を
フォーカス・グループの質的データから抽出し、
代替指標として設定した。質問票調査結果の解釈
は、NGOスタッフとともにワークショップ形式
の対話をとおして行った。事業改善を目的とした
ものであることから、提言の策定も重要である。
ワークショップでは評価の分析結果に基づく根拠

源　由理子
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に基づき、改善に向けての具体的な取り組みにつ
いて議論され、教訓・提言として評価報告書に取
りまとめられた。

（2）事例2：環境保全教育の参加型評価7

①事例概要
本事例は、アメリカのノンフォーマル教育であ

る環境保全教育の評価を参加型アプローチにより
実施した事例報告である。W. I .N .－W. I .N .

（Wonders in Nature－Wonders in Neighborhood）と
名づけられた学齢児童向け環境保全教育プログラ
ムは1996年からコロラド州デンバー都市圏で実施
されているものである。同教育プログラムの目的
は、「子どもたちの自然界に対する気づきと理解
を深めること」とされている。プログラムの内容
は、様々な学習機会を通して野生生物の生態や資
源の保全について正しい理解を深めるための、学
際的かつ多様なカリキュラムから構成されてい
る。実施主体はデンバー動物園とデンバー市の野
生生物所管部局で、グレート・アウトドアー・コ
ロラド・トラスト基金が主な資金提供者である。
そのほかにも39にのぼるパートナー団体（NPO、
政府機関など）が支援を行っており、多くの機関
が関わっていることが特徴的である。

②評価手法の概要
本事例の報告者は、W.I.N.－W.I.N.プログラム

がノンフォーマル教育ならではの特徴を備えてい
るため、学習者を含む利害関係者を巻き込んだ包
括的な参加型評価を実施することが有効なプログ
ラムの実施につながると判断した、という

（Somers 2005: 43）。すなわち、学習者自身がプロ
グラムに参加した経験を通して自らが主体的に変
わり展開していくことに重点を置いており、個々
人の生活環境やニーズを反映したプログラムであ
ればあるほど持続的な効果発現につながるという
特徴である。ここで使われた参加型評価の手法は、
利害関係者の関わり度合いが事例1よりも多い。
まず、異なったポジションの利害関係者が関わっ
ている。プログラムの資金提供者、プログラム・
マネージャー、プログラム・スタッフ、並びに参
加者（学校の校長、教師、子供の家族）からなる

評価委員会（21名）を中心に、評価活動に参加し
たい関係者に集まりごとに声をかけ、必要に応じ
て子供たち自身も加わっている。次に、利害関係
者は評価過程のすべてのステップに関わってい
る。すなわち評価実施可能性の検討（evaluability
assessment）、ロジック・モデルの構築、評価計画
の策定、データ収集方法の検討、データの収集・
解釈、結果の報告の一連の評価活動である。参加
型評価では、データ収集方法の検討や収集は専門
的な知識とスキルが必要となるため評価専門家が
担当することが多いが、本事例では委員会を中心
に協議が続いた。

もうひとつの特徴は、長い期間をかけていると
いう点である。報告によると、評価計画策定まで
4ヶ月、評価終了まで20ヶ月の歳月を要している。
これは、評価結果に行きつくまでに、結果以外が
もたらす多面的な影響があったということも意味
する。たとえば、評価実施可能性評価の時には、

「短期的なアウトカム」や「長期的なアウトカム」
を検討し、プログラムのミッションと活動の戦略、
各活動とのつながりを検討したことにより、関係
者のプログラムへの理解を深めることに貢献し、
日常業務で追われている関係者がより大きな視点
でプログラムを捉えることができるようになった
という。それは、この評価活動とは別に、日常業
務の活動や新たなプログラム策定を検討する際に
も活用されている。あるいは、「評価マインド

（ability to think evaluatively）（Patton 2002）」が培
われることにより、プログラム・スタッフの評価
能力向上（Evaluation Capacity Building: ECB）が
図られ、その後のプログラム運営に好影響を与え
たという。これらの変化は、評価過程の活用

（process use of evaluation）により発現した学習効
果として捉えることが可能である。

（3）事例の考察

これらの事例から、ノンフォーマル教育におけ
る参加型評価の適応について、①質的データの指
標化と、②利害関係者の学習効果と組織強化の二
つの側面を取り上げ考察する。
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①質的データの指標化
ノンフォーマル教育援助がコミュニティの多様

なニーズに対応し人々や組織、コミュニティの主
体性を引き出しているかどうかを評価する上で、
参加型評価による質的データが活用できる可能性
が高い。ケニアの事例では、プロジェクトを実施
するNGOスタッフとともに、住民からのインプ
ットを踏まえ代替指標の設定と評価基準の検討を
行っているのが特徴的である。これは、評価基準
を社会・文化的文脈の中でより適切な指標を設定
しようとした試みであり、住民にとっての「価値」
が何であるのかを探ろうとしたものである。従来
型評価のように外部の評価者が事前に「科学的に
精査された指標」を使って査定（judgment）をす
るのではなく、対象社会の価値体系の中で構築さ
れた意味が「事実（truth）」であるという立場を
取り、「対話により合意された指標」を使って評
価を行う。これは構成主義を前提とした第4世代
評価の理論にも繋がるものである（Guba &
Lincolon 1989）。ケニアの事例では、彼らの認識
や価値が何であるかを抽出するために参加型ワー
クショップやフォーカス・グループといった質的
データを収集する手段を活用しているが、課題と
して質的データに基づき選定された指標の正当性
をどう担保するのかという点がある。これについ
てPattonは、「質的データに基づいてセオリーを
構成する作業は実験的な場ではなく日常の場で活
動している人々のそのままの状態を調査すること
であり（naturalistic inquiry）、彼ら自身が使う言
葉（narrative）を使って彼らにとっての意味を再
構成するプロセスを重視しており、当事者である
利害関係者間で生み出された理論は、自らに有用
で正確な情報入手を可能にする」（Patton 1997）
としている。評価過程に利害関係者が主体的に関
わるプロセスが、利害関係者にとってより有用な
評価を行う上で必要であるというスタンスは、参
加型評価の大きな特徴であるといえよう。

ケニアの事例では、評価専門家は終了時評価以
外に、その前の2年間にわたり2回、内部評価を行
う機会が与えられている。この間の関係者との

「対話」をとおして、評価専門家はプロジェクト
そのものへの理解を深め、プロジェクト・スタッ
フは評価に対する理解を深めていった。参加型評

価により利害関係者間で納得がいく指標を設定す
るまでには、ある程度の時間的な長さによる取り
組みが必要になると考えられる。

②利害関係者の学習効果と組織強化
W.I.N.－W.I.N.の事例では20ヶ月という長い期

間がかかっている。つまり評価結果のもたらす影
響よりも、評価過程が関係者に及ぼす影響に重点
が置かれていることが推測される。異なった利害
関係者が評価活動を通して学習過程を共有すると
いうことは、プログラムのセオリーや価値、組織
のミッションを対話と熟考を繰り返して問いかけ
ることであり、評価対象のプログラムや組織、並
びに個々人の立場に対する理解を深めることにつ
ながる（Preskill Suckerman & Amtthews 2003）。参
加型評価の構成主義の論理をここでも読み取るこ
とができるが、そのプロセスで利害関係者が対話
を通して学習し合うことが大きな利点として挙げ
られ、ノンフォーマル教育のひとつの手段として
も機能するのではというSomersの指摘は興味深い

（Somers 2005:43）。
またW.I.N.－W.I.N.の事例で指摘されているよ

うに、長期間の関わりは、利害関係者の評価能力
を向上させ、プロジェクトの運営にプラスの影響
を及ぼす。それは実施組織・体制の強化にもつな
がった。ノンフォーマル教育はNGOや住民組織
など脆弱な組織が実施することが多いためにデー
タ収集等を含めたモニタリング体制に大きな問題
があることが指摘されているが（FAO & UNESCO
2005）、それを補完する働きが期待される。

さらに、参加型評価が形成評価に適していると
いう特徴に注目したい。フォーマル教育の高度に
制度化された体制と異なり、ノンフォーマル教育
は多様な学習者を対象に柔軟に対応していかなけ
ればならない。ケニアの事例では、評価に参加し
たプロジェクト・スタッフから今後のプロジェク
ト運営（住民へのワークショップ、トレーニング
の内容を含む）に関し改善のための具体的な提案
がなされた。たとえば、プロジェクトに関わった
住民の主体性の表れとして活発化したグループ活
動が挙げられるが、さらに自立に向けての機会を
提供するためには、コミュニティの外にある情報
やサービスに自分たちからアクセスしていけるよ

源　由理子
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うな交渉術のトレーニングが必要である、という
提案があった。ノンフォーマル教育では、このよ
うな学習者の「変化」や、同じコミュニティ内に
おいても異なるニーズに対し対応していくという
弾力性を伴うだけに（Coombs & Ahmed 1974；
Norland & Somers, ed., 2005）、形成的な評価を導
入することは事業改善と組織マネジメントの向上
に効果的である。

4．結語：実践への示唆

本研究では、ノンフォーマル教育援助における
参加型評価適用の可能性について、ふたつの事例
を基に考察した。本稿で念頭においたノンフォー
マル教育は、農業開発、農村開発、保健・医療、
環境保全、平和教育といった開発課題に貢献する
ひとつの手段として位置づけられ、したがって考
察結果はノンフォーマル教育のみならず、広くそ
れら開発課題に関する事業評価にも応用できると
考えられる。また、参加型評価の適用可能性を検
討することは、「利害関係者が評価過程に評価主
体として関わること」によって及ぼす影響を検証
することでもある。

結語として、まず期待される利点を三点挙げた
い。第一に、参加型評価を導入することにより、
ノンフォーマル教育の中間的なアウトカムである
人々、組織、コミュニティの態度・行動変容とい
った質的側面を指標化することができると考えら
れる。質的データを関係者とともに収集し、関係
者間の「納得」のもとに設定された指標は、対象
社会の価値体系の中で構築された「妥当」な指標
として捉えることが可能である。

第二に、ノンフォーマル教育ではコミュニティ
のニーズや学習者の変化に合わせて教育の機会を
提供していくことが重要であるが、参加型評価は
形成的な評価に適しており、当事者としての利害
関係者自身による具体的かつ実施可能性の高い提
言が策定されることが期待できる。また、意思決
定を行う人々が評価過程に関わっているため、評
価の提言が活用される確率が高い。

第三に、評価過程を共有することによる学習効
果の側面に注目したい。参加型評価では評価に参

加する利害関係者へのトレーニングを初めとし
て、評価可能性評価、ロジック・モデルの構築、
評価設計、評価の解釈など一連の評価活動を一緒
に行うことになる。その評価過程で①評価対象へ
の理解促進、②評価能力向上、③プロジェクトの
運営能力向上が期待できる。ノンフォーマル教育
は、フォーマル教育と比較して実施体制が脆弱で
あるが、参加型評価をとおして実施組織の強化に
も繋がると考えられる。また、学習者も評価過程
に参加することができれば、問題解決能力や自己
決定能力の向上へ繋がる可能性も大きく、教育の
手段として位置づけることができる。

他方、利害関係者が評価過程に参加することは、
従来型評価と異なる実施体制が必要となる。また、
自己評価に近い形で行われるため主観性やバイア
スにどう対処するのかという課題にも直面する。
最後に、参加型評価を実践する上での課題と留意
点、並びに提案として五つの点を提示したい。

まず、参加型評価を行う前提として、プロジェ
クトの現場にある程度の権限が委譲されている必
要がある。現場で事業改善のための意思決定が行
われることが多くの参加者を継続的に巻き込むイ
ンセンティブにつながることを考えると、ボト
ム・アップの意思決定の仕組みが必要である。参
加型評価は分権化が基本なのである。

第二に、参加型評価はコミュニティや人々の生
活に密接に関わりながら作業を行うため、データ
の収集や評価の判断にバイアスがかかりやすいと
いう批判を真摯に受け止める必要がある。それら
バイアスを取り除くためには、評価専門家の果た
す役割は大きい。評価専門家は、参加者の一員と
なることによって「当事者性」をある程度保ちな
がらも「部外者としての中立性」の視点を持ち、
評価活動を適切にファシリテートすることが求め
られる。質的評価に従事する評価専門家は人々と
の距離を縮めない限り、妥当な質的データの収集
や関係者間の建設的な対話は難しい。Pattonが言
う「共感的中立性（empathetic neutrality）」（Patton
2002：50）を保ちつつ、判断を曇らせる感情移入
を抑え、理解を鈍らせる距離の置き方をしない、
という評価倫理を守る必要がある。

第三に評価に費やす時間の問題がある。参加型
評価は、継続的に、ある程度の時間をかけて行う
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ことに意味がある。プロジェクト・サイクルの一
定の時期に、その都度結成された評価ミッション
が評価を行うのでなく、参加型評価そのものを事
業の中に内在化する仕組みが効果的であろう。た
とえばODAの場合は、参加型評価を行う同一の
評価専門家をプロジェクト・サイクルにわたって
断続的に派遣するという仕組みが考えられる8。
またNGOの場合は、評価予算そのものが限られ
ているという問題があるため、助成金の中に参加
型評価のコンポーネントを入れることが考えられ
る。

第四に、異なった利害関係者間の対話を基本と
する参加型評価の実施プロセスと結果は、評価専
門家の資質に大きく左右されるという点に留意が
必要である。評価専門家には、従来型評価で必要
な評価技術に加え、評価訓練を行うトレーナー、
ファシリテーター、内部のアドバイザーなどの機
能を担えるスキルが必要である。特にノンフォー
マル教育の評価では、事業の特性として事前にプ
ログラム・セオリーを想定することが困難なケー
スが多いため、評価の段階において評価可能性評
価、ロジック・モデル作成を利害関係者と一緒に
行うプロセスが重要であり、評価理論のトレーナ
ー・教師としての役割が大きい（Monroe, M. C.
他 2006）。

最後に、参加型評価は一義的には形成評価によ
る事業改善を目的としたものであり、ノンフォー
マル教育戦略の策定やドナーのアカウンタビリテ
ィー確保が目的の評価、あるいはプロジェクトの
有効性を問う評価とは異なることを踏まえる必要
がある。インパクト評価を行う場合には、参加型
評価を通して収集した指標データを共有すること
が可能であろう。

評価手法の研究は、その手法を使って実施した
評価が他の手法よりも有用か、妥当かの検証も必
要である。本研究の示唆を踏まえ、今後も更に参
加型評価の実践を積み上げることにより手法の検
証を行っていきたい。
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注記

1   「ダカール行動枠組み」の目標は、①就学前保育・

教育の拡大と改善、②2015年までに無償で質の高い

教育をすべての子どもたちに保障すること、③青

年・成人の学習ニーズの充足、④2015年までに成人

識字率（とくに女性）を50％改善すること、⑤2005

年までに初等・中等教育における男女の格差を解消

すること、⑥読み書き、計算および基本的な生活技

能習得のために教育の質を改善すること、である。

2   本稿では評価対象として開発援助分野の事例を扱っ

ているが、参加型評価の理論は開発援助で使われる

「参加型開発」の言説とは異なるものである。

3   参加型評価の分類には、その目的、ならびに評価専

門家と評価に参加する利害関係者の間の関係者性に

着 目 し 、「 実 用 型 の 参 加 型 評 価 （ p r a c t i c a l

participatory evaluation）」と「社会正義や弱者の自立

を目指す変革型の参加型評価（trans fo rma t ive

participatory evaluation）」という分け方もある

（Cousins & Whitmore 1998）。

4   Rogers（2004b）は、ノンフォーマル教育は教育省

による教育そのものを目的にしたものと、教育省以

外の省庁による開発課題の解決を目的としたものの

ふたつが混在しているとした。

5   事例の記述は、Minamoto（2005）及び現地でプロ

ジェクト・スタッフとともに実施したワークショッ

プの記録による。

6   英国開発援助庁（DFID）による「生計の自立」

（Sustainable Livelihood）に基づく概念である。

7   Somers（2006）の評価報告に基づく。

8   新たな仕組みを作ることによるコストの問題もある

が、Somers（2006）によると参加型評価は、業務の

中に内在化されることにより、大規模なインパクト

評価を行う際に雇用する評価専門家に対する報酬を

低く抑えることにつながり効率的だという。
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Utilizing Participatory Evaluation
in Non-formal Educational Cooperation Projects

– Relevance of Stakeholders Involvement in Evaluation Process –

Yuriko Minamoto
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yminamoto@mvd.biglobe.ne.jp

Abstract

Recently, the impact of non-formal education on poverty reduction has been increasingly recognized among
international aid communities.  However, the difficulty of evaluating non-formal education due to the elastic
dimensions of implementation process has become challenging issue.  This article discusses applicability of

‘Participatory Evaluation’in non-formal settings through case analysis, assuming it would effectively function in
the evaluation process.  Various influences on projects could be observed through stakeholder involvement in
Participatory Evaluation practice. The following points are concluded as expected effects of its utilization: 1)
identification of quality indicators of attitude and behavioral changes through‘dialogue’among stakeholders, 2)
appropriate and practical recommendation that lead to more utilization, due to the formative aspect of Participatory
Evaluation, and 3) the contribution to strengthening evaluation capacity as well as organizational learning.  More
practice and cases of Participatory Evaluation should be accumulated and analyzed for further examination and
improvement of its methodology. 

Keywords

participatory evaluation, non-formal education, 
qualitative data, organizational learning
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1．はじめに

（1）問題提起

プログラムは、「特定の目標を達成するために
整理された一連のインターベンション」（DAC
2003）と定義される。開発援助分野のプログラム
には、途上国による開発プログラムとドナーによ
る援助プログラム（国別、課題別の協力プログラ
ム等）がある。現在、我が国ODAで進められて
いるプログラム・アプローチは、特定ドナーが協

力目標の達成に向けて事業をより戦略的に組み合
わせてプログラム化を図るものであり、プログラ
ムは援助プログラムを指す。これに対してプログ
ラム・ベースド・アプローチ（PBA）は、開発目
標の達成に向けて途上国の開発プログラムをドナ
ーが協調して支援するものである。

PBAは、1990年代後半以降の国際社会における、
開発成果達成を重視する議論・取り組みをアプロ
ーチとして統合したものであり、①途上国のリー
ダーシップの重視、②途上国の単一・包括的プロ
グラムと予算枠組みに基づく援助、③援助協調・

【研究論文：依頼原稿】

初等教育分野におけるプログラム・ベースド・アプローチの援助に関する評価分析
ホンジュラス及びベトナムのEFA-FTIの事例から

要　約

近年、初等教育分野ではプログラム・ベースド・アプローチ（PBA）による援助が活発化している。本
研究では、ホンジュラスとベトナムの「万人のための教育―ファスト・トラック・イニシアチブ」（EFA-
FTI）を事例に、開発成果実現の観点からPBA援助の形成評価を行った。その結果、アプローチは同じで
も開発成果実現に向けた進展には差異があり、計画の適切性、援助依存度、実施能力、実施環境等が影響
することを明らかにした。PBAは一律に議論されがちであるが、各国固有の状況をふまえた進め方が必要
である。そのためには、対象国の課題をシステミックに捉え、実施能力の強化を盛り込んで段階的に取り
組んでいくことが重要であり、イニシアチブやアプローチがドナー主導とならないことが必要である。ま
た、PBAにおける個別援助の貢献は、投入やアウトプットとの関連に焦点を当てて検討するだけでなく、
全体の中での位置付け・役割に照らし、実施基盤や実施プロセスへの貢献を含めて評価することが必要で
ある。

キーワード

プログラム、開発成果、援助効果、貢献、キャパシティ・デベロップメント

三輪　徳子
国際協力機構

miwa.satoko2@jica.go.jp

日本評価学会『日本評価研究』第7巻第1号、2007年、pp.87-103
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調和化、④途上国制度の活用を要素とする。PBA
の一つがセクターワイド・アプローチ（SWAp）
である。（CIDA 2003、DAC 2006）。

特に教育分野では、初等教育普遍化等が国際開
発目標に掲げられた優先分野であることから、他
の分野に先行する形で取り組みが進んでおり、
PBAが主流化してきている。本論のPBAへの関心
は、こうしたPBAの重要性にある。

では、PBAは開発成果の実現にどの程度有効な
のか。同視点から、開発成果に向けたPBAのロジ
ックを整理したのが図1である。4つの要素への取
り組みを通じ、途上国側コミットメント及びドナ
ーの体系的支援、途上国側開発マネジメントの改
善を確保することで、プログラムの適切な実施と
開発成果の実現を目指すものとまとめられる。

PBAについては、事例研究を含めて少なからず
の先行研究がある1 。これらの研究では、①PBA
は各国同じようなメニュー（中期支出計画策定、
財政支援、ドナー会合制度化、合同評価等）で進
められていること、②アラインメントや援助協調
の進展に寄与しており、特に援助依存度の高い国
では有効であること、③援助協調等への対応から、
調整コストは短期的には必ずしも低減していない
こと、④プログラムの進捗は国よって異なり、対
象国の経済運営、コミットメント、実施能力等が
影響すること、などが示されている。

しかし先行研究は、PBAが開発成果の実現につ

ながっているのかには言及していない。事例の多
くが進行中との事情はあるが、PBAの進捗による
開発成果の実現可能性もあまり触れられていな
い。大半の研究は、図1の「投入・活動」あるい
は「結果1」までの進捗及びその影響要因、すな
わちプログラムへの取り組み方の分析に留まって
いる。開発成果の実現可能性の観点から具体的に
プログラムの内容やドナーによる支援内容を分析
したようなものは見当たらない。

（2）本研究の目的、方法

本論の目的は、先行研究の上記状況をふまえ、
PBAが進んでいる「万人のための教育―ファス
ト・トラック・イニシアチブ」（EFA-FTI）を取
り上げ、「結果2」及び「結果3」に対する評価を
試みることで、PBAの今後のあり方について示唆
を得ることにある。EFA-FTIは、「万人のための
教育」への取り組みの促進を目的に2002年に導入
された国際イニシアチブである。対象国を選び、
同国のEFA-FTIプログラムの実施をPBAにより国
際的に支援している。

評価では、EFA-FTIの先発対象国であるホンジ
ュラス及びベトナム（2002年及び2003年に対象国
に承認）を事例として、評価調査時点（ホンジュ
ラス2005年、ベトナム2006年）までの進捗をもと
に、以下の評価設問により分析した。

投入・活動　　　　　　　　　　　結果1　　　　　　　　結果2　　　　　　　結果3�
�
�
�
�
�
�
�
 �
�

（出所）Bartholomew et al 2006、CIDA 2003、OECD/DAC 2005、Walford 2003をもとに筆者作成�
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プログラムと�
予算枠組み�

手続き調和化、�
途上国制度の活用�
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メント�

途上国プログラム�
に基づくより体系�
的な支援�
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ント�
�
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ログラム目標）�
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合意されたプロ�
グラムの適切な�
実施�

図1 PBAの概念
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初等教育分野におけるプログラム・ベースド・アプローチの援助に関する評価分析

ホンジュラス及びベトナムのEFA-FTIの事例から

［評価設問］
①両国EFA-FTIは開発成果実現に向けて、適切な
実施が進んでいるか。
●プログラムは、開発成果実現に必要な計画の適
切性を満たしているか

●途上国のコミットメントとドナーの援助協調
が、開発成果実現に必要な体系的なプログラム
介入に繋がっているか

●プログラムの実施プロセスは円滑か
②両事例から導かれる、PBAに関する今後の留意
点は何か。

なお本研究は、両国の初等教育分野における
JICAプログラムを対象とした評価調査での収集
データに基づいている（ホンジュラスは2005年5
月、ベトナムは2006年6月に現地調査実施。筆者
は両調査に団長として参加）。本論は、上記評価
調査では特定ドナー（JICA）のプログラムに限
定していた範囲を、対象国の開発プログラム並び
に対象国及びドナーによる取り組み全体にスコー
プを広げ、EFA-FTIの目標達成に向けた進展を評
価するものである。

以下、第2節及び第3節ではホンジュラス及びベ
トナムの各事例に関し、上記評価設問①について
検証する。そして第4節で両事例を比較しつつ、
評価設問②について考察する。

2．事例1：ホンジュラスEFA-FTI

ホンジュラスのEFA-FTIは、援助依存度が高い
途上国の事例として、①援助依存度と途上国主体
のプログラムの策定や、プログラムへの体系的介
入、②途上国の実施能力と、途上国のリーダーシ
ップや途上国制度活用の関係、③政治・社会面を
含む対象国の実施環境の問題などについて、PBA
のもとでの開発成果に向けた取り組みに関する多
くの示唆を示している。

（1）計画の適切性

ホンジュラスでは1990年代以降、教育セクター
開発が重視されてきた。この結果、初等教育2 の

粗就学率は97%に達しているが、終了率は69%と
低い。男女格差は少ないが、所得間・地域間格差
は大きく、学齢児童中の非就学人口は都市部4%
に対して農村部では10%、平均在学年数も都市部
6.7年に対し、農村部は3年の状況にある。先住民
族では、学齢児童期の36%が未就学とされている。

これらの要因としては、①就学前教育就学率の
低さ（39%）、②留年率の高さ（6年間での終了率
32%）、③退学率の高さ（3%）、④授業時間の少
なさ（年間200日の規定に対し実際は110日）、⑤
教員の質の低さ、⑥複式学級の多さ（44%の学校）、
⑥農村部における学校へのアクセス、⑦地域間経
済格差や貧困家庭における教育への関心の低さな
どが挙げられる（Honduran Ministry of Education
2002）。

以上のような課題に対し、EFA-FTIは①初等教
育終了率100%、②12歳（留年なし）での終了率
85%、③算数・国語（国際比較で中米諸国中最下
位にあり留年等の要因）の学力の向上を全体目標
とし、5つのコンポーネントで構成されている。
各コンポーネントの目標・内容は表1のとおりで
ある。

プログラムの特徴を見てみたい。まず、就学率
は、就学前教育は目標に含まれているが初等教育
は明示的には掲げられていない。内容も学校内の
教育サービス改善が中心であり、経済格差や教育
への関心の低さなど、学校外要因への取り組みは
ほとんど盛り込まれていない。また、サービス改
善には、質とともにアクセス（農村部や少数民族）
ヘの取り組みも含まれているが、施設の量的拡充
は入っていない。以上からは、EFA-FTIは初等教
育普遍化のための課題解決に向けた包括的なプロ
グラムというよりは、学校レベルの教育サービス
の質の向上にフォーカスが絞られたプログラムと
言える。

ホンジュラスでは、EFA-FTI策定時点での初等
教育に関わる開発戦略として、PRSP（2001年）
並びに、政府開発計画及びそのもとでの教育戦
略・アクション計画（いずれも2002年）があった。
EFA-FTIはこれらをベースとしているが、他の戦
略では就学率が主たる目標となっており、EFA-
FTIには入っていない学校施設改善や教育行政能
力の強化が盛り込まれている。EFA-FTIの限定性
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は、他の戦略との比較でも明らかである。
こうしたEFA-FTIの限定性のもと、特にEFA-

FTI実施に伴い教育行政能力の問題が顕在化し、
同強化を盛り込んだより包括的な戦略が必要とな
ったことを受け、セクター・プログラムの策定も
検討されている3 。EFA-FTIや同セクター・プロ
グラムは国際合意に基づく計画である。他方、上
記政府開発計画や教育省戦略・アクションプラン
は国際合意によらない国内計画である。ホンジュ
ラスでは、4年ごとの政権交代に伴い政府開発計
画等が新たに策定しなおされることもあり、国内
計画よりも国際合意に基づく計画が開発のベース
となっている。セクター・プログラムの検討は、
EFA-FTIの限定性とともに、ホンジュラスのこう
した状況も背景にある。

EFA-FTIは、ドナー等利害関係者の合意を得て
策定されることになっている。にもかかわらず、
計画の適切性の点で問題なしとし得ないような内
容になったのはなぜか。その一つとして挙げられ
るのが、EFA-FTIの策定プロセスの問題である。
ホンジュラスのEFA-FTIプログラムは、2002年6
月の対象候補国発表の後、10月にプロポーザルを
事務局提出、11月に現地ドナーによる集中アセス
メントと修正作業が行われ、同月には対象国とし
て承認されるといったように、非常に短期間で策
定された経緯がある（JICA 2006）。ホンジュラス
では、教育分野のドナー会合（Mesa Redonda de
Cooperantes en Educacio′n（MERECE））が活発に
活動しているが、上記のような経緯から、プログ
ラム策定プロセスへのMERECE参画は短期間の
上記集中アセスメントに限られている。よって利
害関係者の合意は形式的とも言え、PRSPで行わ
れたような市民社会等の参画が実施されていない
との問題指摘もある。こうしたプロセスは計画内
容と無関係とは言えない。

もう一つが実効性であり、対象国承認に向けて、
実現可能性が高く比較的結果の出やすい活動にフ
ォーカスを絞って策定された面も見受けられる。
このうち実現可能性に関しては、援助依存度の高
いホンジュラスでは援助の有無が重要な鍵とな
る。以下（2）に詳述のとおり、EFA-FTIのフォ
ーカス分野は以前から多くの援助が行われてきた
分野と合致する。計画策定にあたり課題のみでな

く、こうした面が考慮された。

（2）介入の進展

EFA-FTIの実施に必要な資金源は政府予算とド
ナーの援助である。このうち前者は2005年で、予
算中最大の31%が教育分野に、そのうち30%が初
等教育に充てられており、優先分野となっている4。
教育分野予算の出所も政府予算85%、外国融資
3%、無償資金供与8%、HIPC債務削減4%となっ
ており、政府予算が大きな比重を占めている。し
かし政府予算の内訳を見ると、97%は経常支出

（政府予算平均は69%）であり、その大半は一人
当たりGDPの6倍と国際的にも高い教員給与など
の人件費である5 。このため開発事業費は援助に
依っており、同年のEFA予算も85%が無償資金供
与、11%が外国融資で、政府予算は4%に過ぎな
い。

こうしたことからEFA-FTIは、財政支援を中心
とする援助の増加（資金計画では3年毎の各サイ
クル、約86百万ドル）を見込んで計画が立てられ
ている。援助モダリティも、2003年10月署名の政
府・ドナーによる枠組み合意（General Framework
Memorandum of Understanding）において、①プー
ル・ファンド、②プロジェクト、③人や物による
イン・カインド支援、④補完プログラム（EFA-
FTIには含まれていないが補完性を有する活動）
のいずれも可としている。

財政支援は、2004年6月にコモン・ファンドに
関する合意（Memorandum of Understanding
concerning Pooled Fund Support）が署名され（世
銀ほか3ドナー）、ファンドが設置されたものの、
教育省の信用管理能力の問題から拠出が遅れてお
り、2005年末までの拠出はスウェーデンの450万
ドルのみとなっている。

したがって、援助はプロジェクトが中心である。
これらのEFA-FTIへの介入状況（2002年から2005
年5月時点までの初等教育分野援助）は表1のとお
りである。EFA-FTI開始から2年余りということ
もあるが、多くの援助が入り様々な取り組みが行
われている分野と、そうでないものが分かれてい
る。前者としては質の向上に関する学習基準・教
材、教員養成などが、後者は農村及び少数民族の

初等教育分野におけるプログラム・ベースド・アプローチの援助に関する評価分析
ホンジュラス及びベトナムのEFA-FTIの事例から
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アクセスが挙げられる。また、質の向上分野でも、
教員配置や学校マネジメントはまだあまり活動が
行われていない。特定項目に複数の援助が行われ
ている場合にも、同一目標達成に向けてそれらの
関係性や補完性が明確なものもあれば、同じ項目
への援助というのみでこれらが希薄なものも少な
くなく、体系性はまだ十分には確保されていない。

これは上記援助の多くが、EFA-FTI導入前から
実施されていたことに関係する。これらの援助は
開始時期も様々であり、大半は2002年前後である
が、米のラジオ教育、独の農村ネットワーク支援
のように90年代後半から続いているものもある。
新たなプログラムの導入とこれに沿った援助の実
施には通常タイム・ラグがある。本件の場合にも、
EFA-FTIのもとで新規に開始された事業（米、学
習標準等）もあるものの、多くのドナーはEFA-
FTI導入を契機に事業を見直し、既存事業の協力
期間終了にあわせてスクラップ・アンド・ビルド
や新フェーズの協力を継続的に行う形でアライン
メントを進めている。こうしたアラインメントの
進展は、単一のプログラムに基づくPBAの付加価
値と言えよう。

またホンジュラスでは、ハリケーン・ミッチ災
害の復興支援を契機に現地ドナーにより活発に援
助協調が図られてきており、教育分野でも1998年
にMERECEが結成されている。MERECEでは毎
月1回会合を開催のうえ、互いの活動の情報交換、
EFA-FTIを含む教育分野の各種イシューの議論と
共同取り組みなどが行われている。こうした中、
JICAプロジェクトによって開発された算数教材
がスウェーデン及びカナダの資金協力により全国
配布用に印刷される、同じく算数分野の現職教員
研修（5県をモデルに実施）がスペインによる現
職教員研修支援を通じて全国展開に結びつく、な
どの協調が進展している。こうした援助協調も
PBAの付加価値と考えられる。

しかしEFA-FTIの実施には、現在のプログラム
のコンポーネント・項目のみでもまだ多くの介入
が必要な状況にある。援助協調を図ったとしても、
各ドナーのプロジェクト援助の積み上げのみで体
系的な介入を確保するのは容易ではない。政府自
身による介入がベースにあり、援助がこれを補う
形で、全体として体系的な介入が可能となるよう

な体制の確保が必要となる。同ベースの構築の観
点からは、政府の実施能力強化とコモン・ファン
ド支援の進展が、今後のEFA-FTIの計画実施の重
要な鍵になっている。

（3）実施プロセス

EFA-FTIは、実施面にも問題が見られる。現地
でインタビューを行った11ドナーの全てから、教
育省の実施能力の弱さと教員組合や政治の問題
が、EFA-FTIの目標達成の制約要因として挙げら
れた。教育省の実施能力に関しては、EFA-FTI策
定時のドナー・アセスメントでも強化の必要性が
言及されている。しかしプログラムには特に反映
されず、EA-FTI開始後に問題が顕在化し、2004
年及び2005年の教育省・ドナー合同評価では同問
題が主要議題となっている。コモン・ファンド設
置に伴い急務となった予算管理能力及び調達能力
強化については、コモン・ファンド・ドナーによ
り能力アセスメントと組織強化計画策定の支援が
開始されている。また、教育省の能力強化を盛り
込んだセクター・プランの策定も新たに検討され
ている。

PBAでは、対象国制度の活用が基本要素となっ
ている。しかしコモン・ファンドでは、教育省の
実施能力の弱さに伴う信用リスク管理の問題か
ら、当初はホンジュラス側制度の活用ではなく世
銀の制度に準じて実施するとされており、ホンジ
ュラス側能力に比して格段に高い要求が課せられ
ている。途上国のリーダーシップに関しても、セ
クター・プログラムはホンジュラス側ではなく、
ドナーの要求が起点となっている。

こうした要求への対応にホンジュラス側はかな
りの時間・労力を費やしており、援助協調・調和
化は図られているものの、ホンジュラス側の調整
コストは必ずしも軽減されていない。

教育省の実施能力に関しては、ホンジュラスで
はEFA-FTIがはじめてのPBAということも斟酌す
る必要はある。しかし政権交代に伴う頻繁な人事
異動や機構改革が、継続的な政策遂行や組織・人
員強化の障害となり、実際に実際能力が弱いのも
事実である。このためコンサルタントが教育省に
配置され、援助事業を取り仕切ってきており、コ
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ンサルタントと教育省職員との給与格差、コンサ
ルタントから職員への知識・技術の移転の欠如な
ども問題となっている6 。

教員組合は、ホンジュラスでは力が強く、給与
や業務環境をめぐって政権との対立・ストが恒常
化している。組合問題は、授業時間数の改善、人
件費の削減、教員の業績評価、採用の適正化や配
置転換の大きな障害になっている。政治は、既述
のように政策の継続性の問題があり、例えば2006
年の政権交代でも、新政権ではそれまでの教員給
与削減策に代えて、給与のアップが打ち出される
といった状況にある。

この関連で、EFA-FTIのもと、2005年には教材
全国配布が軍隊の協力も得て実施されたほか、コ
モン・ファンドにより貧困児童への学用品配布が
行われている。しかし、これらも結果としては同
年下期の大統領選挙を睨んだ政権（当時）による
国民の人気取りに使われたとの指摘もある。特に
学用品配布に関しては、当該コモン・ファンド・
ドナーはホンジュラス側の主体的判断を尊重した
としているが、他ドナーからはEFA-FTIの優先分
野の点で疑問視する声があった。

組合や政治といった問題は、一般的には「外部
要因」と見なされる。また、教育セクター内だけ
での対応は難しい。しかし組合問題の解決なくし
て、授業時間の適正化や教員配置の改善等は難し
く、組合問題はEFA-FTIの大きなリスク要因とな
っている。EFA-FTI目標の実現のためには、教育
セクターを超えたより上位（例えば大統領府）で
の対応も含め、同問題の改善や政策継続性の確保
への取り組みを検討していく必要がある。

3．事例2：ベトナム EFA-FTI7

ベトナムのEFA-FTIは、援助依存度の低い途上
国の事例として、①援助依存度と、プログラムへ
のアラインメントや体系的な介入、②途上国の実
施能力と途上国のリーダーシップ、③政策の一貫
性とプログラムの実施などについて示唆を示して
いる。また、PBAの有効な国について考えるうえ
で興味深い事例となっている。

（1）計画の適切性

ベトナムでは、1990年代を通じた初等教育普遍
化への取り組みの結果、1990年から1998年で純就
学率が86%から95%に、終了率も57%から74%に
改善されてきた8 。こうした中、2000年代の課題
となっているのが、残す5%の就学率達成と、量
のみでなく質の改善である。このうち前者につい
ては、男女格差は少ないものの、所得、民族、地
域格差の問題があり、就学率では所得別5段階の
最富裕層と最貧困層、人口の約9割を占めるキン
族と少数民族、都市部と農村部の間では各々11%、
12%、6%（2002年）の格差がある。

質に関しては、①授業時間数の不足（年間総授
業時間で国際標準の約3分の2）、②その背景にあ
る教室不足や教員給与問題による二部制の多さ

（児童の約10%のみが全日制）、③質の劣った校舎
や教育設備、④教員の質や教授法の問題が要因と
して挙げられる。なお、ベトナムでは近年の教員
増員や学齢人口の減少もあり、教員は必ずしも不
足していない。教員一人当たりの児童数も全国8
地域で27-33人と国際基準（30人）のレベルにあ
る。しかし国家基準の教員資格を持つ教員は1998
年時点で約7割に過ぎない9 。

こうした課題を背景に、2000年に策定された
「社会経済開発戦略（SEDS）2001-2010」及び
「教育開発戦略（EDS）2001-2010」、並びに各々
の5ヵ年計画（2001-2005）では、初等教育の完全
就学達成（純就学率99%）を目標として明示して
いる。これに続く前期中等での完全就学レベル実
現（純就学率74%から90%）を目標に加えたうえ
で、①僻地、少数民族地域、貧困層における教育
強化、③質の改善（カリキュラム、教員の質、教
授法等）、④行政システムの強化を戦略として掲
げている。初等教育の完全就学達成と、質の改善、
民族格差是正は、2002年に策定された「包括的貧
困削減成長戦略文書」（CPRGS）にも盛り込まれ
ている。

EFA-FTIは以上の計画・目標をベースに、EDS
のもとでの新カリキュラム導入（2002年）や策定
過程での追加的状況分析結果を盛り込んで策定さ
れている。EFA-FTIは既存のSEDS、EDS等に代
わるものではなく、2010年までを対象期間に異な
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るフォーカスで策定された計画・目標を一貫した
枠組みの中に関連付け、あわせ2015年までのより
長期的視野を提供するものとされている（SRVN
2003）。これはベトナムでは、SEDSやEDSといっ
た国家開発計画があくまで開発の基本文書であ
り、ドナーとの合意文書であるCPRGSやEFA-FTI
はこれらを補完する文書と位置付けられているこ
とによる。

EFA-FTIは、①量から質への転換、②初等・前
期中等教育の普遍化、③生涯学習の機会提供、④
コミュニティの参加動員、⑤効果的マネジメント
と資源活用を戦略ゴールとし、幼児教育、初等教
育、前期中等教育、ノンフォーマル教育を対象と
してカバーしている。対象毎に「アクセス」、「質
と適切性」、「マネジメント」の3領域における目
標、2015年までのターゲット、アクション・プロ
グラムを示している（表2参照）。

EFA-FTI全体としての包括的な対象・領域設定
に加え、初等教育プログラムでは領域毎の目標実
現に向けて、①施設建設を含む量的拡大、②ハー
ド（施設）及びソフト（カリキュラム、教員、教
材）の面での質の向上とその評価、③配慮を要す
る多様な児童への質を伴った機会の提供と格差是
正、④中央及び地方レベルのマネジメント強化な
どの、幅広い取り組みが盛り込まれている。これ
はEFA-FTIが各種計画・取り組みを統合する形で
策定されたことによる。ドナーの協力（UNESCO、
世銀等の技術支援や、幅広いドナーとのコンサル
テーション）や地方政府関係者の参画も得て、2
年半をかけて準備されたこととも無関係ではな
い。

以上のようにEFA-FTIは、ベトナムの初等教育
の課題及びEFA-FTIの目標に向けたプログラムと
して体系性が高い。ベトナムでは地方分権化のも
と国レベルでのEFA-FTIに基づき各省が省レベル
でのEFA-FTIプログラム（省計画）を策定・実行
する計画となっている。省計画は、64省中10省で
計画手法の開発をかねてパイロット的に策定試行
中の段階にある。EFA-FTIの成果達成は、いかに
省計画が上位計画である国家EFA-FTIと政策体系
としての一貫性を有し、かつ各省の課題に即した
形で策定され、適切に実施されるかによってくる。

（2）介入の進展

ベトナムでは、政府予算10 に占める教育セクタ
ーの割合は2004年時点で18 %である11 。教育セク
ター予算の32%は初等、21%が中等前期に充てら
れている。教育セクター予算では、政府予算が
73%、非政府予算が27%である。非政府予算には
援助（ODA）のほか、教育債券、「教育の社会化」
政策による保護者・地域・企業からの寄付等が含
まれる12 。ODAが教育セクター予算全体に占める
割合は約1%に過ぎない。予算支出も、経常経費
は75%で、25%が資本支出に充てられている。人
件費は経常支出の71%であるが、教員給与は2001
年時点で一人当たりGDPの1.45倍と、EFA-FTIの
国際目標指標（3.5倍）を大きく下回っている13 。
ベトナムでは予算面における教育セクターの援助
依存度は低く、2003-2015年通算でEFA-FTI予算
の10%程度（2015年の計画値は1.6%）であり、ベ
トナム側が介入の主体となっている。

EFA-FTIへの2006年6月時点までの主な介入は
表2のとおりである。各領域でアクション・プロ
グラムに沿った介入が既に行われている。このう
ちベトナム側に関しては、EDSのもと、教育予算
にイヤーマークの特別勘定を設け、①初等教育普
遍化及び識字撲滅の推進、②教育プログラム及び
教材改定、③教員研修及び師範学校施設改善、④
山岳少数民族地域や僻地の教育支援、⑤中核校、
大学、職業訓練校などの施設改善、⑥学校へのIT
導入及び外国語学習推進、⑦職業訓練能力強化の
7つのプロジェクトから成る国家ターゲット・プ
ログラム（NTP）を実施している。このうち①か
ら⑥までがEFA-FTIに関わる活動である14 。また
教育の質の改善に向けてアクティブ・ティーチン
グ・アンド・ラーニング（ATL）への移行を盛り
込んだカリキュラム改定が2002年に行われ、同適
用に向けた取り組みが進められている。政府予算
はじめ保護者・地域の寄付等の非政府予算財源を
もとに、学校建設や施設改善も行われている。

EFA-FTIが5ヵ年計画（2001-2005）の途中で導入
されたため、ベトナム政府は2005年までは実施中
の主要活動を中心としてパイプラインをEFA-FTI
にアラインさせる形で取り組みを進めきた。同成
果をふまえて2006年からの5ヵ年計画期間にフォ
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ローアップを含むアクション・プログラムを加え
ている。

ドナー側の援助は、こうしたベトナム側の取り
組みにアラインする形で行われている。その顕著
な例がNTPに対する特定財政支援（TBS）であり、
既述の7プロジェクトのうち①から⑤までを対象
に2005年から128百万ドルの援助が供与されてい
る。2004年のEFA-FTI導入後、比較的短期間で多
額の財政支援が実施された背景には、CPRGSの
もと、既に貧困削減支援借款（PRSC）による財
政支援が行われていたことが挙げられる。

TBS以外にも、新カリキュラムにあわせた教員
研修や基準の策定、山岳地域等における施設改善
や行政・地域の能力強化などのプロジェクト援助
が多数のドナーにより実施されている。世銀と複
数ドナーの協調融資による初等教員開発プロジェ
クト（PTDP）や不利な状況にある児童に対する
支援プロジェクト（PEDC）には、プロジェクト
の予算総額の16-18%がベトナム側から投入され
ている。

実施中プロジェクトは、2001-2003年頃に開始
された比較的新たな案件が多い。EDSを受けて始
められたものもある。2000年以前には国連機関及
び一部の二国間ドナー・NGOを除き初等教育分
野の援助はほとんど行われておらず、2001年には
策定が着手されたEFA-FTIが呼び水の役割を果た
した面もあった。EFA-FTIがEDS策定直後のタイ
ミングで一貫性をもって策定されたことも、
EFA-FTI初期段階からのプログラムに沿った多数
の介入の確保につながっている。

しかし、これらのプロジェクトはプロジェクト
間の直接的な連携は図られていない。例えば世銀、
日本、ベルギーそれぞれによる同じ教員研修分野
のプロジェクトでは、互いの活動や経験・成果の
共有はほとんどなされていない（JICA 2007）。援
助協調に関しては、EFA-FTI導入に伴い2004年か
ら教育セクター・グループが設置され、定期的な
会合が開催されているが、活動内容は主に情報・
意見交換である。これはベトナムが主導する形で
EFA-FTIが進められていることが大きい。ドナー
間のコミュニケーションは、情報共有や活動調整
の不十分さが問題指摘されている（UNICEF
2004）。

（3）実施プロセス

ベトナムのEFA-FTIは、強いオーナーシップと
低い援助依存度のもと、ベトナム側がリーダーシ
ップをとって進められている。また、実施能力、
実施環境も基本的には良好であり、プログラムの
実施に影響を与えるような問題は生じていない。
しかし、省レベルのEFA-FTIを担う地方政府の行
政能力は、中央省庁に比べてまだ弱く、地域格差
も大きい。開発成果達成の観点からは、①分権化
システムの中で省レベルにおける適切な取り組み
をどのように確保していくか、②省レベルでの取
り組みに必要な予算の適切な配賦や技術支援をい
かに行っていくか、が重要となる。

ベトナムでは、歳入はいったん国家予算に計上
された後、各省に配分される。教育予算も、保護
者・地域の寄付等は各省にそのまま割り当てられ
るが、他の財源は人口等を基準に経済社会状況な
どを考慮して配分される。省内の予算配分は省に
全面的に委譲されている（瀬木ほか 2006）。しか
し、①省によって予算管理方法が異なり、中央と
地方の予算管理方法が同時性を欠く、②国レベル
での教育開発目標や方向性と予算配分が必ずしも
整合しない、③地方、中央、セクター・レベルに
おける予算執行状況の適宜・的確な把握やとりま
とめが難しい、といった課題が生じている。イヤ
ーマーク予算であるNTPに関しても、多くの実績
は挙げているものの、達成すべきターゲットの一
層の明確化と結果に関する定期的な報告が必要と
の指摘がされている（SRVN 2005c）。これらは今
後の省レベルにおけるEFA-FTIの実施において
も、計画・実施方法のある程度の標準化、国レベ
ルEFA-FTIと省レベルのEFA-FTIの一貫性の確保、
進捗に関するモニタリングや報告制度の確立等が
課題であることを示している。

4．比較・考察

ホンジュラス及びベトナムは、初等教育普遍化
に向けた単一プログラムのもと、政府・ドナーが
これにコミットして取り組みが進められており、
政府においては資金計画にもとづく予算割り当て

三輪　徳子
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が、ドナーにおいては援助協調を通じたプログラ
ムの支援が行われているとの共通点を有する。ま
た、財政支援を含む調和化など、同じような取り
組みが行われている。他方、同じEFA-FTIでもプ
ログラムのつくりは異なっており、同プログラム
の実施状況や、その結果としての開発成果達成に
向けた進展には違いがある。

（1）プログラム策定

ホンジュラスとベトナムのプログラムの相違を
まず見てみたい。ベトナムのEFA-FTIは初等教育
の普遍化と質の向上に広く取り組む内容である。
これに対してホンジュラスのEFA-FTIは、フォー
カスが絞られた限定的なプログラムである。フォ
ーカスされた分野の目標達成に必要な取り組みも
必ずしもカバーされていない。次に、ベトナムの
EFA-FTIは既存の戦略との整合性がとれているの
に対し、ホンジュラスのEFA-FTIは既存戦略との
不整合が見られる。

なぜこのような相違が起こったのか。第1に、
EFA-FTI策定プロセスを見ると、ベトナムではド
ナーの支援を得つつ時間をかけてプログラムが策
定されたのに対し、ホンジュラスの場合には短期
間にドナーの参画も不十分な形でプログラムが策
定されている。第2に、この背景としてホンジュ
ラスでは、対象国選定プロセスに間に合わせるた
めに、至急プロポーザルを提出しなければならな
いというタイム・プレッシャーがあった。その意
味では、（おそらくはEFA-FTI導入年の対象国承
認という実績確保のために）短期間の作業を課し
たEFA-FTI事務局の進め方にも問題があった。第
3に、ホンジュラスは援助依存度が高く、独自の
開発事業展開には制約があった。よって開発プロ
グラム策定にあたっては、既存の援助介入や今後
の援助の可能性を考慮せざるを得ない面があっ
た。特にプログラムの実効性が求められるEFA-
FTIの場合には、この点が顕著であった。このた
め目的からではなく手段を重視してプログラムを
策定することになった。結果として、目的に基づ
き策定する場合に比べてプログラムの体系性の確
保には制約が生じた。援助規模が限られているの
で、特にその傾向が大きかった。

プログラムへの取り組みが開発成果達成につな
がるには、計画が適切である必要がある。計画の
適切性に関し、ホンジュラスとベトナムのEFA-
FTIの以上のような相違からは、2つの留意点が導
かれる。

第1が、対象国の援助依存度の考慮の重要性で
ある。PBAでは、途上国の主体的プログラムがベ
ースとなるが、援助が一部の補完的介入でしかな
い国と、援助依存度が高く、プログラムの計画内
容自体が援助によって左右されるような国とでは
置かれた事情が異なる。後者のような国の場合、
開発成果実現にドナーが負う共同責任はより大き
い。途上国の課題にあった体系的なプログラムが、
援助の中期的展望も得たうえで策定されるために
は、プログラム策定段階から途上国・ドナー間の
十分な対話が図られることが必要である。PBAは
一律に議論されがちであるが、こうした国による
違いをふまえたうえで、対象国の状況に合った適
切なパートナーシップのあり方を検討することが
重要である。

第2が、国際イニシアチブの現地化にあたって
の、対象国の既存の開発戦略との整合性に対する
配慮の必要性である。ホンジュラスでは、既存の
開発戦略との整合性が十分でなく、限定的な
EFA-FTIの導入により、似ているが少しずつ違う
内容の開発戦略の並立と政策体系の混乱が生じて
いる。また、国際合意に基づく開発戦略の方が重
視される中、限定的なEFA-FTIがより広い取り組
みを含む政府開発戦略にとってかわった状況を生
んでいる。

ベトナムでは、自国の政策体系をあくまでベー
スとしてEFA-FTIと政府開発戦略との関係を整理
するとともに、EFA-FTIが5ヵ年計画の半ばで策
定されたことへの対応を、次の5ヵ年計画にあわ
せてとることで自国開発戦略とEFA-FTIとの一貫
性の確保が図られた。しかしこれは、非常に強い
オーナーシップを有し、援助依存度も低く、マネ
ジメント能力を有する国であればこそ可能であっ
たとも言える。また、ベトナムの場合も、5ヵ年
計画の半ばでさらに上位の10ヵ年計画を超える期
間を含むEFA-FTIの策定・導入には相応の工夫を
要している。

PBAのもとで国際合意に基づく新たなプログラ

初等教育分野におけるプログラム・ベースド・アプローチの援助に関する評価分析
ホンジュラス及びベトナムのEFA-FTIの事例から
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ムを開始する場合には、対象国の既存の開発戦略
との整合性、政策体系としての一貫性、またプロ
グラム策定・導入のタイミングを十分考慮すべき
と言えよう。特に国際イニシアチブの現地化にあ
たっては、援助依存に起因する途上国側とドナー
との交渉力の違いにも配慮し、押し付けや政策の
二重体系にならないような、ドナー側の思慮が求
められる。

（2）プログラム実施

次にプログラムへの介入の進展と実施体制を見
てみよう。体系的な介入の確保、対象国実施能力、
安定した実施環境、ステークホールダーとの関係
構築などがプログラムの実施、ひいては開発成果
の実現可能性に影響を与えている。

ベトナムでは同国自身の取り組みをベースに、
これにアラインする形で援助が行われている。実
施能力が高いことから早い段階で多額の財政支援
が行われ、新規援助が増加する中、プログラムを
広くカバーする形で体系的な介入が短期間に進ん
でいる。「教育の社会化」のもと、保護者、地域、
企業といった広範なステークホールダーとの協同
関係が構築されていることも、プログラムの介入
に寄与している。政策・組織の継続性が確保され
ていることが、EFA-FTIへの取り組みをESDの5
ヵ年計画のローリングに反映させることができる
理由となっている。

他方、ホンジュラスでは、援助が介入の中心、
かつ新規援助よりも主に既存の援助のスクラッ
プ・アンド・ビルドでプログラムへのアラインメ
ントが進められており、介入の体系性はまだ十分
には確保されていない。援助もドナーが直接実施
するプロジェクトがほとんどであり、介入のメイ
ン・アクターはドナーである。したがってPBAと
いっても実態はドナーが主体となっての援助協調
との状況にある。また、実施能力の問題から、財
政支援は供与までに時間がかかり、供与額が限ら
れている。信用リスクの恐れから、途上国制度で
はなくドナーの制度を適用し、ホンジュラスの能
力以上の高い水準の要求が課されている。政権交
代に伴う政策・組織・人事の変更、教員組合問題
が実施プロセスの阻害要因になっている。

こうしたベトナムとホンジュラスの相違から
は、開発成果実現に向けたプログラムの実施に関
して以下の留意点が抽出できる。

第1が、実施環境の吟味の重要性である。政治、
経済、社会情勢は、プロジェクトにも影響はある
が、プログラムの場合には上位のセクターあるい
はマクロ・レベルの開発政策とのつながりがより
直接的であり、対象も包括的であるため影響は一
層大きい。取り組みも長期にわたるため、政策の
継続性や安定した取り組みを可能とする実施環境
がより重要となる。政策の継続性等は「外部要因」
として位置づけられがちであるが、むしろ「前提
条件」とも言える。PBAにおける対象国のコミッ
トメントは安定した実施環境への政治意志なども
含めて考える必要がある。

同様に、プロジェクト・レベルでは「外部要因」
でも、プログラムの場合には内部要因として取り
組むべきものもある。その例がホンジュラスの教
員組合問題であり、教育セクターの主要利害関係
者（組合）に関わる問題解決と開発成果実現に向
けた協同関係の構築はステークホールダー・リレ
ーションである。開発成果実現に向けたプログラ
ムの適切な実施のためには、広い視点から利害関
係者を捉え、協同関係を構築することが求められ
る。

第2に、対象国の実施能力の考慮の必要性であ
る。実施能力は、先行研究でもPBAの進捗に影響
を与える要因として挙げられている。しかし問題
は、実施能力の制約でPBAが進まないことではな
く、実施能力をふまえた進め方がされていないこ
とである。その例がホンジュラスであり、ファン
ド設置の後に問題対応として実施能力強化が行わ
れている。また、既述のように信用リスク管理の
ためにドナーの制度が適用されている。このよう
な場合には、対象国の負担の面でも、実施能力を
強化したうえでファンド設置等を図るような段階
的進め方の方が適切と考えられる。PBAについて
は一律な議論や進め方がなされる傾向が見られる
が、PBAの基本要素は手段であって目的ではない。
各国固有の状況をふまえたうえで、開発成果実現
に向けた途上国主導の取り組みのために何が必要
かに基づいて、適切なエントリー・ポイントとル
ートで進めることが重要である。

三輪　徳子



99

（3）援助の貢献の評価

以上では、開発成果実現の観点から、PBAのあ
り方について見てきた。では、こうしたPBAにお
いて、開発成果の実現に対する援助の貢献、とり
わけ特定ドナーの貢献はどのように評価するべき
なのか。

国際援助社会では、特定国の就学率や終了率の
向上といったレベルの開発成果の達成には対象国
及び関係ドナー全体による包括的な取り組みが必
要との認識のもと、SWApにはじまり現在のPBA
に至るアプローチを進めてきている。そうした取
り組みにより達成された開発成果と援助の関係に
ついては、特定ドナーの介入との厳密な因果関係

（attribution）ではなく、同介入が上記取り組みに
どのように貢献したかの可能性（plausibility）の
観点から評価する考え方か広く適用されるように
なっている。貢献の可能性の評価手法にはまだ確
立されたものはないが、一般的には取り組み全体
の中での戦略的な位置付け、他のアクターとの協
調、当該ドナーの介入における直接的なアウトカ
ムの達成度等を総合的に勘案して評価が行われて
いる（三輪 2005）。同様の評価は、JICAでも既に
実施している（JICA 2006、2007）。

本論では、特定ドナーの援助から対象範囲を広
げて、取り組み全体のベースとなる対象国のプロ
グラム、同プログラムへの介入全体及び開発成果
の実現の可能性を評価した。EFAに向けた課題解
決のためには、教育の質の向上一つをとっても教
員研修、カリキュラム、教材、学校施設、教育行
政、学業達成度の評価などの総合的な取り組みが
必要である。事例からも、開発成果と特定ドナー
の介入の関係性は貢献に基づく考え方で捉える必
要があることが示された。

また、特定ドナーの援助のみでなくプログラム
全体を鳥瞰し、異なる国の事例を比較することで
次のような視点も抽出された。

第1は、プログラムの開発成果実現の中でどの
ような介入の貢献がより大きいかということであ
る。当然ながら援助は各ドナーの経験や比較優位
を活かす形で行われ、これ自体には妥当性がある。
また、プログラムが適切なものであれば、そのコ
ンポーネントに対する介入は開発成果に貢献する

介入と言える。プログラム全体の成果を考えると、
介入の波及効果は同じではない。政策・制度や行
政機関の実施能力がサービス・デリバリーを含む
セクターの機能の制約となっているような場合に
は、プログラムの適切な実施の基盤となる政策・
制度の支援や行政機関の能力強化は、教材配布、
教員研修、学校建設といった個別活動への介入よ
りも波及効果が大きい。投入が1人のアドバイザ
ーであっても、規模の大きい学校建設よりもプロ
グラム全体への貢献が大きい場合もある。

第2は、同じような介入でも、国によって意味
が異なるとの点である。上記のようなケースとは
異なり、対象国が実施能力を有し、資金やハード
の不足が問題であるような場合には、求められる
のは技術協力よりも、資金供与や学校建設・整備
である。

JICAはホンジュラスとベトナムでEFA-FTIに対
して協力を行っているが、ともに現職教員研修、
かつ特定地域を選んでの試験的事業であっても、
意味が異なる、プログラムの中での位置付けが違
うからである。ホンジュラスでは、算数分野の教
材開発・教員研修を行っているが、算数分野は
JICAがリード・ドナーであり、教材は全国の教
員に活用されている。このため上記教員研修は、
特定地域での試行に留まらず、全国に展開されて
いくべき位置付けにある。他方、ベトナムでは、
ATLを盛り込んだ新カリキュラムの普及にあわ
せ、「児童中心型教授法」に関する教員研修が行
われている。ベトナムでは、別途、世銀等がATL
のための教員研修をより広域的に展開しており、
同協力では教員の能力基準の策定も組み合わせら
れている。北部山岳地帯ではベルギーによる教員
研修も実施されている。これら3つの取り組みの
いずれが今後の全国的な教員研修の核となってい
くかを考えると、基準づくりも盛り込み、多くの
省で実施されている世銀等の研修が可能性として
高い。JICAの協力では他省への普及が上位目標
に掲げられているが、上記現状に照らせば、広域
展開を図るための試験事業というよりは、世銀等
の支援に基づく研修と組み合わされていくべき補
完的アプローチ（「児童中心型教授法」）を提示す
るものと位置付けられる。日本の初等教育援助で
多い現職教員研修については、ほとんどが普及を
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目指す試行取り組みとの位置付けである。しかし、
個々の国の状況や他ドナーによる同様の援助との
関係によって、同取り組みの持つ意味や達成すべ
き成果は異なる。位置付けを明確にして協力を行
っていくことが必要である。

5．おわりに

本研究では、手段に焦点を当てる形で一律に議
論されがちであるPBAについて、開発成果の達成
にどのようにつながっていくのかとの視点から分
析することで、各国の状況に応じて進め方や手段
の選択を吟味する必要性を明らかにした。PBAは、
①途上国のリーダーシップの重視、②途上国の単
一・包括的プログラムと予算枠組みに基づく援
助、③援助協調・調和化、④途上国制度の活用を
要素とするが、これらの要素を開発成果に結びつ
けるためには、①計画の適切性、②体系的な介入
の進展、③実施プロセスの3点を丹念に検証する
ことが重要である。特に開発成果の実現に向けた
より効果的なPBAの実施に関する議論を深めるた
めには、援助依存度、対象途上国の実施能力、実
施環境の3つを重視することの必要性を、本論事
例の検討結果から強調したい。

この関連で、先行研究では、PBAは援助依存度
の高い国において特に有効であるとされている。
援助の乱立、重複等への対応としての援助協調・
調和化等の進展、すなわち援助の投入の仕方の視
点で見れば、援助依存度の高い国でPBAが有効な
のは当然である。他方、本研究のようにPBAが開
発成果の実現につながるかの視点で見た場合、援
助が多く援助調整を要する国の方が有効なのは言
うまでもないが、援助依存度が高い国で特に有効
とは簡単に言えない。一定適度の主体的介入が可
能な援助依存度と実施能力を有する国の方が、途
上国のリーダーシップや開発成果によりつながっ
ていることが、ベトナムとホンジュラスの事例で
は示されているからである。ただし、PBAがどの
ような国で特に有効かは今後のさらなる研究課題
である。

最後に、以上を踏まえ、我が国のODA評価に
対する示唆をしておきたい。我が国のODA評価

は、途上国の開発戦略との合致の有無及び個々の
投入やアウトプットをもって評価が行われてきた
傾向がある。また、開発成果よりも日本の援助の
効果に主として関心が払われ、「帰属」の観点か
ら効果を評価しようとする傾向がある。結果とし
て、日本の援助もその一部である全体的な取り組
みや、その中での日本の援助の具体的な位置付け
について必ずしも十分に吟味されてきていない。
このような傾向は、現在、我が国ODAにおいて
進められつつある、プログラム・アプローチにも
引き継がれている。開発成果実現に向けた途上国
プログラムへのアラインメントというよりは、日
本の援助をより効果的・効率的に組み合わせるた
めの「日本のプログラム」の発想が主となってい
るからである。しかし、「日本プログラム」のみ
では、基本的に開発成果の達成が難しいのは既に
記したとおりである。開発成果実現につながるよ
り戦略的・効果的な援助の実施のためには、対象
国のプログラムの体系、これに対する途上国、日
本、他ドナーの介入、その中での日本の援助の位
置付けなどを、より広く捉えて援助を計画し、そ
の効果を評価していくことが肝要である。

付記

本稿の見解は、筆者個人のものであり、JICA
の統一的な見解を示すものではない。最後に、貴
重なご指摘をいただいた匿名の差読者に感謝申し
上げる。

注記

1    複数国の事例研究と総合分析を組み合わせた主要

研究として、初等教育分野ではNe t h e r l a n d s

Ministry of Foreign Affairs 2003、教育分野を含む

PBAではBrown 2001、Foster 2000などが挙げられる。

2    ホンジュラスは、9-3-4制の教育制度を採用してお

り、各3年の3サイクルからなる9年間を基礎教育と

している。初等教育は最初の6年間2サイクルにあ

たる。EFA-FTIの対象は最初の2サイクルであるこ

とから、本稿では、初等教育の用語を使用する。

3    2005年にドナー会合に提出された案では、教育の

効率性と質、インフラ整備、組織強化（関係組織
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の組織開発と地方分権、人材の能力開発）が3本柱。

セクター・プログラムではあるが各段階（中等、

高等教育を含む）の詳細の計画は言及されておら

ず、EFA-FTIの補完といった色彩が強い。

4   以下、政府予算データは財務省資料（SEFIN 2006）

及び現地調査時教育省説明資料（P r e s e n t a c i o′n

del Prespuesto de la Secretaria de Educacio′n 2005）に

よる。

5    EFA-FTIのインデカティブ・フレームワークの目

標指標では、教員給与は一人当たりGDP3.5倍程度、

教育関係経常費における教員給与以外の経費33%。

ホンジュラスでは前者6倍、後者52%となっている。

6    EFA-FTI実施の一元的な所掌部署として2003年に

教育省に設置されたEFA局も政治的任命の局長の

もと、主要業務はコンサルタントによって行われ

てきた。しかし、教育省の本来組織・業務への

EFA-FTIの統合や多数のコンサルタントに要する

経費が問題となり、教育省・ドナー合同評価の結

果、2005年末に廃止された。

7   ベトナムのEFA-FTIは就学前教育、初等教育、前期

中等教育、ノンフォーマル教育の4分野をターゲッ

トとするが、ここでは初等教育分野を対象に見る。

ベトナムの教育制度は5-4-4制の教育制度である。

8    教育統計については、SRVN 2003、SERVN 2005b、

UNESCO 2000に基づく。

9    以前は前期中等終了後、教員養成校で3年コース履

修（9＋3）であったが、後期中等教育終了後、教

員養成校で2年コース（12＋2）にグレード・アッ

プされた。ただし資格を持たないものや以前の資

格のみの者も少なくない。

10   以下、予算データはSRVN 2005bに基づく。

11   EFA-FTIでは2015年までに同割合を20%にすること

が実施指標の一つに掲げられており、2004年時点

に計画に1年先んじる形で18%が達成されている。

12   ベトナムでは、教育財源の拡大・多様化に向けて

2003年から教育債権を発行している。社会全体で

教育を支える「教育の社会化」政策も1990年代か

ら進められており、保護者、地域、企業から寄付

や積立金を募り、学校建設・補修、各種教育新興

活動が行われている。

13   教員給与については、教育の質の向上の観点から

最低賃金の引き上げ等が政策として打ち出されて

いる。EFA-FTIでも同政策に沿った改善が実施指

標に掲げられているが、同達成後も2015年で一人

当たりGDPの2.19倍程度の水準に留まる（SRVN

2003）。

14   NTPには、2001-2005年の間、毎年教育予算支出の

3-4%が支出されてきている（SRVN 2005a）。
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ホンジュラス及びベトナムのEFA-FTIの事例から

An Evaluation Study of Program-Based Approaches (PBAs)
for Development Assistance in the Primary Education Sector:

A Case Study of the Education for All-Fast Track Initiative (EFA-FTI)
in Honduras and Vietnam

Satoko Miwa

Japan International Cooperation Agency (JICA)
Miwa.satoko@jica.go.jp

Abstract

Program-based approaches (PBAs) are increasingly being applied to development assistance in the primary
education sector. To examine their current operations and challenges, the author conducted a case study of the
Education for All-Fast Track Initiative (EFA-FTI) in Honduras and Vietnam carried out under PBAs, focusing on
progress towards development results. The study shows that, despite similar approaches and tools employed under
the EFA-FTI, the program and progress between the countries differ due to factors such as aid-dependency,
capacity, and an enabling environment. This paper argues that differentiated approaches based upon specific
country contexts are essential. The importance of capacity development of partner countries is also emphasized.
The author raises the issue of evaluating aid under PBAs; she proposes that evaluation be based upon the concept
of contribution and points out the importance of assessing strategic positioning and the role of aid, given overall
efforts towards the attainment of development results.
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1．背景

近年、わが国でも多くの大学において学生によ
る授業評価が実施されている。アメリカにおいて、
学生が教育評価に関わるようになったのは1950年
代からであり、このころから学生による評価に関
する文献も見られるようになる（Falchikov 2005）。
1960年当時、すでにアメリカの大学・カレッジの
40%で授業評価が行われていたとされている

（Stecklein 1960）。
一方わが国においては、平成3年の大学設置基

準の改定により、自己点検・自己評価・ファカル
ティ・ディベラップメント（FD）の重要性が示
されたことが、授業評価の実施を促進した（示村
1992）といわれている。文部科学省の調査によれ
ば、平成10年度に学生による授業評価を実施した
のは、国公私立大学全体で334大学（約47%）に
過ぎなかったが、その後増加の一途をたどってい
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段階評価における項目の重み導入による三次元的分析の試み
－大学における授業評価分析を事例として－

要　約

評価結果を政策に生かす場合、評価項目の重要度の違いがその後の政策を左右する要因となる。すなわ
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る。平成15年度で授業評価を実施している大学は、
国立96大学（約99%）、公立68大学（約89%）、私
立469大学（約99%）であり、大学全体では633大
学（約91%）となっている（文部科学省高等教育
局大学振興課 2005）。

Braskanp ＆ Ory （1994）によれば、学生によ
るシステム化された授業評価の増加は①高等教育
機関における質的評価の総体的増加②深刻な財政
問題に直面した経営者の意思決定のための材料の
必要性③学生による授業の段階評価は、効率的に
収集でき、「教育の質」という難解な概念を定量
化できる、といった要因の結果である。

アメリカにおいては学生による授業評価がしば
しば教員評価（査定）の材料として利用されてき
たが、現在主流となっているのは、評価結果を改
善に活用するものである。Maki（2004）が提案
している「学習評価のサイクル」（図1）は、教育
観に基づいて、教育目標・目的を定める。教授学
習活動についての成果（アウトカムズ）を確認す
るための証拠を収集し、その解釈を行い、その結
果から、革新を行い、再び評価サイクルを繰り返
していくものである。この評価サイクルはいわゆ
る「アウトカムズ評価」であるが、評価が査定と
して終わっているのではなく、改善に向けて繰り
返している点に特徴がある。

一方わが国においては、授業評価が人事に関わ
る教育業績の査定に直接用いられることはほとん
どない（大山 2001）。授業評価の主要な目的は、
教育効果の向上のための授業改善である。文部科
学省の報告書でも、「学生による授業評価」は

「授業の質を高めるための具体的な取り組み」と
して位置づけられている（文部科学省高等教育局
大学振興課 2005）。授業評価が広く普及した現在、
多くの大学の興味は、授業評価の結果をいかにし
て授業改善に生かすかという点にある。

2．研究の目的

評価においては、その評価結果を改善に生かす
ことが求められる。しかるに、評価の低かった項
目すべてを一度に改善することは不可能である。
そこで項目の中でも、より重要度が高く、改善に
より大きな成果が期待できるものから対応してい
くことが求められる。

本研究では、評価項目の重要度（重み）を測定
し、これを段階評価（rating）と組み合わせるこ
とによって、有効な改善策を3次元的に提示する
方法を実証的に示すことを目的としている。本研
究で提案する方法は、授業評価のような質的な評
価分野よりも、むしろ政策評価等に用いる方が的
確であるが、ここでは著者の数年来の研究対象と
しての授業評価を対象とした分析を行う。

重み付けの方法は大きく2つに分類できる。1つ
は、回答者が直接重要度を示す方法であり、
Grading法（最も重要な要因を10点満点として点
数付けをする）や順位法（すべての要因の順位ま
たは順位に相当する点数をつける）がこれにあた
る。もう1つは回答者の選好に関するアンケート
に基づいて、要因の重要度を求める方法であり、
AHP（Analysis Hierarchy Process：階層分析法）
やコンジョイント分析がある。

評価者が学生であることから、直接要因の重要
度を求めても、有効なデータは期待できない。ま
たAHPは一対比較を繰り返す方法であることか
ら、授業時間の一部を割いて行う方法としては不
向きである。そこで、本研究ではコンジョイント
分析を用いて評価項目の重み付けをすることとし

証拠の�
解釈�

証拠の�
収集�

成果の�
確認� 変化・革新�

の実行�

使命／目的�
教育目標�

（出所）Maki.P.L.（2005）

図1 学習評価のサイクル
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－大学における授業評価分析を事例として－

た。
コンジョイント分析は、複数の評価要因のもつ

水準（属性）に対する回答者の選好データから、
各要因の重要度と好まれる属性を求めるものであ
る。初めLuce and Tukey（1964）により、計量心
理学分野において開発されたが、その後マーケッ
ティングリサーチの分野で広く利用されるように
なった。Green and Wind（1973）は、マーケティ
ングにおける多属的意思決定のためのモデルにつ
いて初めて示したとされている。1990年代に入っ
てからは、環境経済学の分野でも研究が開始され
た（栗山 2000）。また近年では、いまだ事例は少
ないものの、教育ならびに福祉の分野にも応用さ
れるようになった（真城 1998: 長井 2002など）。

コンジョイント分析を授業評価に用いる場合、
最も重要なのは各要因の水準の設定である。学生
は実際に自分が受けた授業を基準としてしか水準
の是非を判断できないため、水準は実際の授業を
基準に設定し、また各水準の示す内容について、
調査票に明解に示す必要がある。

3．研究の方法

コンジョイント分析を大学における学生による
授業評価に利用したデータがないことから、本調
査に先立ち、異なる3大学で実施された4種の授業

（講義科目2科目、演習科目2科目）を対象とした
プレ調査を実施した。調査結果から、コンジョイ
ント分析の授業ニーズに対する有効性が確認され
た。学生は単に「楽な」授業をよしとするわけで
はなく、自分にとってより高いパフォーマンスを
得られる授業を求めることが、成績や専攻の違い

による分析を通して明らかとなった。（星野・牟
田 2003: 星野 2004）。本調査では調査は、授業の
段階評価とプロファイルによるコンジョイント分
析の両方を実施した。

分析の対象となったのは、A女子大学において
平成14年度後期に開講されたコンピュータリテラ
シー科目（演習科目）である。1年生の必修科目
であり、習熟度別3クラス留学生クラスを加えた4
クラス編成であるが、このうち習熟度別3クラス
のみを分析対象とした。段階評価アンケートの有
効サンプル数は、上級クラス37、中級クラス41、
初級クラス38、コンジョイント分析調査の有効サ
ンプル数は、上級クラス40、中級クラス44、初級
クラス42である。 コンジョイント分析では上記
科目について授業の条件（要因）とその水準（属
性）を設定した。表1は設定した授業の要因と水
準を表している。要因は6つで、それぞれが2つの
水準を持つ。

調査は複数の要因を同時に示す「全概念法」を
採用し、各水準については、 以下の説明を加え
て調査票を作成している。

①知識伝達の量：シラバスで示した内容はカバ
ーするが、必要最小限の知識量でよいか、ある
いはできるだけ多くの知識を得たいか　
②難易度：基本的な内容を学習すれば十分か、
ある程度高度な内容も含めたほうがよいか　
③教材：板書を中心とした講義がよいか、プレ
ゼンテーションなどで前もって構成された教材
を利用した講義がよいか
④課題：授業の中で実施する小テストや小レポ
ートなどの課題を実施したほうがよいか、その
ような課題は必要ないか
⑤テキスト：テキストを利用したほうがよい

要因� 知識伝達�
の量�

プレゼン�
中心�

難易度� 教材� 課題� テキスト� 個別指導�
水準�

少ない� 易しい� 板書中心� 課題なし� なし�

あり� あり�

なし�

課題あり�

1

2 多い� 難しい�

（出所）著者作成

表1 分析のための要因と水準
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か、テキストは必要ないか　
⑥個別指導：授業中に教室を回って必要に応じ
て個別指導をした方がよいか、必要ないか
以上の6つの要因（各2水準）について直交計画

を生成し、各水準を組み合わせた8種類のプロフ
ァイルを抽出した。さらにモデルの適切さをチェ
ックするためのホールドアウトカードを2種類加
え、計10種類のプロファイルについてアンケート
を行った。ホールドアウトカードは部分効用値の
推定には用いず、推定された部分効用値に基づい
て算出されたホールドアウトカードの評価値を回
答者の実際の評価値と比較する。両者の相関が高
ければ推定結果は信頼できるといえる。質問形式
は「完全プロファイル評定型」とし、すべてのプ
ロファイルについて、「ぜひこの条件で受講した
い（5）」から「この条件では受講したくない（1）」
までの5段階で評価してもらった。各要因の水準
がすべて名義尺度であることから、「Discrete（離
散）モデル」を適用し、効用値の推定は最小二乗
法を用いた。

一方、段階評価アンケートについては、授業評
価に関する15の評価項目に加え、学生の授業に対
する期待・努力の度合い、理解度、出席率、およ
び総合的な満足度の計20項目を設定した。出席率
および満足度は10%から100%の間で評価しても
らい、その他の項目については5段階評定法を利
用している。

コンジョイント分析の6要因と授業評価項目を
関連付け、コンジョイント分析の部分効用値と相
対重要度、及び関連項目の授業評価データをバブ
ルグラフ上で表すことにより、要因の重要度と項
目の評価の連携を図った。

4．結果と考察

（1）各要因の部分効用値と相対重要度

はじめにコンジョイント分析の結果について検
討する。表2はクラスごとの部分効用値ならびに
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水準�

CONSTANT

Pearson,s R

知識伝達�
の量�

部分�
効用値�

相対�
重要度�

相対�
重要度�

相対�
重要度�

部分�
効用値�

部分�
効用値�

初級クラス（N=42）� 中級クラス（N=44）� 上級クラス（N=40）�

少ない�

多い�

易しい�
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板書中心�

課題なし�
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なし�

あり�
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17.16

22.95

14.69

19.75

11.01

14.44

2.878 2.889

0.999 0.996

2.966

0.993

11.60 18.37

14.83

25.39

13.77

13.69

13.96

19.70

23.25

17.58

9.45

18.42

－0.039 －0.003 －0.084

－0.022

－0.359

－0.122

－0.016

－0.116

0.116

0.016

0.122

0.359

0.022

0.084

－0.264

－0.338

－0.122

－0.037

－0.287

0.037

0.287

0.122

0.338

0.264

0.003

－0.313

－0.176

－0.182

0.176

0.182

0.051

－0.051

－0.158

0.158

0.039

0.313

表2 部分効用値と相対重要度（クラス別）

（出所）著者作成
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相対重要度を、また図2はクラスごとの相対重要
度のグラフを示している。

効用値が正の値を示している水準が好まれてお
り、その値が大きいほど要因の重要度が高い。相
対重要度は部分効用値の全体における割合を示し
ている。なお、完全プロファイル評定型において
は個人の推定値が算出されることから、表2では、
効用値・相対重要度共に平均値を示している。し
たがって表2においては部分効用値の割合は相対
重要度とは一致しない。

表2を見ると、クラスにより重視する要因が異
なり、初級クラスでは「難易度」、中・上級クラ
スでは「教材」の相対重要度が最も高くなってい
る。各要因に関して好まれる水準は、3クラスと
も「知識伝達の量」が「少ない」、「難易度」は

「易しい」、「教材」は「プレゼン中心」、「課題」
は「なし」、「個別指導」は「あり」となっており、

「テキスト」については中級クラスのみが「あり」、
初級・上級クラスは「なし」となっている。

要因のうち、「知識伝達の量」については各ク
ラスとも平均相対重要度に比較して部分効用値が
小さい（初級クラス：0.039、17.16% 中級クラ
ス：0.003、11.60% 上級クラス：0.084、18.37%）。
このことから、分散が大きく、「多い」を好む学
生と「少ない」を好む学生とで意見が分かれてい
ると考えることができる。また「テキスト」につ

いては部分効用値も相対重要度も比較的小さいこ
とから、「あり」でも「なし」でもあまり影響が
ないことがわかる。すなわち、テキスト自体を再
検討すべきであるということになる。
「難易度」は初級・中級クラスで相対重要度も

部分効用値も高いことから、授業内容が「易しい」
ことが重要であるということになる。

一方、上級クラスでは部分効用値が0.0219と小
さく相対重要度も14.8%とあまり高くない。これ
は上級クラスの学生にとって授業の難易度があま
り重要ではないことと、「易しい」と難しい」を
好む学生で意見が分かれていることを示してい
る。

図2からも明らかなように、難易度は習熟度ク
ラスレベルが低いほど相対重要度が高く、「理解
できる授業」を切望している様子が伺われる。

「個別指導」に関しては、特に中級クラスにおい
て相対重要度が高い。これは、中級クラスの学生
は他のクラスと比較して習熟度に幅があり、その
差に対応する必要が高いためであると考えられ
る。

（2）段階評価の概要

評価項目は、授業評価に関する15項目に加え、
学生の授業に対する期待・努力の度合い、理解度、
出席率、および総合的な満足度の計20項目である。
図3は評価項目のうち、「非該当」の多かった項目
を除いた14項目のクラス平均値ならびに分散分析
の結果を示している。

図3を見ると、「授業を受けるときシラバスが役
立った」以外はすべてクラスによる有意差が認め
られた。総体的に見て、中級クラスの評価が高く、
初級クラスは低くなっている。

項目別に見ると、教員側の努力である「話し方」
「授業準備」「熱意」等の評価が高い。学生とのコ
ミュニケーションに関する項目である「理解度考
慮」「学生の反応」及び「私語」などはクラスに
よる差が大きい。また教材に関連した項目である

「プレゼン教材」「テキスト」および「課題」につ
いてもクラスにより評価が分かれている。

段階評価における項目の重み導入による三次元的分析の試み
－大学における授業評価分析を事例として－

（出所）著者作成

図2 クラスごとの相対重要度
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表3 コンジョイント分析の要因と授業評価項目
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（3）関連評価項目の設定

授業評価データとコンジョイント分析とを連携
した分析を行うために、双方の関連項目について
検討を行う。表3は連携項目を示している。コン
ジョイント分析の要因と対応評価項目について
は、以下の観点から連携させた。
・「課題」「テキスト」について、はいずれも
「あり」「なし」の2水準であるので、対応する
評価項目としては「授業で実施される課題は適
切な内容だった」及び「テキストは授業の内容
に合っていた」を関連項目とした。

・「教材」については、「板書中心」「プレゼン中
心」の2水準を取っており、3クラスとも「プレ
ゼン中心」を好んでいることから、「プレゼン
教材の内容は理解しやすかった」を関連項目と
した。

・「知識伝達の量」については、「少ない（必要
最小限の知識）」と「多い（できるだけ多くの
知識）」の2水準を取っている。関連項目として
は、その分野に対する興味の度合いが知識量と
関連が深いと考えられることから、「この授業
の分野に対して興味や関心が高まった」を関連
項目とした。

・「難易度」は「易しい（基本的な内容）」と
「難しい（ある程度高度な内容）」の2水準をと
っており、学生の理解度と関係の深い要因であ
ることから「教員は学生の理解度を考慮して授
業を進めていた」を関連項目とした。

・「個別指導」については学生個人への対応とい
う観点から、「教員は学生の反応や意見を活か
した授業をしていた」を関連項目とした。

（4）段階評価に対する重みの導入

コンジョイント分析の各要因と授業評価項目を
連携させ、段階評価に対して各要因の重みを導入
したとき、各要因の部分効用値・相対重要度と授
業評価の間にどのような関係が認められるであろ
うか。ここでは3者の相互関係を明らかにするた
めに、三次元による視覚化が可能となるバブルグ
ラフを利用する。図4、図5、図6は各クラスのグ
ラフを示している。Ｘ軸に部分効用値、Ｙ軸に授
業評価をとり、バブルの大きさは各要因の相対重
要度を表している。網掛けのバブルは相対重要度
が15%以上のものである。

さらに、バブルの大きさと位置により要因の特
徴を明確化するために、効用値（X軸）と段階評

段階評価における項目の重み導入による三次元的分析の試み
－大学における授業評価分析を事例として－
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価（Y軸）をそれぞれ境界線で区切り、グラフを
4象限に分割した。段階評価については3が「どち
らともいえない」であるが、学生は全体的にやや
高めの回答をするので、3.5を境界とした。また
効用値についてはプレテストの結果から6要因の
うち効用値が0.1以上となっているのが半分の3要
因である場合がほとんどであることから、0.1を
境界とした。各象限に含まれる要因の特徴は以下
の通りである。

①継続要因：効用値が大きく、授業評価も高い要
因は、現状のままで満足度が高いものと考えら
れるため、この象限に入る要因を「継続要因」
とする。すなわち、現状のまま継続していくべ
き要因である。

②改善要因：効用値は大きいが授業評価が低い要
因は、授業全体の満足度に対する影響力が高い
にもかかわらず、評価が低い要素であり、改善
が必要であることから、「改善要因」とする。

③再検討要因：効用値は低いが、授業評価が高い
要因は、教授努力が現れているにもかかわらず、
授業全体の満足度に及ぼす影響が小さいことか
ら、要因自体のあり方を再検討すべきであると
考えられる。そこでこれらを「再検討要因」と
する。

④削減要因：効用値が低く、授業評価も低い要因
は教授努力により改善しても、結果的に授業の
満足度に及ぼす影響は小さく、努力が無駄にな
る可能性が高い。そこで、削減できるものは削
減し、そうでないものはそのまま保留すべき要
因であると考えられる。したがってこの象限に
入るものを「削減要因」とする。

ただし、「再検討要因」と「削減要因」につい
ては相対重要度についても考慮する必要がある。
部分効用値が小さく、かつ相対重要度が高い場合
には部分効用値の分散が大きく、好みの違いの個
人差が大きいことを表している。すなわち、部分
効用値も相対重要度もグループの平均値であるた
めに、部分効用値の好みの違いが大きいと結果的

に平均値は0に近づき絶対値が小さくなるのであ
る。一方、相対重要度に関しては、グループ平均
値が大きいということは、その要因を重要である
と考える学生が多いということになる。したがっ
て、相対重要度が高いのに部分効用値が低い場合
には、学生はその要因を重視しており、好みが分
かれているということになるのである。

このように考えると、「削減要因」と分類され
るが相対重要度が高いものについてはむしろ「改
善要因」であるといった方が的確である。ところ
が好みの水準が明確でないためにどの方向に改善
したらよいのかは明らかとなっていないため、改
善方針を定めるのは容易ではない。また「再検討
要因」として分類され、かつ相対重要度が高いも
のについては、教授努力の成果は現れているが、
学生の好みが分かれているということになり、好
みの違いはあっても評価が高いことから、むしろ

「継続要因」であると考えてよい。
図4は初級クラスの授業評価と効用値のバブル

グラフである。「難易度」及び「個別指導」が
「改善要因」であることから、「学生の理解度を考
慮した授業」ならびに「学生の反応や理解度を生
かした授業」をするように授業改善を行う必要が
ある。「教材」についてはボーダーではあるがプ
レゼンのまま継続するが、やや内容を改善すべき
であると考えられる。「課題」については現状

「あり」であるが、学生は「なし」を好んでいる。
しかしながら「継続要因」と「改善要因」のボー
ダーであることから、現状のまま内容の改善を行
うのが適当であると思われる。「知識伝達の量」
と「テキスト」は「削減要因」となっている。

「知識伝達の量」については相対重要度がやや大
きいことから学生の好みの多様性に対応する形で
改善を行っていくのが望ましい。また「テキスト」
はなくてもいいのではないかと思われる。

図5は中級クラスの授業評価と効用値のバブル
グラフである。「教材」「個別指導」「難易度」は

「継続要因」であり、従来どおりの指導方法でよ
いと思われる。また「課題」についても学生は

「なし」を好んでいるが、「継続要因」であること
から、現状（あり）のままで十分である。「テキ
スト」と「知識伝達の量」についてはともに「再
検討要因」となっている。「テキスト」について

段階評価における項目の重み導入による三次元的分析の試み
－大学における授業評価分析を事例として－
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はテキストそのものを見直す必要があり、別のも
のを利用するか、なしのままの体制をとるかを決
定すべきであろう。また「知識伝達の量」につい
ては変化させたとしても総体的な満足度に影響を
与えるとは考えにくいので、今のところは保留で
よいと考えられる。

図6は上級クラスの授業評価と効用値のバブル
グラフである。「教材」と「課題」は継続要因と
なっており、現状のままでよいと思われる。また

「テキスト」は「再検討要因」であることから、
中級クラス同様見直しが必要である。「知識伝達
の量」も「再検討要因」であるが、「継続要因」
に近く、相対重要度も高いことから、現状維持で
よいと思われる。
「個別指導」は「改善要因」であるが、相対重

要度が高い割に「削減要因」に近いことから、学
生による好みの個人差も大きいと考えられる。し
たがってよりいっそうの「学生の反応や意見を活

かした授業」への努力が求められる。「難易度」
は「削減要因」であるが、やはり相対重要度が高
いことから「改善要因」とみなすことができる。
学生の好みが分かれているので、理解度に幅があ
るという前提での指導が必要となる。

（5）授業満足度と全効用の検討

学生による授業評価においては、授業満足度の
高さが、総合的な授業の良さを決める重要な要因
となる。そこで、満足度の関する調査結果と、コ
ンジョイント分析の結果について比較を行った。
コンジョイント分析における総合的な満足度は、
各要因の特定の水準における全効用の推定値（部
分効用値の合計に定数項を加えたもの）で表すこ
とができる。

この場合の水準は、実際に行われた授業に合わ
せる。図7はクラスごとの授業の満足度とコンジ
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図7 授業満足度と全効用
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ョイント分析の全効用の推定値をグラフに表した
ものである。

各要因の水準のうち、3クラス共通しているの
は、「教材（プレゼン中心）」「課題（あり）」及び

「テキスト（あり）」の3要因である。また「知識
伝達の量」と「難易度」は基準が明確でないため
に、いずれも部分効用値を0として計算している。

「個別指導」は中級クラスのみが「あり」で初
級・上級クラスは「なし」である。図7から明ら
かなように、授業評価アンケートによる授業の満
足度の大きさと、コンジョイント分析による全効
用の推定値の大きさはほぼ同様の傾向を示してい
る。授業満足度は初級クラス61.5%、中級クラス
83.3%、上級クラス72.2%であり、分散分析の結
果も1%水準で有意差が認められた。一方全効用
の推定値は初級クラス2.67、中級クラス3.43、上
級クラス3.07となった。

授業満足度は、授業に対する満足度をパーセン
テージで答えてもらったものであるが、各クラス
とも授業の要因ごとに条件を合わせて求めた全効
用と同程度の平均満足度を示していることから、
学生は直観的かつ総合的に満足度を判断してお
り、その結果は信頼性が高いとみなすことができ
る。なお、本研究の分析対象となった授業の授業
満足度と他の評価要因の関係については、
Hoshino et al.（2005）において詳しい分析を行っ
ている。

5．まとめと今後の課題

本研究では、従来の授業の段階評価について、
コンジョイント分析を用いて項目の重み付けを行
い、評価結果を改善策に生かす方法について検討
した。その結果、バブルグラフを用いて、段階評
価、部分効用値、および相対重要度を3次元的に
示すことによって可視的に要因（評価項目）の特
徴を示すことができた。さらにグラフを4象限に
分割し、各象限に含まれる要因の特徴により、

「継続要因」「改善要因」「再検討要因」および
「削減要因」と類型化することで、グラフにおけ
る要因の位置とバブルの大きさにより、迅速に要
因の特徴が示されることが明らかとなった。

分析対象となった授業評価データは、事前にコ
ンジョイント分析との連携を考慮していたわけで
はない。したがって要因の関連項目は必ずしも適
切であるとはいえない。今後は両者の連携を前提
とした、改善に結びつく調査項目・要因の設定に
よる分析が必要であり、さらに各要因の水準の客
観性を高めることが望まれる。また、完全プロフ
ァイル評定型においては個人の推定値が算出され
ることから、授業評価においても個人が特定され
るデータが得られるならば、さらに事前の知識、
成績、ならびに出席率といった他の要因の影響に
ついても分析が可能であると思われる。

本研究において示された分析方法は、授業評価
のような質的な評価よりも、むしろ政策評価等に
適していると考えられる。本研究の実験としての
成果を踏まえて、他分野においても分析を試みる
ことで、三次元的評価分析手法をより実践的なも
のとしていくこと望まれる。
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Three-dimensional Analysis
Incorporating the Weight of Factors for Evaluation

– A Case for the University Course Evaluation – 
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Abstract

Recently,“student ratings”of courses are becoming popular among Japanese colleges and universities in
getting more information for Faculty Development（FD）．The purpose of this paper is to propose a new three-
dimensional analysis  incorporating the weight of factors in student evaluations of university courses. 

It is useful for the policy of FD to consider the importance of factors. If we know which factors are the most
important for students, we can improve our course performance more effectively.

Conjoint analysis was used to determine the important criteria. We translate not only the results of conjoint
analysis（“utility”and“averaged importance”）but“students ratings”data in a three-dimensional bubble
graph. This graph makes it possible to show faculties the priority of factors that must be improved in their courses.
Four divisions of the graph, named“continue-factors”，“reexamine-factors”，“improve-factors”and“reduce-
factors”represent the features of the variables that are located in each division.
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1.  Introduction 

In 1997, Romania embarked on the health sector
reform shifting from the centralized government
financing and delivery of services to a more

decentralized and pluralistic approach. In this light, the
government introduced a compulsory health insurance
fund, with 19 percent of gross wages and pensions
being deducted. Yet the sector is facing a number of
policy issues to be addressed, inclusive of the
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of Emergency Medical Service (EMS) System in Romania
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The objective of the research is to provide an analytical model of the economic Cost-Benefit Analysis (CBA)
and resultant policy recommendations, with the proposed emergency medical service (EMS) project in Constanta
County (714,923 population, 2005), Romania, in view. The economic cost of investment is US$ 31.5 million as per
2006 price level. The economic benefits are due to (i) incremental benefits attributable to EMS at the Constanta
Emergency Hospital (CEH) as measured by willingness to pay (WTP) for healthier life, and (ii) social cost-saved
(recovery of Productivity foregone due to emergent injury and diseases) measured by disability-adjusted life years
(DALY). WTP was estimated by Contingent Valuation Method (CVM)-Double-bounded Dichotomous Choice
method (449 interviewees) resulting in US$ 1.6 million par annum (US$ 214.8 per household, 8.9 percent of average
household disposable income in Constanta). DALY in Constanta in 2005 is estimated at 118,885 person-years while
applying the“ratio method”of total DALY to death DALY (7,286 deceased) and the disability adjustment factors
(weighed average 0.67). With his and the productive beneficiaries (age group 15-59) of EMS at CEH (5,812 DALY)
and the annual household disposable income in Constanta average (US$2,420.7), financial-benefits-converted to the
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mismatch between demand and supply of qualified
and enough emergency medical services (EMS) in
local cities in particular. As pointed out by the World
Bank, the policy issues now the Romanian health
system confronts include, among others, the
followings.

●　Shortcomings in the efficiency, equity and
transparency of sector financing, 

●　Inefficient use of physical capacity and human
resources in health care delivery, 

●　Weaknesses in governance of the system and
the legislative framework;

●　Critical infrastructure deficiencies resulting
from inadequate maintenance and investment;
and 

●　Clients, dissatisfaction with and distrust on
health services delivered.

In Constanta with the fourth largest population
in the country, the Constanta Emergency Hospital
(CEH) is the largest general hospital in Constanta
County with 66,008 in- and out-patients (2005),
accounting for 58.7 percent of the aggregate patients
of 112,4861. Of this, emergency service beneficiaries
accounts for 33.5 percent in average. The objective of
the proposed public intervention measure (the project)
is to provide more accessible services with increased

quality and quantity in a bid to maximize the health
sector outcomes and impact for those requiring
emergency medical services in the CEH, with around
one-third of CEH patients. Specifically, the project is
to (i) supply medical equipment urgently in need to the
Emergency Department, (ii) train medical staff for the
increased quality of patient care and survival rate of
patients arriving at emergency room (ER), and (iii)
upgrade the existing communication system of the
County Directorate of Public Medical Pre-hospital
Emergency Service enabling voice and data
communication between the county ambulance
dispatcher and sub-stations /ambulances. As depicted
below (Fig.1), the share of public sector medical
services in the Constanta County has recently been
declined from above 70% in 2002 to less than 60% in
2005, with an increase in the use of private drug
stores. This may reflect people,s skepticism on the
public health system and its service quality.

2.  Objective and Rationale

The international financing institutions (World
Bank and others) as well as academic institutes
(Murray and Lopez, 1996, and Peabody J.W. et al.
2005) has since last decade endeavored to
quantitatively analyze and estimate the value of life
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and healthy life in a logically consistent framework for
analysis, while elaborating in tandem (proxy)
measurement indices including the willingness-to-pay
(WTP) and disability-adjusted life years (DALY). In
this light, the objective of the research is to provide an
analytical model of the economic Cost-Benefit
Analysis (CBA) and resultant policy recommendations,
while undertaking the quantitative analysis of the
proposed emergency medical service (EMS) project in
Constanta County, Romania. This research work is
most likely the very first academic venture applied to
Romania and other transition economies with a rigid
framework of cost-benefit analysis (CBA) and the
economic viability index (EIRR) based on the
methodological research works on site. In tandem, the
output of this task is used for substantial feedback, as a
policy analysis and recommendations, to the
government and policy makers in the light of efficient
allocation of scare resources in the country.

3.  Methodology

3.1 CBA and EIRR analysis

The economic internal rate of return (EIRR)2

analysis takes place herewith where economic viability
of the Project is quantitatively measured by EIRR and
the economic net present value (ENPV)3, based on the

estimated economic cost and benefit streams laid
down over the project period. Financial costs are
converted to economic costs in real term to reflect the
true value of goods and services employed during the
project period. Economic benefits are quantifiably
valued in monetary terms by WTP for health and
DALY. 

3.1.1 Direct and indirect benefits

Health sector projects would generate a diverse
set of benefits inclusive of productivity gained due to a
fewer life years lost to mortality and morbidity,
consumption gains due to a higher quality of life and
increased life expectancy, and cost savings on curative
treatments. Nonetheless, in line with what has
commonly been in place, the economic benefits in this
research is strictly confined to the productivity impact,
thereby treating only the production side of the health
effects, while eradicating the consumption side.

3.1.2“With”and“Without”－Project principle

The economic benefits in the framework of
“with”and“without”the project as elucidated in the
above is depicted and given in Fig.2.

3.1.3 Transfer payments

Transfer payment means a shift of claims on real
resources from one member or sector of society to

Net Benefit

2007

Current�
Level of�
Economic�
Welfare

With Project

Without

Time�
horizon

2027

Incremental Benefit by the new EMS in quality and Quantity as �
Measured by WTP

Cost-Saved attributable to the new EMS as measured by DALY

Figure 2  Schematic diagram of“with”and“without”project

Source: The authors
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another without causing any depletion of scarce
resources in the society. With this in view and
acquisition, interest payments, domestic taxes and
duties are eradicated from financial costs in due course
of the estimation of economic costs.

3.2 Long-Run Marginal Cost (LRMC) pricing

The economic value of scarce resources used as
project inputs is measured by the Long-Run Marginal
Cost (LRMC) pricing method. Underlying assumption
of this method is that economic benefit of investment
measures is maximized when the price (benefit) is
identical to the marginal cost under the assumptive

“perfect competitive market”．The origins of marginal
cost pricing theory date back as far as the works of P.
Dupuit and subsequently H. Hotelling, in the 1930

,s.
N. Ruggles provided a comprehensive review of work
in this area up to the next decade, and the theory
developed, especially for the application of in the
electric power sector, with contributions from the
works of M. Boiteux, P. Steiner and others from the
1950s and onwards4. More recently, the academic
interest has led to more sophisticated investment
models which permit determination of marginal costs,
consideration of uncertainty, developments in peak
load pricing, and so forth. On the practitioner,s side, a
number of contributions have been made by the
economists of the international lending agencies,
namely, M. Munasinghe, J. Warford, Y. Albouy, and
others5. Backed up by these and others, the rationale
for setting price equal to marginal cost to consequently
attain the maximum economic welfare level is briefed
herewith. The rational for setting price equal to
marginal cost may be clarified in mathematical terms
as follows:
Net Benefit (NB) = Total Revenue (TR)－Total Cost (TC)

That is,
NB(Q) = TR(Q)－TC(Q) = p(Q)*Q－TC(Q)

Where p and Q denote the price (the equation of
demand schedule) and quantity of supply (the equation
of supply schedule), respectively.

The necessary first order condition for
maximizing net social benefits is to set the derivative

of the net benefit function at zero, which is
mathematically derived as follows:

Now, the price elasticity of supply denoted asε
is defined that Sequentially the
above equation is rewritten as below.

Provided thatε=∞ under the assumption of perfectly

competitive market,

=Marginal Cost

It is one of the basic axioms of economics that at
the price p and supply (demand) Q, the total net
benefit of consumption attributed to society is
maximized with the optimum market clearing point (p,
Q).

3.3 Economic costing and SCF

As for the foreign cost portion of the project, this
procedure is reflected by way of valuating goods and
services in, notably, CIF (Cost of Insurance and Fleet)
and FOB (Fare on Board) prices, respectively.
Likewise, the local cost portion of the project, a
standard conversion factor (SCF) usually is applied to
convert market value of local costs to its value in
shadow prices. While SCF requires information on the
ratios of border prices to market prices for a variety of
commodities, it can be approximated by the use of
data on foreign trade and net border taxes of general
commodities. The approximation is provided by the
border value formula as follows.

SCF = (M+X) / {(M+tm)*(X+tx)}

where M and X denote the value of imports and
exports in border prices, respectively, where tm is
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import duties net of subsidies and tx is export duties
net of subsidies.

In the light of EIRR analysis, the economic cost
stream as per constant 2006 price level includes (i)
capital cost of public intervention, and (ii) associated
operation and maintenance (OM) costs for the
economic life (project life) of the EMS section at CEH
at a required level over the period of 2007 through
2027. To note that the estimation excluded the costs
incurred prior to the afore-mentioned years as sunk
costs.

3.4 Economic benefits

The economic benefits are due to (i) incremental
EMS as measured by willingness to pay (WTP) for
healthier life, and (ii) social cost-saved (recovery of
foregone benefit) as measured by disability-adjusted
life years (DALY).

3.4.1 Incremental benefit-willingness to pay

3.4.1.1 Sampling methodology

WTP is coherently defined as people
,
s

perceptive“bid prices”at the highest level for the
service to be rendered, or“proxy measurement”of
economic value. Beneficiaries (research population) in
10 cities and communities on the Black Seashore area
is set at around 421,000 (58.9% of the total) in
Constanta County. In carrying out the research, the
double-bound dichotomous choice method of the
Contingent Valuation Method (CVM) approach was
applied to the interview survey.

449 residents and visitors were randomly-
selected from the three categories of (i) households,
(ii) business entities (commercial, industrial, and
services), and (iii) beach resort visitors (expatriates
and domestic travelers/residents), with the random
selection procedure6. It would be stressed that the
sampling methodology aimed at taking into account
both of the people perceiving Use-Value (needs EMS)
and Non Use-Value (not necessary in need of EMS
now, but psychologically felt safer by the existence of
EMS of avail). CVM 2002 was used as software for
statistical analysis of WTP estimation, while utilizing

Microsoft EXCEL7 to undertake a double-folded
analysis.

3.4.1.2 Design of interview survey and questionnaire

Beneficiary area due to the Project includes four
(4) cities and six (6) communities; the cities of
Constatnta, Mangalia, Navodari, and Eforie (North
and South), and the communities of Corbu, Agigea,
Tuzla, Costinesti, 23 August, and Limanu. Of this, the
shares of interviewees amongst households, beach
resort visitors, and business entities counted for 55
percent, 30 percent, and 15 percent in that order, while
taking the number of the units in the Constanta County
in view. With this, the actual sampling size turned out
to be 250, 140, and 70 (all figures somewhat rounded)
in the same order. Subsequently, all these sample
figures are allocated to each of the four cities and six
communities in proportion to the number of
population therein. Population distribution and the
sample size for each of the target cities and
communities are summarized and depicted in the
following Table 1.

Meanwhile, bidding games in the current
research used the five-version-cascading structure,
with the middle bidding price of US$17.1 per
household per month (8.0 percent of household
disposable income in Romania in 2005. Neighboring
bidding rates are from the lowest share of disposable
income 3.0 percent (US$ 6.4), 5.0 percent (US$ 10.7),
8.0 percent (US$ 17.1), 10.0 percent (US$ 21,4), and
13.0 percent (US$ 32.1), in the ascending order. In due
course of questionnaire designing, trial-basis interview
survey with the Romanian counterpart team and
Focus-group meeting with around 20randomly-
sampled participants tested the validity of the
questionnaire, while modifying the questionnaire as
appropriate.

3.4.2 Social cost saved-DALY

Initiated by the World Bank that sponsored the
aspiring study on global burden of disease (GBD) in
collaboration with the World Health Organization
(WHO) and the Harvard School of Public Health, the

Economic Burden of Disease and Cost Benefit Analysis of 
Emergency Medical Service (EMS) System in Romania
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Disability Adjusted Life Years (DALY) has since
1993 been in a common place as an integrated
measurement of population health (IMPH) for
quantifying health burden. In the light of this, and as
part of the economic benefits incurred (cost-saved
portion) to the prospective intervention measure,
economic burden of diseases and injuries in Constanta
county is initially estimated by DALY and
subsequently converted into monetary terms.
:

Central to the World Bank model in the estimation of

DALY is the formula hereunder, with a set of parameters

coherently applied to the four cases of quantity and quality

of life. Some of the parameters and the constant are

presumably set out including (i) age-weight modulation

factor (K), (ii) constant (C ), (iii) discount rate of life (r), (iv)

age-weight (β), and (v) disability weights (D), with

numerical expression as:

In the current study, the variable K is
presumably set at one (1), as such the formula above is
modified to8: 

In the light of the foregoing, prepositions in the
current research are as follows.

(i) Standard life expectancy at birth by gender:
Male at 80.0 of age and female at 82.5 of age,
while assuming a standard life table for all
populations;

(ii) Age-weighting: K is assumed to be one (1) in
the current research in line with the researches
previously undertaken in Romania (WB 1998),
New Zealand (Ministry of Health 2001) and
Australia (Ministry of Health 1999), as well as
other WB documents on DALY;

(iii) Constant (C ): presumably set at 0.16243;
(iv) Time discounting of healthy life (r): Three (3)

percent of discount rate is assumed in line with
the Global Burden of Disease (GBD) study9 and
others;

(v) Parameter for age weighting function (β):
Presumably set at 0.04;

(vi) Disability weights (D): Disability adjustment
factors used in the World Bank model, with the
weighed average of 0.67; and 

(vii) e: an exponential.
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With the above in view, the World Bank model
of a“ratio method”of total DALY to death DALY
was used with a set of disability adjustment factors
based on the 2005 county mortality data collected
from the National Statistic Office database and
compiled by age group, gender, and residency (in
aggregate 7,286 deceased)10. The human capital
approach that uses loss of earnings (average household
income) was applied to value social cost (benefit
foregone). This provides the first order, lower-bound
(conservative) estimates of foregone benefits
comparing to the alternative approach to apply
national income. 

3.4.3 Allocative efficiency value-LRMC pricing  

LRMC pricing, by mathematical definition,
ensures the most efficient allocation of scarce
resources, thus making the whole economy better-off.
In estimation of LRMC-based price, the most
commonly used variant of the theoretical concept in
welfare economics and investment-decision theory is a
levelized annuity cost coupled with recurrent cost
incurred every year. In a bid to further estimate the
annualized cost of investment, capital recovery factor
(CRF), a function of (social) discount rate of capital
(denoted by i ) and economic life (n), will be applied in
most of the places. Numerical expression of LRMC
pricing comes in the following. 
Annutized economic cost of capital investment
(Marginal Cost)
= TC (total cost) * CRF (i, n) + annual economic OM cost, 
where TC denotes the total capital investment cost,

while CRF is depicted as: CRF ≡

3.5 Model configuration for analysis

Subject to technical and data/information of
avail, model configured and numerical assumptions
are set forth with a number of variables and
parameters specified are given in the followings.  
(a) Project life: 18 years with the year 2007 to

commence the 3-year construction works up to
2009 and the subsequent 15-year-service period to

the year 2024;
(b) Foreign exchange quotation: Mid-2006 market

value of the RON 2.8 per US dollar;
(c) Conversion factors: To avoid built-in market

failures (non-competitive pricing, externality of
the economy, etc.), the standard conversion factor
(SCF) and that for unskilled labor are set at
respective of 0.90 and 0.85;

(d) Physical contingency and price contingency:
physical contingency allowances are set at 5.0
percent of the base cost while reflecting
unexpected increases in cost by technical
uncertainty. On account of inflationary pressure,
price contingencies are assumed to be 2.0 percent
and 5.0 percent for the foreign and local cost
components, respectively;

(e) Financial costs and indicative investment
schedule: The total financial cost is envisaged at
US$ 47.5 million, with the foreign and local cost
portions respective of US$ 18.3 million and US$
29.2 million. Of this, 30 percent, 40 percent, and
30 percent will consecutively be disbursed;

(f) Operation and maintenance (O/M) costs: annual
O/M cost is assumed to be 3.0 percent of the
capital investment;

(g) Salvage value: No salvage value of the fixed
assets due to the project in concern is assumed in
the estimation of EIRR;

(h) Of the total 118,885 DALY estimated for
Constanta 2005, share of CEH is 58.7 percent;

(i) Of the CEH in- and out-patients, emergency
medical service (EMS) beneficiaries accounts for
33.5 percent;

(j) Of the EMS beneficiaries at CEH, 24.9 percent is
the age cohort (age 15-59) for production
activities in the society. 

4.  Results

4.1 Aggregate financial and economic costs, and

economic benefits

The total financial cost of capital investment and

Economic Burden of Disease and Cost Benefit Analysis of 
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following O/M have been worked out to US$ 47.5
million and US$ 0.9 million per annum, respectively.
The aggregate economic cost, likewise, turned out to
respective of US$ 31.5 million and US$ 0.8 million as
par mid-2006 price, while excluding transfer payment,
taxes and duties, and price contingency from the
financial cost. The economic benefits incurred to the
proposed EMS in the county turned out to be US$
213.8 million in aggregate, with the constant economic
return of US$ 14.3 million per annum. Subsequently,
net benefit of the component stands at US$ 168.2
million in total, with the annual benefit of US$ 13.3
million after the fourth year (2010).

4.2 Economic benefits

4.2.1 Incremental benefit: willingness to pay

4.2.1.1 Distribution of CVM-DBDC responses

YES-NO distribution for each of the five (5)
bidding versions was figured out in such a way that
almost one-fifth of the 449 interviewees responded in
favor of“a monthly health contribution”regardless
of the first and second bidding prices (YES-YES, 22.0
percent). Following this, YES-NO, NO-NO, and NO-
YES came in the descending order while each of these
accounting for 30.5 percent, 32.1 percent, and 13.6
percent, in that order. This distribution of responses by
first bidding with a large proportion of YES-YES
(very affirmative to payments) and a very small
portion of NO-YES (a bit moderate to payments)
would have reflected somewhat people,s disguised

“show-off”, in a sense trying to“please interviewers”,
while answering in favor of monetary devotion to
healthy life. Summary of distribution of responses by
bidding version is in Table 2.

4.2.1.2 WTP estimated

Willingness to Pay (WTP) as a stated preference
for the“use- and non use-“values coherently
associated with healthy-life turned out to be US$ 17.9
per month per household (median value of 50 percent
acceptance schedule), while accounting for 6.3 percent
and 8.9 percent of gross and disposable incomes in
Constanta, respectively. In the context of Romania as
a whole (US$ 349.3 and US$ 248.5 in respective of
gross and disposable monthly earnings), this estimate
is intuitively perceived a bit high, due partly because
that monthly income in the private sector is allegedly
30 to 40 percent higher than the figure in the official
statistical documents.

With the monthly WTP estimate of US$17.9 per
household and the beneficiary population of 419,525
in the region, the economic benefit incurred to the
incremental EMS is estimated at US$1.6 million per
annum, while the standard conversion factor (SCF) of
0.9 being applied to the financial benefit of US$1.8
million per annum. Note the average number of
household members is 2.8 persons in Romania (2005). 
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6.4�

10.7�

17.1�

21.4�

32.1�

�

10.7�

17.1�

21.4�

32.1�

48.2

3.2�

6.4�

10.7�

17.1�

21.4

 42�

 21�

 13�

 14�

 9�

99�

22.0�

�

 37�

 36�

 30�

 21�

13�

137�

30.5

  5�

  12�

 12�

 14�

 18�

 61�

13.6

 12�

 23�

33�

36�

40�

144�

32.1�

�

1�

0�

6�

1�

0�

8�

1.8

 97�

 92�

 94�

 86�

 80�

449�

100

Yes- Yes- No- No-

No know

Total

Yes No Yes

Don,t

Table 2  Distribution of Responses (samples 449)

Source: The authors
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4.2.2 Social cost saved: DALY by Human-Capital

approach 

4.2.2.1 Key findings

(1) Disability adjusted life years (DALY) lost in
Constanta is estimated at 118,825 person-years in
2005, of which premature mortality (YLL) is
71,188 while accounting for 59.9 percent.

(2) Disaggregating by gender, males lost 73,151
DALYs (61.6%), exceeding by 60.1 percent of
females DALYs of 45,675.

(3) The leading specific cause of total disease burden
was Ischaemic heart disease and stroke (8.4%),
followed by, among others, hypertensive diseases
(8.3%), Cerebrovascular diseases (6.9%), Mental
and behavioral disorders due to alcohol (5.7%),
Alzheimer disease (5.5%), Acute respiratory
infectious diseases (4.5%), Chrrhosis of liver and
chronic hepatitis (3.9%), Malignant neoplasm of
bronchus and lung (3.8%), Injuries to head, neck,
arm and leg (3.0%), Atherosclerosis (2.1%), and
others. With this, the ten leading causes of disease
burden account for 52.1 percent. 

The leading 10 causes of DALY in Constanta in
2005 is given below.

4.2.2.2 Social cost saved measured by DALY

The economic benefit of the recovery of benefit-
foregone (loss of earnings), as borne out by DALY, is
estimated at US$ 12.7 million per annum by the
formula as under:

Economic benefit = DALYs (118,885)×average
monthly income in Constanta
(US$201.7) ×12 ×share of CEH
beneficiary (58.7%)× share of
EMS beneficiaries (33.5%)×
share of productive age group
(24.9%)×standard conversion
factor (0.9)

4.2.3 LRMC pricing

With the discount rate of 8.0 percent over the 18
years of expected project life (with three years project
implementation and operation of 15 years that follow),
CRF being assumed to annualize the capital
investment costs was estimated at 0.11, thus leading
the annualized marginal cost of US$ 3.5 million in
economic terms. With this, associated with the annual
recurrent (OM) cost of US$ 0.9 million, the economic
value of the project as reflected by LRMC pricing
method in gross term is estimated at US$ 4.4 million
equivalent per annum and US$ 65.9 million in total.
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118,885�
�

No.

1

2

3
4
5
6
7
8
9
10

Cause DALY�
(years)�
�

8,218�
6,798�
6,575�
5,364�
4,940�
4,628�
3,518�
2,464

9,983�
5,300

9,969�
9,856

Ischaemic heart diseases�
of which: Acute myocardial infarction

Hypertensive diseases�
of which: Essential hypertension
Cerebrovascular diseases�
�Mental and behavioural disorders due to use of alcohol�
�Alzheimer disease�
�Acute respiratory infections
Cirrhosis of liver and chronic hepatitis
Malignant neoplasm of bronchus and lung
Injuries to the head, neck, arm, leg
Atherosclerosis

DALY by all conditions

Table 3  Leading 10 causes of DALY in Constanta 2005

Source: The National Statistic Office, 2006
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4.3 EIRR and sensitivity analysis

4.3.1 EIRR analysis WTP/DALY and LRMC

method

The economic feasibility as borne out by the
economic rate of return (EIRR) for the case of
WTP/DALY is estimated at 32.2 percent, whereas the
economic net present value (ENPV) being turned out
to be US$ 102.4 million worth at the discount rate of 8
percent. Summarized is a net cash-flow of the Project,
given below as Table 4 and Fig. 3. 

Likewise, EIRR incurred to the alternative
LRMC pricing method is elicited at 8.5 percent by
LRMC pricing, with ENPV of US$ 1.1 million worth
at the social discount rate (SDR) of 8 percent.

4.3.2 Sensitivity analysis

Sensitivity analysis indicating the resiliency
against project risks is undertaken with variation in

relevant parameters of (i) lower benefit by 10 percent,
(ii) capital cost overrun by 10 percent, and (iii) one
year delay in project completion. The results are as
follows.

4.3.3 Conclusive remarks and policy evaluation 

The measurement indices of EIRR and ENPV
attributable to the proposed public intervention to
EMS reveals economic viability high enough at 32.2
percent and US$ 102.4 million worth (social discount
rate at 8 percent), while well exceeding the generally
acceptable cut-off rate of EIRR at 6-8 percent for the
health sector projects. With this, the proposed project
profoundly reveals supremacy being deserved for the
implementation in terms of the efficient allocation of
scare resources in the Romanian economy. 

Takao Ozaki Marius Enescu Moazzam Ali Chushi Kuroiwa

Figure 3  Economic Net-Cash-flow (WTP/DALY)

Source: The authors

EIRR

WTP/DALY�

LRMC�

�

32.2 %�

  8.5 %�

�

Base Case

29.6 %�

  5.1 %�

�

Benefit -10%

30.0 %�

  6.4 %�

�

29.1 %�

  5.1 %�

�

Cost+10% 1-year delay

Source: The authors

Table 5  Results of Sensitivity Analysis

Table 4  Summary Net cash-flow Table (WTP/DALY)

Source: The authors
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5.  Discussions (Remaining Issues) 

5.1 Disability weights

Disability weights are formalized and explicitly
revealed social preferences in each of the societies or
cultures for different states of health, thus making
likely to be different set of weights in different
country. The set of disability weights applied in the
current research was that for the Eastern European
countries was used by the World Bank and the
National Institute for Health Research and
Development in their joint 1998 study, and with this in
view, the evolution of disability weighting by non-
fatal impairment and illness would take place to
comply with general perception and culture of the
Romanian people.

5.2 Age weight modulation factor－K

The World Bank model originally gives age
weights (denoted as K) that vary subject to the age of
onset and/or demise, while giving more than one to
ages between 9-54 and below one for those in the age
group of 1-8 and 55 upwards, with the maximum
weight at age 25. In the current research, and almost
others of close relevance that likewise estimated
DALY presumably set K at one (1.0)due to an
extensive efforts and ambiguity as well to assign K to
each of incidence cases in the context of Romanian
local city in the specific period of 2005-2006. This
theoretically led the DALY estimates closer to QALYs
which does not incorporate age weight modulation
factor in its formula. By consequence, there would be
an urgent need for standardized methodology and the
specific weights to be assigned in the in the temporary
Romania.

5.3 Methodological limits

DALY estimation does require extensive
epidemiological data. Due partly to this constraint, the
research currently in place applied a“ratio method”
with the disability factors commonly used for the
Eastern European countries. With this, DALY lost for
mental diseases would have been either neglected or

underestimated by this methodology because these
classified diseases are categorized as“non death-
driven”diseases. With this and others, it would be a
pressing need, in consideration of this theoretic
setback and other methodological limits that the
researcher had to compromise in carrying out the task,
to undertake more multidisciplinary and
comprehensive study on global burden of disease and
injury to estimate inverse economic impact on the
economy in line with the methodology as proposed by
WHO/WB and other of relevance. In consequence,
this will provide health policy decision makers a
mechanism through which a better matching between
the country

,
s disease burden and appropriate

intervention measures on an allocative efficiency
basis.

Acknowledgement

The research task was jointly undertaken by the
University of Tokyo and the General Directorate of
Health in Constanta County, the Ministry of Health
(MOH) of Romania over the period of July 2005
through September 2006. Grateful acknowledgment is
made, in particular, of academic supports and
cooperation provided by Dr. Moazzam Ali, the
University of Tokyo, and many other researchers in
Romania in the form of hearty guidance, comments
and advice on the overall structure and direction of the
task. The researcher,s outcomes as reflected in this
paper have extensively been benefited from comments
provided by and discussions held with these people,
while all of the editorial errors and others remain with
the principal author. 

Notes

1   In 2005, the total in-and out-patients in Romania was

4,479,847. (Source: The Public Institute of Health

Research and Development, Regularizar 2005)

2   IRR, by definition, is a discount rate that equalizes

discounted net benefits (benefit-cost) over the project

life, and mathematically expression as follows. IRR≡r :

Economic Burden of Disease and Cost Benefit Analysis of 
Emergency Medical Service (EMS) System in Romania



128

that makesΣ(B－C)ｔ×(1＋r)-t)} = 0  where (B－C)tｔ
represents net benefit in the year t (t = 1,2,...,n)

3   NPV≡Σ{(B－C)ｔ/(1＋r)-t) } where t = 1, 2,..., n, and r

as social discount rate.

4   Dupuit, P. (1932). De l
,
Utilite et de sa Mesure, La

Reforma Soziale., Turin, H. Hotelling. (1938). The

General Welfare in Relation to Problems of Railway and

Utility Rates. Econometrica, 6, 242-269., Ruggles, N.

(1949/50).  The Welfare basis of the Marginal Cost

Pricing Principle. Review of Economic Studies, 17, 29-

46., and (1949-50).

5   For example, see Munasinghe, M. (1984). Guidelines for

Marginal-Cost Analysis of Power System. WB., M.

Munasinghe, M. and Warford, J. (1978). Shadow Pricing

and Power Tariff Policy., Albouy, Y. (1983). Marginal

Cost Analysis and Pricing of Water and Electric Power.

Inter-American Development Bank, and many others.

6   Number of the sample of around 450 at maximum was

calculated while using the statistical software of

EPIINFO version 6 with the parameters of (i) population

size of 750,000, (ii) Non-previous study alike, (iii)

statistical confidential level of five (5) percent, and (iv)

analytical precision level of 95 percent.

7   Hearty gratitude is due to Professor K. Kuriyama at

Waseda University, Japan, for his free software of CVM

by EXCEL, version 2 downloaded from the site: www.

kkuri-mn.waseda.ac.jp

8   While there seems to have been some numerical

confusion in the DALY formula (Fox-Rushby, J.A. and

Hanson, K. (2001). Calculating and Presenting disability

adjusted life years (DALYs) in cost-effectiveness

analysis. Health policy and Planning. Oxford University

Press, 326-331.), the formula used in this paper is cited

from Homede, N. (2000). The Disability-Adjusted Life

Year (DALY) Definition, Measurement and Potential

Use. The World Bank, Human Capital Development and

operation Policy Working Paper.

9   Murray Christopher J. L., Lopez Alan D. (1996). (Eds),

The Global Burden of Disease. The World Bank, The

World Health Organization, Harvard University.

10 In so doing, the ICD-9 coding was duly converted to

ICD-10 coding. In this connection, it is gratefully

acknowledged to have received thoughtful academic

advises and data processing from Dr. Marcu and Ms.

Galan of the Public Health Institute in Bucharest.
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1．研究の背景と目的

「社会的環境管理能力」は、政府・企業・市民
の3つのアクターおよびアクター間の相互関係か
らなる、環境問題に対処するための社会全体とし
ての総体的な能力である（松岡他 2004）。そして、
この社会的環境管理能力は、行政、企業、市民社
会全体の適切な参加により、環境管理を進めると
いう「環境ガバナンス」（松下 2002）の稼動力と
して位置づく（村上・松岡 2006c）。

この社会的環境管理能力の測定に関して、村
上・松岡（2006b）は、村上・松岡（2006a）で探
索的因子分析により示された3つの能力要素を用
い、検証的因子分析モデルおよびその分析結果を
踏まえた構造方程式モデルにより、社会的環境管
理能力を表1に基づき、3アクター（G：行政、
F：企業、C：市民）と3能力要素（P：政策・対
策の遂行能力、R：環境対策資源の運用能力、
K：知識・情報・技術の提供能力）で表し、大気
質改善との因果関係を検証した。

【研究論文】

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして

要　約

本研究は、行政、企業、市民という社会的アクターの環境管理能力により表される社会的環境管理能力
に関して、アクター間の役割および各アクターの環境管理能力に一定の代替性があるとの仮説に基づき、
大気汚染対策に係る社会的環境管理能力の形成プロセス、および各アクターの環境管理能力の形成プロセ
スに係る因果関係を実証的に明らかにした。具体的には、横浜市、名古屋市、大阪市の1971～2000年にお
ける大気汚染対策を事例に、Stepwise Chow Testを用いて社会的環境管理能力の構造変化の時期を示し、ア
クター間の環境管理能力に一定の代替関係が生じていることを示した。これより、社会的環境管理能力は、
能力水準に応じたアクター間の役割の変化・代替を経ながら形成されていくという能力形成プロセスを都
市別に示した。そして、アクター間の代替が起こるまでの期間を対象に、行政の環境管理能力の向上が、
市民および企業の環境管理能力を向上させるという社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果関係
を、構造方程式モデルにより実証した。

キーワード

社会的環境管理能力、社会的環境管理能力の形成プロセス、
構造方程式モデル、大気汚染対策
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また、村上・松岡（2006c）では、村上・松岡
（2006b）が対象とした北九州市と大阪市に加えて、
横浜市、名古屋市、神戸市の5都市を対象に、図1
のモデルのように、国レベルの社会的環境管理能
力の影響を考慮し、都市の大気質改善に貢献する
社会的環境管理能力の構造を確認した。この分析
対象の空間の拡張および都市数の拡大による検証
を通じ、観測可能なデータから大気質改善に貢献
する潜在的な社会的環境管理能力の水準を推定す
る評価基準体系として、表1の能力評価フレーム
の適用可能性を示した。

さらに、村上・松岡（2006d）は、汚染排出構
造が類似している横浜市、名古屋市、大阪市の3
都市を対象に、村上・松岡（2006c）で確認され
た社会的環境管理能力と、大気質および経済成長
との関係性について、「経済成長を一因に形成さ
れる社会的環境管理能力が、大気質改善に貢献す
る」という図2の因果構造を、構造方程式モデル
により実証した。

ただし、村上・松岡（2006d）は、社会的環境

管理能力および各アクターの環境管理能力が、ど
のようなプロセスや因果関係で形成されるのかと
いう動態的な検証は行っていない。

ここで、環境ガバナンスやその稼動力である社
会的環境管理能力は、アクター間の役割の一定の
代替性を議論の前提としている。このアクター間
の役割の変化・代替は、小さな政府論に関する
PPP（Public Private Partnership）や、多様な主体
の発意に基づく主体間での対話と相互調整による
都市計画策定（小泉・西浦 2003）などの多くの
分野で、公共性の担い手である多様なアクターの
役割遂行として実際にみられる。ここで、各アク
ターには、その役割を適切に遂行できるだけの能
力が備わる必要がある1。したがって、各アクタ
ーの環境管理能力からなる社会的環境管理能力
は、能力水準に応じたアクター間の役割の変化・
代替を経ながら形成されていくと想定される。

また、社会的環境管理能力は、図3のように、
社会経済状態、環境質との相互関係に基づき形成
され、稼動する（松岡・朽木 2003）。したがって、

サイ�
クル�

能力�
要素�

  政策・対策遂行（知識実践）�

P ：政策・対策の遂行能力�
(policy & measure)

R ：環境対策資源の運用能力�
(resource management)

K ：知識・情報・技術の提供能力�
(knowledge & technology)

  政策・対策課題設定（知識創造・蓄積）�
  政策・対策評価（知識再生産）�

  政策・対策形成（知識創発・利用）�

ファクター�

○規制的手法�
　・大気汚染対策に係る法規制の制定・運用�
　・環境基準、排出基準の設定・監視�
　・大気汚染対策条例、基本計画の策定・運用�
　・立入検査等による監視�
○経済的手法�
　・環境税、課徴金・補助金制度の整備・運用�
○自主的手法�
　・公害防止協定（法的根拠なし）の締結�
　・環境学習・教育政策の推進�

○人員・組織�
　・環境関連部署の設置・活動�
　・大気汚染対策組織（委員会、審議会、企業・市民協議
　  会）の設置・活動�
　・大気汚染対策部署職員数の拡充・活動�
○資金・予算�
　・大気汚染対策予算の拡充・活用�
○施設・設備等�
　・大気汚染モニタリングシステムの整備・運用�
　・大気汚染警報設備、情報システムの整備・運用�

○調査・研究�
   ・大気汚染の要因・メカニズム等の研究�
   ・大気汚染対策技術の開発、ノウハウの蓄積�
   ・大気汚染対策の政策研究�
○情報公開・共有�
   ・大気質実態、大気対策情報の公開�
   ・職員教育・研修の実施�

G：�
行政�

○規制的手法�
　・大気汚染対策に係る法規制の遵守（野焼き等）�
　・行政の汚染監視体制の補完（SO2の簡易測定等）�
○経済的手法�
　・補助金制度等の活用による対策（NGO、NPO）�
○自主的手法�
　・苦情、要望、ロビイング、公害防止協定への参加�
　・エコドライブ、公共交通利用等、省エネ・省資源�
     生活への転換�
　・グリーン購入、エコファンド�

○人員・組織�
　・環境対策人員数の拡充・活動（NGO、NPO）�
　・NGO、NPO 活動への参加・活動�
　・環境イベント、環境講座等への参加・活動�
○資金・予算�
　・環境対策関連予算の拡充・活用�
○施設・設備等�
　・環境対策に係る施設・設備の確保・運用（NGO、NPO）�
　・環境配慮製品の導入・活用（省エネ、新エネ機器）�

○調査・研究�
   ・調査・研究（NGO、NPO）�
   ・監視・モニタリング（NGO、NPO）�
○情報公開・共有�
   ・大気汚染状況の把握�
　・環境関連情報の獲得�
   ・環境学習、環境教育の実施�

C：�
市民�
社会�

○規制的手法�
　・大気汚染対策に係る法規制の遵守�
　・環境基準、排出基準の遵守�
　・大気汚染対策条例、基本計画への対応�
○経済的手法�
　・補助金制度等の活用による対策�
○自主的手法�
　・公害防止協定（法的根拠なし）の締結�
　・財・サービス生産等、全プロセスでの環境負�
     荷抑制�
　・ISO14001の取得、ESCO事業の導入等�

○人員・組織�
　・環境関連部署の設置・活動�
　・環境関連部署職員数の拡充・活動�
　・環境管理者数、公害防止管理者数の拡充・活動�
○資金・予算�
　・大気汚染対策予算の拡充・活用�
○施設・設備等�
　・自社モニタリングシステムの整備・運用�
　・警報設備の設置、情報システムの整備・運用�

○調査・研究�
   ・工場・事業所の自社モニタリング�
   ・大気汚染対策技術の開発、ノウハウの蓄積�
○情報公開・共有�
   ・環境報告書、環境会計の作成・公開�
   ・職員教育・研修の実施�

F：�
企業�

ア
ク
タ
ー�

表1 アクター・ファクター・マトリクス（大気汚染対策）

（出所）村上・松岡（2006c）
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社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：

都市大気汚染対策を事例にして

社会的環境管理能力および各アクターの環境管理
能力は、都市の社会経済状態などに一定規定され
るため、その能力は社会経済状態の変化に応じて
変化する。つまり、各アクターの環境管理能力は、
アクター間の相互関係に基づく自己学習プロセス
と、社会経済状態などの外部環境からの影響に基

づいて形成され、稼動する。そして、社会的環境
管理能力の向上こそが、環境政策や国際環境協力
の効率的・効果的実施に繋がる（松岡他 2004）。

本研究は、日本の都市の大気汚染対策を事例に、
アクター間の役割および各アクターの環境管理能
力に一定の代替性があるとの仮説に基づき、大気
汚染対策に係る社会的環境管理能力の形成プロセ
ス、および各アクターの環境管理能力の形成プロ
セスに係る因果関係の解明を目的とする。そして、
どのアクターの環境管理能力を、どのような順序、
タイミングで向上させるのが、大気汚染対策の効
率的・効果的実施に繋がる社会的環境管理能力の
形成となるかを示す。

本研究の構成は、まず、2で分析対象とデータ、
分析手法を示す。そして、3で分析結果を示し、4
で考察、5で結論を述べる。

2．分析対象および方法

（1）分析対象の設定

分析対象の大気汚染物質、期間、都市は、村
上・松岡（2006d）と同様とする。大気汚染物質
は、工場・事業所等の固定排出源が中心の産業公
害型大気汚染である二酸化硫黄（SO2）と、固定
排出源に加え自動車等の移動排出源の寄与も大き
い都市・生活型大気汚染である二酸化窒素（NO2）
とし、排出源および解決困難度の異なる2つとす
る。

分析期間は、1971年から2000年までの30年間と
する。これは、原嶋・森田（1995）による環境政
策の前進期（1965～1974年）、松岡・朽木（2003）
による社会的環境管理能力の本格的稼動期（1970
～1980年代半ば）という、大気汚染対策が本格的
に実施され、成果をあげ始めた時期である1970年
代からを対象とすることとなる。

対象都市は、1971年時点で環境政策に一定の権
限を有する政令指定都市であり、硫黄酸化物に係
る総量規制指定地域（1974年11月第一次指定）、
および、二酸化窒素の1時間値の1日平均値が
0.06ppmを超える地域（昭和54年8月7日付け 環大
企310号）である5都市（横浜市、名古屋市、大阪

図1 SCEM、大気質の因果関係

図2 SCEM、大気質、経済成長の因果関係

図3 社会的環境管理能力の位置づけ

（注）SCEM：Social Capacity for Environmental
Management（社会的環境管理能力）

（出所）村上・松岡（2006c）

（出所）村上・松岡（2006d）

（出所）松岡・朽木（2003）より一部修正
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市、神戸市、北九州市）のうち、村上・松岡
（2006d）で示したように、汚染排出構造が類似し
ている横浜市、名古屋市、大阪市の3都市とする。
これら3都市は、多数の固定排出源と移動排出源
の存在を要因に、SO2、NO2濃度が高く推移して
いる（村上・松岡 2006d）。

本研究は、産業構造や都市構造に起因する都市
ごとの大気汚染物質の排出構造の違いを考慮し、
工業化およびモータリゼーションの進展した3都
市を対象に分析し、そこでの共通的な結論を導き
出す。

（2）データ

村上・松岡（2006c、2006d）と同様のデータを
用いる（表2）。各アクター（G：行政、F：企業、
C：市民）の環境管理能力は、それぞれ3つの能
力要素（P：政策・対策の遂行能力、R：環境対
策資源の運用能力、K：知識・情報・技術の提供
能力）で表すことができる。また、3つの能力要
素は、表1の「サイクル」の項に示されているよ
うに、政策サイクル、知識サイクルの3区分に対
応している（村上・松岡 2006a）。これより、各
アクターの基本的な社会的役割、行政：政策、企
業：生産、市民：消費のプロセスにおける大気汚

染対策に関する一連の事象を、3つに区分しデー
タ選択を行う。つまり、各アクターの環境管理能
力は、SO2およびNO2の濃度改善というアウトカ
ムとの関係において、その達成にむけたインプッ
ト（K、R）、アウトプット（P）にあたる3つの能
力要素で表現される。

データは、表1の3×3のマトリクスに基づき、3
都市ともに1971～2000年において継続的に収集可
能な統計データから選択される。なお、村上・松
岡（2006b）にも示したが、途上国の都市などで
の実際の検討に際しては、これら統計データに加
え、インタビューやアンケートによる質的情報に
基づいて能力を評価する。ここでは、3都市・30
年間共通に収集できる統計データにより、能力を
代理的に表すこととなる。なお、各アクターのデ
ータは、行政は市および環境科学研究所あたり、
企業は事業所あたり、市民は世帯あたりに加工し、
アクターごとに単位を統一することで指標化す
る。

①行政の環境管理能力（Gcap）
行政の環境管理能力は3つの指標で表される。

まず、大気汚染対策に関する「政策」のアウトプ
ットとして、「大気汚染政策の適切な遂行（gp）」
が設定できる。そして、この達成の背景には、

村上　一真　　　松岡　俊二　　　金原　達夫

1人当たり市内総生産（実質値）�

総務省「家計調査年報」（各年版）�
地方財政調査研究会「地方財政統計年報」（各年版）�
総務省「平成12年基準　消費者物価接続指数」�
経済企画庁「国民経済計算年報」（各年版）�

出所�データ�項目�

環境科学研究所報（各都市、各年版）�
環境白書等（各都市、各年版）�
厚生省「衛生行政業務報告」（各年版）�
地方公務員給与制度研究会「地方公務員給与の実態」（各年版）�
�

経済産業省「工業統計表」（各年版）�
産業環境管理協会「産業公害」、「環境管理」（各年版）�
内閣府「国民経済計算 需要項目別時系列表 年度デフレータ」�
�

内閣府「県民経済計算年報」（各年版）�

環境省「日本の大気汚染状況」（各年版）�

gk

gr

gp

fk

fr

fp

ck

cr

cp

GK

GR

GP

FK

FR

FP

CK

CR

CP

SO2
NO2

政策立案・実施の基礎となる科学的研究の実施�
：市立の環境科学研究所の研究成果に係る論文の掲載数�
�科学的研究を踏まえた政策化を推進するための組織力�
：市の環境部署および環境科学研究所の職員数×平均勤務年数�
�
大気汚染政策の遂行�
：市および環境科学研究所による工場・事業場等への大気汚染検査件数�

設備に体化された資源効率的な生産に係る技術・ノウハウの蓄積�
：製造業部門の有形固定資産の年末現在高（実質値）�

公害防止や生産工程管理のための組織体制の整備�
：公害防止管理者（大気関係）の国家試験合格者（累計値）�
�資源効率的な生産�
：製造業部門の製造品出荷額／原材料使用額�
�
環境意識醸成などに係る知識・情報化�
：通信および書籍・他の印刷物に係る支出額（実質値）�
�個人の環境意識を環境行動に促す「場」の創造�
：市の社会教育費（実質値）�

公共交通機関の利用�
：バス・電車の通学および通勤定期に係る支出額（実質値）�

二酸化硫黄（SO2）濃度（ppm） （一般測定局における年平均値）�
二酸化窒素（NO2）濃度（ppm）（同上）�

Gcap�
（行政）�

Fcap�
（企業）�
�

Ccap�
（市民）�

ENV�
（大気質）�

GRP�
（経済成長）�

表2 データ

（出所）筆者作成
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「政策立案・実施の基礎となる科学的研究（gk）」、
「科学的研究を踏まえた政策化を推進するための
組織力（gr）」が存在し、gk→gr→gpという大気
汚染に対する一連の政策プロセスが導かれる。こ
こで、これらに対応する能力要素を、村上・松岡

（2006c）と同様に、表2にあるGcapのGK、GR2、
GPの3つのデータで代理させる。

松下（2002）は、環境ガバナンスに関連して、
政策プロセスを、課題設定、政策形成、政策実施
に区分し、環境問題の存在と行政的課題としての
認識、政策決定と現実の政策実施などにギャップ
があり、その要因把握のために政策プロセス区分
ごとの検討の必要性を述べている。したがって、
科学的研究、政策化に係る組織体制、政策遂行を、
政策プロセス区分に対応する個別の能力要素とし
て設定することは妥当といえる。

②企業の環境管理能力（Fcap）
企業の環境管理能力は3つの指標で表される。

まず、大気汚染対策に関する「生産」のアウトプ
ットとして、「資源効率的な生産（fp）」が設定で
きる。そして、この達成の背景には、クリーナ
ー・プロダクション技術等による「資源効率的な
生産に係る技術・ノウハウの蓄積（fk）」、「公害
防止や生産工程管理のための組織体制（fr）」が
存在し、fk→fr→fpという大気汚染に対する一連
の生産プロセスが導かれる。ここで、これらに対
応する能力要素を、村上・松岡（2006c）と同様
に、表2にあるFcapのFK、FR、FPの3つのデータ
で代理させる。なお、FK「有形固定資産の年末
現在高」は、民間企業設備デフレータにより実質
化する。

ここで、FKは生産活動全般に係る資産であり、
クリーナー・プロダクション技術のみを範囲とす
るわけではないが、企業は資源効率的な生産に係
る設備の導入とその運用に係る技術・ノウハウの
蓄積という合理的な行動をとると想定できるた
め、これに代替する。

また、FRは、全国9会場別に示されており、
「（会場別合格者数）×（当該都市製造業事業所
数／当該地方経済産業局の管轄地域内製造業事業
所数）」により推計した。そして、1971年の第1回
試験合格者の平均年齢が約30歳であり、公害防止

に係る知識・ノウハウを持った人材が企業内で継
続して貢献しているものとして累計値とする。

紺野・野中（1995）は、能力ベース経営におい
て、能力を組織資源レベル（知識資源、認知的能
力）、知識変換レベル（システム、プロセス、ス
キル）、プロダクトレベル（コアプロダクト、補
完的製品・サービス）の3層に分類し、それらが
相互に関連することで、企業の総体的な能力が実
体化していると述べており、本研究の企業の能力
要素K、R、Pの分類と整合する。

③市民の環境管理能力（Ccap）
市民の環境管理能力は3つの指標で表される。

まず、大気汚染対策に関する「消費」のアウトプ
ットとして、「公共交通機関の積極的な利用（cp）」
が設定できる。そして、この達成の背景には、

「環境意識醸成などに係る知識・情報化（ck）」、
「個人の意識を環境行動に促す『場』の創造（cr）」
が存在し、ck→cr→cpという大気汚染に対する一
連の消費プロセスが導かれる。ここで、これらに
対応する能力要素を、村上・松岡（2006c）と同
様に、表2にあるCcapのCK、CR、CPの3つのデー
タで代理させる。なお、CK、CPは都市別品目別
デフレータ、CRは教育支出デフレータで実質化
する。

ここで、CKは、環境に関する考えや価値観、
基本的能力の水準を代替する3。ここで、廣松

（1986）の情報化指標作成に係る情報流通構造の
分類であるパーソナル／マス・コミュニケーショ
ン区分を踏まえる。電話、はがき等の通信費をパ
ーソナル・コミュニケーション、新聞、雑誌等の
書籍・他の印刷物費をマス・コミュニケーション
の代表として、これらの和を指標とする。

また、CRは、公民館費、図書館費、青少年教
育施設費、女性教育施設費、社会教育活動費など
を含むものであり、公的な係りにおいて、社会規
範、慣習・習慣の維持に寄与する4。また、教育
の外部性、つまり個人に教育需要の決定を委ねる
と社会全体にとって望ましい教育水準が達成され
ない可能性が高いため（小塩 2002）、社会教育は
個人の知識・情報化を補完し、集団での活動を促
進させる機能を有す。これらに関して、知識は特
定の時間、場所、他者との関係性の中で創発、修

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして
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正されるものであり（野中他 2003）、この『場』
の創造に社会教育は貢献するものといえる。つま
り、個々人の家庭での学習に基づく環境意識は、
他者との意見交換や情報共有により、環境行動に
つながる水準にまで高まる。これより、積極的な
公共交通機関の利用という消費行動の変化（環境
行動）が期待されることとなる。

CPに関しては、表1にあるように、公害防止協
定への参加、行政の汚染監視体制の補完なども候
補にあがる。ただし、これらはデータ制約ととも
に、固定排出源に加えて、自動車排ガスの寄与が
大きいNO2に対する環境行動を含むものとは言え
ない。したがって、自動車の利用者でもある市民
の環境管理能力は、NO2だけでなくSO2を含む大
気汚染全般に対する意識の高まりとして、「公共
交通機関の積極的な利用」という環境行動に結び
つくと捉える。例えば、昨今のノー・マイカー・
デーやパーク・アンド・ライドの推進状況は、市
民の環境意識の高まりによる環境行動という、環
境管理能力により規定される。

Stern（2000）は、個人の環境行動とその要因
に関する先行研究を整理し、環境行動は、「1. 環
境活動組織への参加」、「2. 環境イベント参加や環
境政策への賛同」、「3. 低環境負荷の財・サービス
の購入・消費」、「4. 企業、団体等の構成員として
の環境行動等」の4つの視点から捉えることがで
きるとしている。

一方、これらの環境行動の要因を、「a. 道徳、
信念、価値観などの考え」、「b. 教養などの基本的
能力、応用的な知識・技術」、「c. 経済性、法規制、
社会規範などの外的要因」、「d. 慣習・習慣」に4
分類し、複数の要因の相互作用により、特定の環
境行動が導かれることを認識すべきとしている。

本研究では、環境行動は「3. 低環境負荷の財・
サービスの購入・消費」としての「公共交通機関
の積極的な利用（cp）」となり、その要因は、a、
bにあたる「環境意識醸成に係る知識・情報化

（ck）」、c、dにあたる「個人の意識を環境行動に
促す『場』の創造（cr）」となる。

④社会的環境管理能力（SCEM）
各アクターの環境管理能力および社会的環境管

理能力の指標化を示す。村上・松岡（2006a）は、

探索的因子分析での因子負荷量の寄与率5を、能
力要素ごとのウェイトとして捉え、3つの能力要
素P、R、Kのウェイトを31.8、47.3、7.5とした。
この結果をもとに、村上・松岡（2006a）と同様
に、各アクターの環境管理能力は、上述した①～
③の各アクターの3つ能力要素（P、R、K）を表
すデータを、このウェイトにより加重平均した値
として設定する。

社会的環境管理能力の指標化に係るウェイト
は、村上・松岡（2006b）の分析結果を用いる。
村上・松岡（2006b）は、図4のモデルに基づき、
各アクターの大気質改善への貢献度を実証した。
結果、行政、企業、市民の環境管理能力（cap）
→大気質（ENV.）に係る標準化係数は、－0.86、
－0.94、－0.91となった。この各アクターの環境管
理能力の大気質改善への貢献度の絶対値を、アク
ターのウェイトとする。したがって、社会的環境
管理能力は、能力要素ウェイトにより加重平均し
て得られた各アクターの環境管理能力を、このア
クター・ウェイトにより加重平均した値として設
定する。

SO2濃度、NO2濃度は、図5、図6のように一般
測定局における年平均値とする。また、経済成長

（GRP）は、1人あたり市内総生産とし、GDPデフ
レータで実質化する。

（3）分析手法

まず、各アクターの環境管理能力および社会的
環境管理能力の推移を踏まえ、Stepwise Chow
Testおよび相関分析を用いて、アクター間の環境
管理能力の代替性に係る検証を行い、大気汚染対
策に係る社会的環境管理能力の形成プロセスを明
らかにする。これを踏まえて、構造方程式モデル
により、社会的環境管理能力を構成する各アクタ
ーの環境管理能力の形成プロセスに係る因果関係
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図4 アクター別構造方程式モデル

（出所）村上・松岡（2006b）
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を検証する。そのため、2つの実証分析を行う。

①分析1：アクター間の代替性の検証
Stepwise Chow Testを用いて、行政、企業、市

民の環境管理能力からなる社会的環境管理能力の
構造変化の時期を明らかにする。そして、構造変
化前後の期間それぞれでのアクター間の相関関係
を考察することで、アクター間の環境管理能力の
代替性を明らかにする。この相関関係と代替性に
ついて、アクター間の相関係数の符号に着目し、
負符号であれば、アクター間の環境管理能力に代
替性が生じていると解釈する。つまり、本研究で
の「代替」は、社会的環境管理能力における各ア
クターの環境管理能力の配分割合の変化が、代替
関係となるかを意味する。

ここでは、社会的環境管理能力の構造変化を、
それを構成する各アクターの役割の変化・代替に
伴う環境管理能力の水準変化に拠るものとして捉
える。つまり、部分としての各アクターの環境管
理能力水準のバランスの変化により、全体として
の社会的環境管理能力に構造変化が起こると捉え
る。これにより、社会的環境管理能力は能力水準
に応じたアクター間の役割の変化・代替を経なが
ら形成されていく、という能力形成プロセスの全
体像を示すこととなる。

なお、Chow Testは、時系列データを構造変化
が起こったと想定される時点を事前に決めて、前
期、後期に2分割し、両期間で推定されるパラメ
ータが等しいかどうかをF検定により検定し、パ

ラメータが有意に異なれば構造変化が生じている
と判定する方法である（高林 1988）。また、
Chow Testの応用であるStepwise Chow Testは、構
造変化の時期が事前に確定されていない場合に用
いる方法で、分割時点を1期ずつ後方にずらしな
がら、それぞれでF値を算出し、構造変化期を特
定する方法である（二宮 1977）。

②分析2：アクター間の因果関係の検証
構造方程式モデル（Structural Equation Model :

SEM）を用いる。構造方程式モデルは、直接観
測できない潜在変数を導入し、その潜在変数と観
測変数との間の因果関係を同定することにより、
社会現象や自然現象を理解するための統計的アプ
ローチである（狩野・三浦 2002）。

ここでは、村上・松岡（2006d）で明らかにし
た社会的環境管理能力、大気質、経済成長の因果
構造を踏まえ、大気質、経済成長との関係性の中
で、社会的環境管理能力を構成する各アクターの
環境管理能力の形成プロセスに係る因果関係の検
証を行う。

以上、分析1、2より、大気汚染対策に係る社会
的環境管理能力の形成プロセスの検証と、その形
成プロセスの中身である各アクターの環境管理能
力の形成プロセスに係る因果関係の検証がなされ
る。

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして

図5 SO2濃度の推移 図6 NO2濃度の推移

（出所）環境省「日本の大気汚染状況」（各年版）、環境白書等（各都市、各年版）
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3．分析結果

（1）分析1：アクター間の代替性の検証

各都市の1971～2000年のアクターごとの環境管
理能力の推移は図7、8、9となる。データは標準
化し（平均0、標準偏差1）、推移の傾向を捉える
ため、2次曲線の近似曲線を示した。近似曲線は、
3都市ともに、行政、市民は上に凸、企業は下に
凸の形状となった。また、1971～2000年の期間に
おいて、行政では横浜市、大阪市、市民では横浜
市、名古屋市で2次曲線に極大点がみられる。

各アクターの環境管理能力は、グラフおよび近
似曲線の形状より、3都市ともに、まず、行政お
よび市民の環境管理能力の向上が見られる。その
後、企業の環境管理能力が向上するにしたがい、
行政および市民の環境管理能力が横ばいあるいは
低下傾向になることが、おおまかに見て取れる。

また、各都市の1971～2000年の社会的環境管理
能力の推移は図10となる。2次曲線の近似曲線は、
3都市ともに上に凸の形状となった。3都市それぞ
れの社会的環境管理能力は、グラフおよび近似曲
線の形状より、1971～2000年の期間において極大
点を迎えていない右肩上がりの推移となっている。

以上より、3アクターの環境管理能力からなる
社会的環境管理能力は、それを構成する各アクタ
ーの環境管理能力が上下するにも関わらず上昇傾
向にあるといえる。これより、アクター間の環境
管理能力の配分割合の変化として、アクター間の
環境管理能力の代替可能性が示唆される。次に、
これをStepwise Chow Testを用いて、実証的に確
認する。

まず、上述してきたような図7～10のグラフお
よび近似曲線の形状に係る考察、および表3に示
した社会的環境管理能力の発展ステージ・モデル6

を踏まえて、Stepwise Chow Testで検証するモデ
ルを設定する。表3の「システム形成期」では、
行政は自身の能力形成とともに、市民の環境意識
の醸成、企業への社会的圧力の形成の役割が指摘
されている。「本格的稼動期」では企業の能力形
成の重要性が示され、「自律期」では企業、市民
が環境管理のイニシアティヴを担う、という能力
形成プロセスが記述的に示されている。また、こ

村上　一真　　　松岡　俊二　　　金原　達夫

図7 各アクターの環境管理能力推移（横浜市）

図8 各アクターの環境管理能力推移（名古屋市）

図9 各アクターの環境管理能力推移（大阪市）

図10 各都市の社会的環境管理能力の推移

（出所）筆者作成
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れに関連して、今村（2002）は、標語としての
「ガバメントからガバナンスへ」は、ガバナンス
としての多様なアクターの参加による連携・協働
の中では、ガバメントのありようが改めて問われ
ていると指摘し、「ガバメントもガバナンスも」
として、行政のガバナンスにおける役割の重要性
を述べている。

これらより、行政から企業および市民への役割
の交代・代替により行政の環境管理能力の水準が
変化することで、3アクターの環境管理能力から
なる社会的環境管理能力の構造変化が引き起こさ
れると捉える。つまり、Stepwise Chow Testのモ
デルを、SCEMt=α+βGcapt+Ut （Ut: 誤差）とい
う行政の環境管理能力を説明変数とする回帰式と
して設定し、社会的環境管理能力の構造変化の時
期を明らかにする。

Stepwise Chow Testより、表4のとおり、Takeuchi
（1991）、山本・Zhai（1995）と同様に、最も高い
F値をもたらす時期を構造変化の時期と判定し
た。これは、図7～9より、3都市ともGcapとFcap
の交点に近い時期となっている。

次に、表4で示された社会的環境管理能力の構
造変化時期で区分される期間ごとに、アクター間
の環境管理能力の相関係数7を示した（表5、6、7）。

社会的環境管理能力の構造変化が起こる前、つ

まり、アクター間の代替が起こる時期までは、3
都市ともにアクター間の相関係数は全て正符号と
なり、統計的にも多くが有意となっている。また、
各アクターの環境管理能力と社会的環境管理能力
の相関係数も、全て統計的に有意な正符号となっ
ており、この時期、全てのアクターの環境管理能
力は上昇傾向となることが確認された。松岡・朽
木（2003）によると、この時期は、表3のシステ
ム形成期・後期あるいは本格稼動期・前期から、
自律期への移行期にあたり、各アクターともに環
境管理能力を向上させ対策を進めることで、図5、
6にあるように、SO2濃度、NO2濃度を改善させて
きたといえる。

一方、構造変化後では、アクター間の環境管理
能力は、正符号で統計的に有意な相関関係を示し
ているものはなく、逆に、負符号が多く、統計的

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして

システム�
形成期�
�
�
�

ステージ�

自律期�

本格的�
稼動期�

概要�

・政府・企業・市民という社会的アクターの相互関係が強くなり、社会的能力が自律的に発展していき、総合的な環境�
　管理が行われていく�
・民間（企業、市民）が環境管理のイニシアティヴを担い、新しく発生する環境問題への柔軟な対応が可能となる�
・環境政策の手法としては、直接規制から市場的手法や自主的手法の重視へと移行していく�
・途上国においては、従来のODAを主とした先進国との垂直的な協力関係から、民間交流などによる水平的な協力関係�
　へと移行し、援助から卒業する�
�

・環境管理に関する制度の束である社会的環境管理システムが形成される�
・この時期は、「政府（行政）の能力」形成が重要�
・一般的には、環境法の整備（法制度整備）、環境行政制度の整備（環境省などの整備）、環境情報制度（汚染モニタ�
　リング・ネットワーク整備、データの収集と活用・公開）の整備という3つのステップがある�
・特に環境情報においては、環境モニタリング・ステーション数のみでなく、情報ネットワークの整備と公開による市�
　民の環境意識の醸成と汚染者（企業）への社会的圧力の形成が重要�

・汚染削減を本格的に行っていく時期であり、汚染が増加傾向から減少傾向に転じ、いわゆる環境クズネッツ曲線の転�
　換点が観察される�
・この時期は、企業における汚染対策を可能とする技術・知識の開発・普及であり、企業における公害対策を可能とす�
　る人材・組織的資源の蓄積が最も重要�
・政府における明確な環境対策とその実施、市民の環境問題への関心・監視と政府の政策への支持も、もちろん重要�

表3 社会的環境管理能力の発展ステージ（大気汚染対策）

（出所）松岡・朽木（2003）、松岡他（2004）より作成

1988�
1995�
1994

横浜市�
名古屋市�
大阪市�

都市� F値�
84.262�
13.816�
55.935�
�

年度�

**
**
**

（注）最も高いF値のみを示した
** 1%有意、* 5%有意

（出所）筆者作成

表4 Stepwise Chow Testの結果
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に有意な相関係数もみられる。表7より、大阪市
では、行政から企業および市民への役割の代替に
より、行政と企業および市民の環境管理能力に代
替関係が生じていることが、負の相関係数より示
された。

ここで、表3の自律期に、「政府・企業・市民と
いう社会的アクターの相互関係が強くなる」、「民
間（企業、市民）が環境管理のイニシアティヴを
担う」とあるように、表4の3都市の社会的環境管
理能力の構造変化、つまりアクター間の代替は、自
律期に移行した後に生じており、表3と整合する。

また、「総合的な環境管理」、「新しく発生する
環境問題への柔軟な対応」とあるように、行政の
役割は、自律期ではCO2や有害化学物質、廃棄物
などの解決困難な新たな環境問題への対策、そし
て、そのための能力形成に重心が移っていく。つ
まり、SO2、NO2という固定排出源を主な汚染源
とする産業型公害については、環境基準の一定の

達成を踏まえて、能力水準が向上してきた企業の
自主的な対策と、表1にある市民による行政の汚
染監視体制の補完としてのWatch dog（監視者）
などに一定任せて、行政は汚染行動の規制や監視
を、選択的そして効率的に実施することが可能と
なる。これは小さな政府への転換という実際にも
通じる。この役割の変化に伴う能力の要求水準の
変化として、行政の大気汚染（SO2、NO2）に係
る環境管理能力は、横ばいあるいは低下傾向とな
って表れると解釈できる。つまり、単に行政の環
境管理能力が低下したのではない。

一方、企業の環境管理能力は、指標化において、
資源効率的な生産、およびそれに係る技術・ノウ
ハウの蓄積や生産工程管理などのための組織体制
の整備という一連のプロセスとして捉えている。
したがって、企業の大気汚染（SO2、NO2）に係
る環境管理能力は、経済合理性に基づく資源効率
性の継続的な追求としての環境対策の推進によ
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表5 アクター間の環境管理能力の相関係数（横浜市）

表6 アクター間の環境管理能力の相関係数（名古屋市）

表7 アクター間の環境管理能力の相関係数（大阪市）

（注）** 1%有意、* 5%有意
（出所）筆者作成
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り、右肩上がりに表れると解釈できる。
ここで、表5、6の横浜市、名古屋市の分析結果

であるが、大阪市とは、企業の環境管理能力の上
昇傾向は同じだが、行政、市民の環境管理能力の
推移とそれに関する相関関係が異なる。Ccapと
Fcapは負の相関となり、GcapとFcapは正の相関と
なっている。また、GcapとSCEMも正の相関とな
っている。図7、8より、行政の環境管理能力が、
それまでは横ばいあるいは低下傾向だったのが
1997、98年あたりから再向上し、市民の環境管理
能力が横ばいあるいは低下傾向となっていること
から、市民の環境管理能力の再代替として、行政
の環境管理能力が再向上したと捉えることができ
る。また、企業の環境管理能力の上昇も、市民の
環境管理能力を代替している。

ここで、市民の環境管理能力の指標は、環境意
識の高まり（K、R）による環境行動（P）という
プロセスを、「公共交通機関の積極的な利用」と
いう環境行動に結びつくプロセスとして捉えてい
る。これより、特に近年の市民の環境管理能力の
推移の横ばいあるいは低下傾向は、自動車の快適
性・利便性向上に対する嗜好の変化や生活スタイ
ルの変化、都市の拡散と交通インフラ整備状況な
どの社会経済状態の変化の影響が大きいと想定さ
れる。その結果が、表8にあるように、1990年以
降の自動車保有台数、平均交通量、平均混雑度に
表れる。横浜市では、表5でCcap－SCEM、Ccap－
Gcap、Ccap－Fcapが負の相関となり、自動車保有
台数、平均交通量および平均混雑度が、1990年以
降も、ともに増加する。名古屋市では、表6で
Ccap－SCEMは正の相関だが、Ccap－Gcap、Ccap－
Fcapは負の相関となり、自動車保有台数が増加す
る。一方、大阪市は、表7でCcap‐SCEMは統計

的に有意な正の相関となり、市民の環境管理能力
は上昇傾向として表れ、1990年以降、表8の数値
は全てが減少する。

以上より、横浜市、名古屋市では、生活スタイ
ルの変化や交通インフラ整備を中心とした社会経
済状態の影響を強く受け、市民の大気汚染（SO2、
NO2）に係る環境管理能力は、横ばいあるいは低
下傾向となって表れる。そのため、自動車交通動
向の悪化に繋がり、その対応として、行政の環境
管理能力が再向上していると解釈できる。そのた
め、大阪市のCcapとGcap間の負符号の意味とは
異なる。各アクターの環境管理能力は、アクター
間の相互関係に基づく自己学習プロセスと、社会
経済状態などの外部環境からの影響に基づいて形
成されることから、これらの能力形成に与える影
響度の違いにより、都市ごとに異なる結果が生じ
るといえる。

以上の分析結果より、表4の時期を境に、都市ご
とに代替状況は異なるが、各アクターの環境管理
能力に一定の代替関係が生じていることを示した。

（2）分析2：アクター間の因果関係の検証

分析1では、社会経済状態に影響を受けつつ、
能力水準に応じたアクター間の役割の変化・代替
を経ながら、社会的環境管理能力が形成されると
いう能力形成プロセスの全体像を都市ごとに示し
た。また、各アクターの環境管理能力の代替状況
は、都市ごとに異なることも示した。

ここでは、分析1での社会的環境管理能力およ
び各アクターの環境管理能力の形成プロセスを踏
まえ、その形成プロセスにおいて、どのような因
果関係で各アクターの環境管理能力が形成されて

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして

1971年�
1980年�
1990年�
1999年�
�

自動車保有台数（台）�

横浜市�
330,676�
684,549�

1,232,799�
1,426,354�

�

名古屋市�
384,817�
781,210�

1,134,834�
1,261,568

大阪市�
603,547�
718,755�
939,728�
913,285�

�

横浜市�
17,879�
19,738�
23,879�
24,797

DID・12時間平均交通量（台/12h）�
名古屋市�

25,197�
20,575�
21,435�
20,345

大阪市�
29,951�
24,981�
25,620�
23,799�

�

DID・12時間平均混雑度�
横浜市�

1.05�
1.06�
1.23�
1.24�

�

名古屋市�
0.84�
0.87�
1.04�
0.99

大阪市�
0.95�
1.04�
1.36�
1.07�

�

表8 自動車保有台数、平均交通量および平均混雑度（一般道路計）の推移

（注）DID：人口集中地区、平均交通量＝（交通量×区間延長）の合計/区間延長の合計
平均混雑度=交通量/交通容量（走行台キロの合計/容量台キロの合計）

（出所）国土交通省「道路交通センサス」（各年版）、大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（各年版）
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きたかを明らかにする。
なお、ここでは、構造変化前の期間、つまりア

クター間の代替の起こる前の期間を分析対象とす
る。図7～10および表4～7に基づく分析1の結果か
らも明らかなように、構造変化期を境に変化する
各アクターの環境管理能力の推移は、当然、アク
ター間の因果関係も変化させる。そのため、全期
間を通じた分析ではなく、2期間それぞれで分析
する必要がある。ここで、都市ごとの各アクター
の環境管理能力の構造変化後の代替状況は異なる
ため、因果関係も都市ごとに異なることと、構造
変化後のデータ数が限定されるという分析手法上
の課題より、構造変化前、つまりアクター間の代
替前の期間のみを分析対象とし、3都市に共通的
な結論を導くこととする。なお、表4でのアクタ
ー間の代替時期は、表3の自律期にあたり、「援助
から卒業する」時期と示されている。国際環境協
力を踏まえると、援助の必要があるアクター間の
代替前の期間において、各アクターの環境管理能
力の形成プロセスに係る因果関係を明らかにする
ことは、援助対象とすべきアクターの選択や順序、
タイミングなどの知見を示すことにも繋がる。

構造方程式モデルによる分析結果は図11とな
る。なお、社会的環境管理能力の構造変化前とい
う分析時期の設定により、各都市のデータ数が限
られるため、3都市のプールデータ（N＝64）に
より分析を行った。また、モデルの識別性確保の
ため8、ENV→SO2を1に固定する制約を課すこと
で解を求めた。

モデルの因果構造の設定は、表3のシステム形
成期で、行政は自身の能力形成とともに、市民の
環境意識の醸成、企業への社会的圧力形成の役割
の指摘を踏まえた。また、金原・金子（2005）に
よる、環境規制などの行政からの圧力、および環
境志向などに基づく地域社会からの要請が、企業
の環境経営を促進させるという因果関係モデルの
提示も考慮した。なお、CcapとFcapの間のパスは
統計的に有意とならなかったため省略した。また、
GcapとCcapのパスの向きは、Gcap→Ccapという
因果関係とした。これは、上述した表3での記述
とともに、仮にGcap←Ccapとした場合、村上・
松岡（2006d）で示されたGRP→Ccapのパスが統
計的に有意でなくなるという分析結果に拠る。

モデルの適合度は、χ2＝7.857（df4）、P＝0.097
（>0.05）、GFI＝0.958となり、一定の適合度を示
した。ここでのχ2検定は、帰無仮説を「モデル
が正しい」とおくため、P値が0.05以上で仮説が
棄却されないことで、5%の有意水準でのモデル
の採択がなされる。また、パス係数は全て統計的
に有意となった。

各アクターの環境管理能力の形成プロセスに係
る因果関係は、Gcap→FcapおよびGcap→Ccapと
して統計的な有意性が得られた。これより、行政
は自身の能力形成を進める中で、市民の環境意識
の醸成、企業への社会的圧力の形成を推し進め、
市民、企業の能力形成を促進させたといえる。

また、各アクターの環境管理能力と大気質
（ENV）の因果関係について、各アクターともに

村上　一真　　　松岡　俊二　　　金原　達夫

行政・環境管理能力� 企業・環境管理能力� SO2濃度�

経済成長� 市民・環境管理能力�

Gcap

GRP
x2＝7.857(df4), P＝0.097(＞0.05)�
GFI＝0.958�
�

ENV

Fcap

Ccap

大気質�

NO2濃度�

0.41

0.70

0.32

**

**

**

**

*

*

**

**

**

**

**

0.21

0.64

0.36

－0.31

－0.45

－0.47

NO2

SO2
0.88

0.62

図11 各アクターの環境管理能力の形成プロセスにおける因果関係

（注）誤差変数、攪乱変数は省略した
** 1%有意、* 5%有意

（出所）筆者作成
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負符号で統計的に有意となり、各アクターの環境
管理能力が向上することにより、SO2濃度および
NO2濃度が低下するという関係が示せた。

そして、経済成長（GRP）と各アクターの環境
管理能力の因果関係について、各アクターともに
正符号で統計的に有意となり、経済成長に伴い各
アクターの環境管理能力が向上するという関係が
示せた。

さらに、経済成長（GRP）と大気質（ENV）の
因果関係について、GRP→ENVは正符号で統計的
に有意となり、経済成長に伴い大気質が悪化する
という関係となった。これより、経済成長に伴い
転換点を経て環境質が改善していく逆U字を描く
環境クズネッツ曲線仮説に関しては、村上・松岡

（2006d）のように、経済成長それ自体が直接大気
質改善に寄与しているのではなく、経済成長を一
因に形成される社会的環境管理能力および各アク
ターの環境管理能力が、大気質改善に寄与してい
ると捉えるのが適切であるといえる。

以上、社会的環境管理能力および各アクターの
環境管理能力の形成プロセスに係る因果関係とし
て、行政の環境管理能力の向上が、市民および企
業の環境管理能力を向上させるという因果関係を
実証的に明らかにした。

4．考察

以上の分析結果を踏まえて、大気汚染対策の効
率的・効果的実施に繋がる社会的環境管理能力形

成のあり方について考察する。
表3のシステム形成期で、行政は自身の能力形

成とともに、市民の環境意識の醸成、企業への社
会的圧力の形成の役割が指摘されているが、必ず
しも行政自身の能力形成として、市民および企業
の能力形成を促す能力要素が形成されるとは限ら
ない。つまり、Gcapは向上するが、Gcap→Fcap
およびGcap→Ccapの矢印の部分である、相互関
係に基づく他アクターの能力形成の促進が上手く
機能しない状況も想定される。これより、能力形
成を進めていくにあたり、アクター間の相互関係
を踏まえ、他アクターの能力形成を促すようなア
クターの能力形成が求められる。

したがって、Gcap→FcapおよびCcap、という
社会的環境管理能力の形成プロセスを踏まえて、
表1のマトリクスを用いて各アクターの能力水準
を3つの能力要素から把握し、表3のステージ論で
の現在の位置づけを明確にすることが求められ
る。つまり、Gcapの水準、Gcap→Fcapおよび
Ccapにおける他アクターの能力形成促進に係る
能力要素の水準、FcapおよびCcapの水準に関して、
いずれの状況がボトルネックかを明らかにする必
要がある。これにより、大気汚染対策の効率的・
効果的実施に向けて、能力形成の対象とすべきア
クター選択やステージ論に基づく具体的な達成目
標、形成対象となる具体的な能力要素などを示す
ことができる。その評価結果は、図12のようなイ
メージで示される。

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：
都市大気汚染対策を事例にして

アクター�

ファクター�

G:行政�

F:企業�

C:市民社会�

P:政策・対策の遂行�
能力�

R:環境対策資源の�
運用能力�

K:知識・情報・技術�
の提供能力�

Benchmark（達成目標）�

Capacity Gap

Capacity Gap Filling

Capacity Gap Filling

Current Capacity 

図12 アクター・ファクター・マトリクスに基づく社会的環境管理能力の評価イメージ

（出所）筆者作成
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5．結論

本研究は、日本の3都市の1971～2000年におけ
る大気汚染対策を事例に、アクター間の役割およ
び各アクターの環境管理能力に一定の代替性があ
るとの仮説に基づき、大気汚染対策に係る社会的
環境管理能力の形成プロセス、および各アクター
の環境管理能力の形成プロセスに係る因果関係を
実証的に示した。結果、以下のことを明らかにし
た。

（1）大気汚染対策に係る社会的環境管理能力お
よび各アクターの環境管理能力の推移を踏まえ、
Stepwise Chow Testにより、社会的環境管理能力
の構造変化の時期を示した。そして、構造変化前
後の期間それぞれでのアクター間の相関関係を考
察し、構造変化後の負符号の相関係数に基づき、
アクター間の環境管理能力に、一定の代替関係が
生じていることを明らかにした。これより、社会
的環境管理能力は、能力水準に応じたアクター間
の役割の変化・代替を経ながら形成されていくと
いう能力形成プロセスの全体像を都市ごとに示し
た。

（2）アクター間の代替が起こるまでの期間を対
象に、「行政の環境管理能力の向上が、市民およ
び企業の環境管理能力を向上させるという社会的
環境管理能力の形成プロセス」に係る因果関係を、
構造方程式モデルにより実証的に示した。

（3）大気汚染対策に係る社会的環境管理能力の
形成プロセスを踏まえ、アクター・ファクター・
マトリクスにより各アクターの能力水準を把握
し、ステージ論での現在の位置づけを明確にする
ことで、能力形成の対象とすべきアクター選択や
ステージ論に基づく達成目標、形成対象となる能
力要素などを示すことができる。
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注記

1   今村（2002）は、「より良いガバナンスを生み出そ

うというとき、繰り返し問われることになるであろ

う問題の一つが、参加主体の能力問題である。政治

家も、行政職員も、事業者も、そして市民も、そこ

に参画する主体すべてが、その能力や資質を問われ

ることになる。」と、ガバナンスでの各アクターの

能力向上の必要性を指摘している。

2   GRは、量だけでなく、質の把握が重要となるため、

Barro（1991）らが、労働力の質の計測で教育年数

や労働者所得等を代理変数で用いていることを踏ま

え、環境政策に携わる人員の質を、経験および熟練

を示すものとして平均勤務年数を設定し、人員数と

掛け合わせて、組織力として示した。

3   村上・松岡（2006b）の図4（P49）で示したように、

環境問題に関する知識・情報が定期的に得られる。

その図4での「環境問題」関連図書は、NDL-OPAC

（国立国会図書館蔵書検索システム）での、「環境問

題」をタイトルに含む和図書の出版年ごとの検索結

果件数である。これと、本研究の横浜市、名古屋市、

大阪市のCKとの相関係数は、0.605、0.358、0.762

となり、一定の相関が得られる。これより、CKは、

環境意識、環境への責任感の水準等を測るものとで

きる。

4   社会教育に限らず、行政サービスの提供量（予算配

分）は、規範的には、市民ニーズを充足させる量を

過不足なく提供するものである。したがって、施設

運営等に係る予算は、各施設の利用状況、および諸

集会や学級・講座、講習会への参加等の利用実績、

また市民の要望に基づき定まるといえる。したがっ

て、社会教育費は、市民の環境等に関する知識・情

報の交換・共有に係る「場」の活性化の程度に近似

すると捉えることができる。もちろん、現実には、

行政サービスの効率性や、市の財政事情により歪み

が生じている可能性もある。なお、社会教育費の支

出項目別内訳（平成16年度・全国）としての、消費

的支出、資本的支出、債務償還費の割合は、56.5%、

17.2%、26.3%となっている。
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5   因子負荷量の寄与率は、大気汚染政策に係る能力全

体を各因子がどの程度説明できるかを示しており、

能力要素ごとのウェイトとして捉えることができ

る。

6   社会的環境管理能力の発展ステージ・モデルは、井

村・勝原（1995）、原嶋・森田（1995）、李（1999）

などの先行研究におけるステージ論の検討をふまえ

たものである（松岡他2004）。

7   相関係数はスピアマンの順位相関による。

8  モデルが識別されない状態とは、求める自由母数と

方程式の数の関係で、想定するモデルでの解が一つ

に定まらない状態である。そのため、モデルを識別

させるために、パス係数や分散を固定させるなどの

制約を課す必要がある。一般的に、潜在変数の分散

を1、潜在変数から観測変数のパス係数の一つを1に

固定する制約方法が用いられる。
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Abstract

This study examines the causality of the development process of social capacity for environmental
management (SCEM), which contributes to urban air quality improvement realized by social actors (i.e.,
government, firms, and citizens) and factors (i.e., policy & measure, resource management, and knowledge &
technology). By applying the stepwise chow test and correlation analysis to a panel data set for years between
1971 and 2000, we show the substitutability of actors

,
capacity in the case of 3 major cities (i.e., Yokohama,

Nagoya, Osaka) in Japan as the development process of SCEM. Then, a structural equation model is applied to
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,

capacity. The model shows that increasing government capacity has increased firms
, 
and citizens

, 
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はじめに

わが国の政策評価制度は、各府省が所管する政
策について自らが評価（以後「自己評価」）を行
ない、企画・立案に反映させることが基本原則の
ひとつになっている。したがって、自己評価が

「お手盛り」評価に陥るという危惧は避けられず、
これを払拭するため、評価の客観性を高める仕組
みがあらかじめ設定されている。その代表が、総
務省行政評価局による「評価の評価」を行なう客
観性担保評価の活動であり、これは「行政機関が
行なう評価に関する法律」（2001年6月成立）（以

下「評価法」）により規定されている。
客観性担保評価の取り組みは、総務省行政評価

局により毎年報告されているが、客観性担保評価
の現状とその限界を示す事例が出現した。それは、
小泉構造改革の不良債権処理に伴う一連の雇用対
策への評価活動である。雇用対策を実施した厚生
労働省は、「おおむね効果があった」と自己評価
していたが（2002年度厚生労働省実績評価書）、
その認識とは大きなズレのある実態が報道機関に
よって指摘されていた。これに応じて総務省も厚
生労働省に対する客観性担保の活動を行ない、あ
る意味において客観性担保の活動が一歩進んだ形

【研究論文】

政策評価の客観性をめぐる一考察
－不良債権処理に伴う雇用対策評価をめぐって－

要　約

不良債権処理に伴う失業者に対する雇用対策として、緊急雇用対策交付金の創設を中心としてセーフテ
ィネットの構築が図られ、2001年度補正により予算も付けられた。しかし、この雇用対策が本当に効果的
であったかどうかは、実はよくわかっていない。雇用対策の実施を担った厚生労働省は「おおむね効果が
あった」と自己評価していたが、報道や国会質問により、自己評価に対する疑問や政策の効果に対する疑
問が呈されていたためである。

他方、わが国の政策評価制度は、「評価の評価」（メタ評価）を行なう機能があらかじめ設定されている。
その役割を担うのは、総務省行政評価局による客観性担保評価と呼ばれる活動である。この緊急雇用対策
交付金に対しては、客観性担保評価が一歩進んだ形で行なわれたが、同時に課題や限界も明らかになった。

キーワード

メタ評価、客観性担保評価、行政評価局、緊急雇用対策交付金
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で実施されたのである。
そこで以下では、この緊急雇用対策に対する一

連の評価活動を事例研究としてとりあげ、わが国
の客観性担保評価について、次の3点を明らかに
していく。1点は客観性担保評価の「制度として
の」役割や位置づけの紹介である。そして2点目
が、自己評価に対して客観性担保評価が「どのよ
うに機能しているのか」という実態を明らかにす
ることである。3点目は、先の2点を通して、現状
での客観性担保評価の課題や限界を明らかにする
ことである。

1．わが国の政策評価制度における客観性
担保の仕組み

ここでは、「制度として」の客観性担保評価の
中心的な役割を担う総務省の客観性担保評価の役
割や位置づけの紹介を行なう。もちろん、評価の
客観性を担保する活動は、総務省の客観性担保評
価のみによって担われているわけではない。そこ
で、評価制度「全体としての」客観性担保の仕組
みを記述し、次に総務省の客観性担保に期待され
ている役割や位置づけを確認した上で、この客観
性担保評価の内容について具体的に説明してい
く。

（1）政策評価制度の概略

政策評価制度が公式に盛り込まれた最初の規定
は、中央省庁等改革基本法（1998年6月成立）で
ある。その後の「中央省庁等改革の推進に関する
基本方針」（以下「基本方針」）（1999年4月中央省
庁等改革推進本部決定）では評価法の基本的な枠
組みを構築するため、標準的ガイドラインを策定
することが指示された。それを受け、政策評価の
手法等に関する研究会を中心として検討が行なわ
れ、「政策評価に関する標準的ガイドライン」（以
下「ガイドライン」）（2001年1月15日、政策評価
各府省連絡会議了承）が策定された。その後、政
策評価制度の法制化に関する研究会が報告・取り
まとめを行ない、ガイドラインを踏襲した評価法
が成立する運びとなった。

評価法の基本的な原則は以下の通りである。ま
ず、評価法は国民に対する説明責任の徹底、国民
本位の効率的で質の高い行政の実現、国民的視点
に立った成果重視の行政への転換という3点を目
的としている。また、各府省が所管する政策につ
いて、その効果を把握し、必要性、効率性、有効
性などの観点から評価を行ない、政策の企画立案
や政策に基づく活動を的確に行なうために重要な
情報を提供するということが定められている。さ
らに、評価制度は基本的に全政府的に導入されて
おり1、各府省独自に基本計画や実施計画の策定
や評価結果の公表が行なわれている。

（2）客観性担保の仕組みと総務省の役割

①評価の基本枠踏み
政策評価の客観性を議論にする際に重要な要素

となる「評価主体」についての考え方は、「行政
改革会議最終報告」からある程度固まっていた。
すなわち基本枠組みは、各府省が自己評価をする
ことが大前提であるが、全政府的を見渡す立場か
ら、「評価を評価する」役割を総務省に与えると
いうものである。

各府省内で実際の評価の中心を担うことになる
のは主に各「課」である。各課で行なう評価の結
果をPLAN（企画立案）、DO（実施）、SEE（評価）
のマネジメント・サイクルに反映させるためであ
る。

各府省内にはさらに評価を専門的に担う評価専
担組織（たとえば政策評価課あるいは政策評価官、
または政策評価室）が置かれている。この評価専
担組織は、府省内の評価の厳正かつ客観的な実施
を確保するために、評価計画や基本事項を作成し、
評価に対する技術的な助言や府省内全体の評価の
取りまとめや公表などの総括事務を担っている。

②政策評価制度における客観性を担保するための
仕組み
自己評価を基本とするにはそれなりに理由があ

るが、恣意的な評価に陥りやすく、またいわゆる
「お手盛り評価」になってしまうなどの危惧が常
に付きまとう2。当然ながら、評価の客観性を高
める必要性から、いくつかの仕組みがあらかじめ
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－不良債権処理に伴う雇用対策評価をめぐって－

設けられている。評価の客観性担保に関係する基
本的な考え方や仕組みは以下の通りである。

まず、客観性を高めるための基本的な指針のひ
とつとして、「厳格な手続きの執行」という考え
方がある。基本方針では、評価の手続きを厳格に
行なう方針が明確に打ち出され、評価の枠組み

（評価計画・評価システムの設計）の手順の妥当
性、データの信頼性・妥当性、評価結果とその根
拠の整合性・妥当性を検証可能にすることで客観
性が高められるとの考えが記述されている。ここ
では、法的な手続きや会計基準などの各種規定が
遵守されているのかが評価の基準とされ、いわゆ
る監査的な発想がもとになっている3。

次に、各府省における第三者の活用があげられ
る。高度な専門性が必要である場合や多様な意見
を反映させる必要がある場合、もしくは政策の性
質や内容によって必要な場合に行なわれ、学識経
験者や民間の有識者等から個別に、もしくは組織
を設置して、意見の反映が行なわれている。

また、評価結果やその過程をHPなどにより公
表することも、客観性担保にとって重要な方法の
ひとつである。評価の結論だけでなく、評価の際
に使用した仮定等の前提条件、評価手法・指標、
データ、学識経験者の意見等の過程を含めて、可
能な限り具体的に公表することが評価法や基本方
針により規定されている。

さらに、国民の側からの意見を反映させること
も可能である。基本方針では、各府省が国民から
の評価に対する意見や要望を募集する窓口を設置
することが規定されている。他方、後述する総務
省の客観性担保評価の役割にも関係するが、総務
省は独自に情報収集を行なっており、各府省が実
施した政策評価について国民が寄せる情報を受け

付けている。具体的な対象は、「実態を反映して
いない」「つじつまが合わない」などの問題があ
る場合、さらに、「各府省が政策評価を実施して
いるかどうかが分からないが、国の施策・事業に
ついて、『効果があがっていない』『社会状況の変
化により、必要性が低下している』などの理由に
より、中止や見直しが必要ではないか疑問がある
場合」などを例示している。また、本稿で取りあ
げるように、報道機関による評価に対する報道も
情報収集の範囲である。

（3）総務省の客観性担保評価の活動内容

これら評価の客観性を確保する仕組みの中核を
担うのが総務省行政評価局による客観性担保評価
である。客観性担保評価とは各府省が行なう政策
評価について、各府省の政策の見直し、さらには
改善の推進を図るために総務省が「評価の評価」
を行なう活動である。

具体的な活動としては、形式的な「手続き」に
かかわる審査活動、評価「内容」が適切であるか
を吟味する認定活動、不十分である場合には総務
省が各府省に代わって直接評価を行なう再評価の
活動として設定されている4。それぞれの活動は
互いに関連しており、認定活動は審査活動を中心
とした実施状況の把握や独自の情報収集により認
定活動を行ない、再評価は認定活動を前提として
実施される5（図1参照）。

①審査活動（図1の ii）
審査活動は、正式には「各行政機関が実施した

政策評価について、その実施手続き等の評価の実
施形式において確保されるべき客観性・厳格性の

i 各府省の実施状況の把握�

ii 審査活動�

総務省独自の情報収集�

iii 認定活動� iv 再評価�

審査結果の通知・公表�

図1 客観性担保評価の活動の流れ

（出所）総務省行政評価局パンフレット（2004）総務省行政評価局



150

達成水準等に対する審査」（基本方針）と呼ばれ
る活動である。審査活動の目的は、各府省が行な
った自己評価の達成水準等に関して、法定要件な
どの点検項目を中心に「手続き」が守られてかど
うかを審査し、今後の課題を明らかにすることで
ある。

その形式としては、個別の審査と総括審査があ
る。個別審査とは各府省の個別の自己評価につい
て、評価の枠組み（計画・設計）に係わる手順等
の網羅性・充足性に関する項目、評価に使用した
データ・資料等の信頼性に関する項目、評価結果
とその根拠の整合性に関する項目を基本として、
主に手続き面での点検を行なうものである。他方、
総括審査とはより大枠で、実績評価方式、事業評
価方式、総合評価方式といった「評価方式」を軸
とし、政策評価制度の全体におよぶ課題等を明ら
かにするものであり、年次報告と言うこともでき
る。

審査活動は客観性担保評価の中でも活発に行な
われており、個別審査と総括審査は共に報告書や
HPを通して多くの成果を見ることができる。

②認定活動（図1の iii）
認定活動とは、正式には「再評価等の実施の必

要性の認定活動」と呼ばれる。個々の政策評価に
ついて疑問が生じた場合や社会情勢が変化したに
もかかわらず各府省が評価を行なっていない場合
に、各府省に対して事実関係の照会を行ない、そ
れでも疑問が解消しなかった場合は総務省が政策
評価・独立行政評価法人評価委員会の審議を経
て、評価のやり直しなどの認定を行なう活動であ
る。つまり総務省が各府省の行なった評価の「内
容」に関して疑問を呈す活動であり、具体的には、
評価の適切さ（たとえば、適切な指標を設定して
いるのか）や必要性（たとえば、問題がある政策
なのに評価が実施されていない）などを対象とし
て、この活動が行なわれる。しかしその活動は、
2006年3月行政評価局の『政策評価の点検結果―
評価の実効性の向上に向けて―』で、ようやく認
定に向けた活動が報告された程度である。

③再評価（図1の iv）
再評価とは、認定活動の結果、当該行政機関に

ゆだねていては評価の客観的かつ厳格な実施が確
保されないと認定されたときに総務省が実施する
評価のことであり、それも総務省が単独で各府省
に代わって評価を行なうものである。正式には、

「客観的かつ厳格な実施を担保するための評価」
と呼ばれ、客観性担保評価のねらいや目的から考
えれば中心となるべき活動であろう。

しかしながら、再評価に関する活動は、認定活
動も十分に行なわれていない中、いまだ実施され
ていない。総務省の検討も認定の充実までになっ
ており、再評価がいつどのように実施されるかは
不透明である6。

2．不良債権処理に伴う雇用対策と自己評価

次に、「制度としての」客観性担保評価が現在
「どのように機能しているのか」という実態を明
らかにするため、小泉構造改革の不良債権処理に
伴う雇用対策の評価をめぐる厚生労働省と総務省
の間の一連の活動を事例研究としてとりあげた
い。

（1）雇用対策の背景とその内容

本稿で取り上げる雇用対策は、第一次小泉内閣
の目玉であった不良債権処理問題に伴って生み出
される失業者へのセーフティネットを緊急的に構
築するための事業とし考案されたものである。不
良債権の最終処理の過程では企業の不採算部門の
整理・縮小を伴い、企業倒産につながる可能性も
あることから、雇用への影響が懸念され、雇用セ
ーフティネット拡充に繋がっていった7。

これらの方針を策定し、具体化させる作業は、
経済財政諮問会議主導で立案された。不良債権処
理を中心とした構造改革全体の基本方針がはじめ
に示されたのは、「今後の経済財政運営及び経済
社会の構造改革に関する基本方針」（いわゆる第1
弾骨太の方針）である。第1弾骨太の方針では同
時に、雇用に対する配慮もなされており、「不良
債権処理の影響に備えたセーフティネットの拡
充」、「雇用への影響を最小限に抑えるため、雇用
対策法、雇用保険法、離転職者向け教育訓練、緊

西本　哲也
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急雇用創出特別奨励金等の制度・施策を活用」を
図ることも明記されていた。また、この方針を具
体化するため、期限や数値具体的な事業内容を盛
り込んだ「改革工程表」（2001年9月26日）が策定
され、さらに骨太の改革と関連付けられた経済対
策として「改革先行プログラム」（2001年10月26
日）、「緊急対応プログラム」（2001年12月14日）
の2つのプログラムも策定されていた。

これらの中で、雇用対策の目玉として位置付け
られたのが、新公共サービスによる緊急かつ臨時
的な雇用・就業機会の創出という考え方である。
新公共サービスとは、具体的には、学校の補助教
員として「学校いきいきプランに基づき多用な経
歴を有する社会人を教員補助者として学校に受け
入れ、教育活動を充実する」、警察支援要員とし
て「防犯指導、駐車違反対策等を強化する」、環
境保全のための森林作業員として「森林整備の強
化を通じて環境保全を図る」などが想定されてい
る。この新公共サービスの領域で「緊急かつ臨時
的な雇用」の創出を図るために、2001年度補正予
算では、緊急雇用対策交付金として約3,500億円
の予算が付けられた。

この緊急雇用対策事業の実施を担うのは、厚生
労働省から交付金を受ける地方自治体であった。
地方自治体が地域のニーズを踏まえ、上記に例示
したもの以外にも、独自に創意工夫を凝らした雇
用の創出を図るためである。ただし、あくまでも

「緊急かつ臨時的な雇用」の創出が目的であるた
め、雇用期間は原則として6ヶ月までと決められ
ていた。

（2）雇用対策に対する厚生労働省の自己評価8

①評価の体系と体制
厚生労働省の評価は、基本目標－施策目標－実

績目標の体系で評価を行なわれている。評価の対
象は、施策目標と実績目標であるが、実績目標に
は、達成状況を測定するための評価指標が設けら
れているものの、施策目標に関する評価指標の設
定は厚生労働省の基本方針によれば努力目標であ
る。「実績目標」では、設定された「評価指標の
達成の度合い」と「有効性」「効率性」の観点か
ら自己評価が行なわれている。これらの自己評価
を踏まえて、「反映方針」という形で自らの企
画・立案に活かされることになっている9。

②緊急地域雇用対策交付金に対する実績評価の概要
厚生労働省は、先の緊急雇用交付金への実績目

標として「緊急地域雇用創出特別交付金を活用し
て、各地域のニーズを踏まえた事業を実施し、公
的サービス部門において緊急かつ臨時的な雇用・
就業機会の創出を図ること」を掲げている。評価
指標としては、「交付金の支出額」と「新規雇
用・就業者数」を設定している（表1参照）。

政策評価の客観性をめぐる一考察
－不良債権処理に伴う雇用対策評価をめぐって－

地域ニーズに応じた臨時・応

急的な雇用創出が図られてお

り、有効であったと考えられ

る。また、半年後の就業状況

調査によると、平成14年9月

30日現在で就職している者が

57%にのぼっており、臨時的

な雇用機会を提供することに

よって、就業者にとって再就

職に至る「つなぎ」として一

定の機能を果たしていると考

えられる。�

○事業支出額�
目標：139,600
　　　 百万円�
実数：133,900
　　　 百万円�

○新規雇用・就 
　　業者数�
目標：140,000�
　　　　　　人�
実数：185,000�
　　　　　　人�

都道府県が事業主体となるこ

とにより、地域の実情に応じ

た雇用・就業機会の創出が効

果的に図られている。また、

各都道府県からの要望をふま

え、平成14年12月より、事業

額に占める人件費割合、雇用

期間等について運用改善を実施

し、より効果的な事業の実施を

可能としたところである。�

地域雇用開発促進助成金、地

域求職活動援助事業、緊急地

域雇用創出特別交付金の活用

により、地域の実情に即した

雇用機会の創出等が図られ、

目標をほぼ達成したと考えら

れる。�

評価指標� 有効性の評価� 効率性の評価� 総合的な評価�

表1 厚生労働省実績評価の概要

（出所）2002年厚生労働省実績評価書
http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/jigyou/02jisseki/4-2-2. html（2006年11月）
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データの集計は、地方自治体からの報告書であ
る「緊急地域雇用創出特別基金事業実績報告書

（2001年度第4半期）」によって行なわれている。
緊急雇用創出特別事業実績報告書は、緊急雇用創
出特別基金事業実施要綱に基づいて都道府県から
の報告がまとめられている。事業の実績を把握す
ることを目的として事業額、新規雇用された失業
者数、新規雇用された失業者のうち正式雇用した
者の数などを把握している。

報告書の集計の結果、設定した2つの評価指標
は、「支出金額」においては厚生労働省が設定し
た目標をほぼ達成しており、「雇用者数」は目標
よりも上回っていることがわかる。さらに、有効
性の評価の欄では、緊急的・臨時的雇用の創出を
目指すという目的が達せられたかどうかについて
の厚生労働省の認識が象徴的に現れている。すな
わち「臨時的な雇用機会を提供することによって、
就業者にとって再就職に至る『つなぎ』効果（事
業終了後、安定した雇用につながっているかどう
か）として一定の機能を果たしたと考えている」
との厚生労働省の認識である。

③自己評価に見られる問題点
この緊急雇用対策特別交付金に対する実績評価

の概要を見ると、自己評価に対するいくつかの象
徴的な課題や問題点が指摘できる。

1点目は、評価指標が就業人数や支出金額など
アウトプット（生産物）レベルになっており、ア
ウトカム（成果）やインパクト（波及効果や副次
的効果）レベルで効果を測定していない。緊急雇
用創出特別奨励金において雇用された人は、次の
就職がみつかるまでの「つなぎ」としての効果は
あったが、継続的な雇用に結びついているのかど
うか、さらには「つなぎ」として一時的に雇用さ
れたからといって、そもそもの目的であるセーフ
ティネットとしての役割をどこまで果たしたのか
という部分は評価書からはわからなかった。

2点目は、「骨太の方針」や「緊急対策プログラ
ム」という政策レベルで重要な指針が契機となっ
た重要度や緊急性が高い政策であっても実績評価
の段階になると重要方針からのつながりが見え
ず、評価においてその他の既存の施策・事業との
重要さや緊急性の点で違いが感じられない。政府

が重要な位置づけを与えている施策・事業も、縮
小していくことが明らかな施策・事業も評価書の
位置づけでは同様の扱いであった。

3点目に、今回新設や大幅な拡充が行なわれた
雇用対策以外にも、同様の目的を持った助成金は
すでに存在しており、新旧の政策の関係が見えな
いことである。一連の雇用対策によって成果が出
た（たとえば、「雇用が生まれた」、「失業率が改
善した」）との認識が示されているが、既存の施
策や事業の効果や好・不況などマクロ経済の影響
がどれくらいあるのかが全く考慮されていない。

以上に列挙した問題点は、各府省に設置する第
三者機関や総務省の客観性担保評価のプロセスを
通じて洗い出され、各府省のマネジメント・サイ
クルに活かされ実務が改善されるのならば大いに
意味があるはずである10。また、そのためには長
期的に評価の質的改善を目指す視点も必要になる
であろうが、明らかに問題のある評価であると考
えられる場合には、たとえば「再評価」に期待さ
れるような、是正に向けた力を働かせていくこと
も客観性担保評価の役割として必要になるだろ
う。そこで次に、この雇用対策を事例として、評
価への問題提起や是正に向けた客観性担保の活動
がどのように行なわれたのか検討する。

3．雇用対策の自己評価に対する客観性担
保評価の活動

緊急雇用対策に対する厚生労働省の自己評価
と、総務省の客観性担保評価活動の一連のやり取
りを見ることで、制度としての客観性担保評価

（とくに認定から再評価の内容面での客観性担保
評価の活動）が現在「どのように機能しているの
か」、その実態を理解することができる。この雇
用対策に対する客観性担保評価の活動は、2つの
特徴を持っているからである。1点目は、認定活
動に向けた「照会」が早くから（評価法実施の2
年目である2003年度から）行なわれたからである。
2006年3月総務省行政評価局の『政策評価の点検
結果』によって認定活動に向けた照会の活動が報
告されているが、それらに先立って行なわれた活
動であり、どのような見直しが行なわれたのか見
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ることができ、当面の課題を知る上でも有益であ
る11。2点目は、報道機関が雇用対策への問題提起
を行ない政策に対する疑問が広がっていたためで
ある。報道機関が事業やその評価に対する疑問を
指摘し、これが総務省の客観性担保評価活動のき
っかけとなったためである。また報道機関と同様
の指摘が国会質問で行なわれるなど、認定活動が
行ないやすい環境にあった。

（1）報道機関による雇用対策とその評価への問
題提起

不良債権処理問題に関する雇用対策に対する厚
生労働省の自己評価は、「設定した評価指標を達
成し、一定の効果を上げており有効性がある」と
いう認識であった。しかし、報道機関を中心に異
なった見解が示されていた。

指摘の中心となったのは朝日新聞の「雇用対策
総点検」と名付けられた連載である。連載は2003
年10月13日から2004年3月30日まで定期的に行な
われ、その中で「雇用対策が成功していない」

「数々の問題がある」などの現場の声を紹介して
きた。記者による取材（受給者や事業者へのイン
タビュー）や専門家（雇用や労働問題に詳しい大
学教授、コンサルタント、社会保険労務士など）
の指摘、さらには評価書や決算書などから情報を
得て雇用対策やその評価に対する問題点の指摘を
行なっている。指摘の内容は次の4点に整理でき
る。

①雇用対策に対する厚生労働省の自己評価に関す
る問題点の指摘
まず、評価指標の選定に関して厚生労働省は、

予算の消化率、助成金の支給実績や支給決定人数
といった指標だけを取り上げていたが、記事では
仕事そのものが有益であったのか、失業者がその
後どうなったのか（たとえば継続的に雇用されて
いるのか）で効果を計るべきであると指摘してい
る12。

この点に関しては、坂口厚生労働大臣（当時）
が経済財政諮問会議において、アウトカムを含め
た数値目標を立てる必要性がある、と言明するま
でに至った13。さらにこの点は国会においても質

問がなされ、短期間の臨時雇用では一時しのぎに
しかならないとして、国会でも「つなぎの臨時雇
用だとしても、常時雇用の道筋をつけないと役に
立たない」という趣旨の質問がなされた14。

②自己評価のデータの信頼性に対する指摘
さらに、緊急雇用対策の評価を行なうデータの

基になる調査対象の抽出が、よい結果が出るよう
に意図的に決められたのではないかという疑問も
記事の中で提起された。厚生労働省の評価書では

「半年間の交付金事業終了後に就職しているもの
が57%である」と説明されていた。評価書公表後
に行った追跡調査によると、その内訳は、「雇用
された事業所とは別の新しい仕事に就いた」

（42%）と継続雇用（13%）起業したもの（2%）
であると分けて示されていた。しかし、朝日新聞
が追跡調査をしたデータによると、その事業所に
継続して雇用された人は1.6%に過ぎなかった。
よい結果が出るように、継続雇用をした事業所を
意図的に抽出し、対象から外していたという疑念
が提示されたのである15。

③助成金による雇用対策が成功していないとの指摘
さらには、緊急雇用対策だけの問題ではないが、

雇用対策が全体として成功していないという指摘
も記事の中でなされている。その根拠としては、
使われていない助成金が多数あるとの指摘であ
り、1999年から2003年までの10の助成金・奨励金
の予算と決算を調べ、消化率がトータルで50.7%
であったという事実を挙げている16。それだけで
はなく、助成金に関連して不正受給が相次いでい
るという事実も示している。受給者となる事業者
がペーパーカンパニーを設立して不正受給を受け
る、労働局職員による裏金作りや着服など汚職、
事業主のカラ出向問題などさまざまな形で不正や
汚職が雇用対策に関係する助成金をめぐって起こ
っていたためである。さらに会計検査院の調査の
結果、同一人物で助成金を二重取りしているケー
スが全体の1割にのぼり、総額で51億円もの誤っ
た支給が行なわれていた17。

④雇用対策の制度上の問題点の指摘
記事の中では、制度上の問題点まで視点を広げ

政策評価の客観性をめぐる一考察
－不良債権処理に伴う雇用対策評価をめぐって－
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た指摘や提案も述べられている。その代表が、助
成金という手段に偏重しているという指摘であ
る。「助成金を出すから人を雇え」という姿勢を
批判し、いわゆるばらまき型から成果型への転換
を図るべきだとの主張が述べられている18。

また、今回の緊急雇用交付金は確かに地方自治
体が実施主体として創意工夫を行なうことで受給
者数や就労者人数を確保することができたが、本
来の不良債権処理によって生まれる失業者に対す
る対策ではなくなっている場合も多く見受けられ
るという。たとえば、自治体によっては高齢者の
就労支援（シルバー人材センターへの委託）や障
害者の雇用対策（たとえば、障害者地域作業所運
営指導事業）、ホームレス対策など「不良債権処
理に伴う」失業者ではない対象者に多くの助成金
を使っている場合が見受けられた。とくに大阪市
におけるホームレス対策（あいりん日雇い労働者
等事業）には、平成15年度緊急地域雇用創出特別
基金事業実績によると、新規就労者数が大阪市の
事業の中で、約50%に上っていた19。

緊急雇用交付金は2005年3月31日をもって終了
したが、このような新聞報道を見る限り、今後緊
急的な雇用を創出するという場合に、自治体の裁
量に任せるという手段が適切であったのか否とい
うことには疑問が残る。

（2）総務省が行なった客観性担保評価の活動

雇用対策に対してこのような批判や疑問が聞か
れる中、総務省は認定活動に向けた照会の活動を
行った。照会は認定の前段階の活動として、評価
に疑問を抱く、もしくは問題点が明らかにあると
総務省が考える場合に、まず各府省に対して事実
関係を問い合わせ、回答を求める活動である。緊
急地域雇用創出特別交付金に対しては、2つの疑
問点について照会が行なわれた20。

①政策効果（「つなぎ」効果）についての指摘
まず、第1点目は、「つなぎ」効果（事業終了後、

安定した雇用につながっているかどうか）も評価
の対象になるのではないかとの疑問からの照会で
ある。そこで、「つなぎ」効果も評価指標として
認識しているかどうか、またそれも踏まえて当該

交付金が効果を上げているか、また今後事業を継
続していくか否かの判断をするのか等について厚
生労働省に回答を求めた。照会の根拠としては、
評価法第3条の把握すべき政策効果に関する記述
を挙げている。評価法第3条によると把握すべき
政策効果とは、「当該政策に基づき実施し、又は
実施しようとしている行政上の一連の行為が国民
生活および社会経済に及ぼし、または及ぼすこと
が見込まれる影響」のことである。

これに対する厚生労働省の回答は、「つなぎ」
効果はあくまで副次的効果であり、評価指標とは
ならず、政策効果には該当しないというものであ
った。

この回答を踏まえた総務省の見解は、以下の2
点である。第一に、緊急地域雇用創出特別交付金
の目標が達成されたかどうかは、「つなぎ」の効
果の有無にかかわらず、交付金の活用により「新
規雇用・就業」が創出されたかどうかで判断すべ
きであるということ。第二に、政策の意図が交付
金の活用による「新規雇用・就業」の創出である
場合には、今回行なわれた評価において把握すべ
き効果が把握されていなかったことにはならず、
したがって、効果の把握範囲について評価法上の
問題は生じないということである。

②評価に使用したデータの信頼性についての指摘
次に、緊急地域雇用創出特別交付金の活用に関

する就業状況調査のデータの信頼性に対する照会
活動である。就業調査に関する指摘は2点あり、1
つ目は調査方法に関する内容であり、報道機関に
よって就業状況調査が複数の県で無作為抽出され
ていないとの指摘を受けて、厚生労働省の認識を
問う内容である。総務省はデータの信頼性に疑念
が持たれかねない評価であると考え、調査方法に
ついての回答を厚生労働省に求めた。2つ目は、
新たに全都道府県からの報告を求めたデータによ
ると、継続雇用は1.6%という数字になっており、
どのような目的のもとに別の調査が行なわれ、結
果としてなぜ著しく異なった数値が表れたのかと
いうことに関する照会である。

1つ目の調査方法に関して厚生労働省の回答は、
都道府県へのサンプル抽出の指示が文章上不十分
であったこと認めつつも、継続雇用者が増えるよ
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うに調査対象者のサンプル抽出を行なう意図を都
道府県が持っていたわけでなく、その方法は「お
おむね無作為抽出により」行なわれていたと回答
している。同時に厚生労働省は、恣意的な調査を
おこなったのではないかとの疑念が生じないよう
に、サンプル抽出の方法の指示を適時に行なうと
いう認識も示している。

2つ目のデータの食い違いに対する厚生労働省
の回答は次の通りである。評価のデータは都道府
県からの報告にもとづいた「緊急地域雇用創出特
別基金事業実績報告書（以下「実績報告書」）」を
ベースに作られているが、他にも「緊急地域雇用
創出特別基金事業従事経験者の就労状況に関する
調査」（以下半年後の「就労調査」）として実態の
調査が行なわれていた。朝日新聞が着目した
1.6%というデータは、実績報告書に基づいた数
字で「引き続き新規雇用された事業所で正式雇用
された」者の数（23,000人のうち362人）であり、
実績報告書で示された57%というデータは、交付
金事業で新たに雇用された者の「現在の就業状況」
で半年後の就労調査に基づいている10。つまり、
事業所（新公共サービスの実施主体となる都道府
県の出先機関やNPOなど）で継続して新規雇用を
された失業者は1.6%で、就労後半年でなんらか
の形で就労している人は57%であったとの回答で
あった21。

この回答に対して総務省は、それぞれの目的に
沿って把握しようとする対象の違いであると理解
を示し、厚生労働省に対して今後結果として疑念
が生じないよう、サンプル抽出依頼について改善
していくとの確認を行なうにとどまっている。

（3）総務省による客観性担保評価の限界

総務省の認定に向けた照会活動は、認定や再評
価を目指した一歩進んだ形であり、評価に関する
疑問点を明らかにできたという意味で客観性担保
評価の成果であると言えるだろう。しかしながら、
一連のやりとりを見ると、「制度としての」客観
性担保評価の運用が実態として機能しているとは
言い難い事実も浮かび出ている。

その事実のひとつは、評価の見直しに関する限
界である。今回の緊急雇用対策に対する客観性担

保の活動は、翌年以降の評価の見直しにはつなが
っていない。2002年度の評価書には、政策手段の
有効性評価の欄においてつなぎ効果に対する記述
があり、有効性の判断材料のひとつとされている
が、2003年度以降の評価書においては、つなぎ効
果に対する記述の部分がなくなっている。その他
の部分は、数字が入れ替えられているだけで、目
だった見直しは行なわれていない。効率性の項目
や事業実績の項目も同様に、数字の入れ替えが行
なわれているだけである22。

また、今回の事例のように事実関係の「照会」
がなされたとしても、認定に踏み込むことは困難
であった。照会相手先は施策や事業に対する情報
を持っており、総務省からの照会に対して認定を
逃れる回答を行なうことは容易であるが、情報を
持たない総務省はこの回答によって認定を行なう
か否かを判断せざるを得ないため、認定には踏み
込みにくいからである。

一方では、客観性担保評価の活動には、わが国
の政策評価制度の本質的矛盾が象徴的に現れてい
る。わが国の政策評価は、手続き・プロセスを細
かく決め、それを厳格に遵守することを重視する

「法規国家を基調とする日本的文脈」と、成果主
義を目指すアングロサクソン的な考え方という本
質的に矛盾する2つの文脈が混在していることが
指摘されている（古川 2005）。緊急雇用対策交付
金の例からも分かるように、客観性担保評価は形
式的な評価手順に関する審査だけでなく、評価

「内容」が適切かを確認する認定に向けた活動に
おいても、「箸の上げ下ろしまで」細かく見てい
く作業を行なっている。この作業は総務省側にも
各府省の側にも多大な作業負担を強いているが、
政策評価が本来目指す成果志向の行政、すなわち

「政策手段の選択はある程度自由で、いかに政策
目標を達成できたかを問う評価」にはつながって
いない。

また、客観性担保評価は、「不良債権処理に伴
う失業に伴う雇用対策を緊急雇用対策事業を目玉
として行う」という制度設計に対する「評価の評
価」までを果たしえなかった。むしろ、当初のセ
ーフティネットの構築という目的をどこまで達成
したのか、社会的に意義が本当にあったのかどう
かという見地から、事実を積み上げていくことに

政策評価の客観性をめぐる一考察
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よって雇用対策に対する「評価の評価」を行なっ
たのは報道機関であった。

このように制度としての客観性担保の構造は、
評価法等で記述されている「総務省による政策評
価の客観的かつ厳格な実施を担保するための評
価」を実現するには限界があり、政策評価制度の
問題点のひとつとなっている。

（4）客観性担保評価が機能しない理由

それでは、なぜ認定・再評価の活動が機能して
いないのであろうか。ここではその理由として主
に次の4点が指摘されている。

第一は、平松（2005）が客観性担保評価は評価
制度の設計ミスであるとまで指摘したように、認
定を行なうためには総務省が評価書に記載されて
いない情報を知っておく必要があるにもかかわら
ず、実態を知るすべが用意されていない非現実的
な規定になっているためである。

第二は、評価法や全府省合意（基本方針やガイ
ドラインなど）において、「いかなる場合に客観
性担保評価を行なうのか」という基準が明確でな
く、抽象的な文言にとどまっていることが考えら
れる。評価法12条2項においては、客観性担保評
価を行なう場合は、「改めて政策評価が行なわれ
る必要がある場合」「社会情勢の変化に的確に対
応するため当該行政機関により政策評価が行なわ
れる必要がある場合に当該行政機関により実施が
確保されないと認めるとき」と示されているだけ
で、どのような状況で実施が確保されないと判断
するのかについては明確に示されていなかった。

第三に、各府省からの大きな抵抗である。各府
省は手続論ないし方法論に限定した審査活動であ
ってすらも政策内容に不当に介入していると感じ
ており、まして政策の成否にかかわる総務省の認
定や再評価に対する各府省の風当たりはかなり強
い（南島 2004）。認定、再評価の活動は、他の府
省が行なう政策に疑問を呈するという意味で省庁
セクショナリズムを壊す活動であるために、大き
な抵抗感を各府省は持つ。

最後に、各府省の大きな抵抗が予想されたにも
かかわらず、評価法において、総務省が客観性担
保評価の活動を行なう際に必要な具体的な権限

（たとえば資料提出権や是正勧告件）が与えられ
ていないことである。このため、報道機関や国民
からの意見の募集、または各府省の見解や事実関
係を確認する「照会」という方法でしか直接的な
情報収集ができなかった。また評価の問題点を各
府省に指摘したとしても、改善への動きは各府省
の自主的な取り組みに委ねられている。加えて総
務省には評価内容が適切でないすべての事業を各
府省とやり合うだけの組織・人員体制や専門性も
乏しいのが現状である。

（5）客観性担保評価の限界の打開に向けた動き

このような客観性担保評価の機能不全的な状況
を打開するため、総務省内では認定活動の強化に
向けた検討がなされている。「『評価の実施の必要
性の認定』の考え方の整理と今後の取組」（2003
年8月、総務省行政評価局、以下「今後の取り組
み」）がその成果である。

今後の取り組みでは、認定の考え方を踏まえ次
の2点を重点的に取り組むべきであると記述され
ている。1つは認定活動の手順等の明確化であり、
2つめは実際に行なわれた評価を素材として、
個々の事案にどのように認定活動の考え方を当て
はめていくか、その基準の明確化の重要性である。

さらに今後の取り組みでは、検討対象を絞り込
んでいく際の手がかりにも言及している。すなわ
ち、①内閣の基本的な方針等により重点的に取り
組むべきこととされた行政分野において当該行政
機関が所管する主要な政策、②内外の社会情勢の
変化を踏まえ見直しや改善の必要があると認めら
れる主要な政策、③国民からの評価に対するニー
ズが高く評価を実施する必要があると認められる
政策である。これらに該当するような政策や国民
からの評価の内容について何らかの疑問が出され
ている政策については、当該政策や評価について
関係行政機関に照会し回答を求め、必要に応じて
ヒアリングを行なうなど関係する情報の収集・分
析等の活動に幅広く取り組んでいく必要性が強調
されている。

しかしながらこれらの検討は、府省間での合意
事項にはなっていない。
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おわりに

最後に客観性担保評価の今後について触れてお
く。

評価制度は一定期間経過した後に見直しを図る
ことが予定され（「評価法」附則、第2条）、見直
しに向けての現状認識や課題の整理が政策評価・
独立行政法人評価委員会による『政策評価制度に
関する見直しの論点整理』（2004年3月）（以下、
論点整理）や『政策評価制度に関する見直しの方
向性』（以下、方向性）としてまとめられ、基本
方針の改定（2005年12月16日閣議決定）が行なわ
れた。

論点整理や方向性の中では、客観性担保評価活
動も今後の課題として取り上げられた。その中で
は、これまでの活動は審査が中心であったが、今
後は内容面にも視野に入れた活動に一層取り組む
ことも示されていた。しかしながら、改定された
基本方針の客観性担保評価に関する記述は、前の
基本方針と変わっておらず、内容面（認定や再評
価の活動）での総務省の権限（資料提出権や是正
勧告権）を強化する対策は行なわれなかった。さ
らに、政治家も総務省の客観性担保評価機能の充
実に対しての認知や関心は低く、総務省の権限を
強化する制度改正に向けて強力な力が働く期待も
薄く、見直しの動きは弱いのが現状である。

そこで、現行の制度の枠中で認定や再評価の活
動を充実させることを考えるのであれば、本稿で
紹介した事例はひとつの方向性を示している。す
なわち、報道機関による情報提供や指摘によって
総務省の客観性担保評価が一歩進んだ形で行ない
えたように、報道機関、国民やその代理人である
政治家が評価活動に参画することで、評価の質的
向上が期待できるということである。今回の事例
は、報道機関により大々的に取り上げられたこと
で、総務省も施策や事業に対する情報をより詳し
く知ることができた。さらに国会での質問や大臣
が取り組みに対して公式的な場で発言するまでに
至ったことで、改善に向けた厚生労働省への圧力
を強化することができ、一歩進んだ形で認定に向
けた活動を行うことができた。

こうした応援団を積極的に活用することには、
行政府を構成する官庁のひとつである総務省が積

極的になれるかどうかという疑問もあるだろう。
しかしながら、指摘してきたように、政策の適否
に密接に結びつく評価「内容」に踏み込む認定や
再評価という活動を行なっていくには、総務省と
府省間のやり取りや調整だけでは限界があった。
国民や報道機関が実態についての情報の提供を行
ない、政治家がさらに評価制度に対して関心を持
つことで、総務省の権限の弱さを補っていくこと
が、客観性担保評価の可能性を広げる鍵となるだ
ろう。

注記

1   田辺国昭（2001）では、行政内部で自己評価が全政

府的に、また強制的に行なわれることを指し「強制

された自己評価」であると指摘している。

2   自己評価を原則とする理由はいくつかある。まず、

行政内部で次の政策形成のサイクルに活かすという

内部のマネジメントの改善への要求が強いという理

由が挙げられる。また、政策に対する情報量や組織

力の官・民隔差という理由も重要である。行政は

日々、継続的・組織的に政策の立案や実施にかかわ

っており、出先機関なども含めるとかなり広範囲に

わたって関わっているのに対し、民間においては情

報の収集・分析の可能性に限界と制約があるためで

ある。

3   厳格な手続きの執行に関する記述は、山谷清志

（2002）および外務省経済協力局評価室（2003）を

参照した。

4   正確にはこのほかにも共同評価という活動も含まれ

る。これは各府省と共同で再評価を行なう活動であ

る。

5   総務省行政評価局（2003）によると、審査活動が必

ずしも認定に直接結びつくものであるとは言えない

が、審査によって得られた情報や知見は認定を行な

う際にも有益な情報として活用されることが期待さ

れている。

6   平松英哉（2005）によれば、総務省内で再評価は、

狭義の客観性担保評価であると考えられており、俗

に「伝家の宝刀」と呼ばれているようである。平松

はさらに再評価の活動が行なわれていない状態を指

して、再評価が抜けない「伝家の宝刀」になってい

ると指摘している。
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7   企業倒産や雇用調整による人員削減のうち、どの程

度が不良債権処理の直接の影響によるものなのかは

明らかでないために、不良債権処理が雇用に与える

影響を示すデータは政府にもないが、内閣府の「不

良債権の処理とその影響について」（2001年6月）に

よると、職を変えなければならなくなる人が39万人

から60万人で、その内失業することになる人は13万

人から19万人と推計されていた。

8   この緊急雇用対策交付金に対する評価を検討する

が、対象とする年度を絞り、2002年度の評価を検討

する。2001年度の評価は、緊急地域雇用対策交付金

が2001年10月に創設されたものであるため支給実績

が出ていないことに加え、2003年度以降の評価書に

よって、2002年度の評価書の見直しや改善について

の変化が検討できるためである。

9   各府省は独自に評価計画を作っており、厚生労働省

の評価の枠組みは、「厚生労働省政策評価実施要領」

（2001）、「政策評価運営方針」（2001）、「厚生労働省

における政策評価に関する基本計画」（2004）、を参

考にした。

10 厚生労働省は、評価の客観性担保のために、第三者

機関である「政策評価に関する有識者会議」（以下、

有識者会議）を設置し、審議しているが、個別の事

業に対する評価の客観性についての議事はなされて

いない。この問題の評価が行われた2003年当時の議

事内容は、制度の枠組み検討など厚生労働省の評価

制度全般についての適切さなどを議論が中心であっ

た。

11 総務省行政評価局『政策評価の点検結果』（2006年3

月）では、認定関連活動の報告として23の事例が報

告されている。

12 この点は、2003年11月13日付朝日新聞東京版19面で

指摘されている。

13 2003年11月26日に行なわれた経済財政諮問会議に臨

時委員として出席した坂口厚生労働大臣は、「一般

に雇用対策については、アウトカム目標を明確にす

る必要があるのではないか」との考えを述べた。

14 これらの事実に対しては2003年4月22日の参議院厚

生労働委員会での山本たかし議員が質問を行なっ

た。そこでは、緊急雇用助成金を受けた事業所で継

続雇用に結びついている人数（23,000人のうち362

人）を確認したうえで、雇用創出への効果を検証す

る必要性が主張された。

15 この指摘は2003年11月13日付朝日新聞東京版1面を

参照した。

16 この指摘は2003年10月13日付朝日新聞東京版2面を

参照した。

17 2004年11月9日付け会計検査院決算報告においても

「緊急雇用創出特別基金事業」と「早期再就職支援

基金事業」の不適正支給の実態が指摘され、労働局

による調査が不十分であったとも指摘している。

18 この指摘は2003年12月2日付朝日新聞東京版22面を

参照した。

19 大阪府緊急雇用創出事業のHP（http://www.pref.osaka.jp/

koyosuishin/kikin/index.html）（2006年7月）を参考に

した。

20 以下の総務省の照会の内容と厚生労働省の回答に関

する記述は、総務省資料「緊急地域雇用創出特別交

付金（実績評価）について」を基にしている。

21 つまり、朝日新聞の調査によると厚生労働省が継続

して雇用されたと主張していた13%のうち、事業所

で常用雇用されたものは1.6%であり、残りの11.4%

はパート・アルバイトによる雇用であったことにな

る。

22 大臣発言にまで至った雇用対策の施策目標に対する

数値目標の設定に関する事項は、2004年度厚生労働

省の政策評価書を見ても改善がなされていない。
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政策評価の客観性をめぐる一考察
－不良債権処理に伴う雇用対策評価をめぐって－

A Study on Activities to Ensure Objectivity of Evaluation in Japan 
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Abstract

In 2001, the Japanese government tried to introduce a‘safety-net’for the unemployed, especially the
Special Emergency Grants for Job Creation. But there have been doubts whether these grants projects were
effective or not.  So, the press and the Diet queried to the projects, but the Ministry of Health, Labour and Welfare,
which had responsibility for the projects, insisted the project performanced well.

The function of meta-evaluation was adopted in the evaluation system of the Japanese government, and the
Administrative Evaluation Bureau plays the main role objectivity of evaluation. In the Special Emergency Grants
for Job Creation, objectivity of evaluation system became a problem and resulted in disputes.
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1. Introduction

One of the major environmental problems
identified in India is air pollution. Delhi is one of the
10 most polluted cities in the world. Epidemiological
studies indicate that high levels of air pollutants such
as sulfur dioxide (SO2), suspended particulate matter
(SPM), and nitrogen dioxide (NO2) have adverse
effects of health, such as breathing problems and death

from respiratory and cardiovascular conditions.
Cropper et al. (1997) estimated the relationship
between air pollution and mortality in Delhi, the
capital of India, and concluded that air pollution is a
statistically significant determinant of daily deaths,
with the exception of deaths in the age groups 0-4
years and 65 + years (Cropper et al. 1997). 

Due to the rapid industrialization of India,
sources of air pollution include industrial plants, motor
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vehicles, refuse burning, and households burning
biomass for cooking and heating. Recently, it has been
reported that vehicles are major contributors to air
pollution in urban areas, and high concentrations of
industry and thermal power plants are also major
causes of air pollution in other areas (United Nations
Environment Program 2001). Transport has become a
major source of urban air pollution, and recently the
number of motor vehicles in particular has been
increasing, resulting in a rise in vehicle emissions.
According to the Asian Development Bank, the
number of cars in India has doubled every seven years
for the past 30 years (Asian Development Bank 1999).
Such an increase in the number of vehicles has led to a
higher level of energy consumption, traffic congestion
and air pollution level. In the capital city, as much as
70 % of the air pollution is attributed to vehicular
emissions (Central Pollution Control Board 1999). In
addition to the increase in the number of cars, poor
roads, fuel quality and vehicle maintenance also
exacerbate air pollution in urban cities.

With regard to SPM, the major causes of
emissions are the increase in the number of vehicles,
the extensive use of fossil fuel in industrial activities
and thermal power, wind-blown dust from agricultural
processes and dust from unpaved roads. The sulfur
content of diesel has a direct impact on the SO2 and
SPM emissions as shown by, for example, an Auto /
Oil study implies that the relationship between
particulates and sulfur level was found to be linear and
that lowering the sulfur level in diesel would lead
directly to a reduction in particulates from vehicles
(Central Pollution Control Board 1999). The
government has therefore taken some measures that
tighten auto-emission norms (1991, 1996, 1998 &
2000), and has recommended fuel-quality
specifications (1996) through the Central Pollution
Control Board (CPCB). CPCB has also introduced a
series of Action Points (1995) and a Strategy for
Vehicular Pollution Control (1997) to control vehicle
exhaust. Air pollution control legislation in India will
be discussed further in the following section.

The purpose of this paper is to examine the

effectiveness of policy instruments in controlling air
pollution in industrial areas in India from 1991 to 2002
by looking at the concentration trends of SO2, NO2 and
SPM. At the time of writing, data concerning air
pollutants in industrial, residential and sensitive areas
are available from 1987 to 2003 on the CPCB website
(Central Pollution Control Board 2004). However, due
to the small number of samples from 1987 to 1990 and
2003, we will restrict our analysis to the trends in
these concentrations from 1991 to 2002. Furthermore,
we will limit our study to an examination of air
pollutants in industrial areas. This is because more
serious problems of air quality may be expected in
industrial areas, where the air quality standards are
less strict than in other areas, and the impact of
economic activities on air quality would seem to be
highly reflected in the industrial areas.

This analysis will assess the effectiveness of the
measures taken to prevent air pollution in India. As far
as I could determine, there are few papers or reports
that analyze the trends of major air pollutants over the
past decade and use data from observation points
throughout India to examine what percentage of the
observation points in India were over the National
Ambient Air Quality (NAAQ) and WHO standards.
The trends found in this analysis will shed light on the
effectiveness of environmental legislation in India in
improving air pollution. The paper is organized as
follows: Section 2 describes the legislation and
regulation related to air pollution control; in Section 3,
the economic trends in India will be discussed; Section
4 provides data sources and examines the trends in the
concentrations of air pollutants; Section 5 concludes.

2. Environmental Legislation in India

2.1 Central Pollution Control Board and Air

Quality Standards

In September, 1974, the CPCB was established
as a legal institution under the Water (Prevention and
Control of Pollution) Act. Later, the Air (Prevention
and Control of Pollution) Act of 1981 gave the CPCB
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the function of preventing and controlling air pollution
and the power to fulfill this function. According to the
Air Act, one of the main functions of the CPCB with
respect to air pollution is to lay down standards for
emissions from automobiles, industrial plants, and any
other source of pollution in order to improve the air
quality and control air pollution in India. In 1984, the
CPCB established a nation-wide program, called the
National Ambient Air Quality Monitoring (NAAQM)
Program, with 7 monitoring stations at Agra and
Anpara. By 2000-2001, the number of monitoring
stations had increased to 295, covering 99 cities /
towns in 28 states and 4 Union Territories in India.
Under this program, four types of pollutants, such as
sulfur dioxide (SO2), nitrogen dioxide (NO2),
suspended particulate matter (SPM), and respirable
particulate matter (RPM (size less than 10 microns))
are regularly monitored at all of the stations, and
National Ambient Air Quality Standards (NAAQS)
have been set down for industrial, residential
/rural/other areas, and sensitive areas with respect to
major pollutants, as shown in Table 1. The CPCB has
continued to provide daily and annual data on air

pollution collected at the monitoring stations in India.
Table 2 shows the WHO Air Quality Guidelines

for SO2 and NOx, which provide guidance for
countries in setting their national air quality standards.
The guidelines define a concentration of the air
pollutant below which no adverse effect on human
health is expected. 

The available evidence and information do not
include guideline values for the concentration of
particulate matter. For this reason, no guideline values
have been recommended. For the purposes of this
paper, we will take the National Ambient Air Quality
Standards in the U.S. for annual average of
PM101(particulate matter smaller than 10 micrometers)
(50μg/m3 ) as a world standard.

2.2 Measures for vehicular exhaust

The government has implemented a number of
measures to control emissions from vehicles. The
major policy instruments intended to curb vehicular
pollution and their current status are described in
Kathuria (Kathuria 2002). Some of the instruments
relate to engine modifications or technology, while

Suspended Particulate Matter�
(SPM)�

�

Pollutant

Sulfur Dioxide�
(SO2)�

�Oxides of Nitrogen as�
(NOx)

Industrial areas

80�

80�

360�

�

60�

60�

140

15�

15�

70

Sensitive areasResidential / rural and�
 other areas

Table 1  National Ambient Air Quality Standards (NAAQS): Annual average (μg/m3)
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�
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Time-weighted average (　　　 )

200�
40�
�

125�
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－� －�

μg / m3 Averaging time

24 hours�
1 year
1 hour�
1 year�

�

Table 2  WHO Guidelines for SO2 and NO2

Source: World Health Organization Regional Office for Europe 2000

Source: Central Pollution Control Board 1999
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other measures tighten emissions norms by applying
European emission standards: EURO Ⅲ2  for heavy
diesel vehicles and EUROⅣ3 norms for diesel
passenger cars. The fact that the sulfur level in diesel
fuel is closely related to the emission of SO2 and
particulates was the main driver behind the measure to
reduce the sulfur content in diesel fuel. As shown in
Table 3, the sulfur content in the diesel fuel supplied
to four metro areas and Taj Trapezium was reduced to
0.5% in 1996 (PhaseⅠ), and was further reduced to
0.25 % in 1997 in Delhi and Taj Trapezium (PhaseⅡ).
The sulfur content in the diesel fuel (0.25%) was,
according to government plans, to be available
throughout India by April 1999. Finally, a measure
requiring the desulfurization of petrol was
implemented with a target date of May 31, 2000. 

The regulation of sulfur levels is stricter
internationally than in India. For example, some
European countries have already introduced or have
been preparing for sulfur-free (less than 0.001% of
sulfur) diesel fuel. Further restrictions on the sulfur
content in diesel fuel will be necessary to control air
pollutants in India.

3. Economic trends in India

This section discusses economic trends in India
from 1991 to 2002, before examining trends in air
pollutant concentrations, since economic activities
have a significant impact on air quality. 

Figure 1 shows India,s GDP growth rate
expressed as percent change over the previous year,

and presents an index of both industrial and
agricultural production. According to the Economic
survey 1991-1992, GDP growth decelerated
significantly in the year 1991-1992, giving a final rate
of 0.8 % growth. This was mainly due to the balance
of payments problems which began in 1990-1991. To
tackle this economic crisis, the government took
measures to stabilize the economy and implement
structural reforms.

Subsequently, as a result of these reforms, the
economic situation gradually improved along with the
growth in industrial production until the year 1996-
1997. In the year of 1997-1998, the GDP growth rate
decreased due to the sharp decrease in the agricultural
production. The economic recovery in 1998-1999 was
led mainly by a sharp increase in agricultural
production. However, industrial production
decelerated, which may have been the result of the
East Asian crisis in 1997 and economic sanctions by
the U.S. following Indian nuclear tests in 1998. Since
1999, agricultural production has fluctuated and
industrial production decreased before increasing
again in the year 2002.

4. Overview of Trends of Air Quality in India

This section presents comprehensive data on the
concentrations of SO2, NO2 and SPM and their
sources, and describes summary statistics regarding air
pollutants in India.
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Phase

PhaseⅠ�

Phase Ⅱ�

Phase Ⅲ�

Phase Ⅳ�

Target date

April 1996

August 1997

April 1998

April 1999�
�

Sulfur content Target area

Low Sulfur (0.5%)

Low Sulfur (0.25%)

Low Sulfur (0.25 %)

Low Sulfur (0.25 %)

Four metros and Taj�
Trapezium

Delhi and Taj�
Trapezium

Metro Cities

Entire Country

Table 3  Diesel sulfur phase-out program in India

Source: Central Pollution Control Board 1999
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4.1 Data 

Yearly data for the concentrations of SO2, NO2,
and SPM are available on the CPCB website (Central
Pollution Control Board 2004). Due to the small
number of samples from 1987 to 1990, our analysis
runs from 1991 to 2002.

Table 4 shows the descriptive statistics of the
data on air pollutants in industrial areas from 1991 to
2002. The coefficient of variation, which is defined as
a ratio of the standard deviation to the mean, for SPM
is relatively smaller than that for SO2 and NO2. This
implies that the dispersion of the SPM values is less

Trends in Air Pollutant Concentrations and Related Environmental Legislation in India
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Figure 1  GDP growth rate, index of industrial production and agricultural production

in India from 1991 to 2002

Source: Government of India, Ministry of Finance, Economic survey 1994-1995, 1995-1996, 1996-1997, 1997-1998,
1998-1999, 1999-2000, 2000-2001, 2001-2002, 2002-2003, 2003-2004 and 2004-2005

Note: 
1. Data in 2002 are provisional.  
2. GDP figures are at 1980-1981 prices from 1991 to 1994 and at 1993-1994 prices from 1995 to 2002. 
3. Index of agricultural production with base triennium ending 1981-1982=100.
4. Index of industrial production 1980-1981=100 in the data from 1991 to 1994. Index of industrial production 1993-

1994 =100 in the data from 1995 to 2002.
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Table 4  Descriptive statistics for the data on the main pollutants in industrial areas from 1991 to 2002

Source: Own calculation based on data from Central Pollution Control Board（Accessed in 2004 ）．
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than other air pollutants. In the following section, we
examine the change in the concentration of each
pollutant in detail.

It should be noted, first of all, that the total
number of monitoring stations with data differs from
year to year due to missing data from between 1991
and 2002. Secondly, few dramatic compositional
changes in the data from 1991 to 2002 have occurred.
In other words, monitors in cities which became
cleaner have not been removed and have continued to
observe during the study period. This is not the case in
the U.S., where the Environmental Protection Agency
tends to remove monitoring stations from air“clean”
counties and to add monitors in clean“dirty”
counties (Greenstone 2004).

4.2 Trends in air pollutant concentrations

4.2.1 Sulfur dioxide

Figure 2 implies that the national average SO2

concentration (shown as a line plot in Figure 2) across
all monitoring stations meets both standards from
1991 to 2002. When we look at the fraction of stations

which violate the NAAQS (80μg/m3), approximately 9
% of monitoring stations violated the NAAQS in
1995. In 2002, the concentrations of SO2 at all
monitoring stations met NAAQS and WHO standard. 

The average SO2 concentration achieved a peak
of 30μg/m3 in 1997, and then declined gradually to a
level of 15μg/m3 in 2002. Indeed, the average SO2

concentration level has decreased since 1999. This
finding suggests that the measures adopted to enforce
cleaner fuel quality, such as changing to lower sulfur
content in fuel (0.25%) in the entire country by April
1999, resulted in the lower SO2 level. In addition, the
requirement for the desulfurization of petrol (0.05%)
with a target date of May 31, 2000, may have led to
the drop in the concentration of SO2 to within the
NAAQS (80μg/m3) across all monitoring stations after
2000. 

Furthermore, the concentrations have decreased
significantly since 1998. This could be the result of a
fall in industrial production due to the East Asian
crisis and the economic sanctions by the U.S., as
discussed in Section 34.

Miyuki Nagashima

Figure 2  Histogram showing trends in the average annual mean SO2 concentrations across 

all monitors in industrial areas (1991-2002)

Source: Own calculation based on data from Central Pollution Control Board（Accessed in 2004 ）．
Note: The WHO standard used above is 50μg/m3 and the National Ambient Air Quality Standard (NAAQS) is 

80μg/m3.
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4.2.2 Nitrogen dioxide 

Figure 3 reports the trends in average annual
NO2 concentrations in industrial areas. Although about
8.8 % of the monitoring stations exceeded the NAAQS
in 1995, the fraction of the stations over the standard
has gradually declined since 1997, and the national
annual average of NO2 has been within NAAQS levels
at most monitoring stations. The concentrations
decreased overall in 1998 due to the fall in industrial
production, as with the figures for SO2. However, the
fraction appears to increase after 2002, with 4.3 % of
the stations over the NAAQS.

4.2.3 Suspended particulate matter

Figure 4 shows that the percentage of monitoring
stations exceeding the NAAQS reached 20 % in 2002.

Although the government has formulated a
variety of measures including legislation, guidelines,
and air quality standards for air pollution and vehicular
pollution, the concentration of SPM remains a major

problem. The analysis shows that the policy
instruments used to prevent air pollution have not yet
resulted in an improvement in SPM concentrations.

One possible reason that SPM concentrations
have not declined might be the content of the coal
produced in India. Chaulya et al. (2001) showed that
haul routes and ore processing plant were the main
sources of SPM emissions. According to the Ministry
of Coal & Mines, Department of Coal, in India, coal is
the primary fuel for energy in India, accounting for 55
% of India,s energy use. India is the third largest
producer of coal in the world, and it produced 337
million tons during the years 2002-2003 (Ministry of
Coal 2005). Coal has been the primary source of
energy for power production in India, and about 70%
of coal is consumed by power generation (Central
Pollution Control Board 2000). The thermal power
sector, largely based on coal, makes a particular
contribution to air pollution in India. Due to the
impact of the diesel sulfur phase-out program in India,

Trends in Air Pollutant Concentrations and Related Environmental Legislation in India

Figure 3  Histogram showing trends in the average annual mean NO2 concentrations 

across all monitors in industrial areas (1991-2002)

Source: Own calculation based on data from Central Pollution Control Board（Accessed in 2004 ）．
Note: The WHO standard used above is 40μg/m3 and the National Ambient Air Quality Standard (NAAQS) is 80

μg/m3.
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Indian coal generally has low sulfur content: less than
0.4%, but a high ash content ranging from 24% to
45% (Central Pollution Control Board 2000). 

Under the notification of the Ministry of
Environment and Forests of the Government of India on
September 14, 1999, the utilization of ash from thermal
power plants was mandated beginning in June, 2000. As
the data used in this paper covers the period up to and
including 2002, it can be said that this mandate had not
yet taken full effect. Since the quantity of SPM
emissions depends on the ash content of the coal,
stricter measures for controlling SPM may be needed.

5. Conclusion

Some Indian cities have a serious air pollution
problem. The government has implemented a number
of environmental instruments to control air pollution.
Owing to the measures controlling sulfur emissions,

such as the diesel sulfur phase-out program and the
instrument for the desulfurization of petrol, SO2 levels
at all monitoring stations met NAAQS in 2002.
However, although the national average SPM
concentration level in 2002 is under the NAAQS, and
amounted to about 250μg/m3, about 20% of the
monitoring stations were still over the NAAQS. One
of the reasons for this result may be that the coal
produced in India includes a high ash content, ranging
from 24 to 45% (the quantity of SPM emissions
depends on the ash content of the coal). In addition to
the sulfur phase-out programs and the ongoing
utilization of ash from thermal power plants, further
strict measures for controlling SPM may be needed. 
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Figure 4  Histogram showing trends in the average annual mean SPM concentrations 

across all monitors in industrial areas (1991-2002)

Source: Own calculation based on data from Central Pollution Control Board（Accessed in 2004 ）．
Note: The US standard used above is 50μg/m3 and the National Ambient Air Quality Standard (NAAQS) is 360

μg/m3.
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Notes

1   The annual standard for PM10 was eliminated, which was

effective in December, 2006. For more information, refer

to Esworthy R. and McCarthy J.E. (2006).

2   It limits emissions of NOx to 0.5 g/km and of Particulate

Matter (PM) to 0.05 g/km for diesel car emissions and

emissions of NOx to 0.15 g/km for gasoline car

emissions (see European Union(1998)).

3   It limits emissions of NOx to 0.25 g/km and of

Particulate Matter (PM) to 0.025 g/km for diesel car

emissions and emissions of NOx to 0.08 g/km for

gasoline car emissions (see European Union (1998)).

4   We got valuable comments from the anonymous referee

in this context.
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1．研究の背景と目的

（1）研究の背景

制度的かつ恒常的な取り組みとしての評価は、
近年、産官学を問わず広く関心の対象となってき
ている（牟田 2001）。「学」の一部をなす高等教
育も例外ではなく、最近の動向で言えば、すべて
の大学が7年以内ごとに文部科学省の認証を受け
た評価機関による評価を受けなくてはいけないと
する認証評価制度が、2004年から導入された。

現在、学士課程教育を対象とする認証評価機関
には、大学基準協会、大学評価・学位授与機構、
日本高等教育評価機構の3つがあり、評価基準や
項目、費用等の面では異なる枠組みを利用してい

る1。ただし共通点もあり、そのひとつが大学の
実施する自己評価に基づいて評価を行うという点
である。自己評価を基礎とする第三者評価という
仕組みは、日本に限らず世界的にも見られるもの
であり、それだけ大学にとって組織の自律性が重
要であることを示していると言える。特に日本で
は、自己評価の制度化（1991年）の後、その一定
の普及を経てから外部評価の努力義務化（1999
年）、認証評価制度の導入と展開してきており2、
今日でも大学をめぐる評価において自己評価が中
心に位置づけられていると見ることができる。

自己評価とは、評価のプロセスにおける価値判
断の主体がプログラムの実施者である、というこ
とを意味するに過ぎないが、学士課程教育を対象
としたそれは従来、価値判断だけ無くその際に考

【研究ノート】

多様化する学士課程教育の自己評価方法

要　約

本研究の目的は、評価方法に関する4つの類型を設定し、学士課程教育の自己評価におけるそれらの採
否状況について、全国調査から得られたデータを用いて実証的に明らかにすることである。前半部分では、
学士課程に関する教育観の違いを反映するものとして、自律型、応需型、標準化型、成果準拠型という4
つの評価方法を導入する。後半では、全国1,871の学部を対象として実施した質問紙調査の結果を使って、
各評価方法の採用状況を実証する。評価方法の採用率は、評価領域や学部の属性により異なることが明ら
かになると共に、その違いが評価方法の背後にある教育観との関係から考察される。

キーワード

学士課程教育、自己評価、評価方法、多様化、全国調査

串本　剛
広島大学大学院教育学研究科・日本学術振興会特別研究員

t.kushimoto@hiroshima-u.ac.jp

日本評価学会『日本評価研究』第7巻第1号、2007年、pp.171-182



172 串本　剛

慮される情報（「根拠情報」）すらも、主として評
価対象に対する「自己」の主観的判断に負ってい
た3。例えば教育内容について評価しようとする
とき、それについて自分たちがどう思うかという
ことが、主に考慮されてきたのである。

しかし、各種の大学改革や上記の第三者評価の
進行、あるいは大学を取り巻く社会経済的環境の
変化に伴い、いまでは授業評価等を通して学生の
意見が顧慮されるだけでなく、外部評価によって
学外の主体による判断を参考にする機会も増えて
いる。さらに教育の目的が達成されているかとい
う根本的な問いに回帰し、教育成果に関する客観
的・主観的な情報を把握し、それらに基づいて教
育の是非を判断するという動きも見られる。つま
り、評価方法の多様化が起こっているのである。

（2）本論の目的と構成

こうした状況の推移が、「何を持って教育の是
非を判断すべきか」という教育観の多様化とも並
行するものであるとすれば、自己評価の実態解明
には、単なる現状把握以上の意義があると考えら
れる。だが第三者評価のそれに比べ、大学の自己
評価に関する研究蓄積は限られており、根拠情報
との関連からその評価方法を明らかにするという
試みは、世界的に見てもこれまでのところ為され
ていない4。

そこで本稿では、幾つかの異なる教育観を反映
するものとして評価方法の類型を設定し、学士課
程教育の自己評価におけるそれらの採用状況につ
いて、全国調査から得られたデータを用いて実証
的に明らかにすることを目的とする。この結果得
られる知見には、これまでブラック・ボックスで
あった現象に光を当てることだけでなく、変革期
にある学士課程教育に関する議論にも、ひとつの
視点を提供することで一定の貢献をすることが期
待できる。

以下、第2節ではまず、分析の視点となる4つの
評価方法の相互関係と、それぞれが依拠する教育
観、および評価方法採用の徴拠となる根拠情報に
ついて解説する。続く第3節では、2006年に実施
した全国調査の結果を使って、評価方法の採否状
況について検討する。分析に際しては、評価領域

による相違と共に、学部の属性と採否の関係につ
いても検証する。最後に第4節では、学士課程に
関する教育観の視点から分析結果を考察し、今後
の課題を提示する。

2．分析の視点～4つの評価方法

（1）4類型の関係

評価の類型化には、ふたつの方法がある。ひと
つは、「評価とは何か」という評価の定義の違い
をも反映させる形で行われるもので、この場合、
各類型はある程度背反的であることが前提とされ
ており、「モデル」と称されることが多い。（プロ
グラム）評価論一般の研究では、こうした類型化
がたびたび試みられており、近年のものとしては、
22のモデル（アプローチ）を4つのカテゴリーに
まとめて論じたStufflebeam（2001）や、哲学的

（客観主義－主観主義）、方法論的（量的－質的）、
実践的（情報提供のみか価値判断を含むか、評価
者が指導的な役割を果たすか援助的か、評価者の
経験、評価対象に関する専門知識が必要か否か、
依拠するモデルがひとつか状況に応じて選択的
か）な相違を考慮した上でHouse（1983）を参考
にしつつ、5つのアプローチを示したFitzpatrick et
al.（2004）がある。

アメリカの先行研究には、高等教育を念頭に置
いたものの中にも、プログラム評価論の知見を援
用してこのような類型化を行っているものが見ら
れる。Gardner（1977）は初期の代表的な研究で、
評価の時系列的な進化に対応させて5つの評価モ
デルを提示している。また説明責任の遂行に加え
資源配分の根拠として評価が利用されるようにな
っ た 頃 の Conrad and Wilson（ 1985） で は 、
Gardner（1977）を踏襲する形で、目標準拠

（objective-based）、応答的（responsive）、意思決
定（decision-making）、鑑識眼（connoisseurship）
という4つの評価モデルを挙げている。

これらに対し、高等教育に関する日本の先行研
究では、何らかの評価の定義を―しばしば暗黙の
―前提として、評価に関わる諸要素について類型
化を試みる傾向にある。例えば関（1989）は、評
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価の性格、時期、過程・対象、主体、機能、方法
の各側面から、同様に大学基準協会（2000）では、
評価の主体、対象、内容、時期、対象の動態、結
果の効果という切り口から類型化を行っている。
この方法の場合、類型間の排他性は前提とされて
おらず、ある評価が複数の類型に当てはまるとい
うこともあり得る。どちらの方法による類型化が
有効かは、研究の目的や関心により異なり、カリ
キュラムに関する著作で評価モデルを論じている
Stark and Lattuca（1997）のように、上記の2つの
中間的な方法による類型化の例もある。

研究の背景として述べた通り、本稿の関心はあ
くまでも学士課程教育の自己評価にあり、その評
価方法の多様性についても、完全な移行ではなく、
伝統的なそれに対する追加的な導入を前提として
いる。従って、本論における類型化は、どちらか
といえば後者の方法によるものであり、4つの評
価方法の類型（アプローチ）は、基本的に並存す
るものとして提示される。

（2）自律型

最初の評価方法は、学士課程教育が「所属教員
の専門性や見識を尊重し、自律的に営まれるべき
である」という教育観を前提とするもので、「自
律型」と名づけることができる。この評価方法で
は、根拠情報として評価対象に対する所属教員の
主観的な判断が用いられるため、場合によっては
評価のための情報収集が組織的に行われない、と
いうこともあり得る。

自律型アプローチは、最も伝統的な評価方法で
あり、自己評価が制度的に位置づけられる以前か
ら採用されてきたものと言える。なぜならば、そ
の背景には中世以来の大学の自治、そして19世紀
にドイツで興った近代大学における学問の自由と
いう理念が存在するからである。古くは王権や宗
教への従属、近代以降で言えば国家による統制や
産業界への過度な迎合は、それらの理念を脅かす
ものとされてきたため、大学には外界からの干渉
を忌諱してきたという歴史的経緯がある。これが、
学士課程教育の是非はその教員によって判断され
るべきだという、教育観に結びついているものと
考えられる。

こうした発想は、Eisner（2003）の言う鑑識と
批評（connoisseurship and criticism）に依拠してい
るものと考えられ、従来の類型化でもしばしば取
り上げられてきた（Gardner 1977, Conrad and
Wilson 1985）。通例Eisnerのモデルは、アメリカ
におけるアクレディテーションのような外部評価
を説明する概念として用いられてきたが、より日
常的な現象に目を向ければ、多くの自己評価がそ
の具体例だということがわかる。

また、常にプログラム全体として評価が行われ
るわけではなく、各教員の個別授業などにおける
日常的な評価の積み重ねが、組織的な行為を代替
し得るという側面に注目すると、Stark and
Lattuca（1997）が挙げている「非公式の評価

（informal assessment）」に該当するとも言える。
自律型の評価方法は、学士課程教育という評価

対象の専門性の高さを考慮した場合、有力なアプ
ロ ー チ で あ る こ と は 間 違 い な い 。 た だ し
Fitzpatrick et al.（2004）が指摘するように、非公
式の評価は評価者の経験や臆見により偏向してし
まう危険性がある。

さらに、専門性に依拠した評価自体の妥当性が
問われる際には、正当化が難しいことも事実であ
る。これは単に、もはや象牙の塔ではなくなった
という社会的な位置づけの変移だけではなく、教
員個人の省察は教育観の制約を受けるため改善に
つながるとは限らない（Trigwell and Prosser 1996）
というような、学問的知見の広まりにも由来した
意識転換の結果でもある。こうした価値観の動揺
が、以下に挙げる3つのアプローチの台頭を促し
ていると見られる。

（3）応需型

応需型の評価方法は、「学生という「第一の顧
客」の要求に応えるべきである」という教育観に
根ざすもので、評価対象に対する学生の意見を根
拠情報として用いる。
「第一の顧客」とは、非営利組織について論じ

たドラッガーとスターン（訳書 2000）の用語で、
「ある活動によって生活が改善される人々」（p. 20）
のことを指す。一般に何らかの行為（事業プログ
ラム）には、それによって益すると考えられる
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「顧客」が複数考えられる。学士課程教育も例外
ではなく、学生以外にも、その保護者や卒業生の
雇用者、さらに活動を通して達成感を得るという
意味では、教員や職員もそれに含まれる。だが、
教育を行う一義的な意図が彼／彼女らの変容にあ
るという意味では、学生こそが「第一の顧客」と
言える。

営利的な活動であれば、応需型アプローチは基
本的な評価方法とさえ言えるものであろう。しか
し大学においては、専門知識・技能を持たない者

（学生）がその所有者（教員）からそれらを教授
されるという関係性が支配的であったため、学生
の意見が評価の根拠となるという発想はなじみに
くかった。その名残は、授業評価が導入される時
に繰り返される「学生に評価をする能力（資格）
はない！」というお決まりの台詞からも窺うこと
ができる。セイモア（訳書 2000）は、Garvin

（1988）による質の定義を引きながら、こうした
問題を鮮明に解説している。

しかし学生が権利の主体、それも教育というサ
ービスを購入する消費者として認識されるように
なるのに伴い、「第一の顧客」である学生の意見
を考慮することの必要性が認められるようになっ
てきている。学生が消費者として位置づけられる
に至った経緯については、1980年代初頭にリース
マン（訳書 1986）がアメリカの文脈において論
じているが、最も大きな要因は大学が大衆化する
ことにより、学生の関心や能力が多様になったこ
とである。そうした傾向は今日では多くの国々で
見られ、学生は権利と具体的な期待・要望を持っ
ているのだから顧客である、という認識は広く認
められている（Davis 2002）。実際にわが国でも、

「学生を、大学にとって主たるクライアントであ
ると位置づけ直し、そのニーズを汲み取り、その
うえで教育プランを設定する」（日本私立大学連
盟 学生部会 2000、p. 203）ことの必要性が訴えら
れるようになってきている。

事実、「第一の顧客」の意見を根拠情報とする
ことに特徴を求める評価モデルは、比較的新しい
研究にしか見られない。Stark and Lattuca（1997）
では、これを学生中心評価（student-centered
evaluation）と呼び、「様々な目標を持った学生の
授業やプログラムでの経験を知ることにより、教

員と学生の目的意識の一致度を調べる」（p. 291）
作業であると位置づけている。本研究で言う応需
型アプローチは、必ずしもそのような評価目的を
前提とするものではないが、学生の意見を考慮す
るという点では、学生中心評価に共通するもので
ある。

（4）標準化型

「機関を超えて、同等の教育を提供すべきであ
る」という教育観が、第3の評価方法である「標
準化型」を支持するものである。ここではプログ
ラムの外部から得られる情報が考慮されるため、
教育が標準的な形に収斂していく可能性が内包さ
れている。

同等性や通用性に価値を置く教育観は、大学が
学位という世界共通の資格を発行する唯一の機関
であるとされることからもわかるように、大学の
根本的な理念のひとつであると言える。ただし、
その担保の仕方は時代と共に変遷してきており、
概括的に言えば、かつては大学あるいは課程の設
置時に同等性を保証するための仕組みが設けられ
ていたのに対し、近年では事後的にそれを行う傾
向にあり、標準化型アプローチによる自己評価は
その機能を担っているということができる。こう
した移行は、高等教育セクターの肥大化の結果、
行政の役割が変化することによって起こるもので
あり、設置基準の大綱化に伴う自己評価の努力義
務化という事実によって、日本においては顕現し
ている。
「評価対象の標準化に対する志向」という方法

上の特徴は、従前の評価モデルには見られないも
ので、ある意味で学士課程教育の自己評価独特の
方法と言える。しかし、具体的な根拠情報を考え
ると、例えば学外の専門家による見解を考慮する
場合は、自律型アプローチのところで言及した
Eisnerのモデルを応用しているものと捉えられ
る。このとき注意すべきは、学外の専門家にはそ
の専門性もさることながら、広く事情に精通して
いることによる見解の普遍性が期待されていると
いうことである。換言すれば、彼らの見解を参照
することにより、当該教育の通用性が保証される
ことになる。こうした力点の違いが、ひとつの評

串本　剛
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価モデルの原理が、ふたつの評価方法の文脈で参
照される原因となっている。

標準化型アプローチを支える教育観が、学士課
程教育にとって本質的なものである反面、高等教
育の大衆化によって、学士課程教育が多様な形
態・内容を持たざるを得なくなる状況の中で、一
元性を志向するその評価方法自体に限界があるこ
とも確かである。次項で取り上げる成果準拠型が
必要となる背景には、そうした事情も存在すると
考えられる。

（5）成果準拠型

ここまでに論じてきた3つの評価方法とは異な
り、行為の是非をその結果によって判断しようと
する「成果準拠型」アプローチは、「教育の妥当
性はその成果によって判断されるべきである」と
いう教育観から発生する。そのため根拠情報とし
ては、何らかの指標によって把握された教育成果
が求められる。

教育とは、教育者の意図を学習者のうちに実現
することを目的とする行為であり、その意味で成
果準拠型アプローチが前提とする教育観は、至っ
て常識的なものであると言える。しかし応需型の
背景のところでも論じたように、大学における教
員と学生の関係は、必ずしも上記の意味での「教
育的関係」ではなかったため、教育目的や目標ひ
いては教育成果を明確にするということは、一般
的ではなかった。

こうした状況が変わりつつあるのには、主とし
てふたつの原因が考えられる。ひとつは、1980年
代以降世界的に見られる説明責任論の隆盛の中
で、結果に対する関心が高まっているということ
である。そこでの焦点は、対外的に教育成果を示
すことにあると考えられるが、それが結果として
自己評価における教育成果の重視にも繋がってい
る。もうひとつ、構成主義的な学習理論が大学教
育の文脈でも重視されるようになってきたため、
教育そのものの質を見ることによりその成果を推
認することの妥当性が問われている、ということ
も見逃せない。この点については、Barr and Tagg

（1995）等が大学教育のパラダイム転換として論
じているほか、評価に関連してはHuba and Freed

（2000）やPalomba and Banta eds.（2001）が言及
している。

成果準拠型アプローチは、Conrad and Wilson
（1985）によると体系的に論じられているものと
しては最も古い評価モデルである、目標準拠モデ
ル（objective-based model）の萌芽的な形態と見る
ことができる。その祖がTyler（1949）に求めら
れる目標準拠モデルでは、教育目標を操作的に定
義することにより達成の測定を可能にし、目標の
達成度をもって教育の質を判断するという構造が
前提とされる。本論における成果準拠型アプロー
チは、ここまで体系的な構造を有するわけではな
いが、教育の評価に際しその成果を考慮する点に
おいて共通の特徴がある。

教育成果を根拠情報として用いることには、原
理的な正当性を認められるだけでなく、教育その
ものの多元性を正当化しうるという利点もある5。
だが、実用の難しさもしばしば指摘されるところ
であり、その代表的なものは、教育成果が把握さ
れただけでは何を改善すべきかがわからない、と
いうことである。わが国でも教育成果への関心が
高まる中、同様の批判が見られる（大山 2001）。
しかしこの問題に関しては、プログラム・セオリ
ーやロジック・モデルと呼ばれる、原因と結果の
関係性を明確化することによる対応策も論じられ
てきており（例えばRogers et al. 2000）、教育を対象
とした評価においても徐々に浸透してきている6。

3．評価方法の採否

（1）分析データ

前節で提示した4つの評価方法の採用状況を明
らかにするために本論で用いるデータは、学士課
程教育の自己評価の実態を解明することを目的と
して開発した「教育評価と教育改善に関する調査」
の調査結果である。

調査票は、学部の特徴、教育評価体制等、教育
評価の方法、教育評価の効果・影響、教育評価に
関する回答者の意見、について聞く5つの部分か
ら構成されている。教育評価の体制に関しては経
年比較の可能性を考慮し広島大学・大学教育研究

多様化する学士課程教育の自己評価方法



176

センター編（1999）の調査を、効果・影響につい
ては適切な日本の先行研究がなかったため、アメ
リカで実施された類似調査であるInstitutional
Support for Student Assessment Inventory（ISSA）
を参考にした7。また本論の主題である評価方法
に関する問は、串本（2006）でまとめている自己
評価報告書の分析や、第三者評価機関の取組を基
に設定した。

調査対象は2005年5月の時点で学士課程を持つ
全国1,871の学部で、質問紙は4月21日を締め切り
として、2006年3月28日に発送された。4月末には
督促はがきを送り、最終的に6月15日時点での回
収率は31%であった（表1）8。

（2）全体的傾向

評価方法に関する問いでは、下記1）～8）の各
領域について、現状の適否や改革の必要性を判断
する際にどのような根拠情報を用いているかを、
複数回答で尋ねた。その回答に基づき、各領域に
おける評価方法の採用状況を示したものが図1で
ある9。
1）目的・目標：教育の理念・目的・目標の内

容・具体性など
2）施設・設備：教室、実験器具、情報インフラ、

図書館など
3）教員構成：職階・年齢・専門分野の構成、教

育者としての素養など
4）入学者選抜：入試の種類・内容など
5）教育課程：コース・課程の設定、各種科目の

配列・割合など
6）教育内容：提供科目、授業内容など
7）教育方法：授業方法、授業形態・規模、シラ

バス、成績評価方法など
8）学習支援：履修指導（ガイダンス、オフィス

アワー）、補習体制など
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表1 調査の概要
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自律型はいずれの領域でも8割以上の学部が採
用しており、最も広く用いられている評価方法で
あることが確認できる。既述の通り評価方法は併
用を前提としているので、むしろ自律型アプロー
チを「使わない」という事例は稀であると解釈し
た方がわかりやすい。

評価領域間で採用率に差がないという点では、
標準化型の評価方法も共通している。採用率は全
体に6割前後であり、普及が十分に進んでいると
は言い難いが、外部から獲得された情報は領域を
問わず、評価の際に考慮されていることがわかる。

上記のふたつとは対照的に、応需型アプローチ
の採用状況には、評価領域によって格差がある。
教員構成や入学者選抜の評価ではほとんど利用さ
れていないのに対し、その他の6つの領域ではほ
ぼ半数以上の学部が採用している。

成果準拠型の評価方法も、応需型に似て領域間
で採用程度に差がある。また、採用率は全体に低
く、最も普及している目的・目標の評価において
も、それは6割に満たない。その成果を根拠とし
て教育条件や教育活動の是非を判断するという方
法は、大学においては依然として定着していない
と言える。

全体的な傾向からは、自律型を基礎にしつつも
評価方法の多様化が進んでいることが実証された
が、その様相は評価領域によってかなり異なるこ
とも明らかとなった。では、評価方法の採否には、
学部の属性も関係するだろうか。次項でその点を
論ずる。

（3）評価方法の採否と学部の属性

評価方法の採否と関係があると考えられる学部
属性として、ここでは設置形態、専門分野、卒業
生の職業に関する想定の肯否、入試難度の4つを
設定した。専門分野は、学習における自由度の高
さを反映すると考えられる文系・理系の別によ
り、職業想定の肯否は関連する問いの回答に基づ
いて、また入試難度は学部偏差値に従って下位と
上位に区別した10。

表2には、評価領域毎に行った評価方法の採否
と学部属性のクロス集計結果を、4つの評価方法
についてまとめている。表中の値はすべて当該ア

プローチを採用している学部の割合で、＊印はカ
イ二乗値による検定結果である。

まず自律型について見ると、いずれの領域でも
ほとんどの学部が採用していることもあり、有意
差が見られる関係は多くない。目的・目標、教員
構成、学習支援では設置形態、施設・設備におい
ては専門分野や職業想定程度の違いで有意差が見
られる。

応需型アプローチでは、有意差が見られるのは
教育課程の評価についてのみだが、その他5つの
領域でも理系より文系の方が採用率が高くなって
いる。専門分野以外を見ると、教育方法と学習支
援は設置形態の違いで、施設・設備は職業とのつ
ながりの強弱で採用率に開きが見られる。特に設
置形態に関しては、教育課程を除くすべての領域
で公立大学での採用率が低い。

標準化型の採否と学部属性の間には、一転して
統計的に有意な関係が数多く確認できる。まず設
置形態では、私立大学における採用率の低さが顕
著であり、応需型の場合とは対照的に、公立大学
で採用率が高くなっていることも特筆に値する。
専門分野による違いも明らかで、ほぼすべての領
域で理系学部の採用率が高くなっている。

最後の成果準拠型は、標準化型以上に職業との
繋がりによる差異が大きく、設置形態や文理の別
では有意差が見られない。これに加え、入学者選
抜、教育内容、教育方法では入試難度による採用
率の相違も見られる。

以上の分析からは、自律型や応需型に比べ、標
準化型や成果準拠型では学部属性との間に顕著な
連関が見られ、特に前者では設置形態や専門分野、
後者では職業との繋がりという属性が、違いを鮮
明に描き出したと指摘できる。

4．考察と今後の課題

（1）領域間格差について

ここまで示してきた分析結果に対し、各評価方
法が前提としている教育観の視点から考察を加え
ると、幾つかの知見を提供することができる。

各評価方法の全般的な採用率からは、自律型を

多様化する学士課程教育の自己評価方法
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基礎としながら、他のアプローチが導入されるこ
とにより評価方法の多様化が進んでいるという実
相が示された。8つあるいずれの評価領域でも、
自律型アプローチの採用率が最も高く、教育の是
非を判断する際には所属教員の専門性や見識を尊
重すべきであるという発想が、確実に存在してい
ると言える。

評価方法の多様化は、そうした発想の再検討を
迫るものとして捉えられるが、必ずしもすべての
評価領域において、それが均一に起こっているわ
けではない。標準化型アプローチの採用に表れる
同等性・通用性を重視する傾向が領域を問わず見
られる一方で、幾つかの領域で利用率が3割にも
満たない評価方法も存在する。

応需型の評価方法は、教員構成や入学者選抜方
法の評価では採用率が低く、そこでは学生の要求
に応えるべきだという考え方が浸透していないと
言える。入学者選抜方法の評価では、現在の学生
ではなく未来の学生―つまり高校生―の意向を取
り入れているという見方も可能だが、教員構成に
関しては、学生にその良否を尋ねることは稀であ
ると結論できるだろう。教員の職務は教育だけで
ないことを考慮すると当然の結果ともいえるが、
教育内容や教育方法の評価では多くの学部が学生
の意見に配慮しており、この隔たりを埋めるため
の取り組みが、近く義務化されるFD活動なのか
もしれない。

もう一点、採用率の低さが顕著なのは、施設・
設備や教員構成の評価における成果準拠型アプロ
ーチである。これらの領域は教育成果との繋がり
を確定しづらいため、それによって是非を判断す
るという着想に至らないものと考えられる。

（2）学部の属性による格差について

評価領域による格差に加え、学部の属性によっ
ても評価方法の採用率に違いが見られた。これに
関しても教育観の視点から説明できる点が幾つか
ある。

学部の属性で採用率に有意差がよく表れたの
は、標準化型と成果準拠型の評価方法であり、前
者に関しては、特に設置形態による相違が目立っ
た。すべての領域で、私立大学での採用率が低い

のに対し、個性化の必要性が訴えられる今日にお
いても、公設大学ではある程度の同等性が志向さ
れていると言える。

また教育課程や教育内容の評価に関して公立大
学で採用率が高くなっているのは、卒業生の職業
を想定している学部で同様の傾向が見られること
から、農学系・保健系の学部の多さが原因になっ
ていると推測できる。これらの分野―農学部には
獣医学科がある例も多い―には、国家試験という
出口の標準化を進める仕組みが備わっているた
め、教育そのものの評価においても標準化型が選
好されると考えれば、専門分野では理系の、入試
難度では上位の学部において採用率が高くなって
いることも納得できる。

成果準拠型アプローチは、専門分野や設置形態
でははっきりとした差が見られず、卒業生の職業
が具体的に想定されている学部における採用率の
高さが顕著であった。これは、就職状況や資格の
取得により適切な教育成果が定義しやすいことが
関係していると考えられる。領域間格差の原因と
総合すると、成果を示しやすく、成果と教育との
因果関係が確定しやすい場合に、より多く採用さ
れていることになる。

なお、応需型の評価方法に関しては、学部の属
性による格差はあまり見られなかったが、特に学
生の意見を把握する必要があるのはどのような場
合か、ということを考えると、入試難度による差
異が期待された。なぜならば、葛城（2006）も示
しているように、入試難度が下位の大学に在籍す
る学生ほど、従来想定されていた学生像とは異な
ることが認められているからである。学生の変質
が遍く起きている証左ともとれるし、あるいは、

「意見を聞くに値する学生」という教員の意識が
入試難度上位の大学で働き、仮説に従う傾向を相
殺している可能性もある。

（3）今後の研究課題

今後着手が求められる研究課題としては、評価
方法の採用状況に関する時系列変化の解明が挙げ
られる。

今回の分析からは、評価方法の多様化の実態が
明らかとなったが、これは大学改革や第三者評価

多様化する学士課程教育の自己評価方法
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の影響下において急変している過渡期のそれを描
出しているとも言える。従って、評価方法の選択
は、必ずしも背後にある教育観を了承した上で、
意識的に行われているとは限らない。

この事実は裏を返せば、評価領域や学部の属性
による採用率の格差を、意図的に是正する余地が
存在するということでもある。例えば、「教育の
妥当性はその成果によって判断されるべきであ
る」という教育観は、現状では成果の定義がしや
すい学部において配慮される傾向にあるが、5年
10年経った後には、学部の属性を問わず重要性が
認識され、成果準拠型アプローチが普及している
かもしれない。

時系列的変化を追うことにより、単にその時々
の実態が判明するだけでなく、教育観の変遷を知
るための一指標を見出すこともできると考えられ
る。

注記

1  各機関が用いる評価システムの枠組みや評価結果に

ついては、ホームページから知ることができる。アド

レスはそれぞれ、大学基準協会（http://www.juaa.or.jp/）、

大学評価・学位授与機構（http://www.niad.ac.jp/）、

高等教育評価機構（http://www.jihee.or.jp/）。

2   ここでは紙幅の関係から割愛するが、詳しくは清水

（2004）等で論じられている。

3   評価の定義は論者により多様だが、本稿では、「措

定および把握した情報を何らかの基準に照らすこと

により、ある対象の価値を判断すること」という比

較的汎用性の高い定義を採用している。また本文で

述べている「根拠情報」とは、この定義に含まれる

「情報」を指し、評価対象に関する情報だけでなく、

評価の際に考慮される情報全般を含む。従って上記

の定義は、他者の評価を参考に自己評価する、とい

うような「評価の入子構造」を許容するものである。

4   自己評価の方法に関心を払った日本の先行研究とし

ては、広島大学・大学教育研究センター（現高等教

育研究開発センター）が1999年に実施した全国調査

をもとに評価項目分析を行った米澤他（2000）が挙

げられる。ただしそこでは、評価項目に注意が向け

られており、根拠情報の質的な違いは配慮されてい

ない。またアメリカの類似研究であるPeterson and

Augustine（1999）では、Student Assessment（SA）

と学事に関する意思決定の関係について論じている

が、根拠情報のひとつであるSAの結果を相対的に

位置づけることには成功していない。

5   技術者教育のプログラム認定機関であるJABEEが採

用する評価の枠組みは、成果準拠型アプローチのこ

うした特徴を念頭に置いた実例のひとつである。詳

しくは、http: / /www.jabee .org/OpenHomePage

/q&a0204-0509.htm参照。

6  初等教育での実践例に関しては串本・渡辺（2006）

を、大学教育の文脈での議論としては串本（2006）

を参照されたい。

7   ISSAは自己評価全般に関する調査ではなく、学生

についての情報把握（student assessment）を対象と

しており、本論の関心と厳密に一致するわけではな

い。しかし全米規模の当該テーマに関する画期的調

査であり、質問項目も参考になるものが少なくない。

同調査についてはPeterson et al.（1999）を参照され

たい。また前掲Peterson and Augustine（2000）は、

同調査の結果を分析したものである。

8   本調査は、21世紀COEプログラム「21世紀型高等教

育システム構築と質的保証」プロジェクトの一環で

ある「大学の組織改革についての調査」と同時に実

施された。

9   質問紙においては、標準化型と成果準拠型に対応す

る根拠情報を、複数の項目に分けて尋ねた。前者に

は「学外の専門家による見解」、「評価機関による評

価結果」、および「他大学・他学部の現状」が、後

者には「卒業生の進路」、GPAなどの「学内指標に

おける成績」、国家試験の合否などの「学外指標に

おける成績」、および「教育成果に関する意見」が

含まれる。上記ふたつの評価方法に関しては、対応

する根拠情報をいずれかひとつでも利用している場

合に、当該の評価方法を採用しているものとした。

10 文系学部には人文系・社会系・教員養成系およびそ

れらの組み合わせによる学際系、理系学部には理学

系・農学系・工学系・保健系およびそれらの組み合

わせによる学際系が含まれる。職業の想定に関して

は、本調査における「学生の進路として、具体的な

職業を想定している」という問いにおいて、「当て

はまる」か「ある程度当てはまる」と答えた学部は

「肯定」、「あまり当てはまらない」か「当てはまら

ない」と答えた学部は「否定」とした。入試難度に

串本　剛
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は「第4回ベネッセ駿台共催記述模試」（2005年10月

開催）の結果による合格率60%以上の偏差値を用い

（朝日新聞社出版本部「大学」編集室2006、参照）、

サンプルがほぼ二分される53以下を「下位」、54以

上を「上位」とした。
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to the Self-Evaluation of Undergraduate Education 
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Abstract

The purpose of this study is proposing four evaluation methods and demonstrating to what degree they are
adopted in self-evaluations of undergraduate education in Japan. In the first part, four evaluation approaches are
introduced in relation to the ideas of undergraduate education. They are named as Autonomy-Based Approach,
Demand-Based Approach, Standard-Based Approach, and Outcomes-Based Approach. In the latter part of this
article, the data from a national survey of 1,871 faculty members in Japanese universities show that to what extent
those four methods are used in practice. As a result of the analysis, it is found that the degree of adoption depends
on the evaluation focuses and traits of the faculty. This fact is discussed in consideration of diversifying idea of
undergraduate education.

Keywords

undergraduate education, self-evaluation, evaluation methods,
diversification, national survey
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日本評価学会第7回全国大会
開催報告

1. 第7回全国大会プログラム（実績）

2. 共通論題セッション報告

共通論題Ⅰ「都道府県の行政評価―この10年の実践総括」

梅田　次郎（JMAC構造改革推進セクター）

共通論題Ⅱ「教育組織の評価」 長尾　眞文（広島大学）

共通論題Ⅲ「途上国の評価キャパシティ・デベロップメント

―支援に向けた取り組みの現状と課題―」 三輪　徳子（国際協力機構）

源　由理子（国際開発コンサルタント）

共通論題Ⅳ「市民参加型評価」 岩渕　公二（政策21）

3. 自由論題セッション報告

自由論題Ⅰ「評価手法1」 三好　皓一（立命館アジア太平洋大学）

自由論題Ⅱ「評価手法2」 橋本ヒロ子（十文字学園女子大学）

自由論題Ⅲ「保健1」 大島　　巌（日本社会事業大学）

自由論題Ⅳ「評価手法3」 齋藤　貴浩（大学評価・学位授与機構）

自由論題Ⅴ「評価手法4」 渡辺　　博（東洋エンジニアリング（株））

自由論題Ⅵ「保健2」 梅内　拓生（国際医療福祉大学）

自由論題Ⅶ「行政評価/マニフェスト」 山谷　清志（同志社大学）

自由論題Ⅷ「環境」 長谷川　弘（広島修道大学）

自由論題Ⅸ「教育評価」 橋本　昭彦（国立教育政策研究所）

自由論題Ⅹ「公共財政」 林　　　薫（文教大学）

特別セッション「評価インターンによる調査報告（中間報告）」

源　由理子（国際開発コンサルタント）

日本評価学会第7回全国大会
開催のご報告とお礼

2006年12月2-3日開催（東洋大学）の日本評価学会第7回全国大会には170名を超える多くの方にご出席いただき誠に
ありがとうございました。会員各位の日頃の研究や実践活動の報告を基に、評価研究者、実務者の間の経験、情報、
知識を共有化する場として、皆様にとって有益な機会となりましたら幸甚に存じます。多くの方のご尽力により本
大会を開催することができましたこと、心より感謝申し上げます。今後とも当学会の活動にご高配賜りますようど
うぞ宜しくお願い申し上げます。

第7回全国大会
実行委員会委員長 坂元　浩一
プログラム委員会委員長 牟田　博光





日本評価学会第7回全国大会
「地域・現場に根ざした評価」（於：東洋大学）

プログラム実績

9：00-9：30

午前の部

10：00-11：30

自由論題Ⅳ

評価手法3

（齋藤貴浩）

自由論題Ⅴ

評価手法4

（渡辺博）

共通論題Ⅰ

都道府県の行政評価－この10年の実践総括

（梅田次郎）

自由論題Ⅵ

保健2

（梅内拓生）

共通論題Ⅱ

教育組織の評価

（長尾眞文）

自由論題Ⅰ

評価手法1

（三好皓一）

自由論題Ⅱ

評価手法2

（橋本ヒロ子）

自由論題Ⅲ

保健1

（大島巌）

受　付

お昼休み（理事会 11：35 - 12：35）
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第１日：2006年12月2日（土）

（ ）は座長です。
自由論題報告の時間は原則として、発表20分、質疑8分、交替2分（計30分）です。

午後の部Ⅰ

12：45-14：15

午後の部Ⅱ

14：15-16：30

11：30-12：45

総 会16：45-17：45

懇親会18：00-20：00

9：30-10：00

午前の部

10：00-12：00

共通論題Ⅲ

途上国の評価キャパシティ・デベロップメント

－支援に向けた取り組みの現状と課題－

（三輪徳子、源由理子）

共通論題Ⅳ

市民参加型評価

（岩渕公二）

自由論題Ⅸ

教育評価

（橋本昭彦）

自由論題Ⅹ

公共財政

（林薫）

特別セッション

評価インターンによる調査報告

（中間報告）

（源由理子）

自由論題Ⅶ

行政評価/マニフェスト

（山谷清志)

自由論題Ⅷ

環境

（長谷川弘）

受　付

お昼休み

第２日：2006年12月3日（日）

午後の部Ⅰ

13：15-15：15

午後の部Ⅱ

15：30-17：00

12：00-13：15
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ウェスタン･ミシガン大学評価研究所

ウェスタン･ミシガン大学評価研究所

広島大学

広島大学

広島大学

東京工業大学

東京工業大学

10：00-10：28

10：30-10：58

11：00-11：28

評価における価値観の問題：スクリヴェンの評価

論理の探求

貿易能力の形成援助策に関する評価のメタ分析

二次評価における評価視点の分析

佐々木　亮

クリス・コーリン

高橋　与志

松岡　俊二

大野　　敦

牟田　博光

菊田　怜子

○

○

○

10：00-10：28

10：30-10：58

11：00-11：28

エンパワーメント評価モデル:成果三類型モデルに関する考察

ジェンダー評価について

ソーシャルキャピタルに基づく住民組織の「手探り」評価方法の考え方

藤掛　洋子

青木　憲代

渡辺　淳一

10：00-10：28

10：30-10：58

11：00-11：28

地域健康資産形成に関するアプローチの評価－老人

介護病院経営の視点から－

地域保健資産形成へのアプローチの検討－医療法人

と行政の協力の視点から－

適切な医薬品使用に関する考察－地域ケアー薬局に

関するアンケート調査－（薬局薬剤師と薬学部学生

との比較）

佐藤　辰夫

梅内　拓生

真壁　道夫

羽根田　潔

梅内　拓生

梅原　貞臣

野口　隆志

高他　武始

梅内　拓生

○

○

○

12：45-13：13

13：15-13：43

13：45-14：13

要求水準の変化を考慮した評価測定

事業分野別社会資本の整備水準と労働移動

－2財一般均衡モデルをもとにした最適性の評価－

開発と国益の2つの視点からのODA評価についての考察

－標準化した効果単位を使い、インパクトを定量化した場合－

日野　哲也

牟田　博光

鈴木　美和

佐藤由利子

○

12：45-13：13

13：15-13：43

13：45-14：13

死亡交通事故対策の評価について

－北海道の急激な交通事故死者数減少の要因について－

道路満足度を向上するための信頼度向上施策について

AOTS研修の事業評価システムと品質保証体系

浅野　基樹

大島　章嘉

神田　久史

12：45-13：13

13：15-13：43

13：45-14：13

サービス特性からみたPFI事業の評価手法

－高知医療センターのケーススタディ－

ベキ法則に基づく健康と経済のマクロ指標を用いた

政府開発援助政策評価法の基礎研究（Ⅵ）

－ 国別の乳児死亡率と一人当たりのGDPのべキ法則関係上の世界レ

ベルでの位置変化と国自身の経時的変化の評価学的意味の検討 －

精神保健福祉領域におけるプログラム評価の近年の

発展と課題

山下　興一

渡里　　司

松岡　俊二

正木　朋也

梅内　拓生

大島　　巌

○

○

○

12月2日（土）午前の部 10：00-11：30

自由論題Ⅰ 評価手法1 座長　三好　皓一　立命館アジア太平洋大学

東京家政学院大学

アイ・シー・ネット（株）

（財）国際開発センター

自由論題Ⅱ 評価手法2 座長　橋本ヒロ子　十文字学園女子大学

医療法人社団葵会青梅今井病院

国際医療福祉大学大学院

医療法人医徳会

医療法人医徳会

国際医療福祉大学

国際医療福祉大学

国際医療福祉大学

国際医療福祉大学

国際医療福祉大学

自由論題Ⅲ 保健1 座長　大島　　巌　日本社会事業大学

東京工業大学大学院

東京工業大学大学院

東北大学

東京工業大学

12月2日（土）午後の部Ⅰ 12：45-14：15

自由論題Ⅳ 評価手法3 座長　齋藤　貴浩　大学評価･学位授与機構

土木研究所・寒地土木研究所

市民満足学会（株）ワード研究所

海外技術者研修協会

自由論題Ⅴ 評価手法4 座長　渡辺　　博　東洋エンジニアリング（株）

広島大学大学院

中国地方総合研究センター

広島大学大学院

国際医療福祉大学大学院

国際医療福祉大学大学院

日本社会事業大学

自由論題Ⅵ 保健2 座長　梅内　拓生　国際医療福祉大学
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行政経営アナリスト

鳥取大学

神戸学院大学

12月2日（土）午後の部Ⅱ　14：30-16：30

12月2日（土）総 会 16：45-17：45

12月2日（土）懇親会 18：00-20：00

12月3日（日）午前の部 10：00-12：00

共通論題Ⅰ 都道府県の行政評価－この10年の実践総括 座長　梅田　次郎　JMAC構造改革推進セクター
討論者　山谷　清志　同志社大学

文部科学省

尾道市立栗原北小学校

大学評価･学位授与機構

琉球大学

筑波大学大学院

筑波大学大学院

慶応義塾大学

大津役所

静岡文化芸術大学

同志社大学

（財）国際開発高等教育機構

いわてNPO-NETサポート

共通論題Ⅱ 教育組織の評価 座長　長尾　眞文　広島大学

自由論題Ⅶ 行政評価/マニフェスト 座長　山谷　清志　同志社大学

成蹊大学

広島大学

広島大学

（株）日本ギャラクシーエンジニアリング

国際医療福祉大学大学院

立教大学大学院

立教大学

自由論題Ⅷ 環境 座長　長谷川　弘　広島修道大学

国際開発コンサルタント

国際協力機構

外務省

国際協力銀行

（株）国際開発アソシエイツ

（財）国際開発高等教育機構

12月3日（日）午後の部Ⅰ　13：15-15：15

共通論題Ⅲ 途上国の評価キャパシティ・デベロップメント　－支援に向けた取り組みの現状と課題－
座長　三輪　徳子　国際協力機構
座長　源　由理子　国際開発コンサルタント

共通論題Ⅳ 市民参加型評価　　　　　　　　　　　　　 座長　岩渕　公二　政策21
討論者　窪田　好男　神戸学院大学

1

2

3

都道府県の行政評価、この10年の歩みと今後の課題

都道府県の行政評価、この10年間の問題点

－定量評価の陥穽－

事務事業評価の10年：正確な評価を目指して

谷口　敏彦

小野　達也

窪田　好男

1

2

3

4

学校評価の現状と課題について

経営改善に資する学校評価の実際

大学組織の評価：質的向上と説明責任の支援・促進

認証評価制度における自己点検評価者としての評価

アプローチ－インターベンション評価－

岸本　哲哉

石田　謙豪

齋藤　貴浩

西出　順郎

10：00-10：28

10：30-10：58

11：00-11：28

11：30-11：58

評価制度と自治体職員の意識変化

韓国における市民社会の公約評価活動

行政評価と事業仕分

地方自治体の行政評価：10年間の実践を診断する

横山麻季子

鶴田　芳貴

河東　　賢

佐藤　　章

田中　　啓

○

11：30-11：58

10：30-10：58

11：00-11：28

11：30-11：58

過去20年にわたる日本の対中環境協力について

社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造

の分析：都市大気汚染対策を事例にして

企業経営と地域経済環境資産形成へのアプローチ評

価（企業経営の視点から）

日本における環境教育の評価の現状と課題：

ESDの評価を視野に入れて

廣野　良吉

村上　一真

松岡　俊二

簗島　武彦

梅内　拓生

薮並　郁子

阿部　　治

○

○

○

1

2

3

4

開発途上国における評価能力向上支援の現状と課題

－DACによる主要ドナーのECD支援状況調査結果より－

評価キャパシティ開発（ECD）へのJBICの取組

開発途上国のECDへのニーズ：評価セミナーと合同評価の経験より

開発途上国の評価フィードバックとキャパシティ・デベロップメント

源　由理子

三輪　徳子

藤本　真美

和田　義郎

原口　孝子

湊直　　信

○

1

2

3

市民参加と評価の仕組み

参加型評価の類型と機能－評価専門家の役割の視点から－

協働事業を対象とした市民参加型評価を実践して

今川　　晃

藤田　伸子

高橋　敏彦
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12月3日（日）午後の部Ⅱ　15：30-17：00

自由論題Ⅸ 教育評価 座長　橋本　昭彦　国立教育政策研究所

経営コンサルタント

教育コンサルタント

前三重県朝日町教育委員会教育長

監査法人トーマツ

監査法人トーマツ

監査法人トーマツ

国立教育政策研究所

東京工業大学

ユネスコ北京事務所

自由論題Ⅹ 公共財政 座長　林　　　薫　文教大学

南山大学

東京大学大学院

（社）海外コンサルティング企業協会

東京大学大学院

（財）国際開発センター

特別セッション 評価インターンによる調査報告（中間報告） 座長　源　由理子　国際開発コンサルタント

立教大学大学院

学習院女子大学大学院

同志社大学大学院

東京工業大学大学院

東京工業大学大学院

15：30-15：58

16：00-16：28

16：30-16：58

義務教育課程における学校評価導入に関する考察

学校評価における第三者評価の意義とその課題

モンゴル農村部における教育の質的向上：国連・ユ

ネスコプロジェクト評価結果からの政策提言

小久保純一

森田　祐司

武久　顕也

村上　恵美

植田みどり

山口しのぶ

矢野　智子

○

15：30-15：58

16：00-16：28

16：30-16：58

途上国の公共財政制度と財政執行の評価方法2：

PEFA業績測定枠組みへの業績評価報告書の考案

「公共財政管理」の枠組みによる公的債務管理返済

能力評価（モルディブの事例）【発表キャンセル】

貧困国における「一般財政支援」の評価

上野　　宏

尾 隆夫

狩野伊知郎

黒岩　宙司

山下　道子

15：30-15：58

16：00-16：28

16：30-16：58

市民フォーラム21・NPOセンターの組織評価

ロジックモデルによる学校評価の改善

授業改善を目的とした生徒による授業評価システム

の開発と実践

松尾　武司

竹下　雅美

山崎　その

市野　　緑

丸山　真司

○

○

○

○

○
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共通論題セッションⅠ「都道府県の行政評価―この10年の実践総括」
座長　梅田 次郎（JMAC構造改革推進セクター）

討論者　山谷 清志（同志社大学）

1996年の三重県における本格導入から現在までにほとんどの都道府県において行政評価が導入されてお
り、良くも悪くも評価の実績量としては都道府県が最も多い。本セッションの目的は、この10年間の実践
について動向をまとめ、またその問題点を摘出しながら、今後の展望を見極めようとするものである。

第1報告者の谷口敏彦会員（行政経営アナリスト）は「この10年の歩みと今後の課題」と題して、各種
のアンケート結果を基に行政評価の実施状況と成果の活用方法、評価の実施による効果などを要約すると
ともに、先行的な取組を行っている4県の取組の概要を紹介し、今後の課題は評価結果をどのように活用
するかであり、行政評価は実施する段階から行政経営にどう生かすかの段階に移ってきたと報告された。

第2報告者の小野達也会員（鳥取大学）は「この10年間の問題点―定量評価の陥穽」と題して、評価指
標やアンケート集計値の利用など定量的な方法が重視される傾向は評価の客観性を高めるという観点から
望ましいと考えられるが、具体的にみていくと数々の課題があるといわざるを得ないとし、行政評価で用
いられる定量的な方法に見られる問題の所在を明らかにし、それが評価の過程や結果の活用に及ぼす影響
について報告された。

第3報告者の窪田好男会員（神戸学院大学）は「事務事業評価の10年：正確な評価を目指して」と題し
て、評価の到達点と問題点を確認した後、解決策として議論されている評価の客観性の向上には難点が多
いことを指摘し、政策体系のごく一部だけでも正確な評価を十分なコストをかけた外部評価によって行い、
自己評価と対照し、不正確な自己評価を行っていた評価者が「罰」を受けるようにすることで評価全体の
正確さを向上させることを提言された。

これらを受けて討論者の山谷清志会員（同志社大学）からは、行政評価が行政のマネジメントに役立つ
ことと住民にわかりやすいこととの連立の困難性などについてふれながら「分かりやすさ」とは何だろう
との問いかけがなされ、各報告者からそれぞれ見解が述べられた。

会場からも活発な質疑や意見が発表され、実務と研究の協働の場である日本評価学会ならではの議論が
展開された。

最後に私から、当学会の会員名簿をみると省庁の職員や自治体の職員が極めて少ないことにかんがみ、
今回は都道府県を扱ったが、国、市町村の評価実績も積み重なってきているので、それぞれをテーマにし
て実務の参考にもなるようなセッションを今後鋭意計画すべきであるとの提言をさせていただき終了しま
した。

共通論題セッションⅡ「教育組織の評価」
座長　長尾 眞文（広島大学）

一般に組織にとって、評価は①説明責任の遂行、②事業･運営の改善、③効率的･効果的な意思決定のた
めの知識管理の3課題への対応に役立つとされる。教育組織の場合に、どのような目的が設定され、実際

共通論題セッション報告
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に誰がどのような方法を用いて評価を行うかについては未だ定見はなく、試行錯誤を重ねている段階であ
る。そこでは、まず他の公共部門における評価と同様に、評価プロセスの透明性をいかに確保するか、評
価の実施に必要な専門性をいかに調達するか、そして評価結果に対する信頼性をいかに獲得するかといっ
た組織評価が本来的に抱える課題が浮上する。また、教育基本法の改正、教育の地方分権化や教育機関と
地域や産業との関係のあり方の変化といった教育活動にとって外部的な条件の変化が教育組織の評価に多
様な影響を及ぼしている。これら内部的、外部的要因の双方に配慮しつつ教育分野で変革を支援するツー
ルとして評価が定着するには、評価の有用性について多角的に検証する必要がある。

本セッションでは、義務教育段階の教育と大学教育に的を絞り、それぞれについて内部的、外部的関係
者から報告をしてもらった上で、教育組織にとって評価が役に立つ条件を議論した。第1報告者の岸本哲
哉氏（文部科学省初中等教育局学校評価室）は、現在初中等教育段階での学校評価が全国的に普及しつつ
ある現状について、その概要、法的根拠、制度上の課題、文科省の学校評価ガイドライン（2006年3月公
表）の内容を中心に説明するとともに、国の視点から学校評価システムの運用とその有用性の鍵を握ると
される第三者評価び扱いについて展望を語られた。これに対して、第2報告者の石田謙豪会員（広島県尾
道市立栗原北小学校）は、自らが校長を務める小学校で、どのように経営改善に資する学校評価の実現と
取り組んでいるかについて、保護者の願いを取り入れた教育活動を行うことの重要性と教員参画による評
価活動の推進の必要性を強調しつつ報告された。この前半の義務教育段階の学校の評価に関する質疑応答
では、教育の質の保証をどのように評価するかという方法的関心が主として取り上げられ、学力テストで
小中学校段階での理解度を十分反映できるか等が議論された。

セッション後半では、まず第3報告者の齋藤貴浩会員（大学評価・学位授与機構）は、大学認証組織の
立場から、大学組織の評価について評価機関の側で対応すべきことと大学側で対応すべきことの双方の視
点から報告され、続けて第4報告者の西出順郎会員（琉球大学）は、認証評価制度に直面した大学が自己
点検評価とどう取り組むかについて、インターベンション評価の概念を使って議論された。質疑応答では、
高等教育機関の評価で競争条件や組織の個性をどう評価するのか、組織評価が日本では機能するのか等が
取り上げられた。

セッション全体を通して、教育組織の評価が日本における評価慣行の普及の最前線となりつつあるとの
認識が共有され、その将来的な展開にとって高等専門性を備えた評価人材の育成が急務であること、そし
てそれは教育組織、特に大学が自ら取り上げるべき課題であることが確認された。また、その関連で、学
会が認証制度の運用等を通して果たすべき役割にも議論が及んだ。教育組織の評価は単に評価の一分野で
あるだけでなく、評価人材の育成にも係わることから、学会としても研究の活性化や会員の発掘に努める
必要が感じられた。

共通論題セッションⅢ「途上国の評価キャパシティ・デベロップメント―支援に向けた
取り組みの現状と課題―」

座長　三輪 徳子（国際協力機構）
座長　源 由理子（国際開発コンサルタント）

援助効果向上に向けた国際的な取り組みが加速する中、途上国のオーナーシップの確保や開発成果のマ
ネジメントの観点から、途上国の評価キャパシティ・デベロップメント（ECD）がこれまで以上に注目、
重視されつつある。本セッションではこうした状況をふまえ、今後の途上国ECDの効果的な支援のあり方
を探ることを目的に、ECDとその支援の現状と課題について様々な角度から報告をいただき、議論を行っ
た。

第1報告者の源由理子氏（国際開発コンサルタント）からは、DAC開発評価ネットワークによるECD支



191

援状況調査結果に基づいて主要ドナーのECD支援の概況が報告され、途上国側の評価に対するコミットメ
ントの低さや制度面の脆弱さ、またドナー側における協調の欠如やドナー主導の弊害などがECDの課題と
して挙がっていることが示された。ついで第2報告者の和田義郎氏（JBIC）からは、MDGs達成に向けた
取り組みの文脈の中でECDを捉える必要があるとしたうえで、計画官庁に対するECD支援に加えて、実際
に同取り組みにあたる実施機関や地方政府等のECD支援も重要との指摘がなされた。また、第3報告者の
原口孝子氏（（株）国際開発アソシエイツ）からは、途上国向け評価研修や途上国との合同評価に携わっ
た経験に基づき、ECDのためには評価技術の習得のみでなく体制構築が必須であり、途上国における評価
ニーズを高める工夫を含む取り組みが求められるとの問題提起が行われた。最後に第4報告者の湊直信氏

（（財）国際開発高等教育機構）からは、評価文化の確立と幅広い関係者のECDに向けて評価学会など知の
ネットワークが果たす役割が論じられ、途上国における国レベル・地域レベルの評価学会設立の動きや活
動が報告された。

これらの報告に対して会場からは多数の質問・意見が出され、ECDにおける途上国の主体性、評価結果
フィードバックの仕組みづくり、ドナー側評価手続きの調和化の問題などについて活発な議論が行われた。
技術面のみでなく制度面を含むECDへの取り組みの重要性が共有され、評価と政策とのリンク、評価文化
の構築など幅広い視点からECDを捉え、途上国主導によるECDのあり方について議論が深められたことは、
本セッションの成果であったと言えよう。

共通論題Ⅳ「市民参加型評価」
座長　岩渕 公二（特定非営利活動法人政策21）

討論者　窪田 好男（神戸学院大学）

本セッションの目的は、大会テーマである「地域・現場に根ざした評価」の重要な論点として、政策評
価・行政評価における市民の役割を探ることにあった。

近年、政策過程への市民参加が重要性を増し、市民による評価を試行する自治体が増えている。いわゆ
る「参加型評価」と称される評価の形態であるが、その中には評価の目的を考えるうえで重要な二つの思
考系譜が含まれている。すなわち、政策決定過程への参加プロセスを重視する「市民参加」であり、もう
一つは市民意見を取り入れた評価を行う手法として活用されてきた「参加型評価」である。これら二つの
キーワードは、手法面では類似性を持ちつつも、その目的と関心は同一ではない。そこで、理論と実践の
双方から市民参加型評価の課題と展望を議論するため、市民参加、参加型評価、事例報告の三つの観点か
ら報告いただいた。

第一報告者の今川晃同志社大学政策学部教授は、「市民参加と評価」と題して発表し、市民参加には水
平的自律的調整機能が期待されていることを指摘したうえで、多様な主体による評価の必要性を報告した。
第二報告者の藤田伸子会員（国際開発高等教育機構）は、「参加型評価の類型と機能」と題して発表し、
参加型評価のアプローチを目的、評価専門家の関与、ステークホルダーの関わりの面から整理したうえで、
参加型評価における課題について報告した。第三報告者の高橋敏彦いわてNPO-NETサポート代表理事は、

「市民参加による評価―協働事業の外部評価」と題して発表し、岩手県において今年度実践した県民参加
型外部評価の事例を報告したうえで、市民参加による評価の効果と課題について報告した。報告後、討論
者の窪田好男会員（神戸学院大学）が、参加する市民も含めた評価者育成の重要を提起し、フロアを交え
報告者との議論を行った。

本セッションでは、テーマに多角的な視点からアプローチすべく、学会外から市民参加に詳しい研究者
と市民参加による評価の実践者を招き議論したものであるが、市民参加型評価の課題と今後の展開を考え
るうえで、有意義な議論ができたと考えている。



192

自由論題セッションⅠ「評価手法1」
座長　三好 皓一（立命館アジア太平洋大学）

本セッションでは、3つの報告がなされた。
まず、佐々木会員（ミシガン大学評価研究所）から、「評価における価値観の問題：スクリヴェンの評

価論理の探求」について報告が行なわれた。本報告は、スクリヴェンが長年にわたり唱導してきた「評価
論理（Logic of Evaluation）」について、評価の定義、評価における価値判断、価値判断のための価値観を
客観的に明らかにする作業、評価の将来像としての分野横断的モデルについて解説し、その意義を紹介す
るとともに、その日本の評価及び評価研究への示唆を提示するものであった。フロアーからは、価値の多
様化、また、国際協力銀行の評価におけるレイティングなどに関連して質問、コメントがなされた。なお、
本報告はテレビ会議システムを活用してアメリカと接続して行なっており、佐々木会員の報告に先立ち本
セッション参加者に対しスクリヴェン教授から挨拶があった。

次に、牟田博光会員（東京工業大学）から、「二次評価における評価視点の分析」について報告が行な
われた。本報告は、国際協力機構（JICA）の二次評価についてその概要の説明･紹介とともに、JICAが実
施したプロジェクトの終了時評価報告書を対象とした国際協力専攻の大学院生による2回の二次評価の実
施結果を提示するものであった。結果として、評価を繰り返すことによる評価が辛くなる傾向について、
また、評価基準の定まりにくい項目、評価が容易でない項目などについて報告がなされた。フロアーから
は、評価結果のばらつきの状況、1回目と2回目の評価の間隔に伴う影響の可能性、一次評価と二次評価の
違いなどに関して質問、コメントがなされた。

最後に、高橋与志会員（広島大学）から、「貿易能力の形成援助策に関するメタ分析」について報告が
行なわれた。本報告は、これまでに発表された援助実施機関や機関横断的な援助を対象とした主な評価報
告書の比較分析を通じて評価方法としての整理を試みたものである。結果として、対象とした評価では妥
当性の主要な構成要素である「必要性」「優先度」「手段としての適切性」のすべてを捕らえたものが無い
点とともに、より包括的な評価基準の設定の必要性、ベンチマーク・指標の開発についての今後の課題と
しての重要性、また、新戦略との関連性についての研究の必要性などについての指摘がなされた。フロア
ーからは、比較優位との関連、また、ケースの選択方法などについて質問、コメントがなされた。

自由論題セッションⅡ「評価手法2」
座長　橋本 ヒロ子（十文字学園女子大学）

「評価手法2」では以下のようにジェンダー評価に関する報告2点と、ソーシャルキャピタルに関する評
価の報告1点、合計3点の報告があった。各報告に引き続き、質疑及び示唆に富んだコメントがされた。

1．エンパワーメント評価モデル：成果三類型モデルに関する考察
藤掛 洋子（東京家政学院大学）

藤掛氏は、南米パラグアイ共和国農村の女性たちが生活改善プロジェクトに主体的にかかわるプロセス

自由論題セッション報告
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を1993年から2006年まで調査して、エンパワーメント評価のモデルである成果三類型モデル（以下、三類
型モデル）を検討してきた。本報告では、まず、質的評価としてのエンパワーメント評価の系譜について
触れ、次に三類型モデルの特徴を紹介した。その上で、MDGsの一つにも掲げられている女性のエンパワ
ーメントという現象の可視化の可能性と課題について、中米パラグアイのプロジェクトで検証した三類型
モデルのホンジェラスでの応用事例を踏まえ考察し報告した。

2. ジェンダー評価について
青木 憲代（アイ・シー・ネット（株））

本報告は、JICA、外務省等が実施したジェンダー評価の評価をして、今後のジェンダー評価に活用する
ことを目的としている。日本ではジェンダー評価自体の数が限られていること、評価手法が確立していな
いことなどにより、メタ評価が困難であるという問題点を指摘し、ジェンダー評価の蓄積を提案した。

3. ソーシャルキャピタルに基づく住民組織の「手探り」評価方法の考え
渡辺 淳一（（財）国際開発センター）

渡辺氏は、ソーシャルキャピタルにおける住民組織等の現状把握をする調査手法である世界銀行の
SOCAT（The Social Capital Assessment Tool）を活用して、制度的ソーシャルキャピタルの質と量の変化に
焦点を当てた住民組織の評価の再検討を提案した。その際、藤掛氏の三類型累計型モデルの活用の可能性
に言及した。

自由論題セッションⅢ「保健1」
座長　大島 巌（日本社会事業大学）

本セッションでは、保健の実践現場における、新しい概念を用いた、新しい取り組みの評価に関わる3
題の報告が行われた。

まず第一報告佐藤辰夫会員の「地域健康資産形成に関するアプローチの評価」では、老人医療施設（病
院）に入院している高齢者の心のケアに対する病院全体での取り組みを、病院資産、特に地域健康資産と
いう観点から検討した結果、病院職員全体のモラル向上や地域住民の心のケア向上に資することが明らか
になったことが報告された。心のケアを目指した地域健康資産育成活動としては、地域小学校生徒の施設
訪問、職員研修・教育活動、地域健康講話、自治体との連携など活発な活動が営まれ、その成果として医
療介護サービスの改善のみならず施設維持費の節約効果も求められた。質疑では、地域健康資産という新
しい概念について、その有効性が討議された。

また、第二報告真壁道夫会員の「地域保健資産形成へのアプローチの検討―医療法人と行政の協力の視
点から―」では、宮城県にある医療法人が法人総収入の0.2％を投資し、地元自治体と協力して地域のプ
ライマリヘルスケア、健康増進、住民参加、男女共同参画などの活動を行い、その成果を地域保健資産と
いう観点から評価した。医療法人と自治体は連携して、地域保健資産の育成を進めているが、そのプロセ
スでは現状分析から政策の構築、情報発信、政策実践、評価と進んでいく。医療法人が、現状ではプロセ
スの前半部分を分担する、一見すると行政との役割が逆転する取り組みになっているが、その形態が健康
政策作りにノウハウを持たない地域における保健施策構築と評価の一つの先行モデルになるものと思われ
る。

第三報告梅原貞臣会員の「適切な医薬品使用に関する考察―地域ケア一薬局に関するアンケート調査
（薬局薬剤師と薬学部学生との比較）―」では、薬局に従事する薬剤師および、これから薬剤師の資格取
得を目指している薬学部学生を対象に、「政府施策の周知度」「薬局の現状」「地域ケアの薬局への問題点」
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に関する自記式調査を実施し、多くの回答者が地域住民建国ケアの担い手として薬剤師の重要性を認識し
ながら、現在の薬局の業務の繁忙さ、政府施策の周知度の不徹底等により十分対応出来ていないことが報
告された。本研究は、「適切な医薬品使用と教育（Optimal and Rationale Drug Use and Education）」という理
念を検証する研究の一環として実施されているが、実証データがその検証にどのように貢献しているのか
がやや不明確で、質疑の中で討議が行われた。

第一報告と第二報告は、地域健康（保健）資産という概念導入の有効性についての検討、第三報告は
「適切な医薬品使用と教育」という概念の検証という新しい概念の提起と評価という点で共通する報告で
あった。これらの概念の有効性の評価を実証的に明らかにする課題は、とても魅力的であるが、今回の報
告では必ずしもそれが十分に検証されているとは言えず、今後の研究の発展が望まれるように思われる。

自由論題セッションⅣ「評価手法3」
座長　齋藤 貴浩（大学評価・学位授与機構）

本セッションは以下の3件の発表の後、質疑応答が行われた。
「要求水準の変化を考慮した評価測定」（日野哲也、牟田博光）では、質問紙調査等を用いてプロジェク
トを評価する際に、被験者の要求水準が変化することによって真の効果が歪められている可能性と、その
影響を除こうとする手法が論じられた。プロジェクトの効果を利害関係者の意識に求める場合、各個人の

「判断」が効果測定の基礎となるが、その判断は必ずしも合理的ではない。評価の際にその影響を考慮し
ようとする試みであり、実際の分析が待たれる。
「事業分野別社会資本の整備水準と労働移動－2財一般均衡モデルをもとにした最適性の評価－」（鈴木
美和）では、2財一般均衡モデルを元に、日本の都道府県データから、道路・港湾などの産業基盤関連や
農林水産関連の社会資本の整備水準は過大である可能性がある一方、生活環境関連や国土保全関連の社会
資本の整備水準は過小であるとの結果が報告された。モデルとしての制約条件はきついが、実データをモ
デルに当てはめて現状の社会資本を評価した本報告は、評価への経済モデルの援用に重要な示唆を与えた。
「開発と国益の2つの視点からのODA評価についての考察－標準化した効果単位を使い、インパクトを定
量化した場合－」（佐藤由利子）では、日本の留学生政策に関して「人材養成」と「親日家養成」という
二つの目的から、その成果の定量的評価が報告された。タイとインドネシアを対象として実データからそ
の結果を比較するとともに、その際の分析方法として成果の標準化によってインパクトの比較を可能とす
る方法が提案された。

これらの発表に対し各々質疑応答が行われた。評価手法は万能ではなく、必ず何かしらの制約条件や分
析上の限界が存在する。新しい評価手法や評価モデルの開発は重要であり、それが評価の領域を拡大し、
またより精緻な評価を可能とする。しかし、同時に、実用に際しては、その限界や制約を十分に考慮した
上での使用が評価者に求められるということが再認識された。

自由論題セッションⅤ「評価手法4」
座長　渡辺 博（東洋エンジニアリング（株））

本セッションは以下の3件の発表の後、質疑応答があった。
「死亡交通事故対策の評価について－北海道の急激な交通事故死者数減少の要因について－」（浅野基樹）
では、北海道の交通事故死者数が平成12年の548人から平成17年の302人へとこの5年間に約45%の急激な
減少を見、平成17年はそれまで13年続いてきた都道府県別交通事故死者数ワースト1を14年振りに返上し、



195

ワースト4位となったこと、若年層の死亡交通事故の現状と若者の行動変容、自動車の安全性向上、道路
交通法改正、道路整備、および交通安全運動と取り締まり等の面から交通事故死者数の減少要因について
報告された。
「道路満足度を向上するための信頼度向上施策について」（大島章嘉）では、直轄国道の国民満足度を向
上させようとすると、不満の理由の解消が第一義的に求められるが、信頼度の向上が重要であることが明
らかとなっていること、満足度と信頼度の関係、不満の理由、不信の理由の把握、施策の方向性などにつ
いて意識調査をもとにした評価が行われていること、この意識調査では調査主催者の偏見や恣意性を排除
する工夫がされており利用者・回答者の本音の意見が回答に充分に反映されるようになっていることが報
告された。
「AOTS研修の事業評価システムと品質保証体系」（神田久史）では、財団法人海外技術者研修協会

（AOTS）で、研修の効果・効率性を高めるべく導入した事業評価システムの一般研修での運用に際して、
従来の研修目標や課題を整理し、研修内容を見直す必要性が高まってことを受け、3年前に一般研修の標
準化計画を開始したこと、現在では研修内容の更なる改善に努めると共に、研修に対する品質保証体系の
確立を目指し活動を行っていること、品質保証体系の構築の経緯と内容、並びにその構築過程において役
割を変化させつつある事業評価システムについて報告された。

これらの発表について内容に関する質疑応答が行われた。特にAOTS研修事業評価システムに関しては、
研修事業を製造業やサービス業に見られるような継続的な製品やサービスの生産過程に類似しているもの
と捉え、品質保証体系の一部と位置づけて評価システムを適用しており、極めてユニークなものであり、
職業訓練評価、教育評価等の参考として示唆的なものであった。

自由論題セッションⅥ「保健2」
座長　梅内 拓生（国際医療福祉大学大学院）

1．サービス特性からみたPFI事業の評価手法－高知医療センターのケーススタディ－
山下 興一（広島大学大学院）、渡里 司（中国地方総合研究センター）、松岡 俊二（広島大学大学院）

財政収支の悪化を背景に、地方自治体において官民協働（Public Private Partnership, PPP）に基づく事業
が盛んに行われており、そのなかで民間資金等の活用による公共施設等の整備（Public Finance Initiative,
PFI）のひとつとして高知医療センターPFI事業を選び、その評価手法に関する研究である。研究目的の設
定はタイムリーなものであり、評価項目の設定も広く用いられている五項目（目標達成度、効率性、イン
パクト、持続性、妥当性）を用いて行っている。医療サービス機関の評価においては、財政面改善のみな
らず、医療サービスの質の向上が大切である。この点もValue For Money（VFM）として研究の視野に入
っており、このことからも、VEMと医療サービスの質の向上の評価に関する今後の研究の進展が期待され
る。

2．ベキ法則に基づく健康と経済のマクロ指標を用いた政府開発援助政策評価法の基礎研究（Ⅵ）－国別
の乳児死亡率と一人当たりのGDPのべキ法則関係上の世界レベルでの位置関係と国自身の経時的変化の評
価的意味の検討－

正木 朋也（国際医療福祉大学大学院）、梅内 拓生（国際医療福祉大学大学院）
乳児死亡率（IMR）と一人当たりのGDP（GDP per Capita）の関係がべキ法則に従っていることを示し、

これらの関係を世界レベルと国自身のレベルで検討し、各国のべキ法則の数式上の位置の変化の動向を検
討している。このことから、世界レベルの動向としては、過去半世紀の経済発展に見られるように多くの
国でIMRとGDP per Capitaべキ関係が一定の方向に相伴って変化しきていたが、ここ十年来先進国の動向
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に従来のものとは異なる変化を示唆する兆候が観察されてきており、その分析の必要性を提示している。
さらに国レベルの動向の検討から、各国自身の変化の軌道を整理して、軌道とIMRとの関係を政策的対応
と結びつけることによって、これが政策評価に繋がる可能性を提示している。今後の研究の進展を期待し
たい。

3．精神保健福祉領域におけるプログラム評価の近年の発展と課題
大島 巌（日本社会事業大学社会学福祉部）

精神保健福祉領域のプログラム評価では、科学的根拠に基づくEBM（Evidence-Based Medicine）や科学
的根拠に基づく実践プログラム（EBP; Evidence-Based Practice）が注目されており、そこでは、プログラ
ム評価方法論における実践的な発展が展開されている。大島はこの新しい動向を整理して提示するととも
に、アウトカムに貢献するプログラムモデルの構築とFidelity評価法の発展、サービス普及研究の発展と
EBPツールキットプロジェクトの意義という観点から、プログラム評価の方法的発展と今後の課題に検討
を加えている。留意すべき点はEBMに基づく評価と異なりEBPの評価ではEBPにおけるプログラムとのサ
ービスギャップである。EBMへのFidelityを視野に入れたEBP実践とその評価の進展は今後の研究に期待し
するものがある。

自由論題セッションⅦ「行政評価/マニフェスト」
座長　山谷 清志（同志社大学）

本セッションは、①横山麻季子・鶴田芳貴「評価制度と自治体職員の意識変化」（筑波大学大学院）、②
河東賢「韓国における市民社会の公約評価活動」（慶応義塾大学）、③佐藤章「行政評価と事業仕分」（大
津市役所）、④田中啓「地方自治体の行政評価：10年間の実践を診断する」（静岡文化芸術大学）の4報告
で行われた。行政評価やマニフェスト、事業仕分けという一見脈絡の無い構成であるが、実は評価制度の
定着とその課題という隠れた共通論題があった。

第1報告「評価制度と自治体職員の意識変化」では地方自治体による評価制度の導入やその活用が職員
の意識変化に与える影響について実証分析を行なっている。この報告では、評価が政策・施策・事務事業
の策定や見直し、すべての事務事業を対象として評価を長期にわたって行うこと、記入済み評価シートの
公開などが、職員の意識変化につながることを明らかにした。

第2報告「韓国における市民社会の公約評価活動」では、2006年2月から韓国ではじまった地方選挙に向
けてマニフェスト運動をとりあげている。韓国マニフェスト運動の特徴は、市民社会による各候補者の公
約評価活動が活発に行われたことであり、報告によれば531マニフェスト政策選挙推進本部、2006地方選
挙市民連帯などの各市民団体がそれぞれの評価団、評価基準、評価方式に基づき、評価活動を行っている。
こうした経緯をふまえ、報告では2つの市民団体の評価経緯、評価対象・基準・方式、評価公表の方法を
検討して、今回のその活動の特徴と限界を分析している。

第3報告「行政評価と事業仕分」は、地方自治体で近年取り入れ始められている事業仕分けについて、
それが十分に吟味され、検討されて導入されているのかどうか疑わしい事実を指摘している。行政評価を
補完するという点では意味があるが、事業を廃止する際の立論に主観が入り込む、区分を担当する人びと
の立場に正統性が薄いといった致命的問題が、この方法を一時の流行に終わらせるのではないかという危
惧を示している。

第4報告「地方自治体の行政評価：10年間の実践を診断する」は、過去10年間に日本の自治体で広く普
及した行政評価・政策評価が、「それらを実践した結果どのような成果が上がっているのか」について明
らかにしようとしている。そこで自治体に対する独自の調査を実施、行政評価を実践した成果を把握する
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ことを試み、また行政評価への取り組み方法と評価制度のパフォーマンスとの関係についても分析を行っ
ている。以上の分析を踏まえ、この報告では自治体の行政評価が抱える課題とめざすべき今後の方向性を
示している。

会場からは個々の報告にさまざまな意見が出された。そのすべてをここで紹介する紙幅はないが、座長
の全体的な印象として言えば、第1報告から第3報告までは、種々の評価を「誰が」「どうした場で」「どの
ように活用するのか」、そして「そのための制度設計をどのようにするのか」という質問が出されていた。
また、第4報告に関しては共通論題Ⅰ「都道府県の行政評価」との関連もあり、①地方自治体に対するア
ンケート調査方法の再検討、および②制度のパフォーマンスを規定する要因の分析、の2点が必要ではな
いかという声が会場から上がった。なお、座長はこのセッションの終わりに「自由論題報告者は『日本評
価研究』に積極的に挑戦して、報告を学会の重要な財産にしてほしい」と発言し、この自由論題を締めく
くっている。

自由論題セッションⅧ「環境」
座長　長谷川 弘（広島修道大学）

環境分野における評価手法とその成果をテーマとした本セッションでは、次の4報告の発表とそれに続
く質疑応答や意見交換が行われた。
「過去20年にわたる日本の対中環境協力について」（廣野良吉）は、数多くの関連資料や報告者の現地調
査を踏まえ、環境分野におけるこれまでの対中協力の歴史的経緯、環境政策・人づくり・制度整備等への
成果を分析し、中国の環境問題解決はもとより同国の国際的地位向上にも少なからず貢献したとの評価を
与えている。また、日本の経験に基づく協力が求められる今後の課題として、中国の環境関連組織の強化
や意識改革、更には民間活力導入に向けての環境ガバナンスの改善等が指摘された。
「社会的環境管理能力の形成プロセスに係る因果構造の分析：都市大気汚染対策を事例にして」（村上一
真、松岡俊二）では、横浜市、名古屋市及び大阪市の大気環境行政活動を対象に緻密なデータ解析・統計
分析を通じ、アクター間の役割の代替を経て社会的環境管理能力が形成されること、行政の環境管理能力
の向上が市民・企業のそれも向上させるとう因果関係が存在することが実証された。また、環境クズネッ
ツ曲線に関わる大気質改善への寄与要因として、経済成長それ自体よりも環境管理能力が直接的であると
いう報告は、経済成長と環境改善の関係をとらえる上で重要な示唆と考えられる。
「企業経営と地域経済環境資産形成へのアプローチ評価（企業経営の視点から）」（簗島武彦、梅内拓生）
では、企業における従来の収支決算という財務会計的枠組みに、生涯コスト、心の資産、人材育成費用、
環境的便益、社会連帯価値等の外部経済効果を取り入れ、地域社会への貢献度をより明確な形で位置づけ
る「地域経済環境資産」の基本的理念について報告された。今後重要となる企業の社会的責任あるいは環
境会計の考え方を推し進める評価アプローチの一つとしてとらえることができるであろう。
「日本における環境教育の評価の現状と課題：ESDの評価を視野に入れて」（藪並郁子、阿部治）では、
環境教育関連の研究論文・発表内容を分析することで、現在の日本における環境教育の評価理念・手法を
目的、対象及び指標の観点から整理するとともに、「持続可能な開発のための教育（ESD）」に向けた評価
の課題や方向性が提言された。特に、地域の文脈に合った評価指標の設定、そしてプロセス評価とインパ
クト評価の適切なバランスの確保の必要性が強調された。
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自由論題セッションⅨ「教育評価」
座長　橋本 昭彦（国立教育政策研究所）

本セッションは3件の報告の後、質疑応答があった。
第一報告「義務教育課程における学校評価導入に関する考察」（小久保純一会員）は、民間企業の経営

管理のノウハウや、学校経営・学校評価の諸研究に学びつつ、「マネジメント思考に基づく学校評価シス
テムの構築」を提起した。学校評価によって「開かれたシステムへの転換」と「コミュニケーションの活
発な組織づくり」を実現することを訴えた。

第二報告「学校評価における第三者評価の意義とその課題」（森田祐司・武久顕也・村上恵美・植田み
どり会員）は、学校評価の政策的動向を整理し、教委等への調査によって得られた学校評価導入の現状や
問題点を紹介した上で、第三者評価導入の課題を、その「目的」「品質」「費用」「担い手」や、戦略的な
在り方などに分けて提示した。

第三報告「モンゴル農村部における教育の質的向上：国連・ユネスコプロジェクト評価結果からの政策
提言」（山口しのぶ・矢野智子会員）は、2年間に及ぶ「冷害を受けたモンゴル国3県における学校修復及
び学校長・教員のための再研修」プロジェクトの評価結果を、現地の風土に適する教育政策提言に活かす
という、発展的な報告であった。

それぞれにつき若干の質問があり、それに対して報告の補充が行われた。質疑の正確な記録が用意でき
ないので、個人的な所感を述べる。第一報告は、先行研究やデータ解釈に粗さがみられたが、鮮明な問題
意識を活かすためには、報告者が公募教育長として経験されたことの客観的な報告にいっそうのウェート
を置き、そこから独自の知見を構築することを望みたかった。第二報告は、共同プロジェクトとして系統
的に準備され、政策から地方教委・学校の実情までを視野に入れた労作である。現在国が進めている公立
学校への「第三者評価」の方向性づくりにからむ、時宜を得た報告であった。第三報告も、国際協力事業
の紹介に始まって、その評価結果やそこから導き出せる政策提言を披露した濃厚な報告であった。教育の
政策評価の実践的な事例研究としての優れた典型といえるが、中身が豊富すぎて、質疑の焦点も容易に定
まらなかった。座長の取りさばきの腕前を反映して、質疑が全体に不十分に終わったが、報告者・参会者
各位のご協力に感謝したい。

自由論題セッションⅩ「公共財政」
座長　林 薫（文教大学）

本セッションでは二つの報告が行われた。なお、当初三報告が予定されていたが、一報告は直前に辞退
となった。

最初の報告は上野宏会員（南山大学）による「途上国の公共財政制度改革と財政執行の評価方法2：
PEFA業績測定枠組みへの業績評価報告書の考察」である。これは2005年6月に発表された同評価測定枠国
の1年半にわたる評価状況をテーマにしたもので、評価枠組みの概観を行った前回評価学会全国大会のフ
ォローアップという位置づけができる。報告においてはタンザニア、ザンビア、アフガニスタン、モザン
ビーク、キルギスの5カ国に関するPEFAの評価報告書を分析対象とし、①まだどの報告書も内容は相当異
なり標準的な評価手法の形成段階にあること、②31指標による評価はPFMの優先順位を決定するのに有用
であること、③評価提言のみならず政策提言が報告書には含まれており、報告書の価値を高めていること、
などの分析結果の報告が行われた。質疑応答では、PFM評価の最新の動向についての関心が多く示された。

次の報告は山下道子会員（（財）国際開発センター）による「最貧国における『一般財政支援』の評価」
で、これは英国国際開発庁（DfID）の提唱で開始された一般財政支援の評価コンソーシャムのイニシアテ
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ィブでまとめられた専門家による一般財政支援報告書に関するものである。山下会員は同報告書概要を述
べつつ、①一般財政支援は万能薬ではないが、途上国の政府のオーナーシップと説明責任を強化したこと、
②一般財政支援が途上国の貧困層へのサービス改善に寄与していること、③一般財政支援に係る技術協力
の効果は疑わしいことなどの評価結果を紹介した。これに対して、質疑応答では同報告書が形成評価であ
ることに留意すべきであることなどについての質問や議論が行われた。総じて、財政支援や財政管理に係
る評価の最新の動向を紹介したという点において意義が大きなセッションであったと思われる。

特別セッション「評価インターンによる調査報告」（中間報告）
座長　源 由理子（国際開発コンサルタント）

本セッションでは、学会研修委員会が中心となって取り組んでいる「評価インターン制度」のもと、各
インターンによる調査報告が行われた。

まず、立教大学大学院の松尾武司氏により「市民フォーラム21・NPOセンター」の組織評価について発
表があった。同組織の中期ビジョンを達成するための組織力強化や人材育成に関する提言策定と目的とし
たもので、事業担当者と顧客に対する聞き取り調査、役員に対するアンケート調査結果をベースにデータ
比較を行い、その差異から運営上の課題や必要な人材コンピテンシーを明らかにする方法が提示された。
次に、呉市立昭和東小学校に派遣された竹下雅美氏（学習院女子大学大学院）、山崎その氏（同志社大学
大学院）から、「ロジックモデルによる学校評価の改善」について発表があった。同報告では、教員及び
保護者、地域住民に対する事前アンケート調査と聞き取り調査、児童に対する聞き取り調査をベースに、
学校経営計画、学校評価に対する問題点を明らかにし、ロジック・モデルをツールとしてわかりやすい学
校経営計画書と評価表を提案する過程が報告された。最後の発表となった小平谷中学校の評価では、丸山
真司氏、市野緑氏（以上、東京工業大学大学院）から「授業改善を目的とした生徒による授業評価システ
ムの開発と実践」と題し、調査の途中経過について発表があった。現行の授業評価に関する問題点の整理
を目的に教員アンケート調査を実施し、その因子分析結果に基づき教員の視点から捉えた授業評価の課題
が報告された。今後は再設計された授業評価の実施とその評価を踏まえ授業評価のあり方を提言する予定
である。これらの報告に対し、それぞれのコメンテーターである西出順郎会員（琉球大学）、長尾眞文会
員（広島大学）並びに高千穂安長会員（玉川大学）から、評価倫理、データ収集方法、データ分析手法や
その結果の提示方法といった多角的な視点からアドバイスを得た。

以上三つの報告は対象、目的が異なるも共通点としては組織の改善に評価を活用したいというインター
ン受け入れ先の思いがベースにある。その思いに、第三者としての客観性を保ちながらどれだけ有効なデ
ータを提示できるのかが問われるところであるが、3月の最終報告に向けて、今回の発表に対するコメン
トを反映したより質の高い評価調査を期待したい。
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企画委員会

企画委員会は、日本評価学会が行う各種の活動を企画、実行することをとおして、わが国の評価学の普
及と発展に寄与することを目的としている。最近の活動としては以下の活動がある。

1．研究受託事業
前年度に引き続き、2006年度も国際協力機構より「事業評価の二次評価」業務を受託した。国際協力機

構はすべての技術プロジェクト案件について終了時評価を行っているが、年間約50件とその数が多いとこ
ろから、内部評価として実施している。しかし、評価内容の透明性、客観性を担保するために、作成され
た評価報告書を外部有識者事業評価委員会で確認する事にしている。外部有識者事業評価委員会の下に作
業部会を設け、計量的な分析を加味して、公正なレビュ－を行っているが、この部会の作業を学会が請け
負ったものである。

この成果の一部は2006年12月開催の第7回全国大会で「二次評価における評価視点の分析」（自由論題セ
ッションⅠ 評価手法1）として一部発表された。また、この結果は2006年度末に公表された国際協力機
構「事業評価年次報告書2006」の中に収録されている。

2006年度はさらに、外務省から、「無償資金協力におけるプロジェクト・レベル事後評価に係る評価調
査（外務省による評価の二次評価）」業務を受託した。外務省では2005年度から無償資金協力プロジェク
トの事後評価を開始したが、各大使館職員が評価に当たるところから、評価内容の透明性、客観性を担保
するために、第三者に評価結果の二次評価を委託したものである。この二次評価結果は、2006年度末に公
表されている。なおこの業務は一般競争入札に参加して受託したものである。

このような受託事業は学会としての社会的貢献を具体的な形で示すと共に、会員に評価作業を経験して
もらう場を提供することにもなる。さらに学会に対しては財政的な貢献もできるなど利点が大きい。今後
とも、このような受託事業を積極的に拡大していきたいと考えている。

なお、学会として事業を受託することが適切であるかどうかの判断基準、及び受託事業の品質確保につ
いては学会が定めた「受託評価関連事業実施要領」に基づいている。

2．顕彰事業
学会賞には論文賞、奨励賞、功績賞の3種がある。
2006年度は学会賞受賞者選考細則第6条により、2006年8月22日付けで学会ホームページ上に学会賞候補

者の公募を行い、10月31日まで自薦、他薦を受け付けた。11月6日に学会賞審査委員会を開催した。論文
賞、奨励賞、功績賞のそれぞれについて、申し合わせに基づき、功績、論文、発表原稿等公表された資料、
アンケート結果、及び、日頃の学会活動などを総合的に検討し、さらに、受賞候補者の意思確認のため
メ－ルにて議論を継続し、11月15日、学会賞受賞候補者選考について審査員全員一致で下記の結論に達し
た。

学会賞受賞者選考細則第7条では、論文賞は、選考当該年度の前年度に発行された本学会誌に掲載され
た原著論文等から推薦されるものとする、と定められている。日本評価研究第6巻第1号及び第2号の原著
論文の中から、編集委員会の推薦に基づき、論文賞受賞候補者として、田中弥生会員を選考した。

奨励賞は、選考当該年度の前年度に開催された全国大会での発表等から推薦されるものとする、と定め
られている。第6回全国大会、及び春季第3回全国大会の場で発表された原稿等公表された資料、及び、そ
れぞれの大会でのアンケ－ト結果などを総合的に検討し、受賞候補者として源由理子会員を選考した。

功績賞は、前年度までの学会活動への貢献に基づき、推薦されるものとする、と定められているが、学
会賞選考内規に沿って、廣野良吉会員、長尾眞文会員を選考した。

これらの選考結果は、企画委員長を通じて理事会に諮られ、原案通り承認された。また、この4人の受
賞者には、12月2日の総会の場で、学会から賞状及び副賞が授与された。

企画委員会委員長　牟田　博光
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研修委員会

活動方針
研修委員会では、「評価の普及および評価に関する人材育成に寄与すること」を目的として、各種セミ

ナーの開催、研修プログラムの開発、教材の作成、講師の派遣、その他人材育成に関わる活動の実施支援
を行うことを基本方針としている。2006年度は以下のような活動を展開した。

活動状況
1．「評価インターン出前サービス」の企画・実施
「評価インターン出前サービス」は、学会の学生会員（大学院生）に対して「実際に評価を経験する」
機会を提供すべく、「評価を外部に委託したい」と考えている地方自治体やNGO・NPO、学校等で実際に
評価を体験させていただく事業である。今年度は、9月より各インターンによる実質的な調査がスタート
した。なお、インターンによる調査結果は2006年12月の全国大会（東洋大学）の場で報告され、2007年3
月には、最終報告書がとりまとめられた。

（1）市民フォーラム21
「市民フォーラム21・NPOセンターの組織評価」

松尾武司（立教大学）
（2）呉市立昭和東小学校

「ロジックモデルによる学校評価の改善」
竹下雅美（学習院女子大学）、山崎その（同志社大学）

（3）東京都小平市立小平第二中学校
「授業改善を目的とした生徒による授業評価システムの開発と実践」

丸山真司、市野緑（以上、東京工業大学）

2．学校評価研修プログラムにかかる認証制度説明会の実施
本学会が実施している学校評価研修プログラムの認証制度の説明会を都道府県及び政令指定都市及び中

核市の教育委員会関係者を対象に以下のとおり実施した。

（1）日　時：2007年1月19日（金）13：00～15：00
（2）場　所：経団連会館　9階906号室
（3）講　師：岸本哲哉氏（文部科学省初等中等教育局学校評価室長）

長尾眞文（広島大学、研修委員会委員）
石角剛氏（広島県立教育センター）

研修委員会共同委員長　源　由理子
西出　順郎
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広報委員会

1．活動方針
広報委員会は、その目的である、「評価の意義を広く普及し、学会活動の強化を支援するために、日本

評価学会および学会の行う種々の事業を広報し、学会の情報活動に寄与する」ことを目的とします。評価
学会の活動のみならず広く評価に関わる情報も会員の皆さんと共有すべくあらゆる機会を捉えてその実現
を目指します。

2．活動状況
（1）「学会活動の強化と学会の健全な運営を目指して会員獲得に努めます」

会員獲得のための学会説明などのツールについては、ホームページを第一に考えていますが、国、自治
体、企業などの説明ツールとしては、マス・メディアを使ったパブリシティを利用する方向で引き続き交
渉します。

（2）「会員に対する広報活動の充実」
評価を行う各機関の評価報告をタイムリーに評価学会会員に広報できるよう、評価資料の発表後、内容

について転送する機関を増やしていきます。

（3）「広報の手段は主として学会ホームページを活用します。従って、学会からのおしらせはホームペー
ジに随時掲載します」。

より読みやすく、タイムリーに情報をお伝えすべくホームページリニューアルの外注を計画し、2006年
6月24日理事会において計画推進について了解を得ました。

（4）「ホームページの有効性を評価します」
ホームページの有効性評価を行うために、ホームページへのアクセス件数、アクセス件数を会員数で除

した数値の検討などを実施します。

3．今後の方針
広報委員会は、第5回委員会を2006年12月28日に開催しました。引き続き年2回の広報委員会の開催とと

もに、進捗状況管理、新企画の検討などを行い広報面での有効性、効率性を高めていきます。

広報委員会委員長　高千穂　安長



203

国際交流委員会

1．2006年10月18日より20日まで、2006 Asian Regional Forum on Aid Effectivenessがマニラで開催された。
本地域フォーラムはアジア開発銀行、日本政府、DIFD、世界銀行の共催で、OECD・DACのパリ宣言
を受けて、援助の有効性を援助側、被援助側、NGO、コミュニティーグループ等で議論するものであ
った。分科会のODA評価セッションでは、廣野良吉国際交流委員会委員長が議長を務め、三輪徳子氏、
湊直信氏がプレゼンテーションを行った。廣野議長からアジア・パシフィックの評価学会のネットワ
ークとしてのAPEA（Asia Pacific Evaluation Association）設立の提案がなされ了承された。

2．国際交流委員会では上記のAPEA設立に関して、2回のブレインストーミングを踏まえて、学会全体に
賛同者を募ることとし、3月2日に関心を持つ会員が集まり会合を持った。今後、APEA設立に向けて積
極的に活動を行っていく予定である。なお、APEA設立への委員会活動は、本学会設立以来活動方針と
して会員総会で承認されている「国際開発評価学会への積極的対応」の一環である。

国際交流委員会委員長　廣野　良吉
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日本評価学会春季第4回全国大会のご案内

第4回全国大会
実行委員会委員長　和田　義郎
プログラム委員長　牟田　博光

来たる2007年6月2日（土）、日本評価学会春季第4回全国大会が学術総合センター
（東京都千代田区）にて開催されます。

参加申込方法および会場の詳細につきましては、決まり次第追ってご連絡いたしま
す。またプログラムにつきましては、更新の都度、学会メーリングリストおよびホー
ムページでご案内いたします。

会員各位におかれましては奮ってご参加くださいますようよろしくお願い申し上げ
ます。

記

1. 日時：　2007年6月2日（土）

2. 場所：　学術総合センター（東京都千代田区一ツ橋2-1-2）

以上
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特定非営利活動法人日本評価学会定款

第１章　総則
（名称）
第１条 本法人は、特定非営利活動法人日本評価学会と称し、英語名は、The Japan Evaluation Society

（略称JES）とする。
（事務所）
第２条 本法人は、主たる事務所を東京都品川区に置く。

（目的）
第３条 本法人は、広く国民一般に対する透明性確保、説明責任遂行のため、公共的な活動やNPO等の

社会的な活動に関する評価の重要性が強く認識されていることに鑑み、評価に関する研究及び
応用を促進し、評価に関する関連機関等との情報交換を図るとともに、この分野の学問の進歩
発展及び評価に携わる人材の育成等に貢献することにより、広く一般市民に対し評価活動の向
上と評価の普及に寄与することを目的とする。

（特定非営利活動の種類）
第４条 本法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。

（1）社会教育の推進を図る活動
（2）学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
（3）国際協力の活動
（4）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
（5）経済活動の活性化を図る活動

（事業の種類）
第５条 本法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として次の事業を行う。

（1）評価に関する調査・研究事業　
広く一般市民の参加を得て客観性を保持し得る評価手法、評価基準の開発を行う。

（2）評価に関する研修事業
評価に関する学術研究会、講演会、国際シンポジウム、研修などを開催し、評価人材の
育成に努める。

（3）評価に関する交流事業
評価研究者、評価実務者、評価利用者等評価に関連する内外の人々との交流、情報交換
の場として国際交流や全国大会を実施する。

（4）評価に関する広報・普及事業　
評価に関する情報を広く知らしむべく、ホームページの作成、学会誌その他刊行物の発
行等、普及啓蒙活動を行う。

（5）評価実施事業
公平、中立の観点に立ち、法人として第三者評価を実施する。

（6）評価に関する顕彰事業
評価に関する研究および評価活動の普及に貢献した人を広く顕彰する。

（7）その他、本法人の目的を達成するために必要な事業
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第２章　会員
（種別）
第６条 本法人の会員の種別は、次の5種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以下「法」と

いう。）上の社員とする。
（1）正会員 本法人の目的に賛同して入会した個人。
（2）学生会員 本法人の目的に賛同して入会した、原則として大学以上の学生で、学生会員を

希望する者。尚学生会員は、卒業時に本人が希望する場合は会長に申し込みを
おこなったうえで、正会員となることができる。

（3）賛助会員 本法人の目的に賛同し、その事業を後援する団体。
（4）名誉会員 本法人に功労のあった者及び広く評価分野に関連ある分野における学識経験者

で理事会の推薦に基づき総会の承認を経た個人。
（5）准会員 本法人の目的に賛同して入会した個人で、最大3年間を期限に本法人の活動へ

の参加を希望する者。3年以上の継続を本人が希望する場合は会長に申し込み
をおこなったうえで、正会員となることができる。

（入会）
第７条 会員の入会について、特に条件は定めない。
２　　　　正会員、学生会員、賛助会員、准会員として入会しようとする者は、会長が別に定める入会申

込書により会長に申し込むものとする。また、名誉会員として推薦された者は、入会の手続き
を要せず、本人の承諾をもって会員となるものとする。

３　　　　理事会は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。
４　　　　会長は、第2項のものの入会を認めないときは、速やかに理由を付した書面をもって本人にそ

の旨を通知しなければならない。

（会費）
第８条 正会員、学生会員、賛助会員、准会員は、総会において別に定める会費を納入しなければなら

ない。

（会員の資格の喪失）
第９条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

（1）退会届の提出をしたとき。
（2）本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。
（3）継続して2年以上会費を滞納したとき。
（4）除名されたとき。

（退会）
第１０条 会員は、会長が別に定める退会届を会長に提出して、任意に退会することができる。

（除名）
第１１条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名することができる。

（1）この定款に違反したとき。
（2）本法人の名誉を毀損し又は設立の趣旨に反する行為を行なったことにより、総会において、
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除名すべきものと認められた場合
２　　　　前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会を与えな

ければならない。

（拠出金品の不返還）
第１２条 本法人は、会員がその資格を喪失しても、既に納入した会費その他の拠出金品は返還しない。

第３章　役員
（種別及び定数）
第１３条 本法人には、次の役員を置く。

（1）理事　20名以上25名以内
（2）監事　1名以上2名以内

２　　　　理事のうち1人を会長とし、若干名を副会長とする。

（選任等）
第１４条 理事及び監事は、総会において、正会員の中から選任する。
２　　　　会長及び副会長は、理事会において、理事の互選により定める。
３　　　　役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を超

えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の3分の1を超
えて含まれることになってはならない。

４　　　　法第20条各号のいずれかに該当する者は、本法人の役員になることができない。
５　　　　理事及び監事は、相互に兼ねることができず、本法人の職員を兼ねてはならない。

（職務）
第１５条 会長は、本法人を代表し、会務を統括する。
２　　　　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、会長があらかじめ指名し

た順序で、その職務を代行する。
３　　　　理事は理事会を構成し、この定款の定め及び総会または理事会の議決に基づき、会務の執行を

決定する。
４　　　　監事は、次に掲げる職務を行う。

（1）理事の会務執行の状況を監査すること。
（2）本法人の財産の状況を監査すること。
（3）前2号の規定による監査の結果、本法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しく

は定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報
告すること。

（4）前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。
（5）理事の会務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。

（任期等）
第１６条 役員の任期は、2年とする。ただし再任を妨げない。
２　　　　補欠又は増員により就任した役員の任期は、前項本文の規定にかかわらず、前任者又は現任者
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の残存期間とする。
３　　　　役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行なわなけ

ればならない。
４　　　　前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会

が終結するまでその任期を伸長する。
（欠員補充）
第１７条 理事又は監事のうち、その定数の3分の１を超える者が欠けたときは遅滞なくこれを補充しな

ければならない。

（解任）
第１８条 役員が次の各号の一に該当する場合には、理事は理事会の議決により、監事は総会の議決によ

り、これを解任することができる。
（1）心身の故障のため、職務の遂行の堪えないと認められるとき。
（2）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

２　　　　前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会を与えな
ければならない。

（費用弁償）
第１９条 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
２　　　　前1項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。

（顧問）
第２０条 本法人に顧問若干名を置くことができる。
２　　　　顧問は、会長が理事会の同意を得て委嘱する。
３ 顧問は、本法人の運営に関し、会長の諮問に答え、又は意見を述べることができる。
４ 顧問の任期については、第16条第1項の規定を準用する。

第４章　会議
（種別）
第２１条 本法人の会議は、総会および理事会の2種とする。
２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

（総会の構成）
第２２条 総会は、正会員をもって構成する。

（総会の権能）
第２３条 総会は、以下の事項について議決する。

（1）定款の変更
（2）解散及び合併
（3）事業計画及び収支予算
（4）会員の除名
（5）事業報告及び収支決算
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（6）役員の選任又は監事の解任、役員の職務
（7）会費
（8）解散における残余財産の帰属先
（9）その他運営に関する重要事項

（総会の開催）
第２４条 通常総会は、毎年1回開催する。
２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。

（1）理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。
（2）正会員総数の5分の1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があったとき。
（3）監事が第15条第4項第4号の規定に基づいて招集するとき。

（総会の招集）
第２５条 総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、会長が招集する。
２ 会長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日から30日以内に

臨時総会を招集しなければならない。
３ 総会を招集する場合には会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面により、開催の

日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

（総会の議長）
第２６条 総会の議長は、会長をもってこれにあてる。

（総会の定足数）
第２７条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席が無ければ開催することができない。

（総会の議決）
第２８条 総会における議決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。

（総会での表決権等）
第２９条 各正会員の表決権は平等なものとする。
２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、

書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。
３ 前項の代理人は、代表権を証する書面を総会毎に議長に提出しなければならない。
４ 第1項の場合において、正会員は、表決内容等について、総会の議長に一任することができる。
５ 第1項及び前項の規定により、表決権を行使する場合は、当該正会員は総会に出席したものと

みなす。
６ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができ

ない。

（総会の議事録）
第３０条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
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（1）日時及び場所
（2）正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっては、その数を付

記すること。）
（3）審議事項
（4）議事の経過の概要及び議決の結果
（5）議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人2名が、記名押印又は署名しなけ
ればならない。

（理事会の構成）
第３１条 理事会は、理事をもって構成する。ただし、監事、顧問、幹事ならびに第53条第2項に定める

事務局長は、理事会に出席し意見を述べることができる。

（理事会の権能）
第３２条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。

（1）総会に付議すべき事項
（2）総会の議決した事項の執行に関する事項
（3）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

（理事会の開催）
第３３条 定例理事会は、毎年3回開催する。
２ 前項にかかわらず次に掲げる場合には、臨時理事会を開催することができる。

（1）会長が必要と認めたとき。
（2）理事総数の2分の1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の請求があ

ったとき。
３ 理事会は、理事現在数の3分の1以上の出席がなければ、開会することができない。

（理事会の招集）
第３４条 理事会は、会長が招集する。
２ 会長は、前条第2項第2号の場合にはその日から20日以内に理事会を招集しなければならない。
３ 会長は、緊急に理事会を招集する必要がある場合において、やむを得ない事情によりこれを開

催できないときには、理事の承諾を得て、書面により議決を得ることができる。この場合、理
事会は開催されたものとみなす。

４ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面により、開催
の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

（理事会の議長）
第３５条 理事会の議長は、会長がこれにあたる。

（理事会の議決）
第３６条 理事会における議決事項は第34条第4項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。
２ 理事会の議決は、出席理事の過半数の同意でこれを決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。
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（理事会の表決権等）
第３７条 各理事の表決権は、平等なものとする。
２ やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について

書面又は代理人をもって表決することができる。
３ 前項の場合において、理事は、表決内容等について理事会の議長に一任することができる。
４ 第1項及び前項の規定により、表決権を行使する場合は、当該理事は理事会に出席したものと

みなす。
５ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができ

ない。

（理事会の議事録）
第３８条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

（1）日時及び場所
（2）理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を付記すること。）
（3）審議事項
（4）議事の経過の概要及び議決の結果
（5）議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人2名が、記名押印又は署名しなけ
ればならない。

第５章　資産
（資産の構成）
第３９条 本法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

（1）設立当初の財産目録に記載された財産
（2）会費
（3）寄付金品
（4）財産から生ずる収入
（5）事業に伴う収入
（6）その他の収入

（資産の管理）
第４０条 本法人の資産は、会長が管理し、その方法は理事会の議決による。
２ この法人の資産は特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

第6章　会計
（会計の原則）
第４１条 本法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

（会計区分）
第４２条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。
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（事業年度）
第４３条 本法人の事業年度は、毎年10月1日に始まり翌年9月30日に終わる。

（事業計画及び予算）
第４４条 本法人の事業計画書及び収支予算書は、会長が作成し、理事会の議決を経た後、毎事業年度の

開始前に総会の議決を得なければならない。ただし、やむを得ない事情により、当該事業年度
開始前に総会を開催できない場合にあっては、理事会の議決によることを妨げない。この場合、
当該事業年度の開始の日から90日以内に総会の議決を得るものとする。

２ 会長は、前項の事業計画書及び収支予算書を変更しようとするときは、理事会の議決を得なけ
ればならない。

（暫定予算）
第４５条 第43条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会長は、理事

会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収入支出することができる。
２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

（予備費）
第４６条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。
２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

（事業報告及び決算）
第４７条 本法人の事業報告書、財産目録、賃借対照表及び収支決算書等決算に関する書類は、会長が毎

事業年度終了後遅滞なくこれを作成し、監事の監査を受け、理事会の議決を経た後、当該事業
年度終了後90日以内に総会の決議を得なければならない。

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

（臨機の措置）
第４８条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放

棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第７章　定款の変更、解散及び合併
（定款の変更）
第４９条 本法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多数による議

決を経、かつ、法第25条第3項に規定する軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得なければなら
ない。

（解散）
第５０条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

（1）総会の決議
（2）目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
（3）正会員の欠亡
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（4）合併
（5）破産
（6）所轄庁による設立の認証の取消し

２ 前項第1号の事由により本法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なけれ
ばならない。

３　　　　第1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

（残余財産の帰属）
第５１条 本法人が解散（合併又は破産による解散を除く。）したときに残存する財産は、法第11条第3項

に掲げる者のうち、総会において議決した者に譲渡するものとする。

（合併）
第５２条 本法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議決を経、かつ所

轄庁の認証を得なければならない。

第８章　公告
（公告の方法）
第５３条 本法人の公告は、この法人の掲示場に提示するとともに、官報に掲載して行う。

第９章　事務局
（事務局の設置）
第５４条 本法人に、本法人の事務を処理するため、事務局を設置する。
２ 事務局には、理事会の同意を得て会長が委嘱する事務局長を置く。
３ 事務局組織、運営、職員及びその他必要な事項は理事会の議決を経て別に定める。

第１０章　雑則
（細則）
第５５条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て会長がこれを定める。

（委員会及び分科会）
第５６条 本法人は、事業の円滑な遂行を図るため、委員会及び分科会を設けることができる。
２ 委員会及び分科会は、その目的とする事項について、調査及び研究し、または審議する。
３ 委員会及び分科会の組織、構成及び運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定め

る。
（支部）
第５７条 本法人は、事業の円滑な遂行を図るため、総会の議決に基づいて支部を置くことができる。
２ 支部には、理事会の同意を得て会長が委嘱する支部長を置く。
３ 支部の位置、組織、運営その他必要な事項は、理事会の議決を経て、別に定める。



214

附則

１　この定款は、本法人の成立の日から施行する。

２　本法人の設立当初の役員は、別表の通りとする。

３　本法人の設立当初の役員の任期は、第16条第1項の規定にかかわらず、平成16年度の事業報告書及び
収支決算の決議をする総会の日までとする。

４　本法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、本法人成立の日から平成16年9月30日
までとする。

５　本法人の設立初年度の事業計画及び収支予算は、第44条の規定にかかわらず、設立総会の定めるとこ
ろによる。

６　本法人の設立当初の会費は、第8条の規定に関わらず、次に掲げる額とする。
正会員 15,000円
学生会員 5,000円
賛助会員 1口100,000円 （1口以上）

【別表】
設立当初の役員

役 職 名　 氏　名
会　　長　 宮内　義彦
副 会 長　 廣野　良吉
副 会 長　 牟田　博光
理　　事　 竹内　正興
理　　事　 荒木　光弥
理　　事　 梅内　拓生
理　　事　 喜多　悦子
理　　事　 木村　　孟
理　　事　 熊岡　路矢
理　　事　 坂元　浩一
理　　事　 白須　　孝
理　　事　 杉下　恒夫
理　　事　 鈴木　絲子
理　　事　 高千穂安長
理　　事　 高橋　一生
理　　事　 長尾　眞文
理　　事　 古川　俊一
理　　事　 三好　皓一
理　　事　 森　　茂子
理　　事　 弓削　昭子
監　　事　 高瀬　国雄
監　　事　 松下　　弘
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日本評価学会誌刊行規定
2005.2.15改訂
2002.9.18改訂
2001.9.9改訂

（目的および名称）
1. 日本評価学会（以下、「学会」という）は、評価に関する研究および実践的活動の成果を国内外の学

界をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、評価慣行の向上と普及に資することを目
的として、「日本評価研究（仮名）」（英文仮名：“The Japanese Journal of Evaluation Studies”、以下、

「評価研究」という）を刊行する。
（編集委員会）
2. 「評価研究」の編集は、後で定める「編集方針」にもとづいて編集委員会が行う。
3. 編集委員会は、学会会員20名以内をもって構成し、委員は学会理事会が選任する。編集委員の任期は

2年とし、再任を妨げないものとする。
4. 編集委員会は、互選により委員長1名、副委員長2名および常任編集委員若干名を選出する。
5. 編集委員会は、最低年1回編集委員会を開き、編集方針、編集委員会企画、その他について協議する

ものとする。
6. 編集委員会は、その活動等について、随時理事会へ報告し、承認を受けるとともに、毎年1回学会年

次大会の場で、過去1年の活動成果と翌年の活動計画に関する報告を行う。
7. 委員長、副委員長および常任編集委員は、常任編集委員会を構成し、常時、編集実務に当たる。

（編集方針）
8. 「評価研究」は、原則として、年2回刊行する。
9. 「評価研究」の体裁は、B5版とし、和文又は英文とする。
10. 「評価研究」に掲載する原稿（以下「論文等」という）の分類は、以下の5カテゴリーからなるもの

とする。
（1）総説
（2）研究論文
（3）研究ノート
（4）実践・調査報告
（5）その他

11. 「評価研究」への投稿有資格者は、学会会員および常任編集委員会が投稿を依頼した者とする。学
会会員による連名での投稿および学会会員を主筆者とする非会員との連名での投稿は、これを認め
る。編集委員による投稿はこれを認める。

12. 投稿原稿を上記分類のどのカテゴリ－として扱うかは、投稿者の申請等をもとに常任編集委員会が、
下記の「作業指針」に従って決定する。

（1）「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文とし、その掲載については編集委員
会が企画・決定する。

（2）「研究論文」は、評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献となると認められ
る論文とし、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（3）「研究ノート」は、「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当
する論考で、その採否については次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。

（4）「実践・調査報告」は、評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告で、その採否について
は次項に定める査読プロセスを経て常任編集委員会が決定する。
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（5）「その他」には、編集委員会が独自に企画する特集に掲載する依頼原稿や学会誌の刊行に関する
編集委員会からの学会会員への連絡等が含まれる。

13. 論文等は2名の査読者により査読することとし、その人選は編集委員会が行う。「研究論文」につい
ては、査読結果と編集委員会が査読者とは別に指名する担当編集委員1名の参考意見をもとに、編集
委員会が掲載に関する決定を行う。「総説」、「研究ノート」、「実践・調査報告」および「その他」の
論文については、査読結果にもとづき編集委員会が掲載に関する決定を行う。

14. 編集委員が「評価研究」に投稿した場合には、当該委員はその投稿に係わる常任編集委員会あるい
は編集委員会の議事に一切参加しないものとする。

15. 上記いずれのカテゴリーの投稿についても、常任編集委員会による掲載の判断は可・不可の二者択
一で行うこととする。但し、場合によっては編集委員会の判断で、小規模の修正による掲載も認め
る。「研究論文」としての掲載が適当でないと判断された場合でも、投稿者が希望すれば、常任編集
委員会は「研究ノート」あるいは「実践・調査報告」としての掲載を決定できる。

（投稿要領の作成公表）
16. 編集委員会は、上記の編集方針にもとづき投稿要領を作成し、理事会の承認を得て、広く公表する。

（配布先）
17. 「評価研究」は、学会会員に無償で配布するほか、非会員に有償で提供する。

（抜刷の配付）
18. 「評価研究」掲載論文等の抜刷り30部を、投稿者（原著者）に無料で配布する。それ以上の部数を

希望する場合は投稿者（原著者）の自己負担とする。
（インターネット上の公開）
19. 「評価研究」掲載論文等は、投稿者（原著者）の了承を得て全文をインターネット上で公開する。

（著作権）
20. 「評価研究」に掲載された論文等の著作権は各投稿者（原著者）に帰属するものとし、編集権は本

学会に帰属するものとする。
（事務局）
21. 「評価研究」編集及び配布の事務は、それに関連する会計も含めて学会事務局が担当する。

（以上）



217

『日本評価研究』投稿規定

2003.4.18改訂
2002.3.25改訂
2001.9.9改訂

１. 『日本評価研究』（The Japanese Journal of Evaluation Studies）は、評価に関する論文、論考、調査報
告等を掲載する。

２. 『日本評価研究』は、会員間の研究成果交流の場を提供し、内外における評価研究の一層の発展に
資することを主目的として発行されており、原則として会員による寄稿を掲載する。なお、依頼原
稿を除き、ファーストオーサーは学会員でなければならない。

３. 投稿された原稿は、編集委員会の責任において審査を行ない、採否を決定する。審査にあたっては、
1原稿毎に2名の査読者を選定し、査読結果を参考にする。（査読者には、投稿者名を伏せて査読を依
頼する。）

４. 原稿料は支払わない。

５. 『日本評価研究』に掲載された論文等は、その全文をインターネット上の本学会のホームページに
掲載する。

６. 投稿にあたっては、投稿原稿が、①研究論文、②総説、③研究ノート、④実践・調査報告、⑤その
他のうち、どのカテゴリーに入るかを明記する。ただし、カテゴリーについての最終判断は、編集
委員会で行なう。「研究論文」は評価の理論構築あるいは慣行の理解について重要な学問的貢献とな
ると認められる論文、「総説」は、評価の理論あるいは慣行について概観する論文、「研究ノート」
は「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当する論考、「実践・
調査報告」は評価事業の実践あるいは評価にかかわる調査の報告、「その他」は編集委員会が独自に
企画する特集に掲載する依頼原稿等である。

７. 投稿方法
（1）使用言語は日本語又は英語とする。
（2）著者校正は原則として第一校までとする。
（3）英文原稿については、ネイティブスピーカーによる英文チェックを済ませ、完全な英文にして

投稿すること。
（4）ハードコピー4部（A4版）を提出する。その際、連絡先（住所、Tel、Fax、Email）と原稿の種

類を明記すること。掲載可と判断された原稿については、必要なリライトを経た後に、最終原
稿のハードコピー2部とDOS/Vフォーマットのフロッピーを用いたTEXTファイルを提出する。
その際、オリジナル図表を添付すること。

（5）刷り上がりは最大14ページとする。これを超える場合は、その経費は著者負担とする。
（6）日本語原稿の最大文字数は以下のとおり。①研究論文20,000字、②総説15,000字、③研究ノート

15,000字、④実践・調査報告20,000字、⑤その他適宜。それぞれ和文要旨を400字程度、英文要
旨を150words程度、及び和文・英文でキーワード（5つ以内）を別に添付する。印刷は1ページ、
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20字×43行×2段（1,720字）とする。20,000字の原稿の場合、単純計算では英文要旨1ページを
加えて合計13ページとなるが、図表の量によっては、それ以上のページ数となり得るので、注
意すること。

（7）英文ではA4版用紙に左右マージン30mmをとり、10ポイントフォントを使用し、1ページ43行の
レイアウトとする（1ページ約500words）。論文冒頭に150words程度のAbstractをつける。14ペー
ジでは、7,000words相当になるが、タイトルヘッド等を考慮して、最大語数を約6,000words（図
表、注、文献込み）とする。図表の量によっては、ページ数が予想以上に増える場合もあり得
るので、注意すること。

８．送付先
〒140-0002  東京都品川区東品川4－12－6 日立ソフトタワーB 22F
財団法人 国際開発センター内 日本評価学会事務局
TEL: 03-6718-5931
FAX: 03-6718-1651
E-mail:  jes_info@idcj.or.jp
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『日本評価研究』執筆要領
2002.9.18改訂
2002.3.25改訂

１. 本文、図表、注記、参考文献等
（1）論文等の記載は次の順序とする。

日本語原稿の場合
第1ページ：表題、著者名、所属先、E-mail、和文要約（400字程度）、和文キーワード（5つ以内）
第2ページ以下：本文、謝辞あるいは付記、注記、参考文献
最終ページ：英文表題、英文著者名、英文所属先、E-mail、英文要約（150words程度）、英文キー
ワード（5つ以内）

英文原稿の場合
第1ページ：Title; the author’s name;  Affiliation;  E-mail address;  Abstract (150 words) ;  Keywords (5
words)
第2ページ以下：The main text;  acknowledgement;  notes;  references

（2）本文の区分は以下のようにする。
例１（日本語）

１．
（1）

①
（2）
（3）

例２（英文）
1.
1.1
1.1.1
1.1.2

（3）図表については、出所を明確にする。図表は原則として、筆者提出のものをそのまま写真製版
するので、原図を明確に作成すること。写真は図として扱う。

例１：日本語原稿の場合
図１ ○○州における生徒数の推移

（注）
（出所）
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表１ ○○州における事故件数

（注）
（出所）

例２：英文原稿の場合
Figure １ Number of Students in the State of ○○

Note:
Source:

Table １ Number of Accidents in the State of ○○

Note:
Source:

（4）本文における文献引用は、「･…である（阿部 1995、p.36）。」あるいは「･…である（阿部 1995）。」
のようにする。英文では、(Abe 1995, p.36) あるいは(Abe 1995)とする。
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（5）本文における注記の付け方は、（･…である1。）とする。英文の場合は、（….1）とする。
（6）注記、参考文献は論文末に一括掲載する。

注記
1 ………。
2 ………。

（7）参考文献は、日本語文献は著者の五十音順、外国語文献は著者のアルファベット順に記し、年
代順に記載。参考文献の書き方については以下のようにする。
日本語単行本：著者（発行年）『書名』、発行所

（例）日本太郎（1999）『これからの評価手法』、日本出版社
日本語雑誌論文：著者（発行年）「題名」、『雑誌名』、巻（号）：頁－頁

（例）日本太郎（1999）「評価手法の改善に向けて」、『日本評価研究』、1（2）：3-4
日本語単行本中の論文：著者（発行年）「題名」、編者『書名』、発行所、頁－頁

（例）日本太郎（2002）「行政評価」、日本花子『評価入門』、日本出版社、16-28
複数の著者による日本語文献：著者・著者（発行年）『書名』、発行所

（例）日本太郎・日本花子（2002）『政策評価』、日本出版社
英文単行本：著者 （発行年）.  書名.  発行地：発行所.

（例）Rossi, P. H. (1999).  Evaluation:  A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif:
Sage Publications.

英語雑誌論文：著者（発行年）.  題名.  雑誌名, 巻（号）, 頁－頁.
（例）Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgements.  American Journal of Evaluation, 15(2),

35-57.
英語単行本中の論文：著者（発行年）. 題名. In 編者 (Eds.), 書名. 発行地：発行所, 頁－頁.

（例）DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996).  Cognitive interviewing techniques:  In the lab and
in the field.  In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions:  Methodology for
determining cognitive and communicative processes in survey research. San Francisco, Calif:
Jossey-Bass, 177-196.

2名の著者による英語文献：姓, 名, and姓, 名（発行年）.  書名.  発行地：発行所.
（例）Peters, T., and Waterman, R.（1982).  In Search of Excellence:  Lessons from America’s

Best Run Companies. New York: Harper & Row.
3名以上の著者による英語文献：姓, 名, 姓, 名, and姓, 名（発行年）.  書名.  発行地：発行所.

（例）Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000).  Comparative Performance Measurement.
Washington: Urban Institute.

（注１） 同一著者名、同一発行年が複数ある場合は、（1999a）、(1999b) のようにa,b,cを付加して
区別する。

（注２） 2行にわたる場合は2行目移以降を全角1文字（英数3文字）おとしで記述する。
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『日本評価研究』査読要領

日本評価学会　『日本評価研究』編集委員会
2005年9月10日決定

1. 本査読要領の趣旨
本査読要領は、『日本評価研究』における掲載論文等の審査の要である査読手続きについて、投稿す

る会員及び査読を依頼される会員に対して解説を行い、審査手続きを効率的かつ効果的に行うことを目
的として、定めるものです。

2. 査読の目的と投稿者の責任
査読は、投稿原稿が『日本評価研究』に掲載される論文等としてふさわしいものであるか否かについ

ての判定を当編集委員会が行う上で必要とされるものです。
査読に伴って見いだされた疑問や不明な事項について、必要な場合は修正意見をつけて、修正を求め

ることがあります。査読は、その意味で、投稿原稿の改善に資するものでもあります。ただし、修正が
求められた場合においても、論文等の内容に関する責任は著者が負うべきものであり、査読者の責に帰
するものではありません。

査読者は2名で、編集委員会において学会会員の中から当該分野の専門家を選び依頼されますが、学
会会員以外に依頼することもあります。

3. 査読の視点
査読は、以下の5つの視点によりますが、投稿原稿の種類によって、重点が違います。

（1）テーマの重要性・有用度
（2）研究の独自性
（3）論理の構成
（4）実証法・方法論の妥当性
（5）評価理論・実践への貢献

・研究論文の査読については、上記の5項目全てに配慮する。
・研究ノートの査読については、上記5項目のうち、特に（1），（2），（3），（4）の諸項目に配慮する。
・実践・調査報告の査読については、上記5項目のうち、特に（1），（3），（5）の諸項目に配慮する。
・総説の査読については、上記5項目のうち、特に（3）と（5）の諸項目に配慮する。

4. 投稿に当たっての留意点
2. に掲げた査読の視点以外に、基本的な論文の完成度の問題があります。例えば、
●論文等として体裁が整っているか、
●執筆要領にしたがっているか、
●簡潔明瞭に記述されているか、
●実証的なデータは適切に位置づけられているか、
●注や参考文献は本文と対応しているか、
●専門用語の使用は適切か、
●語句や文法的な誤りがないか、
●誤字脱字はないか、
●句読点に誤りはないか、
●英文要約などの英文表現は適切か、（必ずしも和文要約の直訳である必要はなく、英文としてまと
まっていること）

●字数は規程に従っているか、
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など、内容及び形式に関する留意点があります。
大学院生及び実務家の投稿において、論文としての体裁が整わないまま送付されている例があり、査

読そのものに至らないものもあるので、しかるべき指導を受けた後に投稿されるよう強く勧めます。

5. 査読にあたっての判断事例
（1）完成度において不十分であるが掲載を考慮できる場合

萌芽的な研究、発展が期待できる論文等は評価論の発展のためにできるだけ評価してください。
●検証は十分とはいえないが、理論や定式化が学問の発展に有用である。
●考察は十分とはいえないが、新たな理論の形成・促進に有用である。
●文献調査は十分とはいえないが、研究の位置づけは明確である。
●比較研究は十分とはいえないが、適用例としては意義がある。
●考察は十分とはいえないが、社会的、または、歴史的に重要な事例の評価として意義がある。
●考察は十分とはいえないが、特定の社会活動の評価として意義がある。
●論文の構成や表現は適切とはいえないが、内容は評価できるものがある。
●論理性は十分とはいえないが、実務上の有用性がある。
●有意義な実践・調査報告である。

（2）掲載を考慮するのが困難と判断される事例
●問題意識や問題の設定が不明確
●基本的な用語の概念の理解や分析枠組が不明確または不適切
●論拠とするデータ等の信頼性が乏しい
●論旨の明確さや論証の適切さがない
●論文の構成、表現（用語、引用、図表等）が適切でない（または整合性がとれていない）

6. 判定
掲載についての判定は以下の4つの類型に分かれ、最終的に常任編集委員会において決定します。た

だし、これらの判定は、評価できる項目や問題のある項目の多少によるものではありません。（3）及び
（4）にあるように、投稿論文の種類以外であれば、掲載を考慮できるとする場合があります。別の種類
となる場合、字数の関係で、大幅に修正を要することがあります。

（1） 掲載可とする。
（2） 小規模の修正による掲載可とする。
（3） 大幅な修正による掲載可とする。

但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。
（4） 掲載不可とする。

但し、（総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告）として掲載を考慮できる。
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英文学会誌の刊行について

2007.1.20
『日本評価研究』

編集委員会

本学会では、学会設立当初以来、学会誌を年2回刊行し、恒常的に学会員の評価に関する研究及び実践
活動の成果を国内外に学会をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、評価慣行の向上と普
及に努めてきました。しかし、学会誌に掲載した論文等は和文のものが大部分であり、より一層の国内外
での評価に関する知識、知見の共有化のためには、英文誌を下記により刊行することとしました。会員皆
様の投稿をお待ちいたします。

記

1．現在の学会誌の刊行を、和文誌と英文誌に分け、年度において和文誌2回、英文誌1回、刊行する。

2．刊行時期は、和文誌は、従来どおり、3月および9月、英文誌は、12月を目処に行う。英文誌創刊号の
原稿締め切りは、平成19年6月30日とする。

3．学会員の評価に関する研究および実践活動の成果を国内外に広く発表するために、和文誌に掲載され
た論文等を、英文に翻訳し、英文誌に掲載すること、また、英文誌に掲載された論文等を、和文に翻
訳し、和文誌に掲載することを認める。但し、翻訳した論文等は、翻訳言語での体裁等を満たしてい
ることを条件とする。また、翻訳は、執筆者が各自の責任において行なうものとし、和文誌または英
文誌に掲載された論文等の翻訳であることを掲載誌に明記することとする。

4．投稿および原稿依頼等は、別添の刊行規定等によるものとする。

（1） Publication Policy of the Japanese Journal of Evaluation Studies
（2） Information for Contributors (For English papers)
（3） Writing Manual of the Japanese Journal of Evaluation Studies  (For English papers)
（4） Referee-Reading Guideline

以上
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別添（1）
Publication Policy of the Japanese Journal of Evaluation Studies

Last revised on 15th February 2005

(The Purpose and the Name)
1．The Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as“evaluation society”) publishes“The Japan

Journal of Evaluation Studies (hereinafter referred to as“evaluation study”) in order to widely release
evaluation studies and outputs of practical activities to domestic and international academic societies,
interested individual and institutions, and contribute to the advancement and prevalence of evaluation
practice. 

(Editorial Board)  
2．The editorial board administrates editing of evaluation study based on the editorial policy stated below.   
3．The editorial board is formed with less than 20 members of the evaluation society who are assigned by

the board of directors. Terms of editors are two years but can be extended.  
4．The editorial board assigns one editor-in-chief, two vice-editors-in-chief, and a certain number of

standing editors among the members.  
5．The editorial board may hold at least one meeting to discuss the editing policy, plans of editorial board,

and others.     
6．The editorial board reports activities to the board of directors as needed and receives approval. Also it is

required to report the progress of the past year and an activity plan for the following year at the annual
conference.  

7．The editor-in-chief, the vice-editors-in-chief and the standing editors organize the standing committee and
administrate editing on a regular basis. 

(Editorial Policy)
8．The evaluation study, as a principle, is published twice a year.  
9．The evaluation study is printed on B5 paper, and either in Japanese or English.  

10．Papers published in the evaluation study are categorized as five types; 
（1）Review
（2）Article
（3）Study Note
（4）Report
（5）Others

11．The qualified contributors are members of the evaluation society (hereinafter referred to as“members”)
and persons whose contribution is requested by the standing editors. Joint submission of members and
joint submission of non-members with a member as the first author are accepted. Submission by the
editors is accepted.   

12．Submitted manuscripts are treated as the above categories, however, the standing editors will decide
based on the application of the contributors and the following guidelines; 

（1）“Review”is a paper, which provides an overview of evaluation theory or practice. The editorial
board will make the decision regarding publication. 

（2）“Article”is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of
evaluation or understanding of evaluation practice. The standing editors committee makes adoption
judgments following the referee-reading process described in the next section. 
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（3）“Study note”is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical
enquiry. The standing editors committee makes adoption judgments following the referee-reading
process described in the next section.       

（4）“Report”is the study report related to a practical evaluation project or evaluation. The standing
editors committee makes adoption judgments following the referee-reading process described in the
next section.       

（5）“Others”includes requested papers for special editions organized by the editorial board and
announcements from editorial board to members regarding publication.     

13．The editorial board selects two referee readers. For the“article”，the editorial board makes adoption
judgments referring to the results from referee readings and comments provided by one editor assigned by
the editorial board. For“review”，“study note”，“report”and“others”，the editorial board makes
adoption judgments referring to the results from referee readings.

14．When editors submit a manuscript, the editors are not allowed to attend any of the standing editors
committee meetings or editorial board meetings regarding the manuscript.  

15．The standing editors have alternative of approval or not-approval for adoption judgment of manuscripts
submitted to any categories. However exception is permitted if the editorial board approves the
publication after minor rewrite. Even if the manuscripts are considered insufficient as an“article”，
standing editors can decide whether the manuscripts are published as a“study note”or“report”if the
authors wish to publish. 

(Formulation and Release of Submission Procedure) 
16．The editorial board formulates the submission procedure based on the editorial policy described above

and release after approval from the board of directors. 

(Distribution)
17．The evaluation study is distributed to all members for free and distributed to non-members for a charge. 

(Distribution of the Printed Manuscript)
18．30 copies of the respective paper are reprinted and distributed to the authors. The authors must cover any

costs incurred by author,s requests for printing more than 30 copies.    

(Release on the Internet)
19．The papers published in the evaluation study are released on the internet with approval from the authors.  

(Copyright)
20．Copyright of papers which appear in the evaluation study is attributed to the respective authors. Editorial

right is attributed to the evaluation society. 

(Office)   
21．The office is in charge of administrative works for editing, distribution, and accounting.
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別添（2）
Information for Contributors

(For English papers)
Last revised on 18th April 2003

1．“The Japanese Journal of Evaluation Studies”is the publication for reviews, articles, study notes, and
reports relating to evaluation.  

2．“The Japanese Journal of Evaluation Studies”is primary published to provide opportunities for members
of the Japan Evaluation Society (hereinafter referred to as“members”) to exchange findings, and to
contribute to further development of the study of evaluation both domestically and internationally. As a
principle, this journal publishes the contributions submitted by the members. With the exception of
requested papers, the first author must be a member.

3．Adoption judgments of the manuscript are made at the discretion of the editorial board. Comments from
two referee readers who are appointed for every manuscript are referred to in the screening process (the
editorial board requests referee readers without notifying the author of manuscript).   

4．Payment for the manuscript is not provided. 

5．Papers published in“The Japanese Journal of Evaluation Studies”are released on the Internet at
homepage of this academic society.

6．Regarding submission, manuscripts must be identified as one of the following categories: 1) article, 2)
review, 3) study note, 4) report, and 5) others. However, the final decision of the category is made by the
editorial board. 
“Article”is considered as a significant academic contribution to the theoretical development of
evaluation or understanding of evaluation practice. 
“Review”is a paper which provides an overview of evaluation theory or practice.  
“Study note”is a discussion equivalent to the intermediate outputs of a theoretical or empirical study in
the process of producing an“article”. 
“Report”is the study report related to a practical evaluation project or evaluation.
“Others”are manuscripts for special editions requested by the editing committee.  

7．Manuscript Submission
（1）Manuscripts may be written in either Japanese or English.
（2）Correction by the author is only for the first correction. 
（3）English manuscripts should be submitted only after the English has been checked by a native

speaker. 
（4）Submit four hard copies (A4 size) of the manuscript. Contact information including mailing address,

telephone number, fax number, and e-mail address, and the category of the manuscript should be
clearly stated. 
For approved manuscripts, after necessary rewriting, the author needs to submit two hard copies of
the final paper as well as a text file saved on a DOS/V formatted floppy disk. Original figures, charts,
and maps should be provided. 

（5）Total printed pages should not exceed 14 pages. Any cost incurred by printing more than 14 pages
must be covered by the author.  

（6）The layout for English papers should be 30 mm of margin at left and right side, 10pt for font size, 43
lines on A4 paper (about 500 words per page). An abstract of 150 words should be attached to the
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front. 14 pages are equivalent to 7,000 words but the body should not exceed 6,000 words to allow
for the title, header, figure, chart, footnotes, and references. Please note that the number of pages may
be more than expected depending on the number of figures included. 

8．Mailing address
Office of Japan Evaluation Society at International Development Center of Japan 
Hitachi Soft Tower B 22nd Floor, 4-12-6, Higashi-Shinagawa, Shinagawa, Tokyo, 
140-0002, Japan
Phone: +81-3-6718-5931, Facsimile: +81-3-6718-1651
E-mail: jes_info@idcj.or.jp
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別添（3）
Writing Manual of the Japanese Journal of Evaluation Studies

(For English papers)

Revised on 18th September 2002

1．Text, Charts, Figures, Graphs, Diagrams, Notes, and References

(1) The paper should be written in the follow order:

First page: Title; the author,s name; Affiliation; E-mail address; Abstract (150 words); Keywords (5 words)

Second page: The main text; acknowledgement; notes; references 

(2) Section of the text should be as follow:
1. 
1.1 
1.1.1 
1.1.2 

(3) Source of the charts, figures, graphs, and diagrams should be clarified. Submitted charts and others will be
photoengraved, therefore it is important that the original chart is clear. Pictures shall be treated as figures.

(4) Citation of literature in the text should be, (Abe 1995, p.36) or (Abe 1995).  
(5) Note in the text should be, (------.1 )

Note:
Source: 

Figure 1 Number of Students in the State of ○○

Note:
Source: 

Table 1 Number of Accidents in the State of ○○
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(6) Note and references should be written all together in the end. 
Note
1 --------. 
2 --------. 

(7) Reference should list the literature in alphabet order, and arranged in chronological order. Follow the
examples: 

Book: author (year of publication). Title of the book. Published location: publishing house.

(e.g.)  Rossi, P. H. (1999). Evaluation: A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif: Sage
Publication. 

Article from magazine: author (year of publication). Title. Title of the magazine, volume (number), page-
page.

(e.g.) Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgments. American Journal of Evaluation, 15(2), 35-37. 

Article in Book: author (year of publication). Title. In editor (Eds.), Title of the book. Published location:
publishing house, page-page. 

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196. 

Book by two authors: surname, first name, and surname, first name. (year of publication). Title of the book.
Published location: publishing house. 

(e.g.) Peters, T., and Waterman, R. (1982). In Search of Excellence: Lessons from America,s Best Run
Companies. New York: Harper & Row.

Book by more than three authors: surname, first name, surname, first name, and surname, first name. (year of
publication). Title of the book. Published location: publishing house. 

(e.g.) Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000). Comparative Performance Measurement.
Washignton: Urban Institute. 

(note 1) If some references are from the same author with the same publication year, differentiate by adding
a,b,c as (1999a), (1999b). 

(note 2) If the reference is more than a single line, each line from the second should be indented by three
spaces.

(e.g.) DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the
field. In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
and communicative processes in survey research. San Fransisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196.



231

別添（4）
Referee-Reading Guideline

The Japanese Journal of Evaluation Studies Editorial Board,
The Japan Evaluation Society 

Approved on 10th September 2005

1. Content of the Referee-Reading Guideline

This Referee-Reading Guideline is to provide explanation of the main publication judgment, procedure of the
referee-reading, to the members who submit the manuscript and for the members who are requested to conduct
referee-reading in order to carry out the procedure efficiently and effectively.  

2. Purpose of Referee-Reading and the Responsibility of the Author

Referee-reading is necessary for the editorial board to make decisions of whether submitted manuscripts are
appropriate to publish in the Japanese Journal of Evaluation Studies or not.

If there is doubt or obscurity identified in manuscripts during the referee-reading corrections may be required.
Therefore, referee-reading also contributes to the improvement of the submitted manuscripts. However, although the
manuscripts are requested corrections, the author is still solely responsible in regards to the contents and it is not
attributed to the referee-readers. 

Referee-readers are two persons who are requested by the editorial board depending on the specialty or the field
of the submitted manuscript. People who are not members of this academic society also may be requested. 

3.  Items of Consideration in Referee-Reading

Five points are considered in referee-reading, however, the importance of each may be different depending on
the type of manuscript. 

(1) Importance and utility of the theme
(2) Originality of the study 
(3) Structure of the logic 
(4) Validity of verification and methodology 
(5) Contribution to evaluation theory and practice 

- For the article, all of above five are considered. 
- For the study note, especially (1), (2), (3), and (4) are considered. 
- For the report, especially (1), (3), and (5) are considered. 
- For the review, especially (3) and (5) are considered. 
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4.  Attentions in submission of manuscript

Besides above five viewpoints, basic completeness as a paper is also considered, for example; 
- appearance of the paper is organized
- written according to the writing manual
- described simply and distinctive
- verification data is appropriately used 
- notes and references are corresponding with the text
- terminology is appropriately used
- no wording and grammatical mistakes  
- no errors and omission 
- no punctuation mistakes 
- expression in English abstract is appropriate   
- word count is according to the manual

The above mentioned forms and contents are also considered. There have been cases in which graduate students
and practitioners posted without organizing the manuscripts as a paper. On those occasions, referee-reading was not
conducted. Necessary consultation is strongly recommended prior to submission. 

5. Judgment Cases in Referee-Reading

(1) In the case of the manuscript which is considered acceptable for the publication but is not yet complete:
The referee reader should evaluate carefully whether the paper can contribute to the development of evaluation
theory or evaluation studies. 

- Verification is lacking but the theory and formulation are useful for academic development. 
- Analysis lacking but useful for formation and promotion of new theory.
- The literature review is not of a high standard but, the overall study is meaningful. 
- Comparative study is not up to standard but is meaningful as an example of application. 
- Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of socially and historically important cases. 
- Analysis is lacking but it is meaningful as an evaluation of particular social activities. 
- Organization and expression are not up to standard as a paper but the contents are worthy to evaluate. 
- Logic is not strong enough but useful in practice. 
- The paper has significance as a report. 

(2) In case of the manuscript which is considered as difficult for publication:
- Awareness of the issue or setting of the problem is indecisive.
- Understanding or analytical framework of notion of basic terminology is indecisive or inappropriate. 
- There is a lack in credibility of data for the grounds of an argument. 
- There is no clear point of an argument or appropriateness of proof. 
- Organization of the paper and presentation (terminology, citation, chart, etc) are inappropriate (or not

consistent).  
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6. Judgment

The final decision will be made on publication at the standing editors committee following one of four patterns
(listed below).  However, these judgments are not based on the number of errors but on the strength of the overall
report.  In the case of (3) and (4), there is a possibility to be published as a different type of paper. If it is published as
a different type of paper, major rewrite concerning the number of words may be required. 

(1) The paper will be published. 
(2) The paper will be published with minor rewrite.
(3) The paper will be published with major rewrite, however as a different type of paper (review, article, study

note, or report).
(4) The paper will not be published; however there is the possibility that it will be published as a different type

of paper (review, article, study note, or report).  
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